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第103回那覇市議会会議録




＝定例会＝









１９６８年６月５日　　開会

１９６８年６月２８日　　閉会







その２






















那覇市議会





会議録目次（その２）




○　上程案件処理結果

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～




６月５日（招集日）

○　出欠議員氏名

○　説明員

○　事務局出席者

○　議事日程

○　会議に付した事件

○　開会　・　開議

○　諸般の報告

○　会議録署名議員の指名

○　会期決定

○　施政方針の説明

○　提案理由の説明

（第３６号議案　那覇市職員の給与に関する条例の一部を改正する条例制定について）

（第３７号議案　那覇市報酬および費用弁償等に関する条例の一部を改正する条例制定について）

（第３８号議案　那覇市職員特殊勤務手当支給条例の一部を改正する条例制定について）

（第３９号議案　那覇市職員に対する期末手当支給条例の一部を改正する条例制定について）

（第４０号議案　那覇市職員定数条例の一部を改正する条例制定について）

（第４１号議案　那覇市税賦課徴収条例の一部を改正する条例制定について）

（第４２号議案　那覇市敬老年金条例の一部を改正する条例制定について）

（第４３号議案　那覇市奨学基金条例の一部を改正する条例制定について）

（第４４号議案　那覇市奨学資金給付条例の一部を改正する条例制定について）

（第４５号議案　那覇市営首里プール条例制定について）

（第４６号議案　奥武山競技場管理条例を廃止する条例制定について）

（第４７号議案　那覇市町界町名整理審議会設置条例制定について）

（第４８号議案　財産の処分について）

（第４９号議案　市道路線の認定について）

（第５０号議案　議決内容の一部変更について）

（第５１号議案　公営住宅建設用地購入借換債を起こすことについて）

（第５２号議案　継続費を設定することについて）

（第５３号議案　那覇市公会堂建設債を起こすことについて）

（第５４号議案　一時借入金について）

（第５５号議案　１９６９年度公営住宅建設債を起こすことについて）

（第５６号議案　１９６９年度那覇市歳入歳出予算）

（第５７号議案　１９６９年度那覇市土地区画整理事業特別会計歳入歳出予算）

（第５８号議案　１９６９年度那覇市土地区画整理事業山下地区特別会計歳入歳出予算）

（第５９号議案　予算外義務負担について）

（第６０号議案　下水道事業債を起こすことについて）

（第６１号議案　一時借入金について）

（第６２号議案　１９６９年度那覇市下水道事業特別会計歳入歳出予算）

（第６３号議案　１９６８年度那覇市水道事業会計追加更正予算）

（第６４号議案　１９６９年度那覇市水道事業会計予算）

（第６５号議案　継続費を設定することについて）

（第６６号議案　那覇教育区債を起こすことについて）

（第６７号議案　那覇教育区教育委員会職員の給与に関する規則の一部を改正する規則制定について）

（第６８号議案　那覇教育区教育委員会職員の給与に関する規則制定について）

（第６９号議案　那覇教育区教育委員会職員退職金支給規則の一部を改正する規則制定について）

（第７０号議案　那覇教育区教育委員会職員定数規則の一部を改正する規則制定について）

（第７１号議案　那覇教育区教育委員会報酬及び費用弁償規則の一部を改正する規則制定について）

（第７２号議案　１９６８年度那覇教育区歳入歳出追加更正予算）

（第７３号議案　１９６９年度那覇教育区歳入歳出予算）

（報告２号　　　専決処分の報告について）

○　散会

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～

６月７日（第２日目・金曜日）

○　出欠議員氏名

○　説明員

○　事務局出席者

○　議事日程

○　会議に付した事件

○　開議

○　諸般の報告

○　会議録署名議員の指名

○　施政方針に対する質疑

○　金城吾郎議員

市長

○　久高友敏議員

市長

○　大浜長弘議員

市長

○　赤嶺慎英議員

市長

経済民生部長

○　友利栄吉議員

土木部長

○　又吉久正議員

市長

土木部長

○　喜舎場盛一議員

市長

○　大山盛幸議員

市長公室長

総務部長

市長

○　安見福寿議員

経済民生部長

市長

○　儀間真祥議員

建設部長

第二助役

○　瀬長フミ議員

市長

水道局長

市長

○　仲本安一議員

市長

○　金城庄瑞議員

市長

○　金城重正議員

市長

○　椿　　秀義議員

市長

○　黒潮　隆議員

市長

○　散会

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～




６月８日（第３日目・土曜日）

○　出欠議員氏名

○　説明員

○　事務局出席者

○　議事日程

○　会議に付した事件

○　開議

○　会議録署名議員の指名

○　一般質問

○　久高友敏　議員

建設部長

総務部長

第二助役

市長

○　宮良永昌議員

市長

教育長

○　平良亀助議員

建設部長

○　赤嶺慎英議員

建設部長

水道局長

○　真栄城嘉園議員

土木部長

建設部長

経済民生部長

第二助役

○　椿秀義議員

経済民生部長

消防長

水道局長

市長

○　友利栄吉議員

市長公室長

水道局長

経済民生部長

建設部長

○　瀬長フミ議員

経済民生部長

教育長

○　金城重正議員

建設部長

第二助役

教育長

○　金城吾郎議員

市長

第二助役

○　黒潮隆議員

市長

建設部長

○　儀間真祥議員

市長

建設部長

○　大浜長弘議員

建設部長

市長公室長

土木部長

○　散会

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～




６月１０日（第４日目・月曜日）

○　出欠議員氏名

○　説明員

○　事務局出席者

○　議事日程

○　会議に付した事件

○　開議

○　諸般の報告

○　会議録署名議員の指名

○　議案上程

（第３６号議案　那覇市職員の給与に関する条例の一部を改正する条例制定について）

○　質疑

黒潮隆議員

市長公室長

消防長

市長

○　委員会付託

○　議案上程

（第３７号議案　那覇市報酬および費用弁償等に関する条例の一部を改正する条例制定について）

○　委員会付託

○　議案上程

（第３８号議案　那覇市職員特殊勤務手当支給条例の一部を改正する条例制定について）

○　委員会付託

○　議案上程

（第３９号議案　那覇市職員に対する期末手当支給条例の一部を改正する条例制定について）

○　委員会付託

○　議案上程

（第４０号議案　那覇市職員定数条例の一部を改正する条例制定について）

○　委員会付託

○　議案上程

（第４１号議案　那覇市税賦課徴収条例の一部を改正する条例制定について）

○　質疑

黒潮隆議員

財政部長

第一助役

儀間真祥議員

第一助役

○　委員会付託

○　議案上程

（第４２号議案　那覇市敬老年金条例の一部を改正する条例制定について）

○　質疑

仲本安一議員

経済民生部長

○　委員会付託

○　議案上程

（第４３号議案　那覇市奨学基金条例の一部を改正する条例制定について）

○　委員会付託

○　議案上程

（第４４号議案　那覇市奨学資金給付条例の一部を改正する条例制定について）

○　委員会付託

○　議案上程

（第４５号議案　那覇市営首里プール条例制定について）

○　質疑

儀間真祥議員

経済民生部長

○　委員会付託

○　議案上程

（第４６号議案　奥武山競技場管理条例を廃止する条例制定について）

○　質疑

金城吾郎議員

経済民生部長

又吉久正議員

経済民生部長

第一助役

○　委員会付託

○　議案上程

（第４７号議案　那覇市町界町名整理審議会設置条例制定について）

○　委員会付託

○　議案上程

（第４８号議案　財産の処分について）

○　委員会付託

○　議案上程

（第４９号議案　市道路線の認定について）

○　委員会付託

○　議案上程

（第５０号議案　議決内容の一部変更について）

○　委員会付託

○　議案上程

（第５１号議案　公営住宅建設用地購入借換債を起こすことについて）

○　委員会付託

○　議案上程

（第５２号議案　継続費を設定することについて）

○　委員会付託

○　議案上程

（第５３号議案　那覇市公会堂建設債を起こすことについて）

○　委員会付託

○　議案上程

（第５４号議案　一時借入金について）

○　表決

○　議案上程

（第５５号議案　１９６９年度公営住宅建設債を起こすことについて）

○　委員会付託

○　議案上程

（第５６号議案　１９６９年度那覇市歳入歳出予算）

○　委員会付託

○　議案上程

（第５７号議案　１９６９年度那覇市土地区画整理事業特別会計才入才出予算）

○　委員会付託

○　議案上程

（第５８号議案　１９６９年度那覇市土地区画整理事業山下地区特別会計才入才出予算）

○　委員会付託

○　議案上程

（第５９号議案　予算外義務負担について）

○　委員会付託

○　議案上程

（第６０号議案　下水道事業債を起こすことについて）

○　委員会付託

○　議案上程

（第６１号議案　一時借入金について）

○　表決

○　議案上程

（第６２号議案　１９６９年度那覇市下水道事業特別会計才入才出予算）

○　委員会付託

○　議案上程

（第６３号議案　１９６８年度那覇市水道事業会計追加更正予算）

○　委員会付託

○　議案上程

（第６４号議案　１９６９年度那覇市水道事業会計予算）

○　委員会付託

○　議案上程

（第６５号議案　継続費を設定することについて）

○　表決

○　議案上程

（第６６号議案　那覇教育区債を起こすことについて）

○　委員会付託

○　議案上程

（第６７号議案　那覇教育区教育委員会職員の給与に関する規則の一部を改正する規則制定について）

○　委員会付託

○　議案上程

（第６８号議案　那覇教育区教育委員会職員の給与に関する規則制定について）

○　委員会付託

○　議案上程

（第６９号議案　那覇教育区教育委員会職員退職金支給規則の一部を改正する規則制定について）

○　委員会付託

○　議案上程

（第７０号議案　那覇教育区教育委員会職員定数規則の一部を改正する規則制定について）

○　委員会付託

○　議案上程

（第７１号議案　那覇教育区教育委員会報酬及び費用弁償規則の一部を改正する規則制定について）

○　委員会付託

○　議案上程

（第７２号議案　１９６８年度那覇教育区歳入歳出追加更正予算）

○　質疑

金城吾郎議員

教育次長

○　表決

○　議案上程

（第７３号議案　１９６９年度那覇教育区歳入歳出予算）

○　委員会付託

○　提案理由説明

（第７４号議案　議決内容の一部変更について）

（第７５号議案　議決内容の一部変更について）

○　質疑

仲本安一議員

○　委員会付託

○　提案理由の説明

（第７６号議案　１９６８年度那覇市一般会計予算の繰越使用について）

○　委員会付託

○　散会

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～




６月１５日（５日目・土曜日）

○　出欠議員氏名

○　説明員

○　事務局出席者

○　議事日程

○　会議に付した事件

○　開議

○　諸般の報告

○　会議録署名議員の指名

○　動議提出

金城吾郎議員（市長の本土出張についての緊急質問）

○　委員会審査報告

建設委員長（第７４号議案　議決内容の一部変更について）

（第７５号議案　議決内容の一部変更について）

○　質疑

黒潮隆議員

建設委員長

建設部長

○　表決

○　緊急質問（市長の本土出張について）上程

金城吾郎議員

第一助役

仲本安一議員

第一助役

○　散会

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～




６月２１日（６日目・木曜日）

○　出欠議員氏名

○　説明員

○　事務局出席者

○　議事日程

○　会議に付した事件

○　各委員会審査報告書

○　開議

○　諸般の報告

○　会議録署名議員の指名

○　会期の延長（決定）

○　動議提出

仲本安一議員（石嶺団地用地買収に関する問題について緊急質問）

○　表決

○　委員会審査報告

総務委員長（第３６号議案　那覇市職員の給与に関する条例の一部を改正する条例制定について）

○　質疑

瀬長フミ議員

総務委員長

儀間真祥議員

総務委員長

市長公室長

○　討論

黒潮隆議員

○　表決

○　委員会審査報告

総務委員長（第３７号議案　那覇市報酬および費用弁償等に関する条例の一部を改正する条例制定について）

○　表決

○　委員会審査報告

総務委員長（第３８号議案　那覇市職員特殊勤務手当支給条例の一部を改正する条例制定について）

○　表決

○　委員会審査報告

総務委員長（第３９号議案　那覇市職員に対する期末手当支給条例の一部を改正する条例制定について）

○　表決

○　委員会審査報告

総務委員長（第４０号議案　那覇市職員定数条例の一部を改正する条例制定について）

○　表決

○　委員会審査報告

総務委員長（第４８号議案　財産の処分について）

○　表決

○　委員会審査報告

総務委員長（第５０号議案　議決内容の一部変更について）

○　表決

○　委員会審査報告

総務委員長（第５１号議案　公営住宅建設用地購入借換債を起こすことについて）

○　表決

○　委員会審査報告

総務委員長（第５３号議案　那覇市公会堂建設債を起こすことについて）

○　質疑

仲本安一議員

総務委員長

○　表決

○　委員会審査報告

総務委員長（第５５号議案　１９６９年度公営住宅建設債を起こすことについて）

○　表決

○　委員会審査報告

総務委員長（第５２号議案　継続費を設定することについて）

○　表決

○　委員会審査報告

総務委員長（第７６号議案　１９６８年度那覇市一般会計予算の繰越使用について）

○　表決

○　委員会審査報告

建設委員長（第４７号議案　那覇市町界町名整理審議会設置条例について）

○　質疑

久高友敏議員

建設部長

市長

黒潮隆議員

建設部長

市長

○　表決

○　委員会審査報告

建設委員長（第４９号議案　市道路線の認定について）

○　質疑

黒潮隆議員

建設委員長

土木部長

第二助役

○　表決

○　委員会審査報告

建設委員長（第５９号議案　予算外義務負担について）

○　表決

○　委員会審査報告

建設委員長（第６０号議案　下水道事業債を起こすことについて）

○　表決

○　委員会審査報告

建設委員長（第６３号議案　１９６８年度那覇市水道事業会計追加更正予算）

○　表決

○　委員会審査報告

経済民生教育委員長（第４２号議案　那覇市敬老年金条例の一部を改正する条例制定について）

○　表決

○　委員会審査報告

経済民生教育委員長（第４３号議案　那覇市奨学基金条例の一部を改正する条例制定について）

（第４４号議案　那覇市奨学資金給付条例の一部を改正する条例制定について）

○　表決

○　委員会審査報告

経済民生教育委員長（第４５号議案　那覇市営首里プール条例制定について）

○　質疑

仲本安一議員

経済民生教育委員長

経済民生部長

○　表決

○　委員会審査報告

経済民生教育委員長（第４６号議案　奥武山競技場管理条例を廃止する条例制定について）

○　表決

○　委員会審査報告

経済民生教育委員長（第６６号議案　那覇教育区債を起こすことについて）

○　表決

○　委員会審査報告

経済民生教育委員長（第６７号議案、那覇教育区教育委員会職員の給与に関する規則の一部を改正する規則制定について）

○　表決

○　委員会審査報告

経済民生教育委員長（第６９号議案　那覇教育区教育委員会職員退職金支給規則の一部を改正する規則制定について）

○　表決

○　委員会審査報告

経済民生教育委員長（第７０号議案　那覇教育区教育委員会職員定数規則の一部を改正する規則制定について）

○　表決

○　委員会審査報告

経済民生教育委員長（第７１号議案　那覇教育区教育委員会報酬および費用弁償規則の一部を改正する規則制定について）

○　表決

○　議案上程・提案理由の説明

財政部長（第７７号議案　１９６８年度那覇市一般会計予算の繰越使用について）

○　委員会付託

財政部長（第７８号議案　予算外義務負担について）

○　委員会付託

○　６８号議案の訂正について（承認）

○　諸般の報告

○　緊急質問上程

（石嶺団地用地買収に関する問題について）

○　仲本安一議員

市長

建設部長

市長

建設部長

市長

建設部長

第二助役

建設部長

市長

第二助役

市長

第二助役

○　久高友敏議員

第二助役

○　仲本安一議員

市長

○　久高友敏議員

第二助役

市長

○　儀間真祥議員

市長

○　黒潮　隆議員

建設部長

○　金城重正議員

市長

○　散会

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～




６月２６日（７日目・木曜日）

○　出欠議員氏名

○　説明員

○　事務局出席者

○　議事日程

○　会議に付した事件

○　開議

○　諸般の報告

○　会議録署名議員の指名

○　第４１号議案、第５６号議案の訂正について

財政部長

○　承認

○　議案上程・提案理由の説明

建設部長（第７９号議案　工事請負契約について）

（第８０号議案　工事請負契約について）

○　委員会付託

建設部長（第８１号議案　予算外義務負担について）

○　委員会付託

○　散会

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～




６月２８日（８日目・金曜日）

○　出欠議員氏名

○　説明員

○　事務局出席者

○　議事日程

○　会議に付した事件

○　各常任委員会審査報告

○　各常任委員会閉会中継続審査申出書

○　開議

○　諸般の報告

○　会議録署名議員の指名

○　委員会審査報告

総務委員長（第４１号議案　那覇市税賦課徴収条例の一部を改正する条例制定について）

○　表決

○　委員会審査報告

総務委員長（第７７号議案　１９６８年度那覇市一般会計予算の繰越使用について）

（第７８号議案　予算外義務負担について）

○　表決

○　委員会審査報告

総務委員長（第８１号議案　予算外義務負担について）

○　表決

○　委員会審査報告

建設委員長（第７９号議案　工事請負契約について）

（第８０号議案　工事請負契約について）

○　質疑

黒潮　隆議員

建設委員長

建設部長

○　委員会審査報告

総務委員長（第５６号議案　１９６９年度那覇市歳入歳出予算）

○　質疑

仲本安一議員

総務委員長

財政部長

総務委員長

金城吾郎議員

建設委員長

建設部長

第二助役

経済民生教育委員長

経済民生部長

市長

黒潮隆議員

市長

土木部長

○　討論

儀間真祥議員

○　表決

○　委員会審査報告

建設委員長（第５７号議案　１９６９年度那覇市土地区画整理事業特別会計歳入歳出予算）

○　質疑

金城吾郎議員

建設委員長

建設部長

○　表決

○　委員会審査報告

建設委員長（第５８号議案　１９６９年度那覇市土地区画整理事業山下地区特別会計歳入歳出予算）

○　質疑

黒潮隆議員

建設委員長

建設部長

○　表決

○委員会審査報告

建設委員長（第６２号議案　１９６９年度那覇市下水道事業特別会計歳入歳出予算）

○　表決

○　委員会審査報告

建設委員長（第６４号議案　１９６９年度那覇市水道事業会計予算）

○　質疑

金城吾郎議員

建設委員長

水道局長

建設委員長

○　表決

○　委員会審査報告

経済民生教育委員長（第６８号議案　那覇教育区教育委員会職員の給与に関する規則制定について）

○　表決

○　委員会審査報告

経済民生教育委員長（第７３号議案　１９６９年度那覇教育区歳入歳出予算）

○　質疑

黒潮隆議員

経済民生教育委員長

教育委員会総務

経済民生教育委員長

教育次長

仲本安一議員

教育次長

○　表決

○　委員会審査報告

建設副委員長（安謝地内道路の舗装と排水溝の設置について陳情）

（泊港西側道路舗装工事に関する陳情）

○　表決

○　委員会審査報告

建設副委員長（鳥堀町内側溝並びに暗渠の改修工事方についての陳情）

○　表決

○　委員会審査報告

建設副委員長（損害補償要求の陳情）

（那覇市沖映通り被害者損害補償増額要求について）

○　表決

○　委員会審査報告

経済民生教育委員長（宇栄原保育所に関する陳情）

○　表決

○　委員会審査報告

経済民生教育委員長（市立保育所監視人の待遇改善について）

○　表決

○　委員会審査報告

経済民生教育委員長（待遇改善に関する陳情）

○　表決

○　委員会審査報告

経済民生教育委員長（補助金交付方要請について）

○　表決

○　委員会審査報告

経済民生教育委員長（市町村における新年度社会福祉関係予算の確保方について陳情）

○　表決

○　委員会審査報告

経済民生教育委員長（沖繩市町村林業技術員会の承認と負担金計上について要請）

○　表決

○　委員会審査報告

経済民生教育委員長（チリ取車の改善方について）

○　表決

○　委員会審査報告

経済民生教育委員長（創立６０周年記念図書館建設補助金について）

○　表決

○　委員会審査報告

経済民生教育委員長（鳥堀農道新設工事反対について陳情）

○　表決

○　委員会審査報告

経済民生教育委員長（米審の答申を尊重し、米価値下げ要請方について）

○　表決

○　決議案上程・提案理由の説明

大山盛幸議員（決議案第３号　消費者米価の値下げ方要請決議）

○　表決

○　日程第３１～日程第７４（閉会中の継続審査）

○　閉会

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～














第103回那覇市議会会議録




定例会







上程案件・処理結果







第１０３回那覇市議会（定例会）処理結果




開催年月日　　１９６８年６月５日～６月２８日

会期　　　　　　　２４日間




	１９６８年６月５日（初日）　
	（午前１０時０６分　開会）

	（午後　零時２７分　散会）







１．本会議




本日の会議事件並びにその結果下記のとおり






	提出

	件名

	提案者

	結果




	年

	月

	日

	番号




	68

	6

	5

	


	会議録署名議員の指名

	議長

	１３番議員

１４番議員




	〃

	〃

	〃

	


	会期の決定

	〃

	１７日間




	〃

	〃

	〃

	


	施政方針

	市長

	聴取




	〃

	〃

	〃

	


	議案第３６号～議案第７３号

	〃

	説明聴取




	〃

	〃

	〃

	


	報告第２号

	〃

	〃





～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～




	１９６８年６月７日（２日目）　
	（午前１０時０６分　開会）

	（午後　４時３０分　散会）




２．本会議




本日の会議事件並びにその結果下記のとおり






	提出

	件名

	提案者

	結果




	年

	月

	日

	番号




	68

	6

	7

	


	会議録署名議員の指名

	議長

	１０番議員

１５番議員




	〃

	〃

	〃

	


	施政方針に対する質疑

	
	質疑





～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～




	１９６８年６月８日（３日目）　
	（午前１０時００分　開議）

	（午後　３時４８分　散会）




３．本会議




本日の会議事件並びにその結果下記のとおり






	提出

	件名

	提案者

	結果




	年

	月

	日

	番号




	68

	6

	8

	


	会議録署名議員の指名

	議長

	１８番議員

１９番議員




	〃

	〃

	〃

	


	一般質問

	
	質問





～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～




	１９６８年６月１０日（４日目）　
	（午前１０時０２分　開議）

	（午前１１時５３分　散会）







４．本会議




本日の会議事件並びにその結果下記のとおり






	提出

	件名

	提案者

	結果




	年

	月

	日

	番号




	68

	6

	10

	


	会議録署名議員の指名

	議長

	１７番議員

２３番議員




	〃

	〃

	〃

	36

	那覇市職員の給与に関する条例の一部を改正する条例制定について

	市長

	総務委員会付託




	〃

	〃

	〃

	37

	那覇市報酬および費用弁償等に関する条例の一部を改正する条例制定について

	〃

	〃




	〃

	〃

	〃

	38

	那覇市職員特殊勤務手当支給条例の一部を改正する条例制定について

	〃

	〃




	〃

	〃

	〃

	39

	那覇市職員に対する期末手当支給条例の一部を改正する条例制定について

	〃

	〃




	〃

	〃

	〃

	40

	那覇市職員定数条例の一部を改正する条例制定について

	〃

	〃




	〃

	〃

	〃

	41

	那覇市税賦課徴収条例の一部を改正する条例制定について

	〃

	〃




	〃

	〃

	〃

	42

	那覇市敬老年金条例の一部を改正する条例制定について

	〃

	経済民生教育委員会付託




	〃

	〃

	〃

	43

	那覇市奨学基金条例の一部を改正する条例制定について

	〃

	〃




	〃

	〃

	〃

	44

	那覇市奨学資金給付条例の一部を改正する条例制定について

	〃

	〃




	〃

	〃

	〃

	45

	那覇市営首里プール条例制定について

	〃

	〃




	〃

	〃

	〃

	46

	奥武山競技場管理条例を廃止する条例制定について

	〃

	〃




	〃

	〃

	〃

	47

	那覇市町界町名整理審議会設置条例制定について

	〃

	建設委員会付託




	〃

	〃

	〃

	48

	財産の処分について

	〃

	総務委員会付託




	〃

	〃

	〃

	49

	市道路線の認定について

	〃

	建設委員会付託




	〃

	〃

	〃

	50

	議決内容の一部変更について

	〃

	総務委員会付託




	〃

	〃

	〃

	51

	公営住宅建設用地購入借換債を起こすことについて

	〃

	〃




	〃

	〃

	〃

	52

	継続費を設定することについて

	〃

	〃




	〃

	〃

	〃

	53

	那覇市公会堂建設債を起こすことについて

	〃

	〃










	67

	6

	10

	54

	一時借入金について

	市長

	原案可決




	〃

	〃

	〃

	55

	１９６９年度公営住宅建設債を起こすことについて

	〃

	総務委員会付託




	〃

	〃

	〃

	56

	１９６９年度那覇市歳入歳出予算

	〃

	〃




	〃

	〃

	〃

	57

	１９６９年度那覇市土地区画整理事業特別会計歳入歳出予算

	〃

	建設委員会付託




	〃

	〃

	〃

	58

	１９６９年度那覇市土地区画整理事業山下地区特別会計歳入歳出予算

	〃

	〃




	〃

	〃

	〃

	59

	予算外義務負担について

	〃

	〃




	〃

	〃

	〃

	60

	下水道事業債を起こすことについて

	〃

	〃




	〃

	〃

	〃

	61

	一時借入金について

	〃

	原案可決




	〃

	〃

	〃

	62

	１９６９年度那覇市下水道事業特別会計歳入歳出予算

	〃

	建設委員会付託




	〃

	〃

	〃

	63

	１９６８年度那覇市水道事業会計追加更正予算

	〃

	〃




	〃

	〃

	〃

	64

	１９６９年度那覇市水道事業会計予算

	〃

	〃




	〃

	〃

	〃

	65

	継続費を設定することについて

	〃

	原案可決




	〃

	〃

	〃

	66

	那覇教育区債を起こすことについて

	〃

	経済民生教育委員会付託




	〃

	〃

	〃

	67

	那覇教育区教育委員会職員の給与に関する規則の一部を改正する規則制定について

	〃

	〃




	〃

	〃

	〃

	68

	那覇教育区教育委員会職員の給与に関する規則制定について

	〃

	〃




	〃

	〃

	〃

	69

	那覇教育区教育委員会職員退職金支給規則の一部を改正する規則制定について

	〃

	〃




	〃

	〃

	〃

	70

	那覇教育区教育委員会職員定数規則の一部を改正する規則制定について

	〃

	〃




	〃

	〃

	〃

	71

	那覇教育区教育委員会報酬及び費用弁償規則の一部を改正する規則制定について

	〃

	〃




	〃

	〃

	〃

	72

	１９６８年度那覇教育区歳入歳出追加更正予算

	〃

	原案可決




	〃

	〃

	〃

	73

	１９６９年度那覇教育区歳入歳出予算

	〃

	経済民生教育委員会付託




	〃

	〃

	〃

	74

	議決内容の一部変更について

	〃

	建設委員会付託




	68

	6

	10

	75

	議決内容の一部変更について

	市長

	建設委員会付託




	〃

	〃

	〃

	77

	１９６８年度那覇市一般会計予算の繰越使用について

	〃

	総務委員会付託








～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～




	１９６８年６月１５日（５日目）　
	（午前１０時００分　開議）

	（午前１０時３０分　散会）







５．本会議




本日の会議事件並びにその結果下記のとおり






	提出

	件名

	提案者

	結果




	年

	月

	日

	番号




	68

	6

	15

	


	会議録署名議員の指名

	議長

	１６番議員

２０番議員




	〃

	〃

	〃

	74

	議決内容の一部変更について

	市長

	原案可決




	〃

	〃

	〃

	75

	議決内容の一部変更について

	〃

	〃




	〃

	〃

	〃

	


	市長の本土出張についての緊急質問

	１７番議員

	緊急質問








～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～




	１９６８年６月２１日（６日目）　
	（午前１０時２３分　開議）

	（午後　４時１５分　散会）







６．本会議




本日の会議事件並びにその結果下記のとおり






	提出

	件名

	提案者

	結果




	年

	月

	日

	番号




	68

	6

	21

	


	会議録署名議員の指名

	議長

	２１番議員

２２番議員




	〃

	〃

	〃

	


	会期の延長

	〃

	７日間




	〃

	〃

	〃

	36

	那覇市職員の給与に関する条例の一部を改正する条例制定について

	市長

	原案可決




	〃

	〃

	〃

	37

	那覇市報酬および費用弁償等に関する条例の一部を改正する条例制定について

	〃

	〃




	〃

	〃

	〃

	38

	那覇市職員特殊勤務手当支給条例の一を改正する条例制定について

	〃

	〃




	〃

	〃

	〃

	39

	那覇市職員に対する期末手当支給条例の一部を改正する条例制定について

	〃

	〃




	〃

	〃

	〃

	40

	那覇市職員定数条例の一部を改正する条例制定について

	〃

	〃




	〃

	〃

	〃

	48

	財産の処分について

	〃

	同意




	〃

	〃

	〃

	50

	議決内容の一部変更について

	〃

	原案可決




	〃

	〃

	〃

	51

	公営住宅建設用地購入借換債を起こすことについて

	〃

	〃




	〃

	〃

	〃

	53

	那覇市公会堂建設債を起こすことについて

	〃

	〃




	〃

	〃

	〃

	55

	１９６９年度公営住宅建設債を起こすことについて

	〃

	〃




	〃

	〃

	〃

	52

	継続費を設定することについて

	〃

	〃




	〃

	〃

	〃

	76

	１９６８年度那覇市一般会計予算の繰越使用について

	〃

	〃




	〃

	〃

	〃

	47

	那覇市町界町名整理審議会設置条例制定について

	〃

	〃




	〃

	〃

	〃

	49

	市道路線の認定について

	〃

	承認




	〃

	〃

	〃

	59

	予算外義務負担について

	〃

	原案可決




	〃

	〃

	〃

	60

	下水道事業債を起こすことについて

	〃

	〃




	〃

	〃

	〃

	63

	１９６８年度那覇市水道事業会計追加更正予算

	〃

	〃










	68

	6

	21

	42

	那覇市敬老年金条例の一部を改正する条例制定について

	市長

	原案可決




	〃

	〃

	〃

	43

	那覇市奨学基金条例の一部を改正する条例制定について

	〃

	〃




	〃

	〃

	〃

	44

	那覇市奨学資金給付条例の一部を改正する条例制定について

	〃

	〃




	〃

	〃

	〃

	45

	那覇市営首里プール条例制定について

	〃

	〃




	〃

	〃

	〃

	46

	奥武山競技場管理条例を廃止する条例制定について

	〃

	〃




	〃

	〃

	〃

	66

	那覇教育区債を起こすことについて

	〃

	〃




	〃

	〃

	〃

	67

	那覇教育区教育委員会職員の給与に関する規則の一部を改正する規則制定について

	〃

	〃




	〃

	〃

	〃

	69

	那覇教育区教育委員会職員退職金支給規則の一部を改正する規則制定について

	〃

	〃




	〃

	〃

	〃

	70

	那覇教育区教育委員会職員定数規則の一部を改正する規則制定について

	〃

	〃




	〃

	〃

	〃

	71

	那覇教育区教育委員会報酬及び費用弁償規則の一部を改正する規則制定について

	〃

	〃




	〃

	〃

	〃

	77

	１９６８年度那覇市一般会計予算の繰越使用について

	〃

	総務委員会付託




	〃

	〃

	〃

	78

	予算外義務負担について

	〃

	〃




	〃

	〃

	〃

	


	議案の訂正について

	〃

	承認




	〃

	〃

	〃

	


	石嶺団地用地の買収に関する問題について

	１６番議員

	緊急質問








	１９６８年６月２６日（７日目）　
	（午前１０時０５分　開議）

	（午前１０時２０分　散会）







７．本会議




本日の会議事件並びにその結果下記のとおり






	提出

	件名

	提案者

	結果




	年

	月

	日

	番号




	68

	6

	26

	


	会議録署名議員の指名

	議長

	２３番議員

２４番議員




	〃

	〃

	〃

	


	第４１号議案の訂正について

	市長

	承認




	〃

	〃

	〃

	


	第５６号議案の訂正について

	〃

	〃




	〃

	〃

	〃

	79

	工事請負契約について

	〃

	建設委員会付託




	〃

	〃

	〃

	80

	工事請負契約について

	〃

	〃




	〃

	〃

	〃

	81

	予算外義務負担について

	〃

	総務委員会付託








～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～




	１９６８年６月２８日（８日目）　
	（午前１０時０３分　開議）

	（午後　３時０５分　閉会）







８．本会議




本日の会議事件並びにその結果下記のとおり






	提出

	件名

	提案者

	結果




	年

	月

	日

	番号




	68

	6

	28

	


	会議録署名議員の指名

	議長

	２６番議員

２７番議員










	68

	6

	28

	41

	那覇市税賦課徴収条例の一部を改正する条例制定について

	市長

	原案可決




	〃

	〃

	〃

	77

	１９６８年度那覇市一般会計予算の繰越使用について

	〃

	〃




	〃

	〃

	〃

	78

	予算外義務負担について

	〃

	〃




	〃

	〃

	〃

	81

	予算外義務負担について

	〃

	〃




	〃

	〃

	〃

	79

	工事請負契約について

	〃

	同意




	〃

	〃

	〃

	80

	工事請負契約について

	〃

	〃




	〃

	〃

	〃

	56

	１９６９年度那覇市歳入歳出予算

	〃

	原案可決




	〃

	〃

	〃

	57

	１９６９年度那覇市土地区画整理事業特別会計歳入歳出予算

	〃

	〃




	〃

	〃

	〃

	58

	１９６９年度那覇市土地区画整理事業山下地区特別会計歳入歳出予算

	〃

	〃




	〃

	〃

	〃

	62

	１９６９年度那覇市下水道事業特別会計歳入歳出予算

	〃

	〃




	〃

	〃

	〃

	64

	１９６９年度那覇市水道事業会計予算

	〃

	〃




	〃

	〃

	〃

	68

	那覇教育区教育委員会職員の給与に関する規則制定について

	〃

	〃




	〃

	〃

	〃

	73

	１９６９年度那覇教育区歳入歳出予算

	〃

	〃




	〃

	〃

	〃

	陳情

	安謝地内道路舗装と排水溝の設置について（陳情）

	


	採択




	〃

	〃

	〃

	〃

	泊港西側道路舗装工事に関する陳情

	


	〃




	〃

	〃

	〃

	〃

	鳥堀町内側溝並びに暗渠の改修工事方についての陳情

	


	〃




	〃

	〃

	〃

	〃

	損害補償要求の陳情

	


	〃




	〃

	〃

	〃

	〃

	那覇市沖映通り被害者損害補償増額要求についての陳情

	


	〃




	〃

	〃

	〃

	〃

	宇栄原保育所に関する陳情

	


	一部採択




	〃

	〃

	〃

	〃

	市立保育所監視人の待遇改善について

	


	採択




	〃

	〃

	〃

	〃

	待遇改善に関する陳情

	


	〃










	68

	6

	28

	陳情

	補助金交付方について

	


	採択




	〃

	〃

	〃

	〃

	市町村における新年度社会福祉関係予算の確保方について

	


	〃




	〃

	〃

	〃

	〃

	沖縄市町村林業技術員会承認と負担金計上について

	


	〃




	〃

	〃

	〃

	〃

	チリ取車の改善方について

	


	〃




	〃

	〃

	〃

	〃

	創立６０周年記念図書館建設補助金について

	


	〃




	〃

	〃

	〃

	〃

	鳥堀農道新設工事反対について陳情

	


	不採択




	〃

	〃

	〃

	〃

	米審の答申を尊重し、米価値下げ要請方について

	


	採択




	〃

	〃

	〃

	決３

	消費者米価の値下げ方要請決議

	18番議員外１１名

	原案可決




	〃

	〃

	〃

	陳情

	軍用地の課税評価について

	


	継続審査




	〃

	〃

	〃

	〃

	公会堂建設に対する陳情

	


	〃




	〃

	〃

	〃

	〃

	久米町土地返還に関する陳情

	


	〃




	〃

	〃

	〃

	〃

	那覇市職員の生命と身体の安全保障に関する陳情

	


	〃




	〃

	〃

	〃

	〃

	寄宮地区土地区画整理に関する陳情

	


	〃




	〃

	〃

	〃

	〃

	道路潰地補償に関する陳情

	


	〃




	〃

	〃

	〃

	〃

	区画整理地区指定の取消し陳情

	


	〃




	〃

	〃

	〃

	〃

	非細分地料の一部を区画整理の費用に充当することについての陳情

	


	〃




	〃

	〃

	〃

	〃

	王冠工場をポリエチレン工場に変更する件について

	


	〃




	〃

	〃

	〃

	〃

	横断橋架設の必要性について

	


	〃




	〃

	〃

	〃

	〃

	国場地内排水溝設置について

	


	〃




	〃

	〃

	〃

	〃

	古島地内の排水溝改修方について

	


	〃










	67

	6

	28

	陳情

	道路改修および側溝設置について

	　

	継続審査




	〃

	〃

	〃

	〃

	小又原道路開設に関する陳情

	


	〃




	〃

	〃

	〃

	〃

	壼屋地内道路開設並びに補修について

	


	〃




	〃

	〃

	〃

	〃

	「竜宮神」拝所用地確保についての陳情

	


	〃




	〃

	〃

	〃

	〃

	鳥堀町～汀良町境界（新橋）河川沿いの災害護岸工事施工方について

	


	〃




	〃

	〃

	〃

	〃

	市外バス路線及び停留所変更に関する陳情

	


	〃




	〃

	〃

	〃

	〃

	下水道工事による井戸の水涸れに関する陳情

	


	〃




	〃

	〃

	〃

	〃

	大原地内排水溝の改修工事について

	


	〃




	〃

	〃

	〃

	〃

	与儀地内排水溝改修と道路舗装についての陳情

	


	〃




	〃

	〃

	〃

	〃

	汀良町内道路改修方についての陳情

	


	〃




	〃

	〃

	〃

	〃

	鳥堀町内旧２号線沿いの側溝設置について再陳情

	


	〃




	〃

	〃

	〃

	〃

	宇栄原地内学道改修について陳情

	


	〃




	〃

	〃

	〃

	〃

	字小祿地内道路開設についての陳情

	


	〃




	〃

	〃

	〃

	〃

	下水道工事施行に伴う損害補償についての陳情

	


	〃




	〃

	〃

	〃

	〃

	汀良市場より久場川公営住宅東入口間の両側溝設置方について再陳情

	


	〃




	〃

	〃

	〃

	〃

	沖映通り道路工事による損害金の要求について

	


	〃




	〃

	〃

	〃

	〃

	緑が丘公園指定の建物地域解除方の陳情

	


	〃




	〃

	〃

	〃

	〃

	与儀小学校東裏門の道路舗装に関する陳情

	


	〃




	〃

	〃

	〃

	〃

	古波横断歩道設置に関する陳情

	


	〃




	〃

	〃

	〃

	〃

	那覇都市計画地域指定内の末吉風致地区の一部取消について（陳情）

	


	〃










	67

	6

	28

	陳情

	寄宮地区排水溝の改修について

	　

	継続審査




	〃

	〃

	〃

	〃

	石嶺公営住宅建設に伴う都市計画認可申請について

	


	〃




	〃

	〃

	〃

	〃

	水道料金引下げ陳情

	


	〃




	〃

	〃

	〃

	〃

	プール使用水道料金の値下げ方について

	


	〃




	〃

	〃

	〃

	〃

	沖映通り被害に対する損害補償要求について

	


	〃




	〃

	〃

	〃

	〃

	沖映通り損害補償要求の陳情

	


	〃




	〃

	〃

	〃

	〃

	沖映通り道路工事に伴う損害補償要求について

	


	〃




	〃

	〃

	〃

	〃

	政府および地方自治体等における島産品の優先購入に関する法制化について陳情

	


	〃




	〃

	〃

	〃

	〃

	若松市場移転料の請求について

	


	〃




	〃

	〃

	〃

	〃

	那覇市青協に対する補助金増額要請について

	


	〃




	〃

	〃

	〃

	〃

	那覇市青協への援助要請について

	


	〃




	〃

	〃

	〃

	〃

	市町村青年団に対する運営資金の補助増額に関する陳情

	


	〃








～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～












第103回那覇市議会会議録




定例会







６月５日（初日・水曜日）





１９６８年　第１０３回那覇市議会会議録（定例会）




○　６月５日（第１日）

	（午前１０時０６分開会）

	（午後 零 時２７分散会）









○　出席議員（２９名）





	　１番
	安見福寿君
	１７番
	金城吾郎君


	　２番
	椿秀義君
	１８番
	大山盛幸君


	　３番
	大浜長弘君
	１９番
	又吉久正君


	　４番
	喜舎場盛一君
	２０番
	赤嶺慎英君


	　５番
	山川正平君
	２１番
	金城重正君


	　６番
	儀間真祥君
	２２番
	赤嶺保三郎君


	　７番
	瀬長フミ君
	２３番
	喜久山朝重君


	　８番
	黒潮隆君
	２４番
	平良真次郎君


	　９番
	友利栄吉君
	２５番
	高良一君


	１１番
	真栄城嘉園君
	２６番
	比嘉佑直君


	１２番
	金城庄瑞君
	２７番
	比嘉朝四郎君


	１３番
	仲宗根昌弘君
	２８番
	平良亀助君


	１４番
	宮良永昌君
	２９番
	辺野喜英興君


	１５番
	久高友敏君
	３０番
	渡口麗秀君


	１６番
	仲本安一君







○　欠席議員（１名）


	１０番
	吉浜朝一君
	

	










○　説明員


	市長
	西銘順治君


	第一助役
	古堅宗徳君


	第二助役
水道事業管理者
	新垣義徳君


	収入役
	渡口政行君


	市長公室長
	城田清才君


	総務部長
	新里博一君


	財政部長
	当間重美君


	経済民生部長
	慶佐次盛宏君


	建設部長
	花城直政君


	土木部長
	金城秀仁君


	消防長
	宮平栄治君


	秘書課長
	大浜用陽君


	企画課長
	上原繁栄君


	人事課長
	篠原英一君


	総務課長
	新垣弘君


	行政監察課長
	金城勇君


	用度管財課長代理
	平山良津君


	市民課長
	真栄里思温君


	土地課長
	高嶺朝恭君


	泊港務所長
	宮平勝哉君


	市史編集室長
	外間政彰君


	首里支所長
	大城朝亮君


	真和志支所長
	中村幸永君


	小祿支所長
	上原義広君
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～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～






○　会議に付した事件

（議事日程に同じ）

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～





○議長（高良　一君）

　これより、１９６８年第１０３回那覇市議会定例会を開会いたします。

　これより、本日の会議を開きます。本日の日程は、お手元に配付してある議事日程第１号のとおりであります。諸般の報告をいたします。

６月２日付、那覇総総第３，２８６号「議案の送付について」、那総総第３，３０４号「議案の説明者について」、那総総第３，２５４号「採択になつた請願陳情の処理経過および結果について」市長から、文書が送付されておりましたので、それぞれお手元に配付してあります。

６月４日付、那教委　第３５３号「議会出席者の報告について」教育長から、文書が送付されておりました。写は、お手元に配付してあります。

６月３日付、那選第１３号「定例会出席について」選挙管理委員会委員長から、文書が送付されておりました。写は、お手元に配付してあります。

５月２９日付、覇監第２８号「１９６８年度４月分公営企業水道事業会計例

月出納検査の結果報告」、那監第２９号「１９６８年度における公営企業水道事業会計の第２回臨時出納検査の結果報告」及び那監第３０号「１９６８年度４月分一般会計および特別会計の例月出納検査ならびに臨時出納検査の結果報告書」が那覇市監査委員中山興忠ほか３名から提出されておりました。

写は、お手元に配付してあります。

３月２２日付、陳情第１２号「１９６９年度負担金並びに身体障害者スポーツ大会分担金について」及び陳情第１３号「１９６９年度沖繩精神衛生協会に対する負担金の予算計上方について」は、それぞれ、陳情者沖繩身体障害者団体連合会会長久場　景善、沖繩精神衛生協会会長屋良朝苗から、「陳情取下げ届」が提出されておりますので、会議規則第１９条の規定により、取下げることを御了承願います。

６月５日付、那覇地区公衆浴場組合長具志栄治ほか１１名からの「下水道工事施行に伴う損害補償について陳情」、那覇市字宇栄原１８１番地自治会長大城幸一ほか２６名からの「宇栄原地内学道改修について陳情」那覇市首里汀良町３の６７番地渡嘉敷宗淳からの「汀良市場より久場川公営住宅東入口間の両側溝設置方について再陳情」、那覇市首里鳥堀町３の１０番地大城盛吉からの「鳥堀町内旧２号線沿いの側溝設置について再陳情」、大原区自治会会長喜久里玲子からの「大原地内排水溝の改修工事について」、那覇市首里汀良町２の２２自治会長与儀喜祥からの「汀良町内道路改修方についての陳情」、那覇市字小祿２２７番地区長高良三郎ほか７名からの「字小祿地内道路開設についての陳情」、那覇市字与儀２１４番地喜瀬守雄ほか７９名からの「与儀地内排水溝改修と道路舗装についての陳情」、沖繩映画配給株式会社社長宮城嗣吉ほか２名からの「沖映通り道路工事による損害金の要求について」以上９件の陳情は、会議規則第８７条の規定により、その審査を建設委員会に付託します。

６月５日付、沖繩観光ホテル旅館協同組合組合長宮里定三からの「水道料金引下げ陳情」、那覇市松下町１の８５那覇商業高等学校創立６０周年記念事業期成会会長儀間光裕からの「創立６０周年記念図書館建設補助金について陳情」、那覇市久米町１の３１沖繩県青年団協議会事務局長宮城秀信からの「市町村青年団に対する運営資金の補助増額に関する陳情」、那覇市字与儀５５１番地那覇市青年団協議会会長上原清からの「那覇市青年協議会への援助要請について」、那覇市美栄橋町１の１４全琉福祉委員会連絡協議会会長元山恵章からの「市町村における新年度社会福祉関係予算の確保方について陳情」、那覇市松下町２の８２旧若松市場組合代表金城善明ほか２７名からの「若松市場移転料の請求について陳情」、沖繩市町村林業技術員会会長山城一男からの「沖繩市町村林業技術員会承認と負担金の計上について」、那覇市通堂町３の４５財団法人沖繩体育協会会長当間重剛からの「プール使用水道料金の値下げ方についての陳情」以上８件の陳情は、会議規則第８７条の規定により、その審査を経済民生委員会に付託します。

５月２３日付、高良一君、赤嶺慎英君が、市町村議会議員として１２年以上在職した功績により、沖繩市町村議会議長会会長金城香助から、表彰を受け、また、議会事務局職員として１５年以上在職した功績により、新垣襄二君が同じく同会より表彰されております。

２月１４日付、高良一君が議会議員として１５年以上在職した功績により、全国町村議会議長会会長山田宗一から、表彰を受けております。以上、

の報告を終ります。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～






○議長（高良　一君）

　日程第１「会議録署名議員の指名」を行ないます。会議録署名議員は、会議規則第１１条の規定により議長において宮良永昌君、仲宗根昌弘君を指名いたします。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～




○議長（高良　一君）

　日程第２　会期の決定を議題といたします。おはかりいたします。

今期定例会の会期は、本日から６月２１日までの１７日間といたしたいと思います。これにご異議ありませんか。

（「異議なし」というものあり）






○議長（高良　一君）

　ご異議なしと認めます。よつて会期は、１７日間と決定いたしました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～




○議長（高良　一君）

　おはかりいたします。議案調査、委員会審査等議事の都合により、６月６日と６月１１日から６月２０日まで休会いたしたいと思います。これにご異議ありませんか。

（「異議なし」というものあり）




○議長（高良　一君）

　ご異議なしと認めます。よつて６月６日と６月１１日から６月２０日まで休会することに決定しました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～




○議長（高良　一君）

日程第３　市長の施政方針を求めます。






○市長（西銘　順治君）

　本日ここに、第１０３回那覇市定例議会にのぞみ、１９６９年度予算をはじめ、各種議案のご審議をお願いするにさきだち、施政推進について私の所信を申し述べます。私は、まもなく市長としての職を去るのでありますが、１９６２年１月１２日市長に就任して以来、市民の信頼と要望にこたえるため、常に市民のための市政、市民とともにあゆむ市政を念頭に、市民との話し合いのパイプとして「市民相談の日」を開設し、さらに公報公聴の充実強化をはかり、それをもとに一貫して市政運営の基本を「計画的な市民福祉の向上」におき、よりいつそう健康で明るい文化的な那覇市のまちづくりのため、常に「調和と躍進」を基調とし、誠意と勇気をもつて全力を尽くして市民福祉の向上にまい進してまいりました。その間、議員各位の積極的なご協力と市民各位のご支援によりましてこれまで大過なく市政を運営することができましたことに対し、心から感謝申しあげます。ご承知のように内外の情勢は極めてきびしいものがありますが、このような中にあつて本土との一体化推進策が打ち出され、本土政府の大幅な援助のもとに地方財政の強化策がとられつつあることは、地方自治体といたしましてご同慶に存ずるものであります。那覇市は、琉球の首都として近代的都市へと一歩一歩前進してまいりました。しかし経済の高度成長と相まつて人口と中枢管理機能の那覇市への集中化は産業基盤をはじめ市民の生活環境などにひずみをもたらし「都市問題」をひき起こしているのであります。そこで新年度においても前年度に引き続き都市計画事業をはじめ、市民生活および社会福祉対策、産業経済対策などの推進に最善の努力を尽くしていく考えであります。

　都市計画事業の推進について、都市は生産活動の場であると同時に生活の場であることは申すまでもなく、都市計画はそれらの市民活動が円滑に推進され都市機能を充分発揮できるよう、土地利用計画による用途地域制を決定し、都市の血管とも称すべき道路網、文化のバロメーターとしての上下水道を整備し、憩いの場としての公園、緑地等を適正に配置し、調和のある発展が都市建設の最も望ましいあり方であります。

　本市の場合残念ながら正常な都市発展とは申せません。このような観点からこれまでのマスタープランを修正する必要があり、目下都市計画委員会に諮問中でありまして、その結果についてはしかるべき機会に議員各位におはかりしたいと考えております。

　那覇市における交通量は年々増加し、これに対して交通施設の整備が立ちおくれ、そのため主要幹線の交通停滞をまねき、経済の発展に支障をきたしておりますので、重要幹線道路の整備拡充を政府に要請するとともに、地域を有機的に結ぶ道路を優先して整備する考えであります。

　１９６９年度に実施されます都市計画事業は、都市交通難の緩和をはかることを目標に、１号線のバイパスとして政府道４１号線の拡張整備計画が政府事業として継続実施されておりますので、これと相まつて、環状線の一部であります安謝橋から内間橋間の延長１，８００メートルを都市計画街路として継続実施するほか、開南交番前から大洋琉映館前の道路新設、繁多川売店前から繁多川公民館前の道路および美栄橋から若狭間の道路工事、美栄橋から泉崎橋間、泉崎橋から旭標間、牧志公設市場前および小祿公営住宅入口の道路整備を１９６８年度に引き続き実施する計画であります。

　その他の道路としては、アスフアルト舗装８本、道路新設改良工事１６本を実施するほか、泉崎交通広場および上泉交番前に横断歩道橋の架設を前年度から引き続き実施する計画であります。

　本市の河川、排水路は国場川、ガーブ川、久茂地川、安里川および安謝川等によつて排水が分担されておりますが、これらの河川および排水路は自然のままで湾曲が多く勾配がゆるやかなうえに護岸を施したところが少ないため、排水能力が低い状態であり、排水施設の整備事業は環境衛生の面から大切なものであり、継続して施行する計画であります。

　１９６９年度は美栄橋際にポンプ場を設置し、樋川、牧志、松尾および久茂地の一部低地帯の雨水をポンプアツプして久茂地川に排水するため１９６８年度に引き続き用地買収を実施いたします。さらに、浸水防止策といたしましては、樋川～ガーブ川間ほか４か所の排水工事を実施したいと考えております。

　埋立事業につきましては、既に１２６万平方メートルの埋立を完了したのであります。泊・安謝間の第４次埋立事業計画を新港建設と関連して、１９６８年度から１９７０年度までの継続事業といたしまして４３７，２１３平方メートルを埋立てる計画であります。

　区画整理事業につきましては、１９６９年度においては、山下地区を前年度に引き続き本格的に事業を実施し、真嘉比、古島地区につきましては、１９６９年度のバイパスの変更に伴い、事業計画を再検討して、事業実施に万全を期したいと考えております。第１地区土地区画整理事業につきましては、これまで国県有地の換地承認が得られず換地処分認可がおくれておりましたが、換地承認については強力に折衝中でありますので、目途がつき次第換地処分認可を得て業務完結できるものと予想されますので精算事務に重点をおき業務を進めて行きたいと考えております。

　不良住宅街改造事業は、樋川地区の事業認可をえて区画整理方式により実施いたします。

　公園、緑地は市民の憩いの場として欠くことのできない都市施設であり、健康で明るく衛生的な生活環境の都市を形成するためにも、その造成は重要な課題であります。そこで新年度においては、城岳、旭が丘、高良公園の整備を推進するとともに、希望が丘公園の整備を前年度に引き続き実施する考えであります。




　市民生活および社会福祉対策、水道事業について、那覇市への人口集中と市民生活の近代化により給水の需要は逐年急速に増加し、水道施設は拡張につぐ拡張工事を続けてまいりましたが、自己水源の乏しい本市におきましては、その大半を琉球水道公社に依存しているのが実情であります。

　これまでたびたび渇水期において必要とする水量を確保できず、時間給水あるいは隔日給水の非常措置により需要者にご迷惑をかけてまいりましたが幸い、琉球水道公社による全島統合上水道計画の一環として施行されている北部水源開発工事が進められておりますので、その早期完成によつて給水事情は緩和されるものと期待するものであります。これまで水道事業の基本計画にもとづき年次的に未配管地域あるいは給水不良地域に対する改良拡張工事を重点的に推進してまいりましたが、さらに新年度においては、住宅地域として発展しております首里地域の石嶺、久場川を主体に配水管の整備拡張をはかる考えであります。

　住宅対策につきましては、「将来住民のすべてが一世帯一住宅」とする琉球政府の住宅政策にそつて市民が適正な規模および質的水準を有する居住環境の良好な住宅を建設することは重要な課題であります。これまで日米琉政府の財政援助のもとに、着々とその効果をあげてまいりましたが、需要にこたえるには、いまだしの感を深くするものがあり、住宅供給の拡充強化が強く要望されている現況から、本市の新年度における住宅計画は、首里石嶺町に第１種住宅１０４戸、第２種住宅１２８戸を建設計画し、さらに１９６８年度からの継続事業として、石嶺第１種住宅９６戸、第２種住宅１６８戸、第３種住宅として、第２次若松市場併存住宅の４４戸を建設する計画であります。

　市場は市民生活に欠くことのできない生鮮食料品の円滑な供給を通じて、消費者と生産者との利益をよう護し、ひいては市民生活の安定に供することから重要な施設であります。そこで新年度においては、前年度からの継続事業である牧志、若松、真和志の各公設市場を衛生的で近代的な市場として建設する計画であります。

　公会堂は、市民生活における各種の文化活動はもとより、教養、娯楽の殿堂としてその建設については早くから市民の要望があり、これにこたえるべく新年度から１９７０年度までの継続事業として与儀公園内に建設する計画であります。

　社会福祉行政の充実につきましては、人口集中化に伴い重要性をくわえつつあり市としても従来から努力を払つてまいりましたが、いまなお経済の高度成長のかげに生ずる病気、老令、失業等の原因により生活保護を受けている者、あるいはボーダーライン層も少なくない現状であり、これに対する施策が要請されているのであります。これに対し市といたしましては、琉球政府の施策にそつて福祉行政を進めていくのでありますが、新年度は、老人福祉対策として、市の支給している敬老年金対象者を従来の８５才以上を８０才以上に引き下げ老人福祉の増進をはかつて行く考えであります。また、児童福祉対策として、１２０人収容の大型保育所を泊校区に建設し、地域市民の利便を図る計画であります。

　その他青少年健全育成事業の充実、失業対策事業従事者の待遇改善等に努力し、今後とも社会福祉の増進につとめる所存であります。




　環境衛生対策について、生活環境の整備は、市民が健康で文化的生活を営むための基盤条件であり、これの充実強化は今後とも強くおしすすめていく考えであります。

　ごみの終末処理を衛生的に処理するため、既にコンポスト工場を建設してまいりましたが、新年度は前年度に引き続き１日約１２０トンの処理能力をもつ焼却炉を建設する計画であります。また、ごみ収集作業を改善して効率化をはかる考えであります。

　下水道事業は既に４年次をむかえ旧市内の区画整理地域の大部分の布設工事を完了し、下水道公社の下水処理場の完成が近いので、この地域の使用開始と関連して新年度は、その準備と牧志、又吉、壺川の各準幹線および安里、栄町、前島等の布設工事を施工する計画であります。下水道事業は交通は勿論、付近住民に少なからぬご迷惑をかけますので、工事の早期実現をはかるべく一部区域は昼夜兼行の工事を施行する計画でありますので、市民各位のご理解とご協力をお願い申し上げます。

　保健衛生対策は、前年度同様、日琉政府の協力を得て結核集団検診を実施いたしますが、特に本年度からは伝染病予防法の施行に伴い予防接種の実施その他伝染病源の消毒等を行ない市民の健康を保持するとともに、保健思想の高揚をはかる考えであります。




　産業経済対策について、本市は商工業を中心として栄え、交通機関の発達に伴い、全琉のショッピング・センターとしてますます発展をとげ第二次、第三次産業の振興対策が最も大きな課題となつているのであります。特に商工業の大部分が中小企業で占めており、また沖繩経済をとりまく国際環境は、貿易ならびに資本の自由化の進展などきびしいものがあり、これに対処するため中小企業の育成をはかることは重要であります。そこで、中小企業の近代化に意を用い、経営指導その他側面から積極的な施策を講ずることより、商工業の合理化、適正化を促進する考えであります。

　新年度は中小企業を科学的に診断し、その欠点を除去するため、商店診断を継続実施し、企業のレベルアップをはかるとともに、企業経営につきましては、商工相談、信用保証制度の助長等の体質改善について継続して指導育成をはかる所存であります。

　観光産業につきましては、内外でも観光沖繩がクローズアツプされている現在、観光宣伝事業、観光総合展示会、外客実態調査等を実施し、さらに、オフシーズンにおける外客誘致策として、関係団体とタイアツプのもとに、「沖繩祭」を盛りあげるとともに、本土への宣伝活動を積極的に実施して観光事業を推進していく考えであります。

　農林水産業につきましては、農業基本施設の整美、優良品種の普及、技術の改善、優良農機具の奨励補助を行ない農業の合理化を図るとともに緑化事業を推進いたします。また、家畜伝染病の予防ならびに家畜改良増殖事業を継続実施する考えであります。

　水産業につきましては、漁業の近代化を促進するため、調査研修の指導を強化するとともに、漁船の科学装備の補助育成をして漁業生産の向上を図る考えであります。




　新港の建設について、沖繩経済の高度成長に伴い那覇・泊の両港はその取り及い貨物量が限界能力をこえ、オーバーワークを余儀なくされ、これがひいては、今後の沖繩経済の発展に支障をきたすおそれがあり、新港の建設は全琉の懸案事項であり、また那覇市の重大事業として私はこれまであらゆる機会をとらえて日米琉政府に、その実現を要請してまいりましたが、幸い本土政府も新港建設の必要性を充分に認識されまして新年度から日政援助をもとに４か年計画により、１９７２年度完成をメドにして、今その１年次設計を完了しております。新年度におきましては、５，０００トン級の３バース、取付岸壁８０メートルと仮護岸４０メートルを施行する計画であり、それと関連して埋立事業を進める考えであります。新港完成の暁には、年間２００万トンの貨物処理能力を有する規模のものとなり、沖繩経済に大きく貢献するものと確信しております。




　市の財政と内部体制の強化について、都市への人口と機能集中に伴つて、財政需要が急増しております。本市におきましても近代的まちづくりを指向して、これまでいろいろな事業を計画策定し、それを実施してまいりましたが、常に直面する問題は財政でありました。首都として山積する諸問題を解決するには莫大な資金を要することから、これまで機会あるごとに、日米琉政府に援助拡大を要請してきましたが、なお、引き続き要請する考えであります。

　また、内部にあつては、常に自主財源の確保につとめ消費的経費の節減はもとより「最少の経費で最大の効果」をあげるべく行政の運営をはかつていく所存であります。

　次に内部体制の強化でありますが、市の施策を強力に推進するため、複雑多様化する市政を円滑に推進するため、職員資質の向上事務手続および窓口事務等を改善して行政能率の向上をはかり、市民本位の市政をモツトーになお一層の強化をはかつていく考えであります。

　消防機能の強化につきましては、都市の発展とともに建物の過密化、高層化および生活の近代化に伴う火災の様相は、年々複雑化しており、それに対処する消防戦力の強化は重要な課題であります。そこで科学装備の強化に意を用いてまいりましたが、１９６９年度においては、高層ビル火災に対処するために必要な屈折梯子付消防自動車を購入するほか消防水利の整備強化を図る考えであります。

　また、水道局を主体とする総合庁舎の建設工事も順調に進んでおりますので完成の暁には、水道局をはじめ、真和志支所および消防出張所を配置し、能率的な行政のサービス向上を期す考えであります。

　以上１９６９年度における私の施政に対する所信と重点施策のあらましを申しあげましたが、議員各位におかれましては、その趣旨をご理解いただきまして忌憚のないご批判とご教示をお願い申しあげる次第であります。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～

○議長（高良　一君）

　日程第４、那覇市職員の給与に関する条例の一部を改正する条例制定について、市長提出議案第３６号から日程第４２、専決処分の報告について、市長提出報告第２号まで一括議題といたします。順次提案者の説明を求めます。






○市長公室長（城田　清才君）

　議案第３６号那覇市職員の給与に関する条例の一部を改正する条例制定について提案理由をご説明いたします。

　改正の内容といたしましては、一般職員の給与を引き上げるため、給料表の別表第２および別表第３をそれぞれ改正するものであります。ご承知のように琉球経済の伸長に伴つて消費支出や物価が上昇し、それに影響され標準生計費も年々増大しつつある経済事情を背景とする社会一般の情勢に適応させるため、政府や他市町村および民間における給与実態を考慮に入れ一般職員の給与の改善を図ることにしたのであります。ちなみに、一般職員の給与は、今回の改定で平均１３．３％上昇することになり、配分については職員が比較的多い階層に上昇率を高くするよう適正な措置を講じたのであります。よろしくご審議下さるようお願いいたします。






　議案第３７号那覇市報酬および費用弁償等に関する条例の一部を改正する条例制定について提案理由をご説明いたします。

　改正の内容といたしましては、選挙管理委員、監査委員、各種行政委員会の委員およびその他の一般の非常勤職員に対する報酬をそれぞれ増額することがその主なものであります。

報酬改定にあたつては、政府や他の市町村および本土の類似都市との比較、また毎年改善されている常勤職員の給与ベースとの関連等諸般の事情を考慮し、適正な報酬額になるように図つた次第であります。

よろしくご審議下さるようお願いいたします。






　議案第３８号那覇市職員特殊勤務手当支給条例の一部を改正する条例制定について提案理由をご説明いたします。

　改正の内容といたしましては、手当の種類として新らたに伝染病防疫作業手当を設けることと。現行税務手当の基本支給額を３ドルから５ドルに増額することの２点であります。

まづ、新設される伝染病防疫作業手当は、伝染病予防法の施行に伴い市町村及び市町村長が行なう伝染病予防業務に従事する職員に対し支給するものでありまして、予防業務が作業環境や衛生上きわめて不快あるいは感染等の危険を伴う恐れのある特殊な業務であり、その特殊性に対し、給与上特別の考慮を必要とする理由によるものであります。

　つぎに、税務手当の基本支給額の増額につきましては、課税客体の自然増加に伴い課税の賦課、調査に従事する職員の事務量が必然的に増大している実情を考慮するほか、徴税手当との均衡を図る必要があり増額することにしたのであります。

よろしくご審議下さるようお願いいたします。






　議案第３９号那覇市職員に対する期末手当支給条例の一部を改正する条例制定について提案理由をご説明いたします。

　今回の改正内容といたしましては、８月１０日に支給される期末手当の支給率を現行の１００分の１４０から１００分の１５０に引き上げるものであります。これは近時における諸物価の騰貴による生計費の増大等の経済事情を考慮しまた旧盆における臨時的支出に応えるため職員の給与の改善を図ることにしたのであります。

よろしくご審議下さるようお願いいたします。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～



○総務部長（新里　博一君）

　議案第４０号の提案理由をご説明申し上げます。

　本案は那覇市職員定数条例の一部を改正するものであります。その内訳を簡単に説明いたしますと新規事業その他事務強化のために６５人の増員を必要としているのでありますが、反面業務の廃止、あるいは業務の民間への委託等によつて４０人の減員が生じておりますので差引２５人を増員する必要があるのであります。

新規事務としては、焼却炉の操業、保育所の新設、港湾建設工事の着手等があります。

また減員の対象となつているものでは、泊港ターミナルビル中に置かれてあつた観光案内所の業務が観光開発事務団の方へ移管が決定されたのでこれを廃止することになりました。

　それからごみ収集業務の一部をさらに民間へ委託することになりましたので委託に伴なう事業の縮少による減員となつております。なお区画整理事業の一部が現在停滞しておりますがこれについては、新年度開始される予定の山下地区ならびに樋川の区画整理事業にあてることになつております。

　以上のとおり那覇市職員定数条例の一部改正を要しますので提案した次第であります。

よろしくご審議下さいますようお願いいたします。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～



○財政部長（当間　重美君）

　議案第４１号那覇市税賦課徴収条例の一部を改正する条例制定についてご説明申し上げます。

　このたび祖税徴収法の改正、ならびに市町村税法の一部改正がなされたため、これにもとづいて当市市税賦課徴収条例の一部を改正する必要がありますので、本案を提出した次第でございます。

改正のおもな点を申し上げますと、個人市民税における諸控除額の改正、個人事業税の基礎控除額の引上げ、市民税、事業税の税率の改正、不動産取得税の免税点の新設等であります。特に個人市民税の諸控除額については、従来所得税法の規定による額とされていましたが、今回の税法改正で市町村税法独自の控除額が設定されました。

その内容について申し上げますと、基礎控除額は２６５ドルが３５０ドルに引上げられ、配遇者控除は１８０ドルから２９０ドルに、扶養控除は年令別による控除額を廃止し、一率１４０ドルの改正となつています。また障害者控除、老年者控除、寡婦控除、勤労学生控除は８０セントの税額控除から１４０ドルの所得控除に改正され、個人事業税の基礎控除額は、従来の１７０ドルから４８０ドルに、改正をみております。

　次に税率について申し上げますと、個人市民税の場合、市町村税法の改正により、標準税率１００分の０．９が１００分の１．５に、制限税率１００分の１．８が１００分の２．２に改正されたので、当市では１００分の１．５から１００分の２．１までの累進税率に改めました。

個人事業税は従来の１種３種の課税所得区分を廃止して、税率は１００分の５になつております。

法人事業税は所得区分の改正とともに、税率も次のとおり改正されます。普通法人で、従来の所得区分を次の三区分、すなわち４，０００ドル以下、４，０００ドルより８，０００ドルまで、８，０００ドルをこえる分に改め、税率も１００分の６は現行通り、１００分の８を１００分の９に、１００分の１０から１００分の１２への改正であります。特別法人は従来所得区分がなく、一律に、税率１００分の３でございましたが、今回新らたに所得区分を、４，０００ドル以下と４，０００ドルをこえる分にわけ、税率は４，０００ドル以下を１００分の３、４，０００ドルをこえる分については１００分の５に改正されております。以上簡単に説明を終ります。よろしくご審議下さいますよう御願いいたします。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～







○経済民生部長（慶佐次　盛宏君）

　議案第４２号那覇市敬老年金条例の一部を改正する条例制定について説明いたします。

　那覇市の敬老年金制度は１９６４年に制定し、その後内容の改善につとめ、１９６６年６月第８３回の議会において、年金支給額５ドルを１０ドルに改正いたしましたが、受給資格年令の８５才以上は、そのまゝ据置きで現在にいたつております。老令統計及び支給実態等から検討いたしますと８５才以上と言う基準は高令にすぎ、極めて少数者に該当する状態であります。従いまして今回８５才以上を８０才以上に改正し、敬老年金の趣旨をより発揮して、いきたいと考えまして本案を提案いたしました。

よろしくご審議の程お願いいたします。




　議案第４３号那覇市奨学金基金条例の一部を改正する条例制定について説明いたします。本案は条例第３条の基金額１３，９９６ドル２９セントを１４，１２２ドル６５セントに改正するものであります。これは１９６７年５月１０日から１９６８年５月１０日までの元利合計額１４，６８２ドル６５セントから１９６８年度分奨学資金額５６０ドルを差引いた残額でありまして、条例第５条に基づく処置であります。よろしくご審議の程お願いいたします。




　議案第４４号那覇市奨学資金給付条例の一部を改正する条例制定について説明いたします。本案は議案第４３号と関連するものであります。すなわち議案第４３号の基金の増額に伴いまして、その利益金により、奨学資金給付条例第３条１項中の定数１２人を１６人に、定数に達するまでは、毎年度３人づつとあるのを、毎年度４人づつに改めたいと考えております。なお今回の改正に当つて給付額の面も検討いたしましたが、現在の基金利息額としては、人員を増やす方が良策であると考えまして、本案を提出いたしました。

よろしくご審議の程お願いいたします。






　議案第４５号那覇市営首里プール条例制定について説明いたします。

首里プールは従来竜潭池の水をろ過して利用していたため、夏の最盛期になると、アオミドロの多量発生、使用水の不完全濾過等、又はシヤワー、更衣室、便所等施設の老朽不備等から非衛生的状態にあり市としても、その改善の必要にせまられておりました。また那覇保健所からの注意もありましたので今度完全ろ過槽の新設薬品消毒施設、更衣室、トイレ、シヤワー室の改善新築をいたし、竜潭水を使用しない施設にしました。従つて従来は使用料をとらないで、単に規則で管理しておりましたが今回は科学的施設、並びに附属施設改善にともなつて、幾分なりとも、その維持費を補う必要性と施設の責任ある管理という立場から使用料を徴収するため、これを条例として制定し管理したいと考えまして、本案を提出いたしました。

使用料額決定、条文の制定については熊本、埼玉、青森等都市の条例及び奥武山プールにかゝる水泳連盟の資料等を参考にして決定いたしました。

よろしくご審議の程お願いいたします。






　議案第４６号奥武山競技場管理条例を廃止する条例制定について説明いたします。奥武山競技場の管理につきましては、陸上競技場、庭球場、５０ｍプール等次第に施設が増えてくるに従つてその管理については、運営経費面財産施設の維持、改善面で次第に困難性を増してくる傾向にありますので市としては、かねてから財産所有者であ政府に対し管理経費に対する補助金を増額するか、さもなければ政府による直営総合管理をしてもらうよう申し入れてありました。幸い政府は１９６９年度から直営管理の予算処置をしてあり、さらに１９６８年７月１日以降の管理事務委任を解除するという文書による通知を受けました。従いまして、その管理事務を政府に返還し関係条例を廃止するため本案を提出いたしました。

よろしくご審議の程お願い申し上げます。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～



○建設部長（花城　直政君）

　議案第４７号那覇市町界町名整理審議会設置条例制定についてご説明申し上げます。本市における住居表示が極度に混乱していることから、これをいかに改善するかについて、これまで調査検討してきました。

その結果、地番整理による住居表示は困難であり、これにかわるべきものとして、現在、日本本土で実施している新しい住居表示制度を採用するのが適当であるとの結論を得ました。このことから、本市では、今後この基本方針に基づいて住居表示の改善をはかることを決定し、新年度から、町界町名の整理を実施することになつています。ところが、現行の那覇市行政区画整理調査研究委員会設置条例による委員会は、この町界町名の整理を実施するに当つての委員会としては、委員の構成が不備で、その任期についても定めがなく、またその名称も適当でないので、これを廃止し、これらのことを考慮にいれた新たな条例を制定する必要があります。

以上のことから、委員の構成に関係官公庁および団体の代表と区域代表を加え、委員の任期を定め、名称を那覇市町界町名整理審議会として審議会設置条例を制定するため、この案を提出いたしました。

よろしくご審議くださいますようお願いいたします。



○総務部長（新里　博一君）

　議案第４８号財産の処分についてをご説明申しあげます。

この案は、提案理由にも示してありますとおり、安謝第３次埋立事業債の償還および第４次の手形利息の支払いをはじめ、公会堂建設事業、港湾建設事業、その他各都計事業の対応費に充当するため、議案記載のとおり、６９年度中に一般公入札により、第３次埋立地の一部を処分するため提案した次第であります。よろしくご審議くださるようお願いします。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～



○土木部長（金城　秀仁君）

　議案第４９号の市道路線の認定について提案理由を説明します。

ＣＭ２９４号外２１件の路線についてはその周辺道路に通づる主要道路でありまして、現在沿線には住家が密集し交通量が極めて激しく、その機能を充分果している道路であります。将来附近一帯の発展に伴い道路の活用は一段と高まつてくるものと判断しますので、この際市道としてその役割りを果せるように、道路の整備につとめ一般の交通の用に供するため、その保全に万全を期したいのであります。よろしくご審議の程お願いします。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～











○財政部長（当間　重美君）

　議案第５０号議決内容の一部変更についてご説明申し上げます。

本案は、第１００回定例会におきまして議決を経ました公営住宅建設用地購入債を起こすことについての起債目的の一部変更についてであります。

首里石嶺町および大名町の公営住宅建設用地購入につきましては議決後早速地主との交渉を進めておりますが地主の一部には土地の交換を希望するものがおり、交換用地を取得しなければ建設用地の取得が困難であります。従いまして交換用地も取得できるよう議決内容を変更し、用地取得を進めていくため本案を提出したものであります。よろしくご審議の程をお願い申し上げます。




　議案第５１号、公営住宅建設用地購入借換債を起こすことについてご説明申し上げます。那覇市における住宅難を緩和するため、さきに１９６８年度以降の公営住宅建設用地として首里石嶺町および大名町に６６，１０３平方メートルの用地を確保しました。さらに同地域に８１，９３８平方メートルの用地取得を計画いたしまして、これに要する８６７，５１８ドルは琉球銀行から年利７．３％、借入期間２か年の条件で起債し、現在用地買収を進めております。買収が済みしだい資金運用部資金の年利６．５パーセント、借入れ期間２０か年、半年賦元利均等償還長期債に借り換えるため本案を提出した次第であります。

よろしくご審議のほどをお願い申し上げます。




　議案第５２号、継続費を設定することについてご説明申し上げます。

公会堂建設事業は、建設事業費１，６１７，０００ドルを要し、その実施設計が来る９月に完了する予定であり工期も約２０か月を必要とするので１９６９年度から１９７０年度にまたがる事業となり、また、１９６９年度公営住宅建設事業については工期が１年余に及び設計および補助申請手続等で工事着手が年度中途になり、１９６９年度から１９７０年度までの２年度にまたがる事業となるので、この２つの事業を２か年継続事業として執行するため本案を提出いたしました。よろしくご審議下さるようお願い申し上げます。




　議案第５３号、那覇市公会堂建設債を起こすことについてご説明申しあげます。現在、本市には公会堂がないために、各種の集会や公演等はせつかくのその効果が失なわれ、市民の文化活動が　阻害されている状態であるので、充分な規模機能を備えた施設をつくつて市民に供する計画であります。それによりますと、まづ大ホールは１，８００名の人員を収容できる能力をもち、音響施設や舞台装置、照明効果等を充分考慮して設計されております。その他にも付帯施設として、中ホールや会議室、調理講習場などがあつて多角的に利用できるようになつており、　また全館を冷房する計画であります。

この事業は建設費１，６１７，０００ドルを必要としますが、これに対する財源としては政府補助金５００，０００ドル、寄附金１６０，０００ドルを充当し、残りの９５７，０００ドルを市が負担するのでありますが、このうち７５０，０００ドルについては市債を充当する計画であります。

完成後の管理については、利用率を約８０パーセントとして年間使用料を算出すると、５２，１３４ドルの収入となりこれに対する必要経費が１３０，５４０ドルとなり差引き７８，４０６ドルの不足となりますが、この不足額については、一般財源を充当する計画であります。

よろしくご審議くださるようお願い申し上げます。




　議案第５４号、一時借入金についてご説明申し上げます。予算の執行につきましては、年度当初から職員の給与等の経常的な経費が支出されるのに対し、収入の方は調査及び収入額の決定等の手続きを要し、資金需要期になると、歳計現金が一時的に不足し円滑な予算執行ができない場合がありますので、１９６９年度の予算内の支出にあてるため一時借入れをしたい。

１９６９年度は予算規模も前年度より約６８４万ドルの増となつており、１か月分の給料が約１５万ドルまた年末手当の場合は約４５万ドルと多額の資金を一時に支出することになりますので、借入れ限度額も前年度より１０万ドル増の３０万ドルとしました。

借入れ方法については、これまでどおり極度貸付の方法による手形借入れをしたいと思います。よろしくご審議下さるようお願い申し上げます。






　議案第５５号、１９６９年度公営住宅建設債を起こすことについてご説明申し上げます。本市における住宅難を緩和するため、１９６３年度以来１，３２６戸の公営住宅を建設し、１９６８年度も２６４戸を建設中でありますが、１９６９年度においても引き続き２３２戸の公営住宅を建設する計画であります。この建設に要する経費は第１種公営住宅が３９０，６７２ドル、第２種公営住宅が４３１，３４６ドルと合わせて８２２，０１８ドルとなります。これに対する政府補助金が４８３，２８０ドル残る３３８，７３８ドルのうち３１８，１８０ドルを市債で充当する計画をいたしております。完成後の管理につきましては、１戸当りの月額使用料を第１種住宅で１８ドル７９セント、第２種住宅で１３ドル７０セントとし、これの年間収入見込額と管理費支出額との差額は第１種住宅で１，７５２ドル、第２種住宅で３，３００ドル合計５，０５２ドルの剰余となりますがこの剰余分についてはさきに用地取得のため起債した市債の償還金の一部に充当する計画であります。

よろしくご審議下さるようお願い申し上げます。






　議案第５６号、１９６９年度那覇市歳入歳出予算についてご説明申し上げます。はじめに１９６９年度の予算編成にあたましては、前年度にひきつづき近代的な都市づくりを促進するため、那覇市建設計画として策定された新港建設事業の年次的建設、泊・安謝間埋立事業の促進　公会堂の建設、主要幹線道路の整備拡張、公園建設事業の促進、既設道路の整備強化、公営住宅建設事業、ごみ処理の強化充実、保育事業の推進、土地区画整理事業の促進、上・下水道事業の整備拡充を基本方針とし健全財政の堅持、財源の効率的運用を基本態度として編成いたしました。

その結果歳入歳出予算総額は１７，２５６，６４０ドルとなり初めての１千万ドル台予算となつた前年度の予算と比べてなお６，８３９．０００余ドルの増加をみております。

つぎに予算を財源別および経費別に分類してみますと、財源別で自己財源９，１３９，４７２ドル５３％、依存財源８，１１７，１６８ドル４７％、経費別では事業費９．７０３，０４７ドル５６．２％、人件費２，７３７，０３６ドル１５．９％、公債費２，２１７，４６１ドル１２．８％、物件費その他７６０，８４１ドル４．４％、教育費負担金１，８３８，２５５ドル１０．７％となつております。先づ財源別に前年度と比較しますと自己財源が約２３４万ドルの増、依存財源が約４５０万ドルの増となつており、これは自己財源では市税、市町村交付税、土地売払代金、依存財源では政府支出金及び市債の増によるものであります。

経費別では人件費が約５２万ドルの増となつております。事業費は公会堂建設事業および新港湾建設事業の新規事業のほか第４次泊・安謝間埋立事業等で約３９０万ドルの増となつております。

公債費では公営住宅用地購入債および第３次泊・安謝間埋立事業債の全額償還と第４次泊・安謝間埋立事業債の手形利子等の計上によつて約１７２万ドルの増、教育費負担金では人件費および学校給食調理場の備品購入費のほか学校管理費の増により約５１ドルの増となつております。その他物件費、営造物管理費では選挙費、その他で約１７万ドルの増となつております。

つぎに予算の内容について款を追つて説明してまいります。まず歳入の第１款市税につきましては、経済の発展、賃金の上昇による資産及び所得の伸びと、これまでの実績を充分勘案するとともに市町村税の一部改正も考慮に入れまして４，６６６，０３４ドルを計上し前年度と比較して６９４，７２８ドルの増となつております。第２款の市町村交付税につきましてもこれまでの実績を検討するとともに日政援助による市町村行財政強化費の増を勘案して１，７５０，００１ドルを計上いたしました。これは前年度と比べますと907,991ドルの増でありますが前年度の決定額と比べますと５５４，８８８ドルの増であります。第３款の公営企業及び財産収入では、株式配当金と奨学基金利息収入及び市有地の賃貸料と軍用地料収入並びに土地売払代金等で１，２０１，１９７ドルを計上し前年度に比べて７８９，８５１ドルの増となつております。第４款分担金及び負担金と第５款夫役及び現品はともに費目存置であります。第６款使用料及び手数料にいきましては、公設市場をはじめ各種の営造物の使用料７００，８７６ドルと手数料７７，１９９ドルとあわせて７７８，０７５ドルを計上し、前年度に比べて１２７，５３０ドルの増となつておりますがこれは市営住宅、公設市場及び保育所等の施設が増えたことと、港湾施設使用料並びに証明手数料の増によるものであります。なお使用料には新規にプール使用料を計上しましたがと場使用料と競技場使用料は廃止もしくは政府移管に伴い廃目となつております。つぎに第７款政府支出金につきましては3,108,819ドルを計上し前年度に比べ１，０３８，５９９ドルの大幅な増となつております。増額となつた主なものについて申し上げますと港湾の建設補助金８３５，５００ドルと公会堂の建設補助金２５０，０００ドルのほかごみ焼却炉の建設補助金が２２２，０００ドルの増、保育所建設負担金が２９，０００ドルの増、それに立法院議員及び行政主席選挙に伴う政府委託金１９，０００ドルの増であります。一方都市計画事業補助金、公営住宅建設補助金、農業土木事業補助金、競技場管理補助金、児童保護措置負担金その他で３７２，６９０ドルの減となり、差引き款全体では１，０３８，５９９ドルの増となつております。なお１９６８年度予算に計上いたしました政府補助事業の泉崎橋交差点横断歩道橋架設工事ほか５件の工事が予算繰越しとなる見込みでありますので、これに対する政府補助金１７７，３４９ドルもあわせて計上してございます。第８款寄附金は費目存置であります。第９款繰入金には那覇市債証券の償還に充てるため減債基金からの繰入金を前年度同様４０，０００ドル計上したほか、真和志農業協同組合資金を基本財産へ繰入れするため７１３ドルをあわせて計上してあります。第１０款の繰越金につきましては１９６８年度未執行事業の１９６９年度再計上に伴う充当財源２２７，０００ドルと１９６８年度決算剰余金見込み２４３，０００ドルをあわせて４７０，０００ドルを計上してあります。第１１款雑収入は、物品売払代金、預金利子、市税その他の収入の延滞金と無地番賃貸料等で２３５，５３７ドルを計上してあります。第１２款市債では前年度からの継続事業であります。１９６８年度公営住宅建設費、第２次若松市営住宅建設債牧志、第２次若松および真和志の各公設市場建設債のほか１９６８年度で買収できなかつた分の公営住宅用地購入債で計3,763,438ドル、それに１９６９年度から新らしく市債を起こす１９６９年度公営住宅建設債、公会堂建設債のほか公営住宅用地購入借換債で計１，２４２，８２０ドル、あわせて５，００６，２５９ドルを計上いたしました。なお前年度計上しました奥武山漫湖整備事業債１９６，０００ドルが減となりましたので市債は前年度に比べ３，４５６，０２２ドルの増となつております。以上で歳入を終り、つぎは歳出に移ります。第１款議会費についてこの款は市議会議員の報酬、手当及び議会事務局職員の給料、諸手当等の人件費と議会活動に要する経費として１８４，６８１ドルを計上してありますが前年度に比べ３５，７２７ドルの増となつております。第２款役所費では市職員の給与、諸手当等の人件費その他一般事務経費並びに公会堂建設経費で合計３，２６８，０８８ドルを計上してあります。この款は前年度に比べ９８１，９０４ドルの増となつておりますが増額の主なものを申し上げますと職員給与及び夏季手当改定による経費約１８０，０００ドル、増員経費約１１，０００ドル、需要費約２４，０００ドル退職給与金各種保険料、負担金約６５，０００ドル等の経常経費並びに公会堂建設費約４７１，０００ドルの増がその主なものであります。第３款の消防費は３３３，８５６ドルを計上し前年度に比べ５６，６５８ドルの増となつております。つぎに第４款土木費に移ります。この款には土木関係事務費及び市管理の道路、排水、河川等の維持及び新設、改修に要する経費と政府補助を得て行なう都市計画事業費並びに新規事業として港湾建設費を計上し5,579,228ドルとなつております。今回は都市計画事業費が前年度に比べ４４１，９６２ドルの減となつておりますがこれは開南・平和橋間道路新設工事外３件の工事及び用地買収費並びに１９６７年度から１９６８年度までの継続事業費の減によるものであります。一方道路の維持、新設改良、排水工事費及び河川費はあわせて約２５５，０００ドルの増となつたほか埋立事業費並びに港湾建設費約３，３５４，０００ドルの増により款全体では３，１８４，７０６ドルの増となつております。都市計画事業費の主なものを申し上げますと、政府補助事業として平和橋・大洋琉映館間外３本の道路事業３０４，０００ドル、開南・新栄橋間排水工事４３，０００ドル、美栄橋排水ポンプ場設置用地買収35,000ドル、自己財源による事業として樋川住宅街改造事業４０，０６１ドル、牧志公設市場前道路新設工事３８，０００ドルその他前年度未執行となつた政府補助事業の分が６７９，０００ドルとなつております。また港湾建設費では調査費及びパイル打ち込み工事その他で９６４，７１５ドルを計上してあります。第５款港湾費では泊港の管理運営費と港湾施設の新設及び改修に要する経費として８６，６５０ドルを計上し前年度に比べ１，４３７ドルの増となつております。第６款社会及び労働施設費についてこの款には生活保護、児童福祉、老人福祉、身体障害者福祉、援護事務等の社会福祉事業及び社会教育関係事業のほか公園及び住宅の管理と建設費、市民集会所管理費、災害救助費それに労働関係事業費及び各種社会事業関係団体に対する負担金、補助金並びに那覇商業高校６０周年記念図書館建設寄附金等を計上し総額で２，２３７，５２３ドルとなつております。前年度に比べ増または減となつた主なものを申し上げますとまづ増となつたもので敬老年金の支給対象者を拡げたことと老人家庭奉仕員の設置により２１，０００ドル、引揚者特別交付金請求事務費９，０００ドル、公営住宅用地購入費８０５，０００ドル、保育所管理費その他で２５，０００ドル、それに１９６８年度の保育所建設が未執行となり１９６９年度に再度計上したため保育所建設費で５９，０００ドルの増などが主なものであります。一方減となつたものは愛生寮の維持補修費で５，０００ドル、奥武山野球場及び競技場の政府移管による減７，０００ドル、公園建設費では奥武山漫湖整備事業、与儀公園、識名霊園公園のほか１９６７年度から１９６８年度までの継続事業として実施してまいりました与儀公園工事及び辻、若狭海岸線緑地整備工事の完了により３２３，０００ドルの減、市営住宅管理費及び建設費その他で約１４，０００ドルの減が主なものでこの款全体では２３８，０６６ドルの増となつております。つぎに第７款保健衛生費に移ります。この款には伝染病予防費、汚物掃除費、行旅死亡人取扱費及び納骨堂管理費を計上しまして合計で６０４，６４２ドルとなり前年度に比べて282,076ドルの増となつております。増となつた主なものは前年度から政府補助を得て建設中のごみ焼却炉建設事業費２３６，０００ドルのほか汚物処理委託料及びごみ処理車購入費で３９，０００ドル伝染病防疫業務ほか３件の新規事業による伝染病予防費６，４００ドルとそれぞれ増となつております。第８款産業経済費にまいります。この款は商工観光事業、農林水産事業並びに公設市場の管理及び建設費で４４９，５６６ドルを計上しまして前年度に比べ347,876ドルの減となつております。これは前年度からの継続事業であります牧志及び真和志公設市場建設費の１９６９年度分計上額が減となつたことと前年度中途で第２次若松公設市場を継続事業としたためあわせて３６８，０００ドルの減となつたほか工芸伝習生養成、商工業実態調査、特産品紹介宣伝事業、苗畑倉庫新築工事及び共進会費等があわせて約１０，０００ドルの減となつたためでありますが、一方観光振興費、農業振興費、水産振興費及び市場管理費はあわせて約２７，０００ドルの増となつております。なお新規事業としては中小企業団体の共同施設設置補助１，５００ドル、泊港内漁船けい留水域しゆんせつ工事４，４００ドルを計上してあります。第９款の財産費では市有財産の取得、管理、処分に要する経費と市庁舎建設資金に充てるため１９６４年に発行しました市債証券の償還に充当するための減債基金積立金並びに奨学基金条例にもとずく特別基本財産造成のための積立金を計上してあります。第１０款の選挙費には選挙管理委員会の委員報酬をはじめ事務局職員の給料、手当等の人件費及び事務費並びに立法院議員、行政主席、市議会議員、市長の各選挙に要する経費を計上し合計で８７，７９８ドルとなつて前年度に比べ４８，６６１ドルの増となつております。これは職員の給与改定によるほかただ今述べました各選挙費の増によるものであります。

第１１款公債費についてこの款は一般会計市債の元利償還金と新規起債の手形利子のほか一時借入金の利息それに那覇市債証券償還のための事務費として合計２，２１７，４６１ドルを計上し前年度に比べ１，７２３，００２ドルの大幅な増となつております。これは第３次泊・安謝間埋立事業債その他前年度まで手形借入れによる分が事業の完了に伴い１９６９年度から新らしく元利償還がはじまることによるほか公営住宅用地購入債を琉球銀行から政府資金運用部へ借り換えするための琉球銀行への元利償還金を計上したことによるものであります。第１２款諸支出金についてこの款には市が管理する指定文化財の維持管理費、係争中の訴訟費用、市税の賦課、徴収に要する経費と市税の過誤納還付金及び各特別会計への繰出金並びに各種団体への負担金および補助金をあわせて３０８，２２４ドル計上し、前年度に比べて１０９，５０３ドルの増となつております。これは市税賦課計算事務の委託等による徴税費の増２７，０００ドル、市税過誤納還付金で７，０００ドル、山下地区土地区画整理事業及び下水道事業への繰出金の増７８，０００ドル並びに負担金、補助金３，０００ドルの増によるものでありますが、寄宮地区土地区画整理事業は係争中のため事業再開のめどがつかず７，０００ドルの減となつております。

第１３款の教育費負担金につきましては市負担分として１，８３８，２５５ドルを計上いたしました。これは、１９６９年度那覇教育区予算総額８，１４０，１６１ドルの２２．６％になつております。なお前年度に比べ５１５，６６０ドルの増となつたのは区教育委員会職員の給与改定および増員に伴う人件費のほか学校管理費および学校給食共同調理場経費の増によるものであります。

第１４款予備費には１０，０００ドルを計上してあります。以上で議案第５６号那覇市歳入歳出予算についての説明を終ります。よろしくご審議のほどをお願い申し上げます。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～





○建設部長（花城　直政君）

　区画整理の現況ならびに事業方針について、区画整理特別会計の議案説明のまえに現況ならびに事業方針について概要をご説明申し上げます。

まず、６８年度においては各地区とも調査計画に重点をおき、新規事業促進にあたつてきたわけでありますが、６９年度においては山下地区の工事が開始されることになり、第一地区の換地処分認可とともに市の区画整理事業は大きく展開されるものとおもいます。

現在、実施中の各地区について説明いたしますと第１地区、美栄橋地区の区画整理は一部の補修工事をのこすのみにいたつており国県有地の換地承認の目途がつき次第１９６９年度においては換地処分認可申請事務及び本清算を実施していく方針であります。

寄宮地区の区画整理は現在事業執行停止の裁判中でありますが、これの判決の見とおしがつかずしたがつて６９年度の予算計上を見合せている次第であります。

山下地区の区画整理は６８年度まで地区界の変更及び負担区分の決定がおくれたため事業認可がかなりおくれましたが６９年度においては政府補助金の５５，０００ドルも確定的でありますので、本格的に事業を進め３か年計画として１９７１年度までには完了する計画であります。

小祿地区区画整理事業は１９６７年度から基礎調査を実施してきたが、また地主の積極的な事業施行の要望で陳情書も出されており、政府に補助金交付の接渉にあたつたが６９年度においては予算措置がなされなかつたので当市としては事業認可のおり次第地主とも協議の上政府補助金に相当する額の起債をおこし年度中途においてでも事業を実施する方針であります。

真嘉比、古島地区区画整理は６４年度から基礎調査を進め道路計画案もすべて完了しているが６９年度においてはバイパスの変更及び軍用地の関係で地区界を再調査し事業設計を重点的に進めて７０年度に事業の認可を得て施行

する方針であります。以上が各地区の現況と事業方針であります。

次に各持別会計の予算説明にはいりたいと思います。




　議案第５７号、１９６９年度那覇市土地区画整理特別会計歳入歳出予算について説明申し上げます。まず歳入の方から申し上げます。

第１款の替費地処分収入２２，９３６ドルは美栄橋地区、上下泉工事区、崇元寺工事区にある未処分替費地３件の処分による収入として計上してあります。

第２款の使用料及び手数料の７５ドルは公簿その他の閲覧料及び諸証明料として計上してあります。

第３款、清算金７６，１８２ドルは現在実施中の仮清算による徴収金および利子と処分済の替費地の清算金であり、仮清算金について分割徴収決定による本年度該当分を計上してあります。

第４款繰越金１０，０００ドルは前年度からの繰越金であります。以上歳入合計１０９，４９５ドルとなつております。

次に歳出では第１款区画整理費１０７，４９５ドルを計上してありますがこの内訳は第１項職員費１３，５４９ドル、第２項事業費１３，７６８ドルこの事業費は工事の一部改修工事費であります。第３項清算金８０，１７３ドル、この清算金は仮清算による交付金および利子と替費地の清算金を計上してあります。第４項訴訟費５ドルを費目存置にしてあります。第２款予備費に２千ドルを計上して歳出合計１０９，４９５ドルとなつておりますのでよろしく御審議下さいますようお願いします。




　次に議案第５８号１９６９年度那覇市土地区画整理事業山下地区特別会計歳入歳出予算について御説明申し上げます。この案は先程説明申し上げましたとおり６９年度から本格的事業開始をすべく予算を計上したわけでありますが事業費負担については、政府、市、地主の三者負担として計画しており歳入財源は６９年度においては政府補助金と市の繰入金をもつて施行するわけであります。歳入については第１款政府支出金５５，０００ドル、第２款繰入金７７，４７２ドルを計上しまして歳入合計１３２，４７２ドルとなつております。

歳出では第１款区画整理費１３２，３７２ドルこの内訳として第１項職員費２７，４５７ドル、第２項事業費１０４，４９７ドルでこれは一筆測量、整地工事補償金が主であります。第３項土地評価委員会費４１８ドルとなつております。

第２款予備費の１００ドルを合せて歳出合計１３２，４７２ドルとなつておりますのでよろしく御審議下さいますようお願いします。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～









○土木部長（金城　秀仁君）

　議案第５９号予算外義務負担についてご説明申しあげます。本案は、１９６８年度補助金として、下水道工事費に充当するためのもので、補助条件といたしまして、指令受理の日から３０日以内に事業着手しなければならないとの条件が付されておりまして１９６８年度内に債務負担行為を起こすため、予算処置を行なう必要があるので、本案を提出した次第であります。

よろしくご審議のほどをお願いいたします。




　議案第６０号下水道事業債を起こすことについて、ご説明申しあげます。この案は本市下水道事業に対する政府補助金の１０パーセント額を対応費として負担することになつておりますので、その財源を市債で充当するため本案を提出した次第であります。下水道事業につきましては、１９６５年度より政府補助金を得て、建設工事を進めてまいりましたが、１９６９年度補助金予定額を含めますと、総額２，３２８，６１５ドルになつております。これに対する１０パーセント額２３２，９１３ドルを対応費として市が負担することになつておりますが、このような多額の資金を市財政から一時に捻出することは困難でありますので、市債で充当するため本案を提出した次第であります。よろしくご審議のほどをお願いいたします。




　議案第６１号一時借入金についてご説明いたします。下水道事業特別会計の諸経費につきましては一般会計よりの繰入金をもつてあてるのでありますが、一般会計における歳計現金の不足により、繰り入れが遅れる場合がありますので、円滑な予算執行を行なうため一時借入をするものであります。借入れ方法につきましては、極度貸付の方法による手形借入をしたいと思います。よろしくご審議のほどをお願い申しあげます。




　議案第６２号１９６９年度那覇市下水道事業特別会計歳入歳出予算についてご説明申しあげます。本予算についておもな内容を申しあげますと、前年度に引続き下水道建設工事を行なう計画でありますが、下水道事業の効率的な方法といたしまして、準幹線の延長と、これに伴う地域の枝線工事を重点的に進めていく計画であります。

まず歳入について申しあげますと第１款政府支出金につきましては１９６８年度分補助金２５０，０００ドル、１９６９年度補助金予定額４１９，１２１ドルで合計６６９，１２１ドルであります。第２款繰入金１０８，９９２ドルにつきましては、下水道事業を行なうために必要な人件費、需要費、公課費及び下水道工事設計に要する調査委託費、事業債利子、その他予備費にあてるための一般会計からの繰入金であります。第３款市債２３２，９１３ドルにつきましては、下水道事業に対する政府補助金の対応費として１９６５年度より１９６９年度までの補助金の１０パーセント額を市債として借入れするものであります。以上歳入合計といたしまして１，０１１，０２６ドルとなつております。

次に歳出についてご説明申しあげます。第１款下水道事業費６５，０７２ドル第１項職員費６２，０７２ドルにつきましては、事業に要する職員の給与、諸手当、各種負担金、保険料及びその他経常的経費にあてる費用であります。第２項下水道維持管理費３，０００ドルにつきましてはすでに下水道管布設の完了した地域の維持管理費であります。第２款下水道建設費第１項下水道建設費第１目事業費９４１，００５ドルにつきましては、下水道建設工事に要する現場監督の職員手当３，６０９ドル設計見積に必要な諸調査委託費３５，３６２ドル、工事請負費９０２，０３４ドルとなつております。工事個所のおもなものを申しあげますと、１９６８年度分工事として２７５，０００ドルで統合下水道管取付工事、牧志地内伏越工事、泉崎橋～旭橋間、牧志準幹線の一部下水道工事、前島地内枝線工事であります。１９６９年度工事予定といたしまして４６１，０３４ドルで、安里、栄町地内の枝線工事、牧志、壺川、又吉道路の各準幹線の一部下水道工事となつております。その他１６６，０００ドルの施行個所につきましては、関係当局と調整のうえ工事を行なう計画であります。第３款公債費４，４４９ドルは市債借り入れに伴う手形借り入れ利子と一時借入れ金の利子であります。第４款予備費は５００ドルを計上してあります。歳出合計といたしまして１，０１１，０２６ドルとなつております。以上で下水道事業特別会計予算についての説明といたします。よろしくご審議のほどをお願いいたします。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～





○水道局長（玉城　定仁君）

　ただいま上程になりました議案第６３号１９６８年度那覇市水道事業会計追加更正予算についてご説明申し上げます。今回の追加更正の主なる理由について申し上げますと、今年度は前半期においては比較的に降雨量が少く当初予定いたしておりました自己原水量の取水ができず、したがいましてその不足水量を琉球水道公社からの受水によつて賄つたのであります。

５月においては、１日平均配水量４５，４００トン、６月４６，３００トンの予想をたて各々受水量を見込んで７６，４５０ドルを計上いたしたのであります。これら受水費の不足に対する充当財源といたしましては、収入関係では給水工事収益等の増収額３，９００ドルと第２条予算の水道事業費の内各費目の不用額、さらに第３条資本的支出予算で請負工事費その他の不用額等１７，４００ドルを各々更正して受水費の不足額に充てたのであります。

第３条の当年度利益剰余金処分額の更正と第４条の当年度建設改良充当資金額の修正は、第２条予算の減価償却費等の現金の支出を伴わない予算の更正を行なつて受水費に充当し、建設改良費に充当される費用が減になるために各々修正するものであります。以上が１９６８年度那覇市水道事業会計予算の概要であります。簡単ではありますが、なにとぞよろしくご審議のほどをお願い申し上げます。




　ただいま上程になりました議案第６４号１９６９年度那覇市水道事業会計予算についてご説明申し上げます。第２条収益的収入でありますが、水道料金、量水器使用料を主とした営業収益と預金利息、土地物件収益等の営業外収益に分かれておりまして、本年度におきましては、増加見込件数は４，３２０件を見込み、水道使用料におきましては２９９，５９９ドル、その他の収入において１８，６０８ドルの増となつております。前年度の１，６６４，０１０ドルに比較いたしますと３１８，２０７ドルの増額となつております。

収益的支出につきましては、原水送水、浄水作業を始め営業費用に要する経費と企業債利息等の営業外費用とに分かれており１，８１２，１５３ドルを見込んだのであります。前年度１，５０７，７９０ドルと比較いたしますと３０４，３６３ドルの増額となつております。

したがいまして収益的収入の１，９８２，２１７ドルから収益的支出１，８１２，１５３ドルを差引きますと当年度純利益は１７０，０６４ドルとなるのであります。

次に第３条予算は、資本的収入及び支出でありますが、収入につきましては前年度からの庁舎建設に伴う継続費と本年度水道拡張工事債等の企業債収入４１８，９００ドルを始め水道拡張工事に伴う政府補助金７０，０００ドル、消火せんの設置に伴う他会計繰入金その他１８，３１１ドル計５０７，２１１ドルの収入が見込まれ、前年度４６５，５９５ドルに比較いたしますと４１，６１６ドルの増額となつております。

支出におきましては、配水施設工事を始め、諸設備の取得、水道庁舎建設工事その他配水施設の拡張工事、企業債償還金等、資本的支出を計上いたしたものでありまして８９３，６７５ドルとなつております。前年度９９２，４７１ドルに比較いたしますと９８，７９６ドルの減額となつておりますが、これは、庁舎建設工事の第一年次その他水道拡張工事等の減額であります。

したがいまして、資本的収入は５０７，２１１ドル、支出は８９３，６７５ドル差引き３８６，４６４ドルが不足するのでありますが、この補てん方法といたしましては、第２条予算に計上いたしてあります減価償却費等現金の支出を伴わない経費１８９，９８０ドル、当年度純利益１７０，０６４ドル、拡張工事に使用される繰越貯蔵品２６，４２０ドル計３８６，４６４ドルでもつて補てんするものとして、収支のバランスを図つているのであります。

これらの経費を総括的に経費分類いたしますと、人件費につきましては今回の給与改定に伴いまして５１３，８９７ドルで、前年度に比較いたしますと８７，９８１ドルの増額となつております。受水費について申し上げますと、本年度は１日平均４９，５００トンを配水するものとして、６３８，８１１ドル計上いたしておりまして、前年度に比較しますと１６０，２３７ドルの増額となつております。

委託料関係につきましては集金、検針を始め量水器修理、取替、給水装置の修理、その他作業の委託料として９５，３０６ドル計上いたしております。前年度に比較いたしますと６３，１４３ドルの増額となるのであります。

自己資金による配管工事は、本年度は９件を予定しておりまして９０，５０６ドル、前年度に比較いたしますと１０，１１７ドルの増額となっております。企業債元利金としては、１６３，０５７ドルでありまして、前年度に比較いたしますと２１，７５９ドルの増額となつております。

その他一般的な経費といたしましては３９，７８８ドルの増額となつております。

減額部分は動力費関係は、電力料金の改正によるものでありまして、本年度は６６，７６８ドル計上いたしましたが、前年度に比較いたしますと７，４０４ドルの減額となつております。

水源調査費につきましては、前年度の調査完了に伴い２３，０２７ドルの減額となつております。

起債による配管工事につきましては、８件を計画いたしておりましで２９１，２８０ドル、前年度に比較いたしますと３２，４３１ドルの減額となつております。庁舎建設工事につきましては、本年度は３３８，０２１ドルを計上いたしておりまして、前年度に比較いたしますと１０３，９８８ドルの減額となつております。

その他の経費といたしましては７，０８０ドルとなつておりまして減額分が１７３，９３０ドルとなりますので実質的に前年度との増額は２０９，０９５ドルとなるのであります。以上が第２条と第３条予算の概要であります。予算と関連いたしまして、第４条は水道拡張工事費に充てるため琉球政府資金運用部から２１８，９００ドルを企業債として借入れることといたしております。第５条は年度内の運転資金に充てるものとして１００，０００ドルを限度に一時借入れするものとしております。

第６条は、議会の議決を経なければ流用できない経費は職員給与費と交際費としたのであります。

第７条は、建設改良費に充てる政府補助金と、消火せんの設置、維持管理費として、他会計からの繰入額を定めたものであります。

第８条は、第２条の収益的収入と支出との差額、すなわち１７０，０６４ドルが当年度純利益となるのでありますが、この純利益を建設改良事業費に充てるため処分するものであります。

第９条は、貯蔵品として経理されるものの購入限度額を定めたのであります。以上が１９６９年度那覇市水道事業会計予算の概要であります。簡単にご説明申し上げましたが、なにとぞよろしくご審議のほどお願い申し上げます。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～







○教育長（譜久山　朝直君）

　議案第６５号、継続費を設定することについて御説明申し上げます。本案は城西小学校校舎建築工事が１９６８年度から１９６９年度にまたがる工事となりますのでこれを継続費とするため提出したのであります。本工事は全額政府補助金を得て施行するのでありますが、政府からの追加割当のために１９６９年度にまたがる工事になつたのであります。なお、本件については、早急に着手したいと思いますのでよろしく御審議の上即決お願い申し上げます。




　議案第６６号、那覇教育区債を起こすことについて御説明申し上げます。本案は学校給食共同調理場の付帯設備費および給食用備品購入費に充当するため教育委員会法第５５条にもとづき提案したのであります。学校給食は１９６３年から年次的に計画して、現在では２０校が完全給食を実施して教育的効果をあげています。しかし残りの１２校はいまだに教育委員会の完全給食ができず、沖繩給食センター（業者）に依存しております。そこで本会計年度で未実施の１２校を対象に完全給食を実施する計画であります。

事業費の充当財源について説明しますと建設費に対する政府補助金５２，０００ドル区負担が４５１，０２８ドルでありますが、このような多額の資金を一時に捻出することは困難でありますので、区負担のうち建築費に充当するための起債１００，０００ドルについては、さきに議決を経ましたので、今回は調理場内部施設の機械設備及び備品購入費２６８，６２０ドルを新らたに教育区債を起こして充当したいため本案を提出した次第であります。

よろしく御審議のほどお願い申し上げます。




　議案第６７号、那覇教育区教育委員会職員の給与に関する規則の一部を改正する規則制定について御説明申し上げます。現行の教育委員会職員の給与については、これまで琉球政府一般職の給与に関する立法の給与基準を準用して定めておりますが、１９６８年４月２６日に公布された立法第１３号により、期末手当が５３パーセント増額され、１９６７年１２月９日から適用されておりますので、教育委員会職員の給与規則を改めて、政府職員のそれと見合うようにしたいので、この案を提出したのであります。

よろしく御審議をお願い申し上げます。






　議案第６８号、那覇教育区教育委員会職員の給与に関する規則制定について御説明申し上げます。現行の幼稚園教員の給与期則とそれ以外の職員の給与規則をひとつにしたのと、政府一般職の職員の給与に関する立法が給料の平均１０．７パーセント増額され一部改正勧告中でありますので、教育委員会職員の給与規則も従来政府職員の給与基準を準用して定めておりますので、政府職員のそれに見合うようにしたいのでこの案を提出した次第であります。よろしく御審議のほどをお願い申し上げます。






　議案第６９号、那覇教育区教育委員会職員退職金支給規則の一部を改正する規則制定について御説明申し上げます。現行規則では、附則第４項によつて監視員、調理員及び世話人等が勧奨退職の適用除外になつております。それを他の職員と同一取扱いしたいのでこの案を提出したのであります。

よろしくご審議をお願い申し上げます。




　ミスプリントをご訂正願いたいと思います。提案理由のところに「給食センター」という字句がありますが、これを「学校給食共同調理場」に訂正いたします。






　議案第７０号、那覇教育区教育委員会職員定数規則の一部を改正する規則制定についてご説明申し上げます。事務局の事務量の増加にともない機構の整備をし、事務のスムーズ化と共同調理場の新設にともない増員したいのと、補習学級の教科が９教科から５教科になつたので、非常勤の補習学級嘱託を減にしたいので、この案を提出したのであります。よろしくご審議をお願い申し上げます。






　議案第７１号、那覇教育区教育委員会報酬及び費用弁償規則の一部を改正する規則制定についてご説明申し上げます。現行規則には、監査委員と社会教育委員の費用弁償日当がありませんので、それを支給出来るようにすることと、公民館長の費用弁償を１ドルから２ドルに増額したいので、この案を提出したのであります。よろしくご審議をお願い申し上げます。






　議案第７２号、１９６８年度那覇教育区歳入歳出追加更正予算についてご説明申し上げます。まず今回の追加は政府の一般職の給与に関する立法の一部の改正により小中学校教員の期末手当が５３パーセントの増額となりますのでその追給分１３６，６４０ドルを計上してあります。

次に更正について城西小学校建設工事は政府との調整に日時を要し工期が１９６８年度から１９６９年度にまたがる工事になりますので１９６９年度で支出する分６，９００ドルを繰越すため減にしてあります。これらの充当財源は全額政府支出金で賄います。

なお、期末手当につきましては、政府職員は、去つた立法院での補正予算により支給ずみでありますし、政府からもすでに教育委員会に補助金が交付されておりますが、予算措置をしてないため支給出来ない状態でありますから早急に支給いたしたいのでよろしくご審議の上本議案につきましては即決をお願い申し上げます。






　議案第７３号、１９６９年度那覇教育区歳入歳出予算についてご説明申し上げます。１９６９年度那覇教育区予算の編成にあたりましては、学校の基本施設、備品の充実とＰＴＡ負担の軽減、全校完全給食の実施、職員の増員と待遇改善、社会教育の充実強化を基本方針としたのであります。

１９６９年度那覇教育区予算の概要について説明しますと、予算総額８１４万余ドルで１９６８年度に比較して１７４万余ドルの大巾な増となつております。これを財源別と経費別に分類しますと自己財源３０万余ドルで構成比は３．７パーセント依存財源は５９３万余ドルで構成比は７２，９パーセント、市教育費負担金は１８３万余ドルで２３．４パーセントとなつております。

歳出の経費別では、教職員委員会事務局職員等の人件費、学校維持管理費、学校給食等の消費的経費６５８万余ドル構成比８０．９パーセント、学校建設費、共同調理場建設費、財産購入費等の建設的経費１４７万余ドル１８．１パーセントで公債償還金７万余ドル１．０パーセントからなつております。では款を追つて説明いたします。まず歳入の第１款市負担金について、本款は市で負担する教育負担金収入と教育税収入の過年度分及び滞納繰越分収入を１９０万余ドル見込んでありまして、１９６８年度と比較して４４万余ドルの増となつております。このうち市が負担すべき教育費負担金は１８３万余ドルでこれを財源として委員会職員の人件費、各学校管理運営費、一般事務経費、公債償還金、政府補助事業の対応費に充当してあります。

第２款の分担金および負担金について、本款は沖繩学校安全会法に基くところの共済掛金のうち児童生徒および幼児が負担する学校安全会負担金１，５５８ドルと学校給食法にもとづいて児童生従が負担する学校給食費負担金１０７，２３４ドル、合計１０８，７９２ドルを計上してあります。

第３款の政府支出金につきまして、本款は教育委員会法第１３６条に基くところの教職員給与、手当等の人件費および校舎建築費等の政府負担金が５４０万余ドル、幼稚園教諭の人件費、同園舎建築費の半額補助および備品購入費その他社会教育活動に対する政府補助金１９万余ドルで合計５，５９７，０８４ドルを計上し前年度より１０４万余ドルの大巾な増となつておりまして、これは主として人件費の給与改正分と校舎建築費の増加のためであります。

第４款の使用料及び手数料について、本款は教育委員会の規則に基いて、徴収する幼稚園授業料と入園料および補習学級の授業料収入ならびに諸証明手数料で計１２万余ドルを計上してあります。

第５款諸収入につきましては浦添高等学校敷地の財産売却収入と従来の教育税滞納分に対する延滞金でこれまでの実績を充分勘案して２万余ドルを計上してあります。

第６款の繰越金につきましては、継続事業の分と、１９６８年度決算見込み分として５１，５８０ドル計上してあります。

第７款教育区債につきましては、学校給食共同調理場の内部施設備品費に充当するため３３８，６２０ドルを計上しました。以上で歳入を終り歳出に移ります。

歳出の第１款教育総務費では教育委員の報酬事務局職員の給与と一般事務経費および補習教育に要する経費等２２万余ドルを計上しまして１９６８年度に比較しますと、６万７千余ドルの増となつておりますが、これは給与改正と増員に伴う人件費および弁護士料、教育委員選挙費等の増加によるものであります。

第２款学校教育費について、本款には各小中学校および幼稚園等の教職員学校給食関係職員の人件費、学校管理運営費、教育備品購入、学校建設費等その他学校教育に要する経費として７７４万余ドルを計上してありまして、１９６８年度と比較して１６３万余ドルの増となつております。増加の主なものは給与改正と給食共同調理場設備費と学校用地の購入費等の増によるものであります。なお内容の主なものについて申し上げますと教職員の給与４６１万余ドル、学校給食その他職員の給与６８万余ドル計５２９万余ドルの人件費と学校校舎および園舎建築６９万余ドル、学校施設の維持１８万余ドル、給食共同調理場建設費４５万余ドル、学校給食、備品購入、用地賃料その他経費で１１３万余ドルからなつております。

第３款社会教育費について、本款は社会教育法に基づいて青少年および成人に対する教育活動と実生活に即する文化的教養を高めるために要する経費として１８，３２２ドル計上してあります。これを１９６８年度と比較しますと３，４８２ドルの増となつておりましてこの主なものは、各種学級に対する補助金であります。

第４款諸支出金では那覇連合教育区に対する負担金７０，９９９ドル、那覇教育区債元利償還金７８，８２３ドル等が主なもので１９６８年度に比較して２４，３６４ドルの増となつております。これは給食共同調理場設備債利子の増によるものであります。

第５款予備費は前年度より６８０ドル減の６，０００ドルを計上してあります。以上で１９６９年度那覇教育歳入歳出予算についての説明を終ります。

よろしくご審議のほどをお願い申し上げます。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～



○建設部長（花城　直政君）

　報告第２号、専決処分についてご説明申し上げます。この工事は、１９６７年５月２６日に議会の同意を得て南洋土建が施行している宇栄原公営住宅建設工事の２工区および３工区であります。

随意契約の協議事項として型枠を鉄製にするとの南洋土建の提案があつたので琉球政府と米国民政府の了解を得て採用することに決定したのであります。鉄製の型枠を採用することはこれが初めてで、慎重に考慮する必要があつたので型枠の設計は図面だけでなく模型を作製し、市の承認を得て発注するよう指示しました。図面の作製から模型の作製まで４０日間の予想以上の日数を要しましたので、工期内に完成する見込みがなく、１９６８年５月１３日琉球政府に事業期限の延期申請をして５月２３日に口答で了解を得ました。この工事の工期延長につきましては、議会の議決を得て締結された工事請負契約による工事期間の１０分の１以内で、３０日を越えない範囲の延長を認めることにつきましては、１９６７年９月３０日の議会の議決により指定されましたので、お手元に差し上げてあります専決処分書のとおり専決処分いたしましたのでご報告します。




○議長（高良　一君）

　本日の日程は全部終了いたしました。明日は休会で７日の午前１０時開議いたします。



（午後　零時２７分　散会）

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～







上記会議録を調整し署名する。




１９６８年６月５日







議長　　　　高良一　　　　㊞

署名議員　　宮良永昌　　　㊞

署名議員　　仲宗根昌弘　　㊞
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１９６８年第１０３回那覇市議会定例会議事日程第２号

１９６８年６月７日（金）午前１０時




第１　　　会議録署名議員の指名

第２　　　施政方針に対する質疑




～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～






○　会議に付した事件

　議事日程と同じ




～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～











○副議長（辺野喜　英興君）

　これより、本日の会議を開きます。

本日の日程は、お手元に配付してある議事日程第２号のとおりであります。諸般の報告をいたします。　６月５日付、那覇市上国場　自治会長　辺土名朝助、婦人会長　下地タケからの「チリ取車の改善方について（陳情）」は、その審査を経済民生教育委員会に付託いたします。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～






○副議長（辺野喜　英興君）

　日程第１「会議録署名議員の指名」を行ないます。会議録署名議員は、会議規則第１１６条の規定により、議長において吉浜朝一君、久高友敏君を指名いたします。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～




○金城　重正君

　緊急動議を提案いたします。

（「賛成」というものあり）




○金城　重正君

　議員の皆さま方もご承知のことと思いますが６月の５日アメリカの大統領候補ロバートケネデイが劇的な場面で暴漢に襲われております。そこで昨日その生命を失つたわけでございますが、われわれが知る限りにおいては、彼はアメリカにおいてもつとも平和主義者であり、かつまた議会主義者であると私たちは伺つております。なおかつロバートケネデイはアジヤ問題に対して非常に関心を払つており、特に沖縄の日本復帰問題に対しては非常な関心を抱いておつたと伺つております。このような偉大な人物を失つたことは、われわれ沖縄の復帰問題に対して非常にマイナスな面が多うございまして遺憾に耐えない次第でございます。そこにおきまして第１０３回議会においてわれわれ平和を愛し、かつまたいかなる暴力も否定するという立場において国境、人種を越え、さらに信条を越えて冥福を祈るために一分間の黙とうをささげたいと思います。

（〝動議成立〟というものあり）




○副議長（辺野喜　英興君）

　全会一致という意味で黙とうを捧げることにいたしたいと思います。




○黒潮　隆君

　ケネデイ大統領が暗殺されたときは黙とうを捧げないし、さらに浅沼氏が殺されたときもそういうことはしてないのであります。今回に限つてやるというと今後アメリカの国会議員あるいは本土の国会議員そういつた政治的な大物、人物あるいは沖縄関係にタツチしている政治家が死亡される場合にもそういうことをやるということになるのかどうかそれをお聞きしたいと思います。




○副議長（辺野喜　英興君）

　休憩いたします。

	（午前　１０時１２分　休憩）

	（午前　１０時１３分　再開）







○副議長（辺野喜　英興君）

　休憩前に引き続き会議を開きます。




○副議長（辺野喜　英興君）

　日程第２　施政方針に対する質疑を行います。発言の順序は抽選の結果お手元に配布してある別表のとおり順次許可いたします。１７番議員の発言を許可します。






○金城　吾郎君

　１９６９年度の施政方針に対する質疑を行います。本員は過去何回かにわたつて西銘市長の施政方針を聞いてまいりましたし、またいろいろと検討もしてまいりました。今回西銘市長が市長の座を去るに当つて出されておりますこの施政方針は一見いたしまして、これまでの施政方針と何ら変らないというふうに感じとられる面が多うございますけれども、一方非常に変つたところがあるわけであります。読んでおりまして非常に奇異な感に打たれるわけであります。と申しますのはこの施政方針の冒頭において〝私は、間もなく市長としての職を去るのであります〟と、こう書いてあります。螢の光を聞いてるような感がいたします。非常にさみしい面をもつているわけでありますけれども、途中からの政策は、これはあと何年も市長を続けてゆくという意気込みに燃えてるところがあるかと思うと、さらに行政主席になつた立場での発言とみられるような点も多々あります。

最初に申し上げましたように非常に奇異な感に打たれるという点はそういうことであります。そこでまず伺いたいのでありますが、市長はこの施政方針を書くにあたつて、最初に自分は去るといつておるのでありまするから次の市長選挙に恐らく立候補しないでありましよう。行政主席に立候補するために市長をやめるんであれば、次の市長にこれを引き継いでもらう自分の信頼できるものにこの那覇市の市政を引き継いでやつてもらうという立場に立つてこの施政方針を書いたのか。これをまず基本姿勢として明かにしていただきたい。もちろん予算編成その他の場合にあたつて３カ月の予算編成というものはこれは当初予算でありまするし問題はありましよう。

しかしながら政治に対する基本姿勢というものはこの際明らかにしておかなければならないと思うのであります。さらにもう１点、基本的な問題でございます。これまで私どもは軍の握つておる各動力源を沖縄県民の手に移すということを主張してまいりました。電力に限らず、水力に限らず、あるいは輸出関係その他琉銀の株に到るまで民間に移管せよと主張しております。那覇市議会でも水道公社の民移管についてあるいは電力公社の問題についてふれたことが過去何回かございます。市長もこういつた点については従来その考え方に立つておつたと私は理解してまいりました。ところが今回出された施政方針の中に現われている水道公社の問題に対する見解はこれは非常に問題点を含んでおります。市長が行政主席になつて水道公社の民移管を実現できるんだという考え方に立つてこの文章を書いたのか私は非常に疑問をもつておるのであります。すなわち水道公社による全島統合水道計画は過去何回か那覇市議会でも問題にされました。しかし、これを認める、認めないの問題でなくして現に水道公社が沖縄の住民に対して水を給水しておる。私どもが認めたということでなくして、沖縄の動力源の一つである水を握つておるとすれば施政権者として当然住民の欲するだけの水を豊富に与えなければならない責任があるという立場に立つて今日まで私どもはこの問題に対処してまいりました。しかしながら、この施政方針の中では琉球水道公社によるこの計画が全面的に受け入れられ、そして北部地域における水源が開発される。

このことによつて那覇市の水事情が解消される。これが全面的に受け入れられる立場に立つて主張されておる。そしてこれまでいくたびか主張して来た自己水源の積極的開発対策については一言も触れておられないのであります。全面的に水道公社を受け入れ、そしてその持つている統合水道計画を受け入れた形になつている。これはしかし一地方自治体の問題ではありませんけれども、かつて那覇市議会においても北部水源開発問題が議会の決議として出されようとしたときにいろいろ議会運営委員会でもんだことがございます。

これはあくまでも全体的な基本問題に触れることであるから自治体に対して特定のこのような要求をしてはならないし、要請してはならないということで琉球列島米国民政府の施政権者の責任において、あるいは琉球政府の責任において住民に水を飲ませるんだという要求にすべきだという立場からあのような決議になつたのであります。しかしながら今回のこの施政方針は明らかに琉球水道公社というものを全面的に受け入れ、そして那覇市自体の水源開発をやらない、こういう意味に解される施政方針になつておりますが行政主席の立場からこの方針を打ち出されたのか。あるいは那覇市長をあと３カ月やる間にもう水源の開発はやらない、あくまでも琉球水道公社に頼つてゆくんだという考え方で出されたのか、この点を明らかにしていただきたいと思います。さらに都市計画事業につきましてはあとに続く議員の各位から質問があると思いますが１点だけお伺いしたいと思います。

真嘉比、古島地区の区画整理事業について市長は前年の施政方針におきましては土地区画整理法の立法を待つて進めてゆくとこういうふうに述べておるわけであります。ところがこの土地区画整理法はいま立法院で議題にさえ上がつていない。そういう中でこの土地区画整理法の立法を待つてという言葉が消えたかどうかしりませんが、１９６９年度のバイパス４１号線の変更に伴つて事業計画を再検討して行う。そして事業実施については万全を期したいと考えておる、こういう意味のことを述べておるわけであります。土地区画整理法が立法されなくてもこのバイパスと関連して強行にこの事業を進めていこうというお考えになつておられるのか。事業計画を再検討して実施に当つては万全を期したいということはどういう意味であるのか非常に理解しにくいのであります。この点も明らかにしていただきたいと思います。

さらに市民生活に欠くことのできない生鮮食料品の円滑な供給問題を論ずる中で各公設市場の近代的な市場としての建設計画これも打ち出されておりますが、先に牧志公設市場については市が新市場を建設してあとに撤去してこの土地を地主に返すという意味のことを市長はいつておりました。最近、聞くところによるとこの市場の処分問題についていろいろの噂が出ておるのでありますが基本方針が変つたのか。３カ月しか残してない市長のこの任期の期間に私は新しい公設市場が完成するとは思つておりません。こういう中で市場の処分問題がぷんぷんと出てくるということはここに何かあるのではないかと思わざるを得ない、これについても明らかにしていただきたい。たくさん問題点をもつておりますけれどももう１点お伺いしたいと思います。

去つた３月の定例議会におきまして私は一般質問の中で船員の養成問題を指摘して市当局はこれを知つてるかということを質問いたしましたら知らないということでありました。知らなければしようがないけれどもこの施政方針の中に出て来ている漁業の近代化を促進するため、調査研修の指導を強化するとともに、漁船の科学装備の補助育成をして漁業生産の向上を図ると述べておりますが、この中で問題になるのは船員養成であります。この養成については今運搬船協会その他特定の民間団体において教育をやつているようであります。これは今度行政府の予算で船員養成の施設を作り、これを黒い霧で有名な前副主席小渡三朗氏が副主席時代に強引に石川にもつていこうとした。ところが不適当であることが指摘されて今糸満にもつてゆくということが論じられております。私は那覇市のおかれている立場からすればこれは当然那覇市にもつてくるべきではないのか。全沖縄の船員希望者が勉学をするために地理的な条件からいつても那覇市が適当ではないのか。あるいは港の施設、船舶の入港状況こういつたいろいろの問題に照らして那覇市が適当であると思うのであります。この点について３月議会で私はただ知つてるかということをいつておきましたが市としては当然こういつた施設は那覇市が適当であるんだと主張し、もつてくる努力をすべきではないか、こういうふうに考えるが市当局としてはどう思つておられるか、この点を明らかにしていただきたい。次は、答弁によつてまた自席から質問したいと思います。






○市長（西銘　順治君）

　ただいまのご質問に対しましてお答えいたします。第１点は市長は施政方針を作るにあたつてこれを次期の市長に引き継いでもらうことを意識してこれを作成したかということでございまするが次期の市長がどなたになるかわかりませんが、こういつたことを意識して書いたものでは全然ございません。次、水道公社の問題についての質問がございましたが、まつたくご指摘のとおりでございまして現在琉球政府ですらまだ移管されておりません。電力公社、水道公社といい現在の民政府機関から琉球政府に移管すべきであるという線には何ら変りないのであります。問題は自己水源の開発ということでございますけれども簡単に自己水源が開発できるものではありません、それには厖大な資金がいります。土地取得に相当な苦労がいります。また作物の補償といろんな補償が出てくるわけでございまして、那覇市の現在の財政力でもつてしては那覇市が必要とする自己水源を開発するだけの資金の余裕は全然ございません。そういうことで問題は、琉球政府が開発しようが、あるいは水道公社が開発しようが問題は水源の開発自体ができますればけつこうなことだと思う。これが一点でございます。まず住民の必要とする飲料水、工業用水を供給するために必要なダムをつくるということが第一の前提であります。だれがつくつてもいいことであります。問題はその後にくる問題でございまして、つくつた施設をだれが管理し維持するか、いわゆる維持管理の問題、これは当然琉球政府がやるべきであつて今後の問題としてこれは検討されなければならない問題だと考えております。

次は真嘉比、古島の区画整理事業についてご質問がございましたが、現在の耕地整理法による区画整理事業はすでに古いやり方でございまして、できるだけ土地区画整理法の制定をまつてこれを実施する基本的な考え方にたつておりましたが、まだ区画整理法はその制定をみておりません。そういうことでバイパスとの関係もございまして、そのバイパス計画が当初の計画とは大部違つてまいりました。そういうことでバイパスとの計画変更に伴つてある程度これは修正していかなければならない。こういうことで今年の仕事を取りつけていきたいということでございまして、基本的にはあくまでも土地区画整理法の制定を待つてやつたほうが、一番賢明な方法だと考えております。次ぎ公設市場の件でございますが、もちろん私の任期内にこれが完了するとは考えておりません。旧市場の撤去の問題につきましても私の基本的な態度といたしましては、あくまでも店子、売り子の立場に立つてこの問題を解決したいということでございます。

それから船員養成所の誘致の問題でございますが、残念ながらその点につきましては市に誘致するということについて一ぺんも考えたことはございません。ご指摘になりましたとおり現在水産業の一番重要な課題は装備の科学化ということもございますけれども、船員不足で非常に悩んでおります。そういうことで船員の養成が一番急務でございまして、これが今石川にもつていく、あるいは糸満にもつていく、いろいろ各市町村で誘致に懸命に努力をはらつておりますが、私といたしましては、これは当初の計画どおり石川市にもつていくべきだと考えております。




○金城　吾郎君

　この施政方針をつくるにあたつて次ぎの市長がだれになるかわからないので、意識して書いたわけではない、こういうことでありますが、去る３月の定例議会において市長は１１月の選挙まで、いわゆる任期一ぱいぎりぎりまで務めるということでございます。任期一ぱいぎりぎり務めたにいたしましても３カ月半ぐらいである。そういうことであれば当然１年間の施政方針をつくるにあたつて、次ぎの市長はどういう人に引き継がしたい、そういう立場に立つて私は、このような施政方針を書いたということであれば話はわかりますけれども、これはだれがなるかわからぬ。そういう中で、私は、このような施政方針を書いたんだということであるならば、これは非常に私には理解しにくい点があるわけです。これは具体的な点については、私は質問をいたしませんでしたけれども、どれ一つつかまえてみましても３カ月有半にできる仕事はないのであります。１年あるいは継続的にやつていかなければならない。当然市長としては自分の意思を継ぐであろう人が市長になつてもらいたい、こういうことを前提にしての施政方針でなければならないはずでありますけれども、だれが市長になるかわからぬが私はそういうものは意識はしない、自分が市長におる間やればいいんだということであるならば、今までやつてきた市長としてはちよつと具合が悪いんじやないか、こういうふうに思うのであります。

水道問題につきましては、基本的には変わりはない、民移管について努力することは当然であるという意味のことを言つておりますが、資金がかかるから、那覇市ではできない、こういう考え方に立つてはいかないと思うのであります。水道公社は資金がかかる。しかし沖縄の県民からはやつぱり料金を取つておるのであります。彼らは無償でわれわれに水を与えておるのではないのであります。もしそのような金があるとすれば当然民移管した形において支出され施設も拡張がなされなければならない。こういう考え方に私どもはたちます。しかし市長は厖大な金が要るので那覇市ではできないというような、こういう敗北的な考え方ではいかないのであります。西銘市長が行政主席になるかどうかわからぬけれども、たとえ主席になつたとしても当然この問題は出てくるでありましよう。この基本線は失わずに、そしてまた金はないんだという敗北感に陥らずに、今後の政治の道を歩んでもらいたい。こういうふうに思います。

ところで４１号線バイパスの変更に伴う区画整理事業の点につきましては、これは土地区画整理法の立法を待つてやるという答弁でしたが、しかし、これには一言も触れておられずに、ただ事業計画を再検討して実施の万全を期したい、その万全を期したいというのが土地区画整理法の立法を待つてという意味に通ずるのか。あるいは土地区画整理法ができない前においてもやる姿勢をこの中で出しておられるのかどうか。これを私は伺つておるのであります。これをもう一ぺん明らかにしていただきたい。

さらに市場の問題は任期中には、なるほど建築は終わらぬだろうし、また旧市場の改築もできないであろう、それはわかる、わかりますけれども市長が３か月有半の任期を残した現段階において、市場の処分問題が紛紛と出ておる。これについてはどう思うのかということを聞いておるのである。当初の基本計画は変わつたのか。これは当初、議会に報告された問題は新市場ができるならばこの旧市場の建物を解体し撤去して、土地を地主に返えすということでありました。ところがそうではないという。今のままで特定の人に処分をするといううわさも出ておる。これはどのようにお考えになつておるのか。一応これを明らかにしていただきたい。私は市長の任期中にできるかできないかを聞いておるのではないのであります。それができて旧市場の処分される前に、今この処分方法について問題が出てきておるのはこれは計画の変更か。どういう考え方のもとにやつておられるのか、これを聞いておるのである。船員養成所問題につきましては石川が適当であるという市長の言分でありますれば私どもとしては、もはや何おかいわんやであります。その点については質問を打ち切ります。先ほどの点についてもう一ぺんご答弁を願います。




○市長（西銘　順治君）

　お答えいたします。次期市長を予想して施政方針をつくつたのではございません。少なくとも施政方針を書くからには３か月分だけの施政方針を書くわけにはまいらないのであります。どなたが市長になられましても、１年間の期間においてこういう仕事をやつていきたい、これが施政方針であります。私が１０月に辞めるから１０月までの３か月分の施政方針を書くわけにはまいらない、これは私が申し上げるまでもないのでございます。

さらに施政方針に盛られました安謝港の港湾計画、さらに公会堂建設計画、いずれの問題を取り上げましても、これは次期市長がどうしても取り上げて継続的に実施していかなければならない事業であることは論をまちません。従つてそういう意味では次期市長もこの施政方針に制約され、予算に制約されることは私が申し上げるまでもないことでございます。

次ぎに水源開発の問題でございますが、これは何も那覇市が自己財源がないから自己水源の開発をしないんだという、そういう悲観的な立場で申し上げておるのではございません。那覇市は現在、膨大な山積する諸問題をかかえております。こういうさなかにおいて、自から好んで金もないのに、資金の計画もたたないのに膨大な土地を求めて補償をして、そこに自己水源を開発するということは適当な措置じやないということを申し上げたいのであります。那覇市の財政が段々膨張化しまして自己資金でまかなえる時期にくれば、その資金で当然那覇市の自己水源開発はすべきだと思います。問題は財政の需要をどこに重点をおいてやつていくか当面の課題として、どこに重点をおいていくかそういうことじやないかと私は考えております。ご指摘になりましたとおり、これはあくまでも現在の管理維持の形態からはどうしてもいい結果は生れてこない、あくまでも琉球政府の手によつて、琉球政府が施行すべきであると考えます。水資源の調査につきましても、琉球政府はひところ手がけたことはございます。ところがその後全然問題になつておらない、そういうことであれば当面水源開発の問題について、またその維持管理について水道公社がやつておることは不満でありますけれども、要はそういう管理の形態は第二番目にいたしまして、最初に水源開発をやろうじやないか、こういうことで水道公社の水源開発の計画は住民に潤沢な水を与えるという観点にたてばこれは歓迎してしかるべきだと考えております。

真嘉比、古島の都市計画事業につきまして、これは土地区画整理法ができなければやらないということじやございません。区画整理事業は私が申し上げるまでもなく都市計画の事業の基本でございまして、できれば早く土地区画整理法を制定して、それでもつてやつていきたいということでありまして、区画整理法の成立をみないからこの事業を放棄するということじやございません。基本的な態度といたしましては従来と何ら変わりはないのであります。公設市場計画でありますが、これはもちろん私の任期中には完成いたしません、金城吾郎議員の言われるのは市場を完成して店子をそこに移す、そうした場合は古い市場を店子のほうから譲つてくれという話があるわけでございまして、何も特定の業者にやるわけじやございません。これは店子全体の問題として、市当局でも店子の立場にたつて円満に解決したいということで申し上げておるわけでございます。






○久高　友敏君

　本員は西銘市長の最後の施政方針に対して質疑を行ないます。

西銘市長は就任以来重点施策として、都市計画に非常に力を入れてまいつたようであります。すなわち６２年の１月１２日以来、ことあるたびに都市計画を重点にされております。その都市計画の事業を行うために幾多の難関と、財源が伴う、そういつたことを裏づけていろいろ述べてまいつておりますが、６３年以来の６回に亘る施政方針の中で、市長は都市計画を進めるにはまず基本となるべき、５６年に制定された那覇市のマスタープラン、これを修正しなければならないというふうに６３年から言い続けてまいつております。しかしながら今回にいたるまで、そのマスタープランが策定されていない。特に６３年度においても、現行の都市計画は若干修正をしなければならない段階にきております。と指摘されておりますが、すなわち１９６４年度に起算年度をおきまして那覇市の発展状況に即した都市計画事業を策定し、議会のご批判を得る予定でありましたが諸般の事情によりこれが調整をみていないことはまことに残念であります。というふうに残念をくり返えしております。もちろんこの新しい都市計画事業は引き続き調整を進め、各分野から総合的に都市問題を分析し調整するため、慎重を期しておるのでありまして、今年中には策定をみたいと考えております。と、そういうふうに市長は述べられております。６３年に言つておることであります。しかしながら６４年度においてもかように言つております。「都市の急激な膨張に伴ない１９６５年に策定されました都計の修正を余儀なくされておるため、現在の都市計画委員会に修正案を諮問をしており、その答申のありしだい決定する所存であります。」というふうに毎回このように述べてまいつておりますが、特に今回においても、このようにうたつております、今回においても本市の場合残念ながら正常な都市発展とは申せません。このような観点からこれまでマスタープランを修正する必要があり目下都計委員会に諮問中でありまして、その結果についてはしかるべき機会に議員各位におはかりしたいと考えております、と過去６か年間にわたつて、このようなことをくり返えしておるわけでございますが、市長がつまり施政方針で那覇市の健康にして文化的生活を営む、つまり那覇市の建設についてはあくまでもこのマスタープランを改正して、このマスタープランを基準にして都市計画を進められるべきであるが、ところが旧態依然として就任以来全然進展をみていない、市長はたびたび残念をくり返えしておりますが、なぜこのように市長が就任以来過去６か年にわたつて、これが実現を見ないのか。これは都市計画委員の誠意がないのか、あるいは日本から専門家を招へいしてその診断も受けると言つておられる。しかし、これが未だに実現していない、市長はあと３カ月有半で市長の座を去ろうとしているが一体これはいつできるのか。これを引き続き市長はやろうという意思はないはずであります。一体那覇市の都市計画というのはマスタープランを修正するといいながら、それが実現を見ていないのはどこにあるのか、市長の態度をはつきりお伺いしたい。

もう１点は、市長はこのような那覇市の膨大なる都市計画、いろんな諸問題を解決するのには財政の確立が必要であるということを強調してまいりました。それで市長は６３年度の施政方針からこれを言い続けてまいつております。たとえば「市税を中心とする自己財源の伸びでは、このような諸々の事業の財政需要をみたすことはきわめて、困難な実情であります。そのために中央税の一部を市町村税に移管を要請してきたわけでありますが、残念ながらその実現を見ていないのであります。このことにつきましては日米琉政府に対する援助増加とともに今後ともさらに強力に折衝を重ねていく考えであります。」と市長は就任以来、中央税の一部を地方税に移管するということは今までたびたび施政方針で述べてこられた。しかし市長は自由民主党の総裁でもあり、政治は話し合いの政治ということを強調されております。しかし過去６か年に亘つて話し合いをしたけれどもが、これができない事実、なぜできないのか。話し合いは今までしてきたんだがなぜできないのか、どこが障害になつておるのか。市長が就任以来政策として打ち出した問題であります。これが過去６か年にわたつて市長が積極的に、誠意と勇気をもつてやつてきたがなぜそれが解決できないのか。今那覇市の諸問題は財源がないので解決できないということは市長もはつきり認めております、ところで中央税の一部を地方税に移管して、これでもつて解決しなければならないということを基本的に市長は打ち出しているけれども、これがなぜ実現をしないのか。どこに障害があるのか。その点をお尋ねいたします。

第３番目に申し上げます。市長は今回まで施政方針のたびごとに述べておられますが、つまり内部体制の強化、それについて強調されております。内部体制の強化といたしましては、特に市長は職員の資質の向上をはかり市民本位の市政をモツトーにおいてなお一増の強化をはかつていく考えであります。というふうに強調されております。今日まで職員の研修、いろんな職員の資質の向上のために努力してきたということで、過去の施政方針の中でも毎回叫ばれておることから相当資質の向上ははかられたものと本員は考えます。しかしながら市長は就任当初において、「那覇市の職員は政府の職員よりか質が低下して落ちる。」という発言をしたために新聞でも問題になつたことがあります。これからいたしますと、市長は市の職員の質を向上させるために相当努力されたものと本員解釈いたしておりますが、現時点において琉球政府の職員との比較においては較差が今でもあるのかどうか。市長の見解をお伺いしたいのであります。市長は就任当時に〝政府の職員より那覇市の職員は質において低下している〟ということを打ち出したために職員から非常な憤激をかつたことがあります。過去６か年にわたつて、質の向上のために市長は、市民本位をモツトーとする、つまり市民サービスそれに努力をしてまいつたということだと思います。現時点においても政府の職員とはそんなに質の差があるのかどうか。この３点について一応お尋ねいたしまして、次ぎは自席から質問を行ないたいと思います。






○市長（西銘　順治君）

　お答えいたします。都市計画事業の基本計画は５６年に策定されておりまして、その後都市計画事業を進めるにあたつていろんな要素が入つてきております。特に車両の増加等は基本計画が策定されました当時においては予想もしなかつたことでございます。

こういつた要素が大部入つてきておりまして、その面からの修正案と、現在委員会にお願いしておるわけでございますがまだ結論はみておりません。いろいろ検討しておるようでありますが、問題はマスタープランの修正を早くつくり上げるということも大事なことでございますが、けつしてそうではございません。一番大事なことは基本計画はほとんど変わつておりません。その基本計画を年次的に実行していくということが大事なことでございまして問題は資金の問題でございます。そういう面につきまして各予算年度におきまして、政府からの助成も得ましてわれわれの計画するとおりにはいつておりませんけれども、少なくともその基本計画に近づけていく努力はしたつもりであります。もちろん政府の財政の不如意によりまして、那覇市当局の要求するとおりの事業はやつておりません。これは残念な話でありますけれども、那覇市、琉球政府の財政の都合によりまして十二分とはいえませんけれども、少なくとも基本計画に近づけようという努力は毎年やつてきたつもりであります。

財政の確立の問題でございますが、ご指摘になりましたとおりでございまして、地方財政の強化は当面の重要な課題でございまして、幸い本土政府の援助によりまして今年からはじめて１０億円の地方交付税、これが予算の上で確定されておりましてご同慶にたえないところであります。

ところが那覇市を除くほかの市町村とは違いまして、那覇市の行政は復雑多岐で相当の資金を要する事業が多いわけであります。

そこで私といたしましては、これまで政府税の一部移譲について努力してまいりましたけれども、政府の財政不如意によりましてこれがなかなか実現をみておりませんが、できない理由はどこにあるかということでございますが、これは全く政府財政の不如意によるものだと私は考えております。もちろん税制審議会等におきまして政府税の一部移譲につきましては、勧告案として琉球政府に提案されておりますけれども、これも採用されておりません。そういうことでございます。しかし那覇市の当面する課題として何と申し上げましても、この自己財源の強化、政府税の一部移譲ということは大きな課題ではないかと考えております。

内部体制の強化でございますが、就任当時那覇市の職員と琉球政府の職員と比較いたしまして質が落ちるということを申し上げましたが、私は当時は正直に申し上げたつもりでございます。労働組合の幹部の方々から大部つるしあげをくらつたのでございますが、そういつたことは現在、当時の心境をふりかえつてみまして、けつしてあの当時の那覇市の職員が琉球政府の職員よりもまさつておるとはいえない、少なくとも質の面で大いに向上させていかなければならないんじやないか、こういう発想で発言したつもりでございまして、いつまでも低いままにおいて能率の面でも低いままにおいていこうということじやございません。それは個人個人の問題でございまして、琉球政府のＡという職員と那覇市のＢという職員を比べた場合は、これは那覇市のＢという職員ははるかに能力において上かもしれません。全般的にみて琉球政府の研修制度、那覇市の研修制度、こういう点で比較いたしまして、さらに任用の制度、試験採用の制度、こういうものを比較いたしますと未だに私は政府の職員よりも能力は落ちるということははつきり申し上げるのでございます。平均いたしますれば琉球政府の職員の能力より劣るということを申し上げておきます。




○久高　友敏君

　都市計画は基本計画にそつて実施しているということをいわれておりますが那覇市の都市計画がその都度その都度修正されて、それで市長が諮問されている都市計画案これが都市計画委員会で審議されている。つまり諮問委員会で審議しているけれども答申があり次第これを議会に諮つて決定するということをいわれておりますが今まで都市計画委員会が本当に那覇市を愛し那覇市の都市計画を推進する意味において積極的にやつているならばとうに実現しているんじやないか、繰り返えして申し上げますがこの問題は前回においてもお尋ねいたしましたし、当局の部長あたりがたくさん出て来ており議員もそれに入つているがなぜこれがこんなに進展しないのか。市長はその任期がすでに６カ年経過しているのに都市計画案ができ上がらないということはその見通しが全然ないといつても過言じやないと思います。市長はあと３カ月で去るわけでございますが、あるいは修正案を練り直してやるかもしれませんがいまだにその実現をみないということは非常に残念であります。市長は過去６カ年にわたつての都市計画を修正するんだと強調されておりますがその基本となるマスタープランが全然日の目をみてないということは非常に遺憾であります。次に財政の問題でありますが琉球政府の財政の貧困、こういう面から全然進展しないということを市長はいわれておりますが、しかしながら市長は過去６カ年にわたつて中央税の一部を地方税に移管するということを強調しておつたわけでありますが今回からは中央税の地方税への移管ということが施政方針から洩れており、ただ日米政府の援助の拡大ということで終つております。今回は主席に立候補されるので、あるいは主席になつたらこのようなことを打ち出すのは困る、あるいは政府の財政が困るからというので削つたのか。この点についてお尋ねいたします。次に、職員の質の向上についてであるが、過去６カ年職員の質の向上につとめて来たが平均してまだ政府に劣つているということはなぜであるか。本員が考えるに、職員の質が落ちるということは地方自治体の職員の待過に問題があるんじやないのか、なぜそんなに質が落ちるのか。同じ高校を、そして大学を卒業したものを採用し西銘市長が職員の質の向上について６カ年も努力したならば、あえて政府職員と差が出るはずはないと思いますが、この質の低下は職員の採用時において欠陥があるのじやないのか。あと何年すれば政府職員と同じレベルになるのか。市長は政府職員よりも市の職員の質が落ちるということで給与において平均して政府職員より８ドル落しているのか。




○市長（西銘　順治君）

　お答えいたします。政府税について今回特にうたわなかつたということは別に他意はございません。次に職員の質の問題でございますがこれは市当局といたしましても研修計画、本土の自治大学への派遣といろいろやつておりまして現にその成果を得ております。ただ平均して政府職員と能力においてその差があるといたしますならば、これは私は採用の点に問題があるのではないかと思います。ご指摘になりましたとおり、そういうことも一部、質の低下の要因になつているということを正直に認めております。






○大浜　長弘君

　１９６９年度の施政方針についてお伺いいたしたいと思います。今回の施政方針をみまして先にも１７番議員からお話しのあつたとおり、冒頭に〝私は間もなく市長としての職を去るのであります〟とのべておりますが、いわゆる辞任のあいさつではないかという感じも受けないでもございませんでした。そういうふうな消極的な市長の命は施政方針の全般にわたつているような気がいたしてなりません。前向きの姿勢というよりはむしろ後退した現状維持の姿勢じやないかというふうに感じられるのであります。とりわけて申し上げたいのは今日まで市長は広域都市という問題をとり上げて、那覇市の都市建設はどうしても現在の那覇地域内ではいけないということを再三述べて来られて市民に非常に明るい希望と夢を与えて下さいましたけれども、今回の施政方針には一言もこのような広域都市の構想ということを打ち建てていないのであります。なる程任期があと僅かでそのために構想ができず打ち出されていないのか。それとも市長の広域都市構想というものが実現できない。そのために取りやめて今回の施政方針の中にはいれておられないのかその点をお伺いいたします。特にこれと関連して施政方針の中で琉球政府の一世帯一住宅のその理想を那覇市においても強力に推進してゆくとこのように述べておられますが、現在石嶺の公営住宅の敷地問題でどうしても地主が譲らない、そのために地主に代替地をやらなければいけないということで今回の５５号議案も提出されているような現状でございます。いうならば那覇市地域内については到底一世帯一住宅の構想は思いもよらない、つまり住宅問題はゆきづまつた感じであります。そういうふうな面からみましてどうしても近隣市町村を含めたところの広域都市は強力に推し進めなければいけないと思います。この点についてなぜ施政方針にのべていないのか、その点をお伺いいたします。第２点目でございますけれども今先きの１５番議員とも少こし関連いたしますから別の勧点からお伺いいたします。内部体制の強化でございます。去つたストライキで就業させるさせないで第１、第２組合が非常にもんで結果としては迷惑をうけたのは市民でございます。こういうふうな現状の中において市長は施設方針の中で、〝行政能率の向上をはかり、市民本位の市政をモツトーになお一層の強化をはかつていく考えであります〟と述べておられるが、ではどのように現状の市政を強化してゆくのか。本員はこの市の行政機構の改革のときに申し上げました。いくら機構や組織の改革しても所詮その運用をするのは人である。いわゆる人間性が大事であります。また市としても人も個人プレイするような時代ではなくて組織の中にあつて、さらに調和と団結の中にあつてこそその力が発揮されるのであるということを強く市長に申し上げたわけであります。そういう勧点から現在二つの組合がありますけれども話しに聞きますと〝私は第一組合も第二組合もきらいだ。第三組合を作ろう〟というような考えも抬頭しているかのように聞いております。そこで市長はどういうふうな観点からどのように内部体制を強化し固めてゆこうとされるのか、ただ技術面だけではその能率を強化してゆくことは不可能だと思います。皆んなが喜んで仕事をしてゆくにはどうするのかその点をお伺いしたいと思います。






○市長（西銘　順治君）

　お答えいたします。このたびの施政方針におきましてはなる程広域都市計画の件については触れておりません。これは別に私の任期があと残り少くなつているのでこの計画を否定してるわけでは決してございません。ご指摘になりましたとおり公営住宅の件を一つ取り上げてみましても那覇地域では一世帯一住宅ということは土地の取得の面で非常に問題がございまするしそういつた住宅問題一つを取り上げてもわかるとおり、どうしても那覇市を中心として隣村を含めた広域都市計画が策定されなければいけないと考えております。さらにそうしなければ那覇市の当面する都市問題は一歩も解決できないという基本的な考え方に立つております。決して広域都市計画を否定したわけではありません。次に内部体制の強化についてでございますが、職員が二つの組合にわかれて、しかもこのたびはストライキで市民にご迷惑をかけておりますがその責任の一端は私にあると考えております。組合の統一の問題につきましては双方の幹部を引き合わせまして２人でよく話し合つて、しかも自治労の河野さんが来られたときに２人を引き合わせましていろいろ話し合いをさせたわけでございます。これは市長のあつ施でやる仕事ではありません。双方の幹部が誠意をもつて話し合うことが一番大事な点ではないかと考えております。二つの組合があるということは決して好ましいこととは思つておりません。能率の問題につきましても行政事務の分掌の点から機構の問題も大事でございますが、決して機構の整備だけでは能率が上がるとは考えておりません。いわゆる公僕精神に徹する人間としての練磨を重ねてゆくということがもつとも大切なことではないかと考えております。




○大浜　長弘君

　今お伺いいたしまして広域都市問題は近隣市町村を含めた構想であるというふうなお答えでございますが、従来も市長は、近隣市町村の合併には莫大な資金がいる、そのために那覇市だけでそれを負担して実現するというのは不可能である。どうしても琉球政府の強力なバツクアツプが必要であるということを述べておるのであります。幸いに市長は今回行政主席に立候補なさると聞いておりますが、もし主席に当選なされた暁にはこの緊迫した大事な問題を早く解決して琉球の首都として面目躍如たる大那覇市を建設してゆく考えがあるかどうか。次に今の内部体制の問題でありますが、市長は従来口癖のように誠意と勇気をもつてと述べておられます。市長が去られてから市役所内の空気が第１、第２組合というものが一変してなくなつたというなら、市長がおつたために那覇市職員は対立しておつたということになり兼ねないので、市長の在職期間中に内部体制を強化し明るく仕事ができるように一つ努力していただきたいということをお願いいたします。




○市長（西銘　順治君）

　お答えいたします。広域都市計画の構想のほかに那覇市を中心とする近隣市町村の合併の件も考えられますが、その件につきましては琉球政府からの勧告がございまして、事業計画に伴う財政的な援助が確立されるのであれば近隣市町村を合併しまして一歩でも広域都市計画に近付けるという計画には変わりありません。そういうことで政府ともいろいろ話し合つたのでございます。政府自身が那覇市を中心とする近隣市町村の合併について、そこに財政的な計画が何ら確立されておりません。私といたしましては那覇市内だけでも相当の事業量が残されておりまするしこの任期間中には行政区域内の都市問題の解決に重点をおこうということで、この１年間近隣の合併というのは一つも考えたことはございません。ただし申し上げるとおり政府からの勧告がありその合併による事業計画について財政的な裏打ちがあればやろうということは何も変わらないのであります。次にそういうことで７年間も那覇市長としてつとめてまいりまして那覇市の諸問題、特に当面する問題については人一倍痛感しているのであります。市町村財政の強化の問題、当面する都市計画事業の問題、こういつた問題についてはこれは私が主席になるかどうかわかりませんが、なつた暁におきましては市長としての７年間の体験をいかし那覇市のために十二分にやつてゆきたいと考えております。






○赤嶺　慎英君

　那覇市が健全なる財政をもつて市の職員の給与改善もしなければならん、それから反面市民に還元するところの事業費、これも市民あつての市であるということを強く念頭においてあくまでも健全財政でゆかなければならないという観点に立つて市長に考え方をお尋ねしたいと思います。地方公務員法がいつ成立するかしらない現在において那覇市の自己財源と人件費の収支のバランスが次第に悪化してゆくような考え方、それが次第に事業費に喰い込んでいつて不健全なる市の財政に陥りはしないかということが心配されますので市長の考え方をお尋ねしたいと思います。市長は経済の高度成長ということを強調されておりますが沖縄の産業、金融、消費生活、人件費の上昇、それを総合的に勘案していつた場合、新聞で書き立てておるところの経済の成長率、いわゆる市長がいう高度の成長率というものは正しい成長であるかどうか、これについて市長の考え方をお尋ねしたいと思います。さらに中小企業の育成ということで抽象的なことを、従来いつて来たことを書き並べてありますが、これについて今日までされたところの企業の診断で、その経費のうち人件費の占める割合はどんなものか。施政方針に書き並らべてあるとおりやつてゆけば那覇市の中小企業が発展してゆくと考えておられるかどうか。巷間伝えるところでは、中小企業は政府並びに市の給与に追い付いていけないで近き将来において企業が非常に苦しい立場に追い込まれるということを何回となく聞き及んでおります。その点について市長の見解をお尋ねしたい。それから社会福祉事業についてでございますが、全部関連しております。経済の高度成長の陰に生ずる病気、老令、失業等の原因により生活保護を受けている者、あるいはボーダーライン層も少なくないと強調しております。そして政府の施策にそつて福祉行政を進めてゆきたいと述べております。本年度も老人福祉、児童福祉対策、青少年健全育成事業、失業対策をやる。これは従来やつてきている仕事であります。一体福祉事業はこの程度やればいいのかどうか。まだ真に那覇市内において苦労しておる、福祉対策の手をのべなければならないものへの政策、事業は何も見当らないのか。以上３点をお尋ねしてあとは自席で質問をいたします。






○市長（西銘　順治君）

　お答えいたします。毎年々々春闘によりまして那覇市の予算に占める人件費の割合いが増えて来ております。経常経費をもつて経常支出をまかなうということがもし原則であれば、その点からいたしまして人件費の膨張と那覇市自己財源の比率はむしろ人件費が上廻つているような結果となつております。その具体的な数字の説明につきましては公室長をして説明させることにいたします。問題は経済成長でございまするが、なる程新聞等の発表によりますと経済成長率が１９％これは上廻つております。実質は８％という計算になつております。しかしながら、これは沖縄の生産事業その他の産業による経済成長率ではないのでありまして、もつぱら他力依存、アメリカ援助、特に日本の援助が増えて、これによる名目的な成長でございまして、その点私は決して１９％ではない。実質はやはり８％ということになるわけでございます。もちろん中小企業における人件費の比率は非常に高くなつております。決して中小企業だけではございません。沖縄における琉石あたりを例にとつてもその利益、人件費の占める比率は人件費が高くなつておりましてその利潤が低下しているような現状でございまして来年あたりからどうなるか、もちろんそれだけ経済が成長すれば利益の配分について労使双方がこれは適当に配分するのは当り前でございますが一体どの程度琉球の経済が成長するのか非常に問題でございます。中小企業に占める人件費の比率ということでございますが、これは数字をもつておりませんのであとで担当部長から報告させることにいたします。次に社会福祉事業でございますが、施政方針ではああいうことを書いておりますけれども、実際社会福祉事業は国家の事業、府県の事業として非常に資金を要する事業でございまして、那覇市で社会福祉事業というふうに銘打つてやつておる事業はこれは問題にはなりません。老令年金を引き下げて金額を増やしてみたところで果して社会福祉事業といえるかどうか。恥しい話しでございますがそういつた程度しかできない。またボーダーライン層あるいは生活保護法による援助を対象とする人たちに対していくらかでも市の財政の範囲内でやることぐらいがせいぜいでございまして銘打つて社会福祉事業ということではないのであります。




○赤嶺　慎英君

　市長の沖縄の経済成長の考え方が本員の考え方とほぼ一致しておりますので別に追求することはございませんけれども、沖縄の生産業ということが貿易と輸入の比率で十分現われております。数字もちやんとありますがそれは差し控えまして不足する分はあるいは日本政府、米国政府の援助と、基地収入によつて今の沖縄の経済成長というものがあるということは市長は数字では示しておりませんが、本員の考え方と同じでありますのでその点は省きます。祖国復帰が叫ばれている現時点において沖縄の企業をつぶすような政策をやつた場合に、もちろん市も大へんであるし市民も大へんであるということを痛感して市民に還元するところの事業費の圧縮は職員とも仲良く沖繩の経済を論じあつてやつていくことを本員は考える次第でございます。さらに福祉事業でありますがこれも同じであります。本員がお尋ねしたいのは福祉事業は政府の事業であるというふうに簡単に片付けていただきたくないのであります。本員はこの施政方針をお考えになる時点において、あるいは予算を編成する時点において当局として、こういう仕事もぜひやりたいが予算の都合でできない、ということがあるかどうか。そういうことを考えてなかつたということであれば本員は申し上げたいと思うわけでございます。お願いします。






○経済民生部長（慶佐次　盛宏君）

　お答えいたします。福祉事業の基本的なことにつきましては先ほど市長から答弁がありましたが、これはあくまでも福祉関係立法、すなわち生活保護法、児童福祉法、身体障害者福祉法、老人福祉法、老人年金暫定措置法、社会福祉事業法、こういつた６つの立法に従いましてその法の規定する中で、要するに市町村が協力すべき条項についてわれわれは基本的にやつていくわけでございます。仰せのとおりもちろんこれだけに則るわけじやなくして、市は市としてのできるだけの財政の範囲での福祉事業をやつていきたいということで、額としては徴々たるもんではありますけれどもたとえば扶助困窮世帯に対する盆、正月の金品の支給、それから那覇市の社会福祉協議会にあります貧困者に対する助け合い金庫の資金の補強、それから本土に行つております結核療養者に対する見舞金の支給、それから母子福祉としまして毎年行なつております母子講演会によります健全なる母体の育成それから小中学校に通つている扶助世帯の生徒の修学旅行費の補助、身体不自由児並びに精薄児協会保護団体への補助金の支給、いろいろありますが、結局福祉事業というのは非常に巾が広いのでございまして、これを本当に政府とタイアツプするほどの量をもつていきますならば、相当の資金が要るということでございまして、われわれとしましては立法に基づく市町村の行うべき業務を前提としてこれを補う底辺の補給という程度でしかできないのでありまして、けつしておろそかにしておらないわけでございまして、手のいたらないところを痒く思うわけでございます。那覇市の現在の財政としてはこの程度にしかできないということでございます。




○赤嶺　慎英君

　法律によつて市当局が非常に努力されておることも了としております。毎年予算に計上されております。

それでは本員は具体的なことは申し上げませんが、児童福祉法の陰に法の陰に泣く父兄がおる。いわゆる精神博弱児であります。児童福祉法に該当しないがためにその母、父、家族全部が十字架を背負つて、法律の陰に泣いておるということをお考えになつてもらつたことがあるかどうかをお尋ねしたいわけでありますが、その追求はやめます。法律に現われておらぬ者、陰にあつて子を捨てて仕事に出るわけにいかない、この子をどこかにあずけると手がかかつてどうこうもならぬ。どうしても自分でこの子を育てなければならぬというふうな精神薄弱児をかかえた家庭が那覇市に相当あるということをお含み願いたいと思う。この人たちは放つておくと世の中に対して恨みを感ずるようになる。だれがこれを救うか。政府は法律でしかできない、市が本当の親心を出してそういうふうなものを調べて、財政のゆとりがなければ政治的にもこの心のささえとなつてもらいたい。一例を申し上げますと母とおばあさんと子供です。この子供が精薄であり母は結核でどうにもならない。ところが入院するわけにはいかない。この子をあずけるわけにはいかない、一体そういうふうな子供の人権はどうする、この母親の人権はどうする。そういうふうなものを実際に調査して、世の中の明るみを見せて精神的な寛ぎを与えてこそ市の本当の福祉事業であつて、政府から交付金がくるからこれで補助をやる、それで福祉事業を終わるというふうなお考えになつた場合は市民の立場、議員の立場としても非常に嘆わしいことであるということをお考えになつていただきたいということを本員は考えるわけでございます。以上のことにつきまして参考までに申し上げますが、こういうことも大きく日本との一体化の問題として取り上げてしかるべき問題である。これを市がまとめ資料にして政府につきあげ、政府自体が懇談会へもつていつて日の目を見せることが地方行政であるということを本員は強調したい。本土の主要都市には心身障害者保険条例というものがあると伺つております。さらに精神薄弱者福祉年金条例というのも市町村独自でやつておるということも承つております。その条例によつてその対象者を調べて、それであたたかい話し合いの相手になることだけでも、そういう家庭は非常に助かるということを念頭において、単に施政方針に盛られたことにとどまらず、積極的な姿勢で、社会福祉事業は金がないということではなしに努力をしてもらいたいということを要望して質疑を終わります。






○友利　栄吉君

　本員は下水道事業についてお伺いいたします。市民の文化的生活を築ずくために下水道事業が必要であるということは論をまちません。しかし事業が市民の甚大な犠性の上に立つて着工され、進めているのでありまして、施政方針の中にはこのことについて、４年次をむかえて旧市内の地域は布設工事が終わつて、そして下水道公社の処理場の完成をまつてこの使用開始の準備が必要である、とうたつておりますが、これを具体的に担当部長から説明していただきたい。あとの質問は自席からいたします。






○土木部長（金城　秀仁君）

　お答えいたします。那覇市の下水道工事は１９６５年から１９７３年までの９か年計画によつてただいま行われております。すでに１号線から以西地区の工事はほぼ完了いたしまして、残されたのは下水道公社の主管になりますところの幹線につなぐ部分と、さらに家庭の取り付け管が残つております。２、３日前政府のほうからの文書によりますというと、１０月から使用開始になるので市のほうではその準備を進めてもらいたいという書類をいただいておりますが、さらに政府の事務段階の方々といろいろ話をしてみますというと、終末処理場の工事がまだ完成していないので、おそらく実際の使用は１２月以降になるだろうということを聞いております。

それでその幹線に対する準幹線並びに支線、家庭の取り付け管が完了いたしました地域につきましては、その地域を指定いたしまして早速使用開始になるわけであります。そのつもりで市といたしましても６９年度から予算措置をし、その準備を進めるようにしたいと考えております。




○友利　栄吉君

　使用開始が１２月以降ということをお伺いしましたが、開始にあたつて下水道料金の設定等が準備されると思いますが、どのぐらいの額になる予想か、あるいは内地はどのぐらいの額で、どのような比較ができるのか。また料金の算定基準はどこにおいてあるのか。そのことについてお伺いいたします。




○土木部長（金城　秀仁君）

　お答えいたします。下水道の料金につきまして日本本土の都市におきましては、水道料金にスライドして取る方法、すなわち水道料金が１ドルの場合は下水道使用料は４割といつた場合は４０セントというふうに、スライド方式をとつた都市がございます。さらに沖縄の場合であると、下水道公社のほうで処理するところの処理全量を一立方メートル当りの単価を逆算をいたしまして、それによつて単価を出す方法がいろいろございます。これを沖縄においてどのような方法をとるかということにつきましては、下水道公社のほうでただいま日本本土のほうから講師を招へいいたしまして、いろいろ具体的に検討を進めております。下水道公社の基本的な方針がきまりましたならば、その線に沿つて那覇市のほうでも具体的な線を出したいと、かように思つております。




○友利　栄吉君

　料金算定の基準について考えられることは当然、工事費に伴う工事費の減価償却、また利子とかが考えられるわけであります。日本においては沖縄のそれとは大変な違いがあると思います。沖縄においては全額援助によつてできておるわけでございまして、日本とそのまま比較することはできないじやないか、うんと安くあつてしかるべきだと考えますが、いかがなものですか。




○土木部長（金城　秀仁君）

　ご指摘のとおりでございます。日本本土の都市の下水道は国庫補助が３分の１でございます。残りの３分の２、そのうちの３分の１は各市町村の負担さらに残りの３分の１は受益者負担になつております。それから考えた場合は那覇市の下水道は、まず終末処理場と幹線工事は全額軍の直接工事によりまして、できた施設を下水道公社が引きつぐことになつております。

さらに那覇市内におけるところの準幹線、支線は９０％の補助で、残りの１０％が那覇市の負担になります。その１０％の負担の分は直接市民からお金を徴収するわけではなくして、市の起債によつて長期の支払いをする方法でございます。

従いまして、下水道料金に計算されるお金というのは起債を受けたところの１０％の額が減価計算をされて年次償却されていくわけでございます。




○友利　栄吉君

　さつきも申し上げましたように市民は非常に期待と不安をもつておるわけでございます。その責任者としてはつきり答弁願いたいことは、今さきだいたい水道料金の４割ぐらいであろうということがありましたが、那覇市ではそれをずつと下回わつていいんではないか。それをはつきりご答弁願いたい。




○土木部長（金城　秀仁君）

　お答えいたします。先ほど申し上げましたとおり、日本の場合においては上水道の料金にスライドする方法と、あるいは処理全量を逆算して単価を出す方法がございます。

しかしながら沖縄の場合はまだ基本的な方針が決つておりません。かりに１割の起債額そういつたようなものを消却していくという考え方に立ちました場合には、だいたい４セントないし５セントぐらいにつくんじやないかと考えております。これは単なる概算でございまして具体的にはわかりません。




○友利　栄吉君

　日本においては下水道公社というふうな中間的な団体はないと思います。これから那覇市が下水道料金を負担していく場合において、この終末処理場の管理費も加算されていくのか。




○土木部長（金城　秀仁看）

　お答えいたします。日本本土の場合は、都市が直接やつていく場合もありますが、だいたいが衛生組合がやつております。沖縄の場合には下水道公社の幹線の維持費、終末処理場の維持費、管理費、それと那覇市のもつところの支線、準幹線、それの維持管理も含まれて下水道料金になります。




○友利　栄吉君

　処理場の建設費も含まれるとすれば非常に不当な負担をするということになるとは思われないのか。




○土木部長（金城　秀仁君）

　お答えいたします。日本本土の場合と違いまして、幹線と終末処理場はただでもらい受けますし、さらにその他那覇市内におけるところの準幹線、支線も９０％補助を受けて、残りの１０％だけが那覇市の負担になりますので、そんなに重くはならないと思います。




○友利　栄吉君

　なお台所と支線とつなぐ排水設備については義務づけられていると考えますが、一戸当りどのぐらいの負担になるのか。負担能力のない家庭にはどのような措置を考えておるのか。




○土木部長（金城　秀仁君）

　お答えいたします。ご指摘のとおり下水道が共用開始になりますというと、各指定された地域の各家庭のフロ場、炊事場の汚水は下水道法によつてつながなければならない義務を負わされます。便所のほうは義務づけされておりません。それでだいたい一戸当り概算しますと１４０ドルないし１５０ドルかかるんじやないかというふうに予想いたしております。それでこれだけの金を各家庭で一ぺんに出すということは、非常に困難が伴ないますので、政府のほうといろいろ話を進めまして資金運用部資金を借りて、長期償還する方法はないかと今事務段階で話し合つております。




○友利　栄吉君

　次ぎに下水道工事に伴う交通混乱の問題についてお伺いします。施政方針の中では、昼夜兼行の工事をこれから進めていく、と言つておりますが、今までこれができなかつた理由はどこにあるのか。

さらに昼夜兼行の工事をすることによつて、当然工事費は上回わると思いますが、どのぐらい上回わるのか。それだけ工事の能率が上がるのか。すなわち昼夜兼行の工事によつて工期はどのぐらい短縮されるのか。




○土木部長（金城　秀仁君）

　お答えいたします。工事対策の関係で夜間工事のことについてでありますが、現在まで那覇市といたしましては市民に対して迷惑をかけないように、できるだけ夜間工事をしたいと、こういう考えで琉球政府、民政府と折衝を続けてきたわけでございますが、工事量を絶対減らしていかない、というのが民政府の基本的な考えでございまして、夜間工事にもつていくためにはそれ相当の工事費が重みますので、やはり工事の量を減らさなければならないしかしながら民政府としては工事の量を減らしていかない、ということで今まで夜間工事に乗り切ることができなかつたわけでございます。

しかしながら新年度から政府といろいろ話し合いを進めまして、全面的に夜間工事にもつていくことは不可能でございますが、特に交通量の激しいところは夜間工事にもつていくようにだいたい設計をいたしたい、かように考えております。

それからどのぐらいの工事費が重むかということでございますが、具体的にはまだ設計の段階にきておりませんのでお答え申し上げかねますが、日本本土の東京都の例を申し上げますと、だいたい７割ないし２倍ぐらいの工事費になるようでございます。この内容は人夫賃の加算、あるいは諸がかりの値上りというのが考えられて、だいたい７割ないし２倍ということでございます。工期の問題につきましては、各工期別の交通量の激しいところ、あるいは道路巾員その他、重機の出入りいろいろの問題がございますが、一概に工期をどうするということははつきり申し上げられません。それは設計の段階で検討されます。




○友利　栄吉君

　最後に、これから市の中心部に工事が進んでいくわけで大変な交通混乱、それから市民の生活に大きな影響を及ぼしてくることは当然考えられるわけでございまして、昼夜兼行の工事をすることによつて、さらに工期を早めて一日も早くこの交通困難を解消できるように強く要望したいと思います。あと６か年もこのような交通困難が起きるのかということを考えると、もう大変なことだと思いますので、よろしく善処を願いたいと思います。　以　上




○副議長（辺野喜　英興君）

　昼食のため休憩いたします。午後１時再開いたします。

	（午前　１１時５０分　休憩）

	（午後　　１時０２分　再開）




　（議長交替）




○議長（高良　一君）

　休憩に引き続き会議を開きます。






○又吉　久正君

　１９６９年度の施政方針に対する質問をいたします。施政方針の前書きに〝私は間もなく市長としての職を去るのでありますが、１９６２年１月１２日市長に就任して以来、市民の信頼と要望にこたえるため、常に市民のための市政、市民とともにあゆむ市政を念頭に、市民との話し合いのパイプとして市民相談の日を開設し、さらに広報公聴の充実強化をはかり、それをもとに一貫して市政運営の基本を計画的な市民福祉の向上におき、より一層建康で明るい文化的な那覇市のまちづくりのため、常に調和と躍進を基調とし、誠意と勇気をもつて全力をつくして市民福祉の向上に邁進してまいりました〟と述べておりますとおり西銘市長が６年半余りの任期中になされた功績は大なるものが多々あることを自他ともに認めるべきであると思います。一例をあげてみますと市長就任当時の那覇市の予算が僅か５，６百万ドルでございましたが現在の予算額は１，７００万ドルを突破し、特別会計を入れますと２０００万ドルも突破しているような現状で、僅か６か年余りにおきまして３倍以上の予算にふくれ上がつたことはこれは日米琉政府の補助額も莫大であることもさることながら那覇市の大きな事業が順調に進みつつあることは西銘市長の政治手腕を全市民が高く評価してのことだと思うのであります。そこで西銘市長がと一期間那覇市長に就任すれば那覇市の大事業はほとんど目途がついたのにという市民の声も高いのでございます。従いまして、今度市長の任期中にその職を辞して主席公選に立候補する目的を具体的に市民に公表すべきだと思いますのでその点をご発表願いたいと思います。第２点といたしましては、那覇市には大きな問題が残されているのでございますが、なぜその問題を施政方針に述べられてないのかその理由をお尋ねいたします。那覇市の潰れ地が１７万坪余りあるということを聞いておりますがその補償については２０年余りもなる今日末だ何もなされてないのであります。歴代市長も議会において潰れ地の補償問題を必ずやるということをおつしやつておりますが何らその糸口さえもみつけてないということは非常に遺憾にたえないのでございます。従いまして個人有地を無断で使用しているということは財産の侵害ではないかと本員は解釈しておるのでございます。しかしながら那覇市の現在の予算ではどうにもならないと思います。どうしても政治問題にもつてゆきましてあるいは日政援助を仰ぐか、あるいは特別立法によつてこれを解決しなければいけないんじやないかと思います。政府も着々と潰れ地補償をやりつつあります。那覇市の潰れ地の地主が奮起しまして一丸となつてこれを取り上げれば非常に大きな問題になると思います。今後におきましてその見通しをどうしてつけるか。あるいは市長が主席に当選すれば必らずや日政援助をもつて、あるいは特別立法でもつて解決するという意思があつて施政方針に入れてないのかどうかその２点についてお伺いいたします。

次に中央税の問題、あるいはマスタープランの修正については前に１５番議員が質問しましたので省きます。次はご答弁によつて自席から質問いたします。






○市長（西銘　順治君）

　お答えいたします。市長任期半ばにして主席公選に対する抱負を述べよということでございますが、いずれ主席選挙運動期間中に当面の政策、また琉球の政治に対する私の基本的な考え方が発表されることと思いますけれども簡単に申し上げますならば日本、沖縄を取り巻くきびしい国際情勢、また本土における国内のきびしい情勢からいたしまして、残こされた沖縄復興の道は一体化施策を強力に推進することが現在の段階におきましては最高であり最善の道であると私は信じております。この２３年間の行政、政治の面において、社会福祉制度の面において、また教育制度の面において非常に格差が出ておりまして、その格差を是正し立ち遅れを取り戻すことが沖縄県政に対する準備といたしまして私は一番重要な施策ではないかと考えております。一体化施策につきましては現状固定であり施政権返還に対するすりかえという評価もありますが、返還の時期が明確にされない、しかも日米間の取り決めといたしまして施政権返還という基本的な了解が取りつけられただけでも大きな前進であると考えております。しかも行財政の格差を是正するという点だけで一番重要な施策は沖縄の産業経済を復帰に備えてどう開発してゆくかこれが一番重要な課題であり勇気のいる仕事と考えております。次、市の潰れ地の補償の問題でございますが、この件につきましてはこれまでの議会におきましてたびたび申し上げたことでございますが、莫大な資金がいることでございまして、これは那覇市の財政ではどうすることもできません。従いましてこの間題はご指摘になりましたとおり本土政府から多額の援助を得ましてこれでもつて解決することが一番望ましいことだと考えております。もちろんこれについては特別立法も必要でありましようし、また補償の価格の問題、また遡つてどの時点でこれを補償するかいろいろ問題等もありまして、その点はどうしても日本政府の援助だけではなく特別立法が必要ではないかと考えております。




○又吉　久正君

　潰れ地に対する補償問題は、これは歴代市長も取り上げてまいりましたが末だ同じような状態でございます。そこで那覇市といたしましては潰れ地に対する調査資料はどういうふうにやつていられるか。何丁目、何番地の何某何百坪潰れている。あるいはそれに対する評価がいくらという具体的な調査資料が出ているかどうか。これができないとすれば次の時点でやるべきだと思いますがその点をお伺いいたします。






○土木部長（金城　秀仁君）

　お答えいたします。那覇市の道路の潰地の補償につきましては新年度の予算に８，６９０ドルの調査費を計上しております。那覇市全体の調査は１年ではできませんので長期にかけて年次計画でやつてゆきまして、差しあたつて新年度は小禄地区を主として潰地の現況調査測量を実施したいと思つております。




○又吉　久正君

　先程市長は主席に立候補する目的をあらましご説明になつておられましたが、沖縄にはいろいろと多事多難な仕事が横たわつております。その問題を引きうけて沖縄１００万県民のためにぜひとも当選してやつてもらいたい。そして那覇市のあらゆる問題を解決してもらうことによつて市民のためになりますのでぜひとも当選してもらうよう要望して終ります。

（笑声あり）






○喜舎場　盛一君

　一体化施策についてお伺いいたします。市長は一体化推進策が打ち出されて本土政府からの大巾な援助に対しまして感謝の意を表してございますけれども新年度予算におけるところのこの一体化施策によつて那覇市に与えられた金額、すなわち補助金の額と、それから事業計画の中のどういつた事業が一体化施策によつて本土からの援助でなされておるのかお伺いしたいのでございます。さらに市長は間もなく職をやめまして主席に立候補する決意をしておられますけれども沖縄の祖国復帰を肌に感ずるようになつた今日、やはり主席に立候補するという意思のもとに今後この一体化政策が復帰の近道であり、また一体化政策を前面に打ち出して住民に信を問うてゆく腹があるかどうかお伺いしたいのでございます。

昨日、沖縄を明るくする会というものが結成されておりますが、この沖縄を明るくする会の名称の真中にありますところの〝る〟という字をとりますと沖縄を赤くする会に読めるわけでございます。そういつた沖縄を赤くする会のメンバーの中には一体化政策に対しまして、これは復帰に対するごまかしという考え方を持つたのが多いのでございます。そういつたことに対しまして本当に一体化政策が復帰への近道であり、沖縄県民に与える最高の政治姿勢であるという信念をお持かどうかお伺いしたいのでございます。

次に水道行政についてお伺いいたしますが、現在琉球水道公社による全島統合上水道計画の一環といたしまして北部水源開発工事が着々と進められております。しかし渇水期を控えた那覇市におきましては従来常に断水という市民に対し不利益な状態が起つてきておりまして、この北部水源の開発が間に合わないといつた場合にやはり従来通りの断水というものを予想しなければいけないのかどうかお伺いします。さらに去つた議会におきまして下水道工事による安謝地区の井戸水がかれた事件がありましたが、あの緊急事態を生じさせた時点におきまして一般会計から１６，０００ドルの金を繰り入れ井戸水の渇れた地域に共同栓の配管工事をやつたのでございますが、この配管施行の工事費を地域住民の皆さんから取るのか、あるいは施行した工事費を無償で提供するのかお伺いいたします。第２点目にその賠償の問題は緊急でございまして市といたしましてはその賠償額は米軍から取るべきであり、また水道管理者の答弁にも軍と接渉中であるということでございましたが、この１６，０００ドルの賠償費に対する折衝はどうなつているのか、金を市はもらうのかどうかお伺いいたします。３点目は、その地域における今後の水道料金の徴収についてお伺いいたします。水道料金は普通一般地域と同様に徴収してゆくのか。あるいは無償で水を供給してゆくのか、この３点についてお伺いいたします。






○市長（西銘　順治君）

　お答えいたします。一体化推進策によつてどれだけ当市の事業が計画され予算の上でこれが具体的にどう現われているかというご質問でございますが、一体化推進政策によつて当市の予算というものは今のところ具体的に示されておりません。むしろ本土においては到底考えられないような公会堂に対する補助金、これなどは復帰した場合におきましては到底市町村の公会堂に対して国庫が助成するというようなことはないのでありまして、むしろ一体化推進政策を上廻わつているような勘定になつております。さらに安謝港の港湾建設につきましてもこれは市の負担が約１割ということでございますが、従来港湾管理者である府県あるいは市町村においてその事業を施行した場合には大抵の府県、市町村が少なくともその３割ぐらい起債であれ、また一般会計からの捻出であれ負担しているような現状でございましてこの点につきましてもやはり約９０％、１００％近い額が本土政府あるいは琉球政府からの助成によつてこれを予算の上で財政援助として計上しているようなことでございます。一体化推進ということは決して本土においていわれる法律で規定された負担義務、国庫のこういつた額を期待するということではなくして２３年も立ち遅れておりますのでこういう法律上の、当然政府が負担しなければならない負担額を計上するだけでは事足りないのでございまして、この２３年の遅れを埋め合わすためにもどうしてもそれを上廻わる政治折衝が重大な課題になると思います。そういう点で一体化施策はむしろ本土府県、市町村におけるような国庫援助というものを期待してはならないということであります。一体化施策に対する評価でございますが、これは施政権の返還がこの２、３年、４、５年に実現できないという見とおしであればこの３年、４年、を年次的な事業計画、それに伴う資金計画をたてまして格差を是正してゆくということが私が先ほど申し上げましたとおり最高、最善の道であると考えております。屋良先生が主席になられたといたしましても一体化施策を進めてゆく以外に沖縄の現状を打開する道はないと私は強い確信を持つております。次は水道問題でございますが北部の水源開発工事は渇水期に間に合うかということでございますが、これは比謝川のダム工事が完成いたしますと渇水期に際しても何ら心配はないと思います。がそこまで工事が進捗するとは考えておりません。従いまして渇水期が到来いたしました場合は従来どおり市民の協力によりまして時間的な給水、節水によつて当面を切り抜けていかなければいけないと考えております。このたび下水道工事によりまして安謝地域一帯の井戸水が渇れまして、これに対しまして市といたしましては共同栓の設置を完成いたしましてその予算は約１５，０００ドルを一般会計から繰り入れてやることになつておりましたが、アメリカ民政府から１６，０００ドルの補償という名目ではありませんが、そういう工事費としていただいたわけでございます。もちろんこれは普通であれば共同栓の工事費はこれは各個人、家庭が負担しなければならないのでございますけれども緊急な事態でございまして工事費についても全然無償にしようと考えております。ただし水道料金をとるか、とらないかにつきましては大体とることを基本にいたしまして、とるとすれば７月以降にこれを実施したいと考えております。




○喜舎場　盛一君

　昨今、日本政府から一体化施策の調査団という形でいろいろと調査検討なりを加えておりますが、この一体化施策ということは現に新年度予算から一体化施策が開始せられていると考えてよろしうございますか。




○市長（西銘　順治君）

　お答えいたします。一体化施策とは何ぞやということで結局われわれも考えてみておりますが、格差を是正する、遅れを取り戻すということが一体化施策の基本ではないかと考えております。しからば、行政各面におきまして、社会福祉制度の面においてどういうような一体化施策が打ち出されるか。あるいは産業経済開発の面においてどういうふうに打ち出されるか、現在本土政府から調査団がまいりまして琉球政府と打ち合わせまして諮問委員会の課題といたしましてこれが各面から検討されると信じております。従いまして一体化施策の青写真と申しますか、具体的な施策は次年度の会計年度からこれが琉球政府の作業といたしまして具体的に現われるものと考えております。私ここで申し上げたいことは一体化施策ということは行財政の面で本土標準県に追いつくということではないと思います。むしろ、そういつたものを通り越して少なくとも産業開発面においては、たとえて一例をまぐろ船にとりますと、まぐろ船は農林省におきましてはわくをもらうのが難しいのであります。なかなかもらえません。高い権利がついております。だから法域が違いますので、もし沖縄の水産業開発のために農林省が沖縄にこれ以上のまぐろ船を作らせるなということであれば、これには抵抗しなければならない。業界から要望があれば、条件にかなつておればそういうまぐろ船もどんどん作らせてゆくほうがいいと考えております。ただ一体化施策の面において、農業の面において考えなければならないことはご承知のとおり暴風雨災害が非常に多いのであります。沖縄の災害の場合は地域が全島にまたがりますし、農業災害に対する補償制度がどうしても法律のほうでもこれは作れない。被害が全域におよびますので、もし本土にかえればそういう農業災害の面も抜本的な解決が期待できますが、そういつた農業災害の面で、一体化政策の面でどう取り上げるかいろいろ問題がございますが、これを簡単に申し上げますと一体化施策とは本土県なみにもつてゆくことではないということであります。

少々本土政府の抵抗があろうとその抵抗を押し切つて本土県並み以上の施策を打ち出す。これが一体化施策の根本施策でなければならないと考えております。






○大山　盛幸君

　内部体制の強化についての１点にしぼつてお尋ねいたします。

施政方針によりますと内部体制の強化については、市の施策を強力に推進するため、複雑多様化する市政を円滑に推進するため、職員資質の向上、事務手続きおよび窓口事務などを改善して行政能率の向上をはかり、市民本位の市政をモツトーになお一層の強化をはかつていく考えであります。と述べておられますが、これを要約いたしますと、市の施策を強力に推進するため、複雑多様化する市政を円滑に推進するため、市民本意の市政をモツトーになお一層の強化をはかるため一つは職員の資質の向上、二つには行政能力の向上をはかる。とあります。そこでお尋ねしますが、一番目の職員の資質の向上をはかるためには、いかなるご計画をもつておられるか。具体案をお伺いいたします。

二番目の行政能率の向上には、事務手続きおよび窓口事務などを改善する、とありますが、どういうような改善策を立案されているかお伺いいたします。なお窓口事務などとありますが、この等は窓口事務のほかに何々をあげて、その改善をしようとお考えになつておられるかもご説明を願います。残りは自席でいたします。






○市長公室長（城田　清才君）

　ただいまの職員の資質の向上につきまして、いかなる計画をもつておるかというご質問についてご説明申し上げます。

従来は職員の資質の向上の方法といたしまして、まず職員の研修を実施しておるわけでございますが、これにつきましては現任者研修、あるいは初任者研修と、さらに自治大学校に派遣するなり、あるいは福岡、東京都に派遣するほか、それぞれの技術につきまして直接関係のある市に派遣いたしまして、研修を受けさせておるわけでございますが、今回特に変わつた計画といたしましては、従来管理者の研修はいたしておらないのでございますけれども、今回は課長、係長級を中心にいたしまして、管理者研修をいたしまして、これの目的につきましては、組織における自己の立場を明確に認識して、そして部下をしてその行政組織内の、行政組織の総合的成果をあげるに必要な、いわゆる管理者としての監督の知識並びに技術をさずけることを目的としているわけでございます。つまり部下職員を十分に指導監督できるためには、管理者自体が十分仕事並びにまた職員の指導にあたる能力をもたなければならないという意味におきまして、新しい企画としてこの研修の強化をはかつたわけでございます。その他いろいろ計画はございますけれども、そういつた関係で予算の面でみました場合に、６８年度の職員の研修費は３，８００ドル程度でございましたが、今回は５，９００ドルの予算を計上いたしまして、約２，０００ドルの増となつておりまして、極力研修を中心にして職員の資質の向上をはかりたいというふうに考えております。






○総務部長（新里　博一君）

　事務手続きの改善はどういうことを考えておるかということでございますが、ご承知のとおり私たちの仕事は文書に始つて文書に終わるわけでございまして、たとえば事務手続きを簡素化するということは、事務手続きによる標準化をはかるということが大切なことだと考えております。

従つて、今度の場合事務の処理はほとんど帳票によつて処理をいたしておりますので、７月１日を期しまして帳票の統制管理をしていきたいということで、行政監察課において各部課でもつておる帳票を全部、今検討いたしております。それの企画化をはかつていきたいという考え方をもつております。次の窓口事務の改善でございまずが、これは行政監察課におきまして現在の窓口事務の実態を調査いたしております。その結果、今まで印鑑事務、あるいは登録事務、戸籍事務、こういつたのが別々の人によつて処理されておりましたけれども、これを総合対面方式と申しますか、窓口にきてだれでもいいですから、会えば戸籍謄本も取れる、住民登録も取れる、印鑑も取れるというふうな総合対面方式に切り換えでやつていきたいということ、もう一つは、今の本庁の場合は戸籍簿を取りにいくのに時間がかかりますので、メール制、　集配制度を採用していきたいというふうな考えをもつております。そのほかに一応われわれは調査を進めておりますのは、現在市から市民に対する調査事務が選挙管理委員会からいつたり、あるいは戸籍からいつたり、あるいは納税関係のほうからいつたり、似たような調査を各課から市民にお願いする場合がありますので、そういつた調査事務の統一もはかつていきたいということで、現在検討をさせております。




○大山　盛幸君

　ただいまご答弁になりました諸計画、職員の資質の向上、あるいは行政能率の向上の面のご計画、けつこうな案だと思いますが、職員の資質と行政能力をともに向上させるための重要な問題があります。これは部長以上の皆様がやる気になればおのずから改善向上される問題だと思いますが、職員の資質向上や、あるいは行政能力の向上をともに向上できるような対策、心構えこういうものについておきずきになる点はございませんでしようか。では申し上げます。これは私以外の議員の方々もすでにおきずきのことであるが、気がねしていわないことだと思います。私は市長の言われる誠意と勇気をもつて進言いたします。市民本位の市政をモツトーになお一層の強化をはかるなら部長以上の皆さまが率先して垂範するということです。午前１０時ごろから出勤しておる生活態度、勤務態度を反省し改善することだと思います。

那覇市職員の勤務時間、休日及び休暇に関する条例の第２条には職員の勤務時間は４月から１０月までは午前８時からとなつておりますし、また第１条にある職員の定義には「市長、助役、収入役を除くすべての常勤の職員」となつておりまして、部長クラスも含まれておる。すなわち部長クラスも適用されていることがはつきりしております。

なお市の職員の定数条例の第１条にも、職員の定義はうたわれておりますが、部長は市長の補助機関たる職員であります。絶対に特別職ではないはずです。だから当然条例で示された午前８時から出勤すべきであります。那覇市職員の服務規則の第２条に「職員は、定刻までに出勤し、出勤簿に自ら押印しなければならない。ただし、市長が認める者はこの限りでない。」とこううたわれておりますが、このただし書きは出勤簿捺印だけを指すのか、部長クラスの職員に対する妥当な解釈だと思います。もし出勤時刻までも、ただし書きに該当させるということになると、規則が条例を拘束し、規則が条例に優先する不合理な解釈になると思います。どうでしようか、那覇市職員の服務規律に関する条例第２条服務の根本基準には、すべての職員は、全体の奉仕者として公共の利益のために勤務し、かつ、職務の遂行に当つては全力をあげてこれに専念しなければならない。とあります。午前１０時ごろのこのこ出勤するようでは全力をあげて職務を専念しているとはいえないと思います。市長のご見解はいかがなものでしようか。念のためにきようの朝の出勤状態を調べてみました。特に本会議のある一番大事な日、会議に出席する前に事務を処理しなければならないきようですが、半時間おくれて８時半においでになつた方は水道局長と消防長のお二人だけ、９時までにはほとんど集つて、それでもおみえにならない部長もおる。こういう点を勘案して市長はどうお考えになるか。






○市長（西銘　順治君）

　お答えいたします。部長以上の出勤状況についておしかりを受けましたがまつたくそのとおりでございまして、今後反省をうながしご要望に応えるようにやつていきたい、かように思つております。




○大山　盛幸君

　言い出した以上はもう少し大きく述べさせていただきます。朝の１０時ごろ出勤して、何とも思わない、マンネリズムが部下職員に影響して、資質を低下させ事務能率を向上させることができない大きな原因であると思います。決裁のハンコをもらえば次の仕事にとりかかることができる部下の職員が、上司のご出勤する１０時ごろまでそわそわ待つていることが、各部課にあるということを聞いております。決裁のハンコが市民に還元する仕事であると思うがゆえに、私は市民代表として強く訴えます。市民憲章の時間を守りましよう。明日から励行して下さいと。８時に出勤すれば１０時までには、山積みされておるであろう決裁書類も十分に処理できると思います。その間面会は、１０時以降にお願いしますという提示のフダでも、公室長室の入口、部長室の入口に掲げておけば、市民に対してもよき印象を与えるし、職員の資質も向上し上司の精勤ぶりに刺激されて向上することは間違いないと思います。資質の向上することは申すまでもない。今の１０時出勤でも相当の仕事をなさつて、実績をあげておりますが、なお２時間早めに出れば、それ以上の功績を残して市民福祉のために大きくプラスになることは、これは私が申し上げるまでもないと思います。

そこで明日からは定刻出勤しますと、市民に約束することを確認するために部長クラスの意思を代表して、市長から答弁できますならばお伺いいたします。




○市長（西銘　順治君）

　お答えいたします。ご指摘のとおりでございますが、部長以上を代表してあしたからやりますということにつきましては、確答を避けることにいたします。




○大山　盛幸君

　市長が部下の部長クラスを代表もできないようなことではなさけないと思いますが、沖縄のことわざにチブルヌンヂチワル、ジユウンンジユツルということがあります。これはとにかく部下職員の綱紀を粛正するためには、上司の自らの態度を自粛すべきであるというような内容のことわざだと思います。市長、助役、収入役は条例の定める勤務時間には拘束されないと思いまが、松岡主席が非常に早めに出勤しておると聞いておりますが、そういうものにみならつてもいいんじやないかと思います。なお沖縄本島のある市長は、職員よりも早く毎日いかなる天候の場合でも出勤をしておると、従つて部下は上司の市長に右えならえして精勤しておるということを聞いております。朝、市長、あるいは助役、部長の自宅に市民が相当、いろいろ問題を引つさげて陳情、その他話し合いにあがることもたくさんあると聞いておりますが公私の区別を明確にして、市民をむしろ教育し公のものはほとんど役所で承るべきであり、そのためには早めに出勤して、１０時からは市民との対話をやろうというような心構えがあれば、黒い霧のうわさなど徴塵も起こらないようなことが十分にできると思います。もちろん今あるとはいうわけじやない、こういうような懸念を起こさせないようにするためにはむしろ部長だけでなくて、市長、助役もそれに準じて、精勤ぶりを発揮して選挙までは精進してもらいたいと思いますが、部長諸士の監督をするというものとともに、一般職の皆さまのご意見をご披瀝願いたいと思います。




○市長（西銘　順治君）

　お答えいたします。何も申し上げることはございません。全くそのとおりでございます。先ほどの服務規律の問題につきましても、ご指摘になりましたがそのとおりでございます。

ただ私はここで申し上げたいことは、もちろんいろんな事情によつて出勤時間を守れない場合もありますが、これはいいということではございません。しかし私は私の部長がそんなに仕事をしない、出勤時間をおくれたからといつて能率も能力もないということじやない、と私は考えております。少なくとも現在の部長はよく仕事をしておる。私はこういうふうに彼らを信じております。




○大山　盛幸君

　どうも否定するような感じがするんですが、先ほど申し上げました市長が認める者はこの限りでないということに、部長の出勤時刻も該当するとお考えになりますか。




○市長（西銘　順治君）

　お答えいたします。私が申し上げておることは、服務規律の問題について申し上げておるのではございません。ご指摘になりましたとおり、出勤時間を守らなければいけません。また守れない事情があるからといつて、時間を守らなくてもいいということじやいけない、これはよくわかつております。ご指摘のとおりでございます。そういう点につきましては十分注意を喚起したいと思います。

職員を代表して私がどうのこうのということは、ここでは申し上げられないということでございます。少なくともよく仕事をやつており、彼らの精勤ぶりをよく知つておるということでございます。




○大山　盛幸君

　部長を一人一人壇上に立てるわけにはいきません。まあ善処するであろうということでやめますが、政府の部長はちやんと出勤簿に捺印して、もし遅刻したら年休を申し出て処理をしていくということを聞いております。こちらの部長は２、３時遅刻してもそういうことをやらないと思います。認めておつたのであると思いますが、今後はそういうことは、やはり条例にありますので、そのほうが気持ちがいいと思います。部下職員のためにもいいし、部下職員の中には、残業手当を取るために残業をし、あるいはさせているというふうな風評もあるんです、ある部課によつては・・・・・。

そういうようなことに対して、特に行政監察課は十分なる監督、こういうものを実施していかなければやがて、こういうことが市民に悪い印象を与えて、悪い結果にならぬとも限らないと思います。特に注意を申し上げます。今まで悪いことを申し上げましたが、今度は大変感心なニユースを聞いておりますので、披露させていただきます。ある部課の係長が毎朝だれよりも早く出勤して、自分のテーブルだけじやなく課長のテーブル、あるいは部下、同僚しかも新米の、あるいは女子職員のテーブルまでもふき、カウンターまでもふきんでふき清めて、朝の仕事にとりかかつているという非常に感心な職員がおるということを聞いております。こういうような職員は、もちろん部課長上司の方もよくおわかりと思いますが、こういうようなものに対しての上司としての表現力、いわゆるそういう方をあたたかく見まもり、その労に報いる何ものかが必要じやないかと思いますので、こういうようなりつぱな職員が各部課に一人でも多くなることを期待して質問を終わります。






○安見　福寿君

　１９６９年度の施政方針、市長のあいさつにございましたが、これが那覇市長として最後の自分の施政方針のあいさつである、とこのように述べられました。これは全沖縄の住民がそのことを全部知つておる事実であります。そこで私が申し上げますことは、あと３か月ありますその間にぜひやつていただきたいこと、それをただいまからこの施政方針の言葉を取り上げながら要望申し上げたいとこう思います。

まず最初に、「健康で明るい文化的な那覇市のまちづくり」これは別に西銘市長一人だけに対する市民の期待ではありません。全市民は、いつでも施政権者である市長に対し、これは期待と希望とを持ち続けて、現在まできた問題でございます。ですからこれは施政権者として、当然の精神であり、それで行政一切の運営をしていくことが施政権者の、私は使命であるとこのように思います。

そこでその市民の要望、希望、期待に応えるため、今述べられた健康で明るい文化的な都市づくりをするために、いろいろの施設、設備、また先ほどからいろいろ指摘されておるような内部的な問題すべてあたつて、歴代の市長はそれを改善すべく、その人なりに努力を続けてきた。これは事実であります。ところがその人によつて、もちろん力の違いもあるし、より重要なことはその人のものの考え方、基本的な考え方、これが重要であると思います。その結果はそのつど出られた市長の実績となつて現今にたちいたつております。先ほどから私の前に質疑されました議員の方々の質問と重複するようになりますが、違つた角度から私はこれを指摘し、先ほど申し上げましたように残された３か月の間に、これを解決すべく最善の努力を尽して、有終の美を飾つて去つていただきたい、このように思う次第でございます。乏しい財源で思うように、健康で明るい文化的な那覇市づくりも遅々として進まない。

その中でいろいろと努力し苦労を重ねて、積み重ねられてきた現在の那覇市の諸施設、いろいろの形づくられた那覇市の姿であります。そこで私は申し上げたいのは、このように苦労をし、このような理念にたつてせつかくつくられたそのようなりつぱな施設が果して運用面はどうなつておるか。これが問題であると思います。私は、たくさんならべて申し上げたいんですが、時間の制約もありますので、その中の１点を取り上げまして、これですべてをおし計つてぜひ３カ月の間に解決していただきたい。その第１点としては、この間不祥な事故を起こしまして途中で挫折しましたが、今那覇市でかかえておるたくさんの問題の中の一つ、塵挨の処理、一日１６０トンという多量の塵挨をはき出しておる大都市那覇市が、その解決の一端としてまず最初に手をつけられたのがコンポスト工場でございます。たしか工場の能力は５０トンコンポスト設備でございます。

ところがあの事故が発生する以前、その時点までは何とか努力をしてきたあとが、全部とはいいませんが少し認められる状態だということも聞いております。ところがあの事故が起き、その後修復されて現在に至つておりますがきようこのごろの工場で生産されるコンポスト量は１０トン内外と聞いております。５０トンの能力をもつその工場施設が１０トンしか効能をあげてない。これはまだ日も浅いことですから市民も一部の人しか知つておりません。非常に憂慮しております。これは政府のほうからその後コンポスト工場を視察に来られて、この停滞ぶりを指摘され注意勧告されたと聞いております。ところが現場のほうでは直ちにこれを本庁のほうに報告したそうでございますが、その後一向にこれが前進するような手が何もうたれてない。そして現在の姿でございます。先程申し上げましたように大へん乏しい財政の中からあのようなりつぱな設備を作つても前の質疑の中にもありましたが所詮、運用するのは人間であります。人です。これは全議員に関連する。申し上げますのは、その工場がなぜそのように能率が低下しておるか。これは部課長の情熱の欠除でございます。先程から当局の部課長の答弁では職員の教育とか、どうのこうのといろいろ取り上げていつておりますが私はそうじやないと思います。情熱でございます。やろうという情熱があれば決してできないことはない。その一例として、あのコンポスト工場ができた時点において、市民から集められて来る塵芥、ビニール、びん、缶類それから縄、そういうものはコンポストの邪魔になつてもコンポストになる塵芥ではないわけでございます。ですから、私が前回行政視察に内地にまいりましたときもこの問題を聞きまして、いろいろ他の市の苦労話しを真剣に聞いて帰りました。直ちに報告書も書きましたし、また直接当局にもこのようにいいました。たとえばお隣りの鹿児島の場合はそれを徹底するのに１年かかつた。その間市民から面倒くさがられたり、いろいろ批判もありましたがそれに屈せず現場に携わる人が皆んなで一生県命市民を啓蒙してやつたら近項塵芥を捨てる箱が二つになりました。そして一方はコンポストの塵芥、一方は焼却炉の塵芥とこのようにわけてくれるようになるまで１年かかりました。ですから近頃はコンポスト工場でもちろん、さらにそれを投入口に入れてからその中に混つてくるコンポストにならないものをそこでより分けるのでございます。非常に手が省けるようになつております。こういうことを聞いて当局にも進言しております。ところがそのコンポストが始つたときに一係長が今のように非常に仕分けに困難を来たすような雑然とした塵芥を仕分けるべく一生懸命に訴えまた、当局にもお願いしたそうでございますが、予算関係でこれが受け付けられず自分のお金でビラを刷つて、これは最初自分でやるつもりじやなかつたらしいんですが、　当然これは上司が認めてくれるだろうと思つて、印刷してやむを得ずまいたそうです。ところがあとで市長はこれを聞いて大へん心配されて、もちろんその費用を全部こちらのほうで予算化して本人に支払うようにしたそうでございます。問題は先程１８番議員が指摘されたように中間の部課長、この人たちの情熱の欠除。現在、無用の長物化しているコンポスト工場です。何んのかんばせあつて、私たちは執行部として行政の一端を担つて来ました、といえるかということを申し上げたいのであります。さらに私はコンポスト工場が何ゆえにそのような姿になつたかということを衛生課の現場の方で調べましたところ、それはもう紊乱の極致でございます。

真面目に働くものは馬鹿者扱いにされております。役所は要領を本分とすべし。真面目に正直にやるものは馬鹿だと。真面目に働く人たちは罵倒の声をあびて、最初は一生県命にやろうとするが皆んなにそのようにいわれて情熱がなくなつてゆく。今、塵芥処理にあてられる車は４トン車が５台、２トン半が１７台。しかし毎日全部が動くわけではありません。修理やなんやで毎日の稼動車は１７台。毎日これはわれわれの委員会で質疑をし、よく知つております。ところがその１７台の１車に積む塵芥は約１トン半ぐらいで雨天の場合は水分を含むから２トンぐらい。コンポスト工場へ直営の車が塵芥を投入するんですが、これは午前に１回、午後に１回、計２回動いております。そうしますと１トン半の１７台、これが２回で５１トン、この塵芥がコンポスト工場にゆくことになつております。ところがそれが行かない。なぜ１０トンしか効能を上げないのか。ここに問題があるんです。運転手は積み込むとき車の上でよりわけるのです。これはコンポストのほう、これは焼却炉のほうと。そのより分け、仕分けを嫌つて、いわゆる要領のいい運転手はコンポスト工場のほうへ行かない。安易で簡単に投入できるほうの安謝にみんな行つてしまう。真面目な運転手による何台かが今、かよつてるような程度なんです。それが現在のコンポスト工場の実情でございます。これに対して現在まで私がいろいろと現場を見たり、市民の声を聞いたりしたことから真実を申し上げたわけでございます。このコンポスト５０トン工場が僅か１０トンの効能しか上げてないこの現状、これを当局は今後どのようにしようとしているのか、さらに尨大な予算をつぎ込んで焼却炉を作ろうとしていますが、しかし結果は同じようなことになるんじやないのか。まことに憂慮にたえない状態です。そこでまず第１点の質問は現在１０トンの効能しか上げてないのを今後どのようにして５０トンにアツプする計画をたてているか。もう１点はそれに従事する職員をどのように指導し、どのように能率を上げるか、この２点について質問を申し上げたいと思います。なお答弁によつて自席から引き続き質問を続けます。






○経済民生部長（慶佐次　盛宏君）

　お答えいたします。コンポスト工場の実績につきましてただいま一番議員から非常に貴重なご意見とお叱りを受けまして私もこれにかえす言葉を持たないわけであります。非常に恐縮に存じております。別にいいわけではございませんが一応実情としてお聞きとり願えれば幸いと存じます。もとより実情がすべての原因で現段階になつてはおりませんが、その問にはいろいろ運転手の問題、配車の問題もありましたが一応外部的要因もありましてこういう状態になつております。まず実績につきましては新年度の７月１日から開始いたしまして７月、８月がおおむね順調に入つておりまして一日大体２０トンから３０トンぐらい、場合によつては４０トンも入れたという日もありました。それから８月に分離収集の市民に対するアツピールということで、２万枚のパンフレツトを刷りましてこれを運転手じきじきに持たせまして配布いたしております。たまたま市民もこれに対する協力態勢がおおむねできていまして完全分離とまではゆきませんが、直ちに取除いてもらいたいもの、ビン類、あるいな木箱類、こういつた大きなものの分類はやつておりましたが、９月にいたりまして基礎工事の問題でその一カ月間完全に工場が休んだわけでございます。従いまして、いよいよ分離の機運に乗りつつあるときに工場がストツプいたしまして、結局、運転手としては分離の必要は当分ないということでみんな混合搬入したために市民の中には〝今は分離する、今は分離しないでもいいといつたりしているが〟という批判も出ましてわれわれは苦境に立つたわけでございます。そこで１０月に補修されまして試運転を終えて本格運転に入りましたがこの月はいたつて少なく大体１４、５トン。１１月に入つておおむね上がつております。この場合は２４、５トン。１２月、１月、２月、３月、４月とこの場合は大体１４、５トンあるいは１８、９トン平均となつております。これも今さら何を申しわけ的なことをいうかということになるかと思いますが一応理由の一つになりますので説明させてもらいたいと思います。ちようど製糖期に入つておりましてキビの搬入期でありまして農道がキビの山によつて立ちふさがり、あるいは道路工事によつて道路の不円滑化と時間的な問題等から運転手がなかなか向こうに配車ができなかつたことと、近隣地のものは配車して行つたのでありますが、いずれにいたしましても基本的な問題はご指摘のようにそれに携わる当事者の運転手、職員、係長、課長、部長の不熱心さがあつたと私はこれを認めるわけでございますが、一応私といたしましても相当努力したつもりでありますが、何しろ１７台にわたる運転手の指揮監督、周知徹底の問題でありますのでそこに不如意があつたことを十分お詫びいたします。それで今後どうするかということでございますが、現在でも分離収集をより多くしようということで各車には間仕切りを付けましてコンポストになる分、ならない分を選り分けして、なる分は投入口に投入し、ならない分はそのままうしろの崖に捨てるというふうにしております。新年度はなおこの間仕切りの構造を改善いたしまして、ただいま非常に高いような気がいたしますのでこれを２段分けにいたしましてゴミを積み込み次第だんだん上に扉をしめていくという方式でやつていく。それからコンポストにもつて行く分と安謝にもつて行く分、その地域をはつきり区分していこうということで新年度の収集強化の中でそれを入れてあります。直営地域を１５区域に分けまして、これも一応区域責任制度にする。そこに割当てられた運転手に一応の収集責任を与えまして、日に２回行くなり３回行くなりして、委託と同じような責任体制を取らせて行く。そして地域をはつきり分けましてコンポストへの投入量を多くさせていこう。それに対しましては運転手のほうとも十分新年度計画について主管課のほうで話しを進めまして、主管課といたしましては７月１日からこの方向にもつてゆくことにしまして、従つて６月はその試験期間としてやつていくという考えで計画書も提出しております。これと同時に運転手の主管の問題が持ち上がりまして、従来、運転手は総務の管轄でありましたが、これも一応主管である衛生課のほうに管轄を移したほうがいいんじやないかということで２カ月ないし３カ月にわたりまして行政監察のほうと衛生課のほうで実情調査の上、一応衛生課のほうに身分を移してあります。しかし、いずれにいたしましても、問題は携わる人の心掛けだとこういうふうに考えております。

私たちといたしましては一応外部的な体制は計画として整つておりますのでそれに加味して携わる人の誠意と熱意を高めてゆく方向でできるだけ話し合いながら督励してゆきたいと考えております。




○安見　福寿君

　内地においてはどういうふうになつているか。たとえば内地の塵芥車は１日３回ないし４回塵芥を運んでおる。そのために時差出勤という勤務規定を設けてそして能率を上げるべくやつておるということも私は聞いております。こちらの場合はそういう時差出勤制度というものも作ろうともしない。私は現場の塵芥車の運転手に聞いてみたのであります。〝実際に１日２回しかできないのか〟そうしたら〝もつとできます〟といつております。どうしてできないのか、先程も申し上げましたように、自分の責任区域それを全部すませて、さらに時間があるから、もつたいないからどこか遅れているところを応援しようということでそちらのほうに行くと、先程申し上げましたように裏でもつて〝あいつらは馬鹿だ、何んで人の地域までごみを取りに来るのか〟これを再三にわたつていわれると、〝悪口までいわれてやることはないじやないか〟運転手が頑張ろうとしても上で処理する労務の人に〝そんなにいわれてまでやることはないでしようということをいわれて、結局どこまでいつても２回しか回数の見込みはありません〟とはつきりいつております。そういうわけで１日２回がせいぜい、しかもそれが１７台動いているかといえば５台しかコンポスト工場に行つてない。あとは全部安謝に行く。なぜそのように市の職員でありながらその施設を遊休化してもつと能率を上げようとしないのか。意欲が出ないのか。いろいろ私調べましたところ最初のころの課長はよく現場に来られた。そして悪いところは指摘し、また運転手を叱つたり、いろいろ能率が上がるようにやられたそうでございます。さらに以前は黒板に各車の能率を上げるために、競争心を起こさせるようなグラフを作つて、何号車はきよう作業能率がどのぐらい上がつた、ということでグラフで現わした。そういうものを張られると自然にチビになりたくない、追い越そうという気持ちが越きたが、今の課長はほとんど３カ月に１回も何もいわれたことがない。もちろんそういう能率を上げるような何んの工夫も処置も取られてない。それがだらだらとして結果はどうなるか。実はきのう、私がちようど忙しかつたので椿議員に行つてもらいましたが、その報告によると、ちようど昼休みの時間に行つた。ところが向こうは花札、お開帳の真盛中、みんな金をかけています。しばらく椿議員は外に立つていたが、目の前で４人グループが何組かに分かれて、そのまわりにみんな集まつて見物している。〝どのぐらい儲かる〟といろいろ話しかけたそうですが、休憩時間ですからトランプをしようが、将棋をやろうがその自由はもちろん存じております。しかし、お金をかけているところに問題があります。市民の公僕であり、市の職員であるものが仕事場で博打をやつている。そこで椿議員は最後にるる説明し、今後絶対博打はやらないように、花札はやつてもいいが、しかし金をかけちやいけない、ときちつと指導して帰つて来たそうでございます。

また一方では、夕方になりますと、まだ勤務時間なのに酒盛りが始まる。誰が誘うとなく酒を飲んで、もう屋台なのか、衛生課の現場なのか区別がつかないような状態がほとんど毎日といつていいくらい続いております。それを本庁のほうではわかつておるのか、それともわかつてないのか、放任状態になつてるのか。そのような結果コンポスト工場があのようになつている。これは一連のつながりがあります。

これは何も衛生課だけではありません。ちよつと目の届かないところはあつちでも、こつちでもそのような博打をやつているとはいいませんが、同じような精神に皆んななり切つている。そして要領よく仕事をやりその能率を低下させるようなあり方が現在の職員の勤務状態なんです。先程市長はあと３カ月でその職を去られるということを厳然と申されましたが、最後の有終の美を飾つていただきたい。というのはあとはどなたが市長になられるかわかりませんが選挙は勝負でございます。どなたが市長になられても西銘市長はりつぱな伝統を残してくれたといわれるような戦いをされて先に申し上げましたよう有終の美を飾られ最後のご苦労という立場から市長の職を去られることを望みます。このことについて一つ市長の所信をお聞かせいただきたいと思います。






○市長（西銘　順治君）

　いろいろご指摘いただきましてここで何も弁解申し上げようとは思つておりません。残された３カ月間をせい一ぱい綱紀粛正の面について全力をつくして去りたいと思つております。




○議長（高良　一君）

　休憩いたします。

	（午後　２時２７分　休憩）

	（午後　２時３１分　再開）







○議長（高良　一君）

　休憩前に引き続き会議を開きます。






○儀間　真祥君

　お尋ねいたします。１９６２年に市長が当選されるその当時鳴りもの入りで宣伝されました不良住宅街の解消、その問題であります。当時の市の説明によりますと、８万２，０００坪の不良住宅街があるというふうな市の説明であります。

そしてその不良住宅街の解消をするために、まず年次的な計画、これをたててやつていくんだということを説明され、まず第１番目の計画として樋川一帯の８，２００坪、この中のモデル地域９６２坪ですか、その坪数を一応１９６４年実測いたしました。そしてその取得の段階において、借地人と市との間に問題が起つております。

そういうことをしながらたまたまそこに幸か不幸か知れませんけれども、大きな火災が起つた。そのために市は何の出費も浪さないでアパートがつくられたわけです。樋川の問題が起つた当時の市の予算には、確か６万ドル近くの補償費の予算が組まれておつたと思う。それが建物が火災にあつてなくなつた。そうすると市は、一応補償すべき対象の建物がなくなつたので、やる必要はないということで不執行に終わつた。そしてこのあとに第１段階として、取得した樋川の土地は９００坪余りあつたわけだが、その中の一地域を不良住宅街のモデル地域にしてやろうとしたわけです。この地域は那覇市の８万２，０００坪の不良住宅街の中で９００坪余りであり約１００分の１にしかすぎないんですけれども、これを今の段階では倒底できそうにない。と申しますのは、この不良住宅街の問題については施政方針の中では、ただ二行だけ書いてあり、当初の計画はどこへいつたやら、しりつぼみになつております。そしてその中で一応こういうことを言つております。樋川地域の事業認可を得て区画整理方式によつて実施していきたいということを書いてあります。現在の段階では、区画整理法がない。それでありながら区画整理方式でやつていくということは、どういうことを意味しておるのか。その点をご説明を願います。それから区画整理の問題についてであります。この問題については区画整理の第１地区、旧那覇であります。これは施政方針によりますと、国県有地の換地承認が得られなくて、換地処分の認可がおくれている、というふうに施政方針でうたつております。この問題については、建設委員会の席上で建設部長はこういうふうに説明しておられます、「市長が誠意と勇気をもつて日本政府に折衝をした、その結果換地してよいという承認を得た」という証言をしておりますが、市長の施政方針によりますと「まだ換地処分の承認が得られないので、清算事務がおくれている」というふうに説明しております。この、部長の説明と市長の施政方針とは大部食い違いがある。この点はどういうふうになつているかご説明を願いたい。

それから区画整理でありますけれども、この区画整理については一応先日の建設部長の説明によりますと、寄宮地区、これは現在の時点では裁判系争中であり、その裁判が長びきそうであるので、この寄宮地区の予算は削つたということでありますが、前の説明ではこれはやがて勝訴するからそれまでは削らないと言つておりましたが、現在削つたわけです。これはどういうふうな状態の変化になつておるか。その点をご説明を願いたい。以上終わります。また答弁によつて質疑をいたします。






○建設部長（花城　直政君）

　お答えいたします。不良住宅街の改造計画を６５年から始めておるけれども、しかも８万何ぼかの不良住宅街の中の一部８，０００坪しかまだ完了していないが、しかもそれを区画整理方式でやるということであるが、これはどういう意味かという質問でございますが、このスラム街解消事業は６５年から始めまして、毎年予算を投じまして道路計画にかかる物件、これの移転をしまして６８年度までに約１６万の資金を投じまして８０％ぐらい完了いたしております。あと２本の道路を完成すれば今のモデル地区のスラム街の公共用地の整備は完了するわけでございます。公共用地の整備が完了いたしましても、そこの土地の整理がつかない限りこれはあとで、将来問題を残しますのでこの土地の整理をするために区画整理方式を使おうということであります。この事業を進めるときに申し上げましたように、道路にかかわる土地は一応無償で使わしてくれと、しかし工事ができたあと６７年度から区画整理方式で土地を交換をするということで、地主とは相談をして承諾を得て進めたわけでございます。そういうわけであと２本の道路工事をすれば完了いたしますので、そろそろ区画整理方式で土地の整理をしなくちやいけません。交換分合しなければいけません。それで６９年度の事業からは土地の整理にかかろうというわけでございます。

それから第１地区の国県有地の換地処分について、部長の答弁と市長の施政方針の中におり込まられたものとは違うがどういうことかということでございますが、私、５日の本会議の提案の説明では別に今の施政方針と変わつた説明はいたしておりません。もつとも今年の３月の定例議会に申し上げました換地処分の問題が明るい見通しがあるということは、去つた３月に申し上げましたけれども、このたびの議案説明においてはそういうことは申し上げておりません。まだはつきり承認が得ていないので、今後強力に折衝いたしまして第１地区の区画整理を完了させていきたいというように申し上げたのでございます。別に施政方針と変わつておりません。強力にと申しますのは、日米琉諮問委員会にこの問題を提起しまして、向うで高度の政治折衝の中で早く解決していただきたい、ということで今提案いたしておるわけでございます。それから寄宮の話でございますが、寄宮は今まで６６年の９月２６日に第１回の公判がなされておりまして、６８年６月１７日までに１４回の公判がなされております。この中で５回延期されております。これは全部原告側の都合によつて延期されております。こういうわけであまり進展いたしておりません。これはいつ解決するか私たちはわかりませんが、今まで予算を計上しておりましたのは、早くこれが解決つくであろうというわけで予算は残して、そして解決がついたらすぐ工事にとりかかろうということでありましたけれども、今年からはこの見通がつきませんので、予算は計上していない、解決がついてからあらためて、またいろいろ物価の値上りもございますので、また工事費の値上りもありますので、今後また新しく再検討してやらなければなりませんので、このたびは計上していないわけでございます。




○儀間　真祥君

　ただいまのスラム街の解消問題につきましては、答弁によりますと、区画整理方式で今後もやつていく、向うはあと２本の道を整備すれば公共用地の問題については解決するというふうにおつしやつておりますが、区画整理方式といいますが、現在の時点では区画整理法というのはないわけでございます。この法がないからこの区画整理方式というものは考えられないが、その点についてはどうですか。もう一つは区画整理問題についてはこういうふうに答弁されております。要するに食い違いはないということですが、前の委員会の説明のときに確か私はこういうふうに聞いております。市長が一応本土政府との折衝によつて、本土政府は一応やつてもいいんだ、交換してもいいんだということを言つておるということを聞いております。もし言つておられぬとすれば、結局、本土政府も現地の民政府もこれをやらないわけなんですか、その点をご説明願います。

それともう１点は、寄宮の区画整理の問題はあと何か年で解決つくか。その見通しはついておりますか。




○建設部長（花城　直政君）

　お答えします。不良住宅街の換地の方式でございますが、これは換地方式と申しますのは現在の耕地整理法を準用した都市計画でもつて区画整理をするということでございます。だから土地区画整理法というのはまだできておりませんが、第１地区、寄宮、それから山下地区と同じように耕地整理法を準用した区画整理をやつていこうということでございますので、結局土地区画整理法がなくてもできるわけでございます。だからこれはどうしてこういうふうにしたかといいますと、本土のように市街地改造法があれば非常にやりいいのでございますが、それがないからそれを使おうということでございます。それから寄宮の区画整理でございますが、これはいつ解決するかわれわれはわかりません。これは裁判のやることでございますので、その解決がついたあとでなければいつどういう方法でやるかということも、幾らの予算でやるかということも出るが、今のところわかりません。

それから換地の承認でございますが、日本政府は〝土地の所有者としてよろしい〟と、〝ただしこれは管理者である米国民政府と話し合つて、承認を得てやれ〟という文書がきておるわけでございます。今その換地承認のことで、民政府と交渉を続けているわけでございまして、そのめどについては先ほどご説明したとおりでございます。




○儀間　真祥君

　一応不良住宅街の解消の問題については、要するに本員がお尋ねしたいのは区画整理法はないのに、区画整理方式が生れるのもおかしいということで説明を願つたら、一応区画整理法じやなくして、現在の耕地整理法でやつてるということでございますので、いいと思います。区画整理法じやなく、要するに耕地整理法だということであります。

それから第２番目の換地方式、第１地区の換地方式でありますが、これは本土政府の承認を得て一応本土政府の意向としては、現地の米国民政府とも話し合いをして解決してもらいたいという文書がきているようでございます。西銘市長の方針として、一応アメリカ政府とは話し合いで解決していくということを、毎回主張しておられます。その場合に、この第１地区の区画整理というのは１０か年間で清算事務も全部終わつて完了するつもりでやつておりますが、しかし現在１０か年を過ぎようとしているわけでございますが、いつまでにアメリカとの話し合いで解決できるのか。その点についてご説明を願います。






○第二助役（新垣　義徳君）

　お答えを申し上げます。第１地区の区画整理事業につきましての、国県有地の換地の承認の件につきましては議会のあるたんびに、議会のほうから追求されてまいりました。特に去る３月定例議会におきまして、２０番の赤嶺慎英議員から強く追求されまして、その後強力に折衝してきたわけでありますが、まず３月の定例議会にも申し上げましたとおり、要はユースカーの考え方の問題でございまして、先だつて民政府に行きましたときも民政府に出してある国県有地の換地承認の案が適当であるかどうかをただしたわけでございまするが、「那覇市案としては妥当だ、これは認める」とはつきり言つておりますが、ではいつごろ承認してくれるのかということにつきましては、確実な回答はなかつたのであります。

そこで早速琉球政府にまいりまして〝国県有地の換地承認の件につきましては、琉球政府といたしましてもぜひ強力に折衝してもらいたいと〟。特に先ほど申し上げました３月定例議会の中で、赤嶺慎英議員のほうから日米琉諮問委員会にも出したらどうかというご意見もございまして、その件につきましても、琉球政府のほうにお願いいたしまして正式にこの問題を日米琉諮問委員会に諮問すべく提案されております。それから先だつて、日本政府からみえました山野特連局長を団長とする沖縄調査団の方々にも、私たちお会いいたしまして今までの計画経過を報告申し上げ、〝日本政府といたしましても強力にこれを進めていただきたい、これが解決しない限り、先ほど儀間議員がおつしやつておられるとおりに、区画整理事業の清算ができない〟と細々と説明いたしてございます。そういうことで日本政府の調査団にも訴え、なお現地にあります日米琉諮問委員会にも提案されておりますので、これができないというわけじやないと思いますが、早くできるように今後強力に折衝していきたい。かように考えております。






○瀬長　フミ君

　本員は水道事業についてお伺いしたいのでございますが、この問題は８番議員、あるいは１７番議員からご質問がございましたが、私も、この水の問題はもつとも重要な問題だと考えますので、また角度を変えてお伺いしたいのであります。最近の新聞を見ますと、２０日ごろ梅雨明けで今年も雨量は少なく、５月の雨量でも半年のわずか４７％しか降らず、６月以降でも平年以下になりそうだという見通しで、毎年のことながら今年もまた一層水不足が心配される。という気象庁の予報でございます。

ですから今年はさらに深刻なことが予想されます。なぜならば、市長のご指摘になりましたとおりに那覇への人口集中と、市民生活の近代化により給水需要は逐年急速に増加しておる、さらに去年より今年にかけて下水道工事により安謝地区一帯の井戸の渇水、美栄橋、牧志方面でも、豊富にあつた井戸水が一滴も残さず渇れてしまいました。それでほとんど水道に切替えておるような実情でございます。そういうことから給水の増加、水不足が一層心配されておりますし、市長は、１７番議員のご質問にもありましたように、自己水源の開発、あるいは水道公社の民移管に関しましても、そういう考えをもつていらつしやらないようでございます。６８年度の施政方針には、市長は自己水源の開発に努力するとおつしやつておりましたが、６９年度の施政方針にはこれは一言も触れておりません。もちろん３か月しか市長の座にいらつしやらないから、それは無理かもしれませんが、しかし自己水源の開発あるいは公社の民移管は住民がもつとも希望しておるのでありますし、またこの自己水源開発をしなければ、さらに水道公社に水を握られている限り私たちはまた断水の憂き目をみるかもしれません、そういう心配をもつております。ですから水道公社の民移管、あるいは水源開発に対しまして、市長の今後の態度、姿勢がもしありましたら、努力をするかどうかをお伺いしたいのであります。

もう１点は分水協定でございますが、私が昨年、水の問題で水道公社へまいりましたとき、現在の分水協定は改正していく、と言われておりました。それで本員は６８年度の６月の定例議会でもお尋ねいたしましたら、玉城水道部長は、現在の分水協定の中で一番問題視されているのが３つあると。一つは、いわゆる最低量を取らなくても分水協定でうたわれておるので年度末において、それだけの料金を支払わなければいけない、という問題は削除。２番目の問題は料金の値下げ、あるいは改訂する場合は６０日前に水道公社の承認を得ること、これも削除。３番目の水道公社に対するところの水の責任量はそれぞれの市町村が、その年の最大需要量をうたう。これは各市町村が求める。この三つのむずかしい問題は水道公社は了解されておりまして、さらにそれ以外の問題に対しましても現在折衝中でありますということでした、実は本議会と申しますと６８年度の６月議会のことでありますが、玉城局長は「実は今議会に分水協定の案を出すつもりでありましたが、理事会にかけておりませんので次の議会までに案を出したいと思います。」とのご答弁でごさいましたが、あれから１年たつておりますが何の音さたもございません。一体どうなりましたでしようか。そのまますつぽかすつもりなのか。水道公社がしぶつておるのかどうか。市長はこんな協定をいつそう破棄して、公社を民に移管するよう折衝する考えはありませんか。市長のご意向をお伺いします。






○市長（西銘　順治君）

　お答えいたします。自己水源の開発の件につきましては、先ほど金城吾郎議員からのご質問がございましてお答えしたとおりでございます。

年々１万人近くの人口がふえてまいつておりますし、さらにその上一人当りの水の消費量もふえております。さらに下水道が完備いたしますというと那覇市の水道に対する需要ははかりしれないものがあるわけでございまして、従来の那覇市の小さい２，０００トンあるいは３，０００トンの自己水源の開発という意味での自己水源開発はもう間に合わないということでございます。そういつたことの自己水源の開発ということでありますならばこれはできないことはございません。従来やつてきておりまするし、ただ申し上げたいことは年々歳々水に対する需要がふえておりまするので、その需要に間に合わせるための大きなダムの造成ということになりますというと、どうしても那覇市の財政では不可能に近いといつてもけつして過言ではございません。土地の取得といい、さらに地上の物件の補償といい、建設といい莫大な資金が要るわけでございます。これは琉球政府がやろうが、現在問題になつております水道公社がやろうがこれは第二番目の問題でございます。どこがやろうと少なくとも一日も早く大きな水源開発して、水の需要に応える。こういうことが一番目の問題で、もつともわれわれがやらなければならない問題でございまして、残された問題は現在の水道公社をできるだけ民に移管する。琉球政府に権限を移譲するのは２番目の問題です。これを申し上げておるわけでございまして、これは早晩琉球政府に権限移譲されなければならないと、私は常にそう考えておるわけでございます。

分水協定の件でございますが、これは非常に苦労いたしまして当時のシヨリツツ副民政官、トレイラア財政部長この２人を相手にいたしましていろいろ加除訂正して作つた分水協定でございます。これが現在問題になつてる点で三つあります。この分水協定も早晩当然改正しなければならないと考えておりまするし、今のところ問題になつている三つの点につきましてもそれ程市当局といたしまして支障を来たしているわけではございません。別に分水協定によつて水道事業が非常に被害を受けた、運営の面で具体的に困つたという事例はまだ出ておりません。




○瀬長　フミ君

　分水協定は別に差し支えがないとおつしやつておりますが、分水協定によつて那覇市民がそして県民が権利を奪われ、そして収奪されております。そういうことでこの分水協定は私たちは不合理だと考えております。ですからできるだけこれを破棄してもらいたいと思つておりまするし、またこの３点が重要だとおつしやつておりますが実際は全部重要でございます。ただいまのご答弁では三つの問題もまだ解決されないということでございますが今後もその解決には時間がかかるのでございますか。






○水道局長（玉城　定仁君）

　お答えいたします。現在の分水協定は６４年じやなかつたかと記憶しております。その当時の民政官、それから公益事業部長、法律顧問を交じえて先程市長が申し上げたとおり民政官室において水道公社から提出されたところの分水協定はとにかく市に大きな不利益を与えるところのものではなかろうかということで数回にわたつて市長のほうで民政官に折衝したのでございます。それから一部改正されましたが改正されたのが現在の分水協定でございます。さらにその当時、市長が提出された分水協定は現在水道公社が各市町村と契約している分水協定、これが那覇市の案のとおりになつております。各市町村ともその後水道公社と結んだ分水協定は那覇市の案のとおり変つております。ただ、那覇市の場合は６４年に結びましたところの分水協定によつて何ら不利益を得てないということでこれまでその改訂をなしておりませんが早急に現在各市町村と結んでおるところの分水協定に変えてゆきたいと思つております。ほかの市町村では改められております。




○瀬長　フミ君

　それでは去年おつしやつた分水協定の改訂の問題はやはり改訂なされないで、この改訂が認められ、ほかの市町村も那覇市の分水協定に準じたということでございますか。




○水道局長（玉城　定仁君）

　那覇市の現在の分水協定どおりほかの市町村は協定を結んでおりません。その当時市長と民政官との間に那覇市案を出したのであります。その出した案に各市町村とも変わつております。先程ご指摘になりましたところの三つの条件が改訂されております。




○瀬長　フミ君

　この分水協定は破棄してもらいたいと思いますが破棄してゆくという意向努力が市長におありかどうか。




○水道局長（玉城　定仁君）

　現在の分水協定を各市町村と結ばれたところの分水協定に改めてゆきたいと思つております。




○瀬長　フミ君

　分水協定は結ぶべきじやないという立場に立つております。ですから、水道公社は民移管すべきだというたてまえから協定にしばられるということは不合理だと考えております。ですから、当局は将来そういう分水協定を一掃するような意向があるかどうか。




○水道局長（玉城　定仁君）

　４年前に市長から出されたところの案のとおり改訂されるということは考えられますけれども分水協定をなくするということは考えられないと思います。と申しますのは需要供給の売買契約ということでございます。その中で水代を払わなかつたりするという問題が出て来ますのでその契約を破棄するということは不可能だと思います。




○瀬長　フミ君

　私は市長の意向を聞いているのでございます。

　（笑声あり）






○市長（西銘　順治君）

　お答えいたします。分水協定の問題につきましては私が就任した当時、６３年でございましたが当時の真栄田議員から相当突込んだ質問がございました。なぜああいうまずい方法で結ぶかということでございましたがあの協定では値段の点とか、あるいは財産の抵当の問題、最初の案の如きは那覇市の上水道から配管施設一切まで工場抵当法を適用してこれを担保に入れるという案まで飛び出したわけでございます。それでいろいろ難しい点を排除いたしました。そこでこれだけは汲んでいただぎたいのであります。那覇市に水がないから、自己水源がないから水量確保の意味においてあの分水協定というものができたということであります。それは細部にわたつていろいろ細かい点で是正しなければならないところがあるかもしれませんが、要は最少必要限の水源を確保するということがあの協定の骨子でございますがそれをお汲みとり願いたいのでございます。先程申し上げました三つの点、そういうものがなくなれば分水協定があろうがなかろうが支障はございません。双方協議の上で破棄することもできるわけでございます。問題は１日も早く水道公社が琉球政府に移管されて自主的に沖繩の水源が開発され維持運営されればそれですむことでございますので別に大した支障はございません。






○仲本　安一君

　本員は先ほど１９番および４番議員が質問されました一体化政策推進の問題と、さらに中小企業の保護育成の問題、それに自主財源の確保についての３点について質問をしぼつてゆきたいと思います。その前にこの施政方針は先程から指摘されておりますように　　　“間もなく市長としての職を去るのであります。”というようなことが前書きされておりますし末尾のほうに“忌憚のないご批判とご教示をお願い申しあげる次第であります”とありますのでお言葉に従つて忌憚なくご批判とご教示を与えたいと思います。そこで質問に入ります。この施政方針を拝見いたしますと西銘市長就任以来過去６回の施政方針と比較いたしますと最低であります。これは作文としましても点数にしますと約５０点。なぜかと申しますとこれは施政方針ではなしにむしろ本年度のすなわち１９６９年度の予算説明書的なものでありまして施政方針としては全くなつてないというふうに本員は思うわけでございます。

少なくとも仮りに市長の職を去るにいたしましても施政方針であればなおさら過去６回にみられますような意欲的な施政方針があつてしかるべきであり、仮りに最後であるというならば逆に次期市長のために“私が過去７カ年市政を担当して来たがかくかくしかじかの問題でこのように難しい問題であつた”あるいは“こうすべきであつた”とかということをむしろ過去６カ年をふりかえつてその反省の上に立つて施政の方針を明らかにし、そして後進にそれを引継ぐのが西銘市長の最後の施政方針のあり方ではなかろうかというふうに考えておるわけでございます。そのようなことがなく、単なる予算説明的なものであるということは本員はむしろ淋しく思い、かつまたその施政方針に対しまして質問をする意欲もそがれたわけでありますが、そこで前書きの常に調和と躍進を基調とし、うんぬんとありますが、西銘市長は誠意と勇気という言葉がお好きでありますが、たびたびその言葉を使つておられます。なかなか勇気もあることも認めますが、しかしながらうちにあつては職員の資質を向上するといいながら組合は西銘市長の時代になつてから分裂させるというふうに調和ではなく、むしろ本員にいわせれば不和と独走であります。それから来るものは結局はいろんな面における市政の停滞であります。これは寄宮の問題でもしかりであります。その他いろいろございます。さらに施政方針の中に当然にあるべきものがないということは、たとえば市町村合併の問題もしかりであります。こういつたものは途中において、出しておいて今ごろになつてどこに消えたかわかりませんということになりますと、これは躍進どころではない脱線であります。こういうことについても率直に、〝これはやりたかつたけれども力がおよばすにできませんでした〟ということを市民の前に明らかにしておく必要があつたのではないかというふうに考えております。そこで本論に入りますが、一体化推進につきましては先程４番議員からございました。ところが本員は非常に理解に苦しむわけであります。そこで質問の第１点でありますけれども、一体化を推進するということでありますけれども、これは那覇市長であると同時に自由民主党の総裁でありますが故に特にお尋ねしたいことは、しからばその裏を返えせば現在は一体化ではないということがはつきりしておるのかどうか。一体化でないからこそ一体化策を推進するということでありますなら一体化されてないということをお認めになるのかどうか。一体化されてないということは、すなわち本土の他府県と差別をされ日本政府が沖繩を蔑視しておるということを、この事実を西銘市長はお認めになつてその上でそのようなことをおつしやるのかどうかこれをはつきりしていただきたいと思います。次に第２点としては今までの答弁の中から一体化することによつて予算が増える、あるいは勇気をもつて他府県に憎まれようがその壁を乗り越えて本土からそれ以上の予算を獲得するんだということでありますけれども、予算を獲得し援助を増やすことが市長のおつしやる一体化であるのかどうか。具体的にどういうのが一体化であるのか。西銘市長の力によつてあるいは皆さま方自由民主党の政策推進によつて何を一体化するのか明確にご説明願いたいと思います。そうでないことには幻想にとらわれて一体化がどうも復帰であるかのような印象を与えることは市民、ひいては県民をまどわせて危険でありますのでそこら辺をご説明願います。






○市長（西銘　順治君）

　お答えいたします。市長は一体化推進策を協力に推進しておるが現在一体化されてないのかどうかということでございますが現在一体化されておりません。しからばその一体化とはどういうことかということでございますが、先程申し上げましたとおり施政が返還されまして日本国憲法が適用されて、憲法で保障された権利をわれわれが享受できれば何もそこに一体化という問題が出て来ません。そのときはすでに４等県か５等県になつております。私はそう信じております。そこで沖繩県となつた場合にわれわれは４等県か５等県になる覚悟をしなければならない。その時点から県政の向上のために与野党が一緒になつて働かなければなりません。これは私の持論であります。すなわち県にならない前は持殊な行政地域であります。アメリカの施政権下にあります。その３年、４年というものを復帰に備えて準備の期間としよう。これは行政の面でも教育の面でも端的に現われております。学力の低下備品、学校の不足こういつたものを３年か４年の間にできるだけその差を縮めて復帰した段階においてはすでに差がなかつたようにしておく。これが格差是正、これが一体化であります。施政権の返還ができないから一体化をする。できてしまえばこれは問題ありません。一体化という言葉を使う必要はありません。あとは県政の問題であります。４等県か５等県を覚悟しなければならない。そこで４等県、５等県を克服する唯一の道は何であるかというとこれは産業の回復以外にない。そういう意味では本土並みでは駄目である。本土並みの標準県を通り越す、それだけの気魄をもつて一体化推進にあたらなければならないしその中で一番重要な問題は産業経済開発の問題であります。そういう意味で本土並みに甘えちやいけない。本土標準県を通り越してかつ追い抜く気魄をもつて、沖縄の産業開発をどうするか、工場誘致をどうするか、こういうことを申し上げておるのでありまして復帰してしまえば一体化も糞もないのであります。４等県、５等県にならないように努力する。これが一体化施策の根本精神でなければならないと考えております。




○仲本　安一君

　どうも国語の問題になりますが本員は一体化というのは二つあるのが一つになることが一体化だと。いわゆる常識的に国語上、二つあるのが一つになる。今、法律上本土と沖縄が切り離なされているということは二つあるということでございます。一体化ということは、すなわち一つになる。名実ともに沖縄が祖国に復帰する。そして初めて一体化があり得るんだというふうに本員は理解するんですがその点は市長はお認めになるかどうか。これが１点。復帰して初めて一体化でありますが一体化するまでの格差是正というなら話がわかりますが、格差是正イコールー体化ということは、いくら格差を是正しても一体化になりません。そこら辺について先程本員が申し上げましたように、復帰することがすなわち一体化であるということの兼ね合いをどうお考えであるのか。




○市長（西銘　順治君）

　お答えいたします。議論が少こし飛躍しているんじやないかと思います。一体化ということは何も日本に帰ること、行政権の返還、沖縄県になることじやない。日本に復帰する、これはわかり切つたことであります。日本に復帰してしまえば沖縄県としての立場からすべてを論ずる。憲法の問題、あるいは憲法で保障された人権の問題、これは何も問題はない。アメリカの行政権は一方的に廃止されて日本国民として受けるべき権利を受ける。主張すべきは主張する。沖縄県として当然要求するのは要求する。これは何も一体化じやありません。復帰したら４等県であります。沖縄県になつたときにそこに格差がないように、遅れがないようにできるだけ遅れを取り戻す。格差を是正してゆく。これが一体化でありまして、沖縄県政に対する準備期間であります。いうなれば２階に登る梯子のようなものであります。




○仲本　安一君

　むしろそういうようなことであれば段階的な初歩であるとすれば一体化必ずしもこれは祖国復帰につながらないということで了解してよろしうございますか。




○市長（西銘　順治君）

　お答えいたします。祖国復帰ができれば一体化も糞もないわけでございます。それで終り。あした復帰すると誰が保障しますか。できないから、あるいは２年で帰えれないかもしれませんし、場合によつては４年で帰れないかもしれません。その期間を沖縄県政に対する準備期間として一体化し格差を是正しようということであります。




○仲本　安一君

　自由民主党の総裁たる西銘市長のおつしやる一体化政策というものが大体わかつて来たような気がいたします。われわれは少なくともこれを推進する場合に祖国復帰に向けてやらなくちやならない。従つてすべての施策が祖国復帰に即応するような方向で推進するのが正しい県政もしくは市政のあり方ではなかろうかと考えておりましたが一体化策必ずしも復帰につながらないということになれば、例を申し上げますなら、われわれは切り離されております。よくいわれておりますようにアメリカに統治されております。われわれの側からすれば真に一体化ということであるならば、真に一体化即復帰につながるということであれば、われわれは今本土政府において沖縄をまず認知してもらいたい。認知してそして日本に完全に籍を入れてもらいたいというのが沖縄県民全体の真の希望でありそういう方向にあるべきだと思います。ところが認知はあとで結構であります。入籍はあとでも結構であります。その変わり当座の教育費と生活費をくれ。それも少なからず他の社長の家庭と同じぐらいに、あるいは中流家庭以上に生活費と教育費だけを与えて下さいというようなあり方は個人としてならいざ知らず、少なくともおおやげの政治問題としてはこれは将来の方向をゆがめる結果になり、ひいては将来に禍根を残こす結果となります。われわれとしてはまず認知をして早く入籍してもらいたいということが先決ではないかと考えます。その点は見解の相違でありましようから深追いはいたしませんが。次に、自己財源については１５番議員がやつておりましたので省きます。就任以来口癖のようにいわれておりますがその熱意にはわれわれは敬意を表します。そして見守つてまいりましたがとうとうその実現を見ませんでした。何もこれは市長個人一人だけの責任とは思つておりませんが、ここであえて自主財源の確保についてうんぬんとあり、さらに４番議員との質問の関連において質問したいことは特に自主財源で一体化と関連する本土政府の補助が具体的にどのように増えるのか。増えたのが公会堂と安謝新港ということでありますが一体化政策を推進する中で西銘市長の手腕力量のみによつてその補助が確保できたというふうに考えておるのか。その前に本員はそう思わない。予算の説明書および港湾法になるものをみましたが、港湾法施行規則にもはつきりしております。そういう点からすればいわゆるこれが特定港湾、もちろんご承知のとおり政府の管理でありますけれども恐らく安謝港は重要港湾に指定されるであろうと思います。それからすると当然補助は規則によつて１０分の８、すなわち８０％政府が補助しなければならんことになつている。そうすると西銘市長が安謝港を推進するという努力については敬意を表します。全然やらないとはいつておりません。しかし、これは以前の市長から安謝にどうしても新港を作らなければならないということであつて、西銘市長になつてから初めて安謝港が浮んだんじやない。しかし、推進をされてこられたのは西銘市長の力であります。いかにも西銘市長が手腕と力量によつて本土政府に行き、総理と会つて、政府と折衝し補助を引き出して来たかのようなことについては納得がゆかない。あくまでも法律に従つて出されており、それは側面的に折衝したことは認めますがそういうような問題については何も一体化は一つも関係しない、法律に規定されております。法律によつて当然与えられるべきものをもらつただけの話。もちろんそれは座つておつてはできないが西銘市長があちこち折衝されたその事実は認めます。認めるけれども何にか自分だけで拾つて来たというようないい方については了解できませんのでその点は明確にしていただきたいと思います。これが１点、時間がありませんのであと１点指摘いたします。中小企業の問題でありますが、“側面から積極的な施策を講ずることにより、商工業の合理化、適正化を促進する考えであります”とあります。そして予算書をみましたら本員の不勉強かもしれませんが商店診断については８３９ドル３０セントの裏付け予算が計上されております。その他高層ビルの火災に備えて消防車の予算が裏付けされております。その他道路問題についてもいろいろ予算が裏付けされております。あるいは漁船の科学的装備、整備費も５，３６４ドルの予算の裏付けがございますけれども、中小企業については積極的に施策を講ずるといいながら商店診断で８３９ドルだけの予算を計上して積極的、具体的に中小企業の保護育成ができるとお考えであるのかこれを明らかにしていただきたいと思います。




○市長（西銘　順治君）

　お答えいたします。先程申し上げましたように一体化推進政策にそつて本土政府からの援助が増額されたわけではございません。一体化施策につきましては本土から調査団がまいつておりましていずれ諮問委員会において具体的に各分野において成案が得られるものと考えております。問題は安謝港を何も私の力だけで作り、公会堂を私だけの力で作つたという手柄話をするような私ではございません。全部皆さん方にお上げしてもいいと思つております。ただ申し上げたいことは安謝港の港湾建設につきまして琉球政府が直接に埋立て事業をやり、港湾構築事業をやり、さらにその上港湾管理も琉球政府がやるということがあつたわけでございます。それに対しまして私は強く抵抗いたしました。那覇市が今日まで埋立事業を一次、二次までやり、つまり１２万坪埋め、さらに２０万坪埋めなければならない。那覇市に埋め立てをさせて中身を取るということは何事だ、ということで政府に強く訴えまして、この港湾の設計から建設関係これを那覇市がやる。さらに完成後の管理運営も那覇市がやるということまでなつたという、努力だけは認めていただきたいと思うのであります。歴代市長の苦心がみのりまして、私の時代に完成したと言つても何もこれは過言ではございません。公会堂しかりであります。琉球政府は文化センターというものをつくつて、公会堂の機能と美術館の機能を一緒にして多目的な公会堂をつくろうということでございましたけれども、これは那覇市の多年の懸案でございましで、琉球政府の文化センターではまかりならぬということで、これは琉球政府を飛び越しまして南連当局に強く当つて、大浜総長のご支援を得て那覇市の財産として、今度これをつくるようになつたわけでございます。何もこれは私の手柄にしようとは思つておりません。皆さんが評価していただくだけでけつこうでございます。

中小企業対策についてそのとおりでございます。２，３，０００ドルぐらいの金で商業診断、あるいは店舗診断こういつたことをすることによつて、中小企業が救われるとは考えておりません。これは本土復帰いたしまして、中小企業に対する援助の体制がりつぱに整備がされれば、法律、資金の面でもりつぱな仕事ができるでありましよう。しかし今日ではわれわれがやれるのはその程度であり、保障協会を通じての商店診断、あるいは店舗に働く人たちの資質の向上、そういつた小さいこと、こういう小さいことでも一つ一つ積み重ねていくことによつて、いつかは大きな成果も得られることでございまして、小さい予算だからといつてけつしてばかにはできません。もちろん金がたくさんあれば資金の面から、融資の面から指導の面からいろいろ対策も講じられるのでございましようけれども、那覇市としてはせいぜいそういう小さな積み上げの努力を重ねていくことによつて、中小企業の方々に希望をもたす。それだけでもいいんじやないかと考えております。もちろん現在の予算に盛られた資金だけで、中小企業問題が抜本的に解決できないということについては全く同感でございます。




○仲本　安一君

　先ほど抜かしましたけれども、この自主財源と関連しまして、今度出されております１９６９年度那覇市歳入歳出予算案の参考資料から見ますと、那覇市の市債、起債総額は５００万ドルを越しております。

そしてその総予算に占める比率は２９％、約ざつと３割でございます。一体西銘市長は今日まで、那覇市の庁舎といい市営住宅その他いろいろやつてきたことは事実であれ、それも認めますけれども、これはややもいたしますとやる政治ではなく見せる政治、いわゆる盛んにあれもやつたんだ、これもやつたんだというような形に現われる、いわゆる見せる政治を、見方によつてはやつてきておるきらいもある。それでそういうような立派なことをやること、つくることはけつこうであり、けつして足を引つぱろうというような考えはありませんけれども、そのかわり今度は起債を総予算の全体の３割、３分の１、近くまで、それだけいわゆる那覇市の何といいますか負担を残しておられる。そうすると次ぎにくる市長、あるいはその次ぎ、次ぎにくる市長というのは西銘市長のしりぬぐいといいますか、あと始末といいますか、そういつたような苦しい立場に立たされるだろうと本員は考えます。

そこで予算のあり方として、自主財源がふえない、財源がふえないで逆に起債だけがふえるというあり方、しかも去年度の場合は１４．５％、すなわち１割５分そこらであつたが、今回に限つて、１年間でざつと３割にきておる。そのような財政のあり方について妥当なあり方だと思いますか、少なくとも本員は妥当なあり方とは思わない。むしろ不健全だと考えますが、市長はどうお考えでございますか。




○市長（西銘　順治君）

　お答えいたします。見せる政治だと、予算に占める起債がだんだんふえてきているということでございますが、起債するにいたしましても返済する能力、力がなければだれも金は貸してくれません。返済する能力が十分あるから貸してくれるわけでございます。那覇市の自己財源だけで、一体どれだけの都市計画事業ができるか。もし借りるのであれば限度一ぱい借りて仕事をやるというのが、私は施政の方針でなければならない、基本的な考え方でなければならないと思うんでございます。しかもこの起債額というのは、何も後任市長がこれによつて苦労するということはございません。たとえば公営住宅の場合には公営住宅の家賃で十分返えしていくし、何も市長が返えすんじやない。また一般会計に少々負担をかけるけれども、その点も次ぎの市長は何も心配はいりません。公設市場も同様でございます。家賃でもつて返えしていく、何も市の税金から市場の建設費を返えしていこうというわけじやない。独立採算における事業について家賃でもつて支払う。利益でもつて支払いをするという事業については、これを起債にあおいでおるのであつて、そうであれば起債を大いにやるべしだ。次期の市長には何も心配はいりません。少し予算の分析が足らないんじやないかと、かように私は考えております。






○金城　庄瑞君

　施政方針に対しまして、たくさんの議員の方々から質問がございましたので、ごく簡単にお尋ねしたいと思います。先ほどの４番議員、１６番議員から一体化推進策について質問がございましたが、変わつた方面からお尋ねしたいと思います。施政方針の中にこううたわれております「ご承知のように内外の情勢はきわめてきびしいものがありますが、このような中にあつて本土との一体化推進策が打ち出され、本土政府の大幅な援助のもとに地方財政の強化策がとられつつあることは、地方自治体といたしましてご同慶に存ずるものであります。」そこで本土との一体化推進策が打ち出されたために、大幅な援助がなされたとのことだと思いまするが、従来、本土政府から援助はありましたけれども、一体化策を打ち出してから本土政府からどのような形で、援助がふえてきたか。たとえば本土政府から条件つき、いわゆるヒモつきで当然日本政府がやらなければいけない義務的に流れてくる補助がふえたとか。またはこちらの地方自治体の事業計画の要請によつて、日本政府がこれに応えて援助がふえてきたのかどうか。

それから２番目に、市町村自治体の日政援助は琉球政府が主体になつて交渉なされておると思いますが、沖縄の首都である那覇市の西銘市長は、市長自体で直接に本土政府の関係筋に対しまして、那覇市の事業計画を話し合われまして、援助の要請をなされたことがあるかどうか。もしあるとするならばどういつた事業について話し合われて実を結んでおるかお尋ねいたします。それから西銘市長は、市民生活及び社会福祉対策、産業経済対策、都市計画事業の推進について、新港の建設について、市の財政と内部体制について、いろいろとりつぱな理想的な施政方針を打ち立てられておりまするが、西銘市長は近いうちに主席に立候補するために、市長を辞められるようでございますが、市長がゆかれても今西銘市長が施政方針にうたわれておるすべての事業は、継続的に遂行できる予算の裏づけは十分についておるかどうか。

それから公設市場問題について、「市場は市民生活に欠くことのできない生鮮食料品の円滑な供給を通じて、消費者と生産者との利益をよう護し、ひいては市民生活の安定に供することから重要な施設であります。」とうたわれております。そういつた公設市場について、市場は市民生活に欠くことのできない、と結論されておりますが、継続事業といたしまして、牧志、若松、真和志の公設市場ができるということはけつこうなことでございまするが、那覇市民が等しく地域的に市民生活の思恵を受けるためにも、これから開拓される石嶺団地、安謝の埋め立て地などに住民が入り込むと、また問題が起こることがありますので、問題を起こさないためにも公設市場用地の確保計画はなされておるかどうか。以上４点の答弁をお願いいたしまして、質問を終わります。






○市長（西銘　順治君）

　お答えいたします。先ほどから一体化施策が打ち出されてから、那覇市の予算がふえたことについてご質問がございましたが、これは一体化施策とは全然関係のないことでございまして、先ほどご説明申し上げたとおりであります。本土政府に対して那覇市長自身、事業計画についていろいろ折衝したことがあるかということでございましたが、これは重要案件につきましては特連局を通じ、場合によりましては大蔵大臣とじかにお会いいたしまして、公会堂の問題、安謝港の問題について数回となく話を続けまして、本年度やつと実になつたという感を深くいたしております。何も琉球政府が折衝するからということでは、事業の実現が期待できるわけじやないのでございまして、私自身自ら特連局関係、大蔵当局にもいろいろ話し合つて側面から、この実現方について努力をしてまいりました。公設市場の計画でありますが、この件につきましては人口がだんだん稠密化いたしまして、市場の分散の計画につきましては、市民からいろいろ要望がございまして、この点につきましては安謝港の開発計画、また首里石嶺の公営団地の計画といろいろございまして、そういう事業との関連において市場の問題は適正に配置されなければならないと、かように考えております。

市長が変わつても重要な事業の遂行にあたつて心配なく、これが遂行できるかということでございますが、これは心配はないと私は考えております。またそうあつてはいけない、これは何も市長の問題ではございません。那覇市全体の那覇市民全体の受ける利益でございますので、そういつた点についてはできるだけ関係当局に対しましても、事業をストツプしないようにそういつた点で微力ながら努力をしていきたいと考えております。






○金城　重正君

　本員は３つの点について市長にお伺いしたいと思つておりましたけれども、まず中央税の移譲の問題について、２番目にはマスタープランの問題、３番目に市の財政と内部体制の強化、この３点についてお聞きしたかつたわけでございますが、１５番議員の久高さんが全部かつぱらつてしまいまして、３番目の市財政と内部体制の強化についてお伺いしたいと思います。久高議員が２つともとつてしまいましたので、次ぎの議会からは久高議員と共同戦線をはりたいと思います。

まず西銘市長の施政方針の中に「私は間もなく市長の職を去る」という言葉がございまして、しのびがたく思うのは本員一人ではないと考えております。西銘市政が続くならば那覇市はすばらしい都市にできあがるんだ、という話が巷間みちみちているわけでございますけれども、沖縄全住民の仕合わせを願うためには主席候補に送り出すことも、またやむを得ないことであると本員考えております。西銘市長にはぜひ当選をしていただきまして、沖縄の発展は那覇市につながつてくるということを私たちは考えております。当選して仕合わせな国づくりにがんばつていただきたいと思います。

まず新年度の施政方針と事業内容をみましても、市民に公約したものを今回の施政方針の中に集約されておりまして、市長の職を去るにおよんで、市民への責任を果そうとする意向が十分伺われまして感深いものがあるのでございます。予算額におきましても１，７００万ドルの大型予算でございます。昨年は市民一人当りの予算額は３８ドル８６セントであつたが、新年度におきましてはこれが約倍の６０ドルになつております。私たち市民の立場においても　手をあげて、西銘市長の手腕、力量を称賛するわけでございますけれども、まず施政方針の冒頭の中に西銘市長は次ぎのように述べております。「人口の集中化は産業基盤をはじめ、市民の生活環境にひずみをもたらし都市問題を惹起しておるので、都市計画事業に最善を尽くし、都市計画事業の推進をして調和ある発展がもつとも望ましい。」とうたつております。

そこで疑問に思うことは、現在那覇市におきましては道路と自動車、人口増に対応できない住宅問題、学校問題、都市の需要と供給、財政需要と財源など枚挙に暇がないぐらい、あらゆる面にアンバランスがあるのでございます。このアンバランスが市民の日常生活を通勤地獄、住宅難、そして社会不安等を起こさせておると本員は考えております。もしこの現状を認識するならば、われわれに課された市民に対する責任は重大であり、この解決に積極的に邁進すべきだと思うのでございます。しかしながらこの任務の達成は、口にはやすいのでございますけれども、非常に困難でございます。私たちといたしましては、この重大なる課題の中から逃避することもできないわけでございます。そこにおきまして、本員は市の財政と内部体制の強化についてお伺いいたしますけれども、先ほど私が述べましたように住宅難、さらに車両に対する道路の問題、いろいろアンバランスがございますけれども、これを解決していくためには、いわゆる都市計画事業というものを根本的に、また急速にやらなければならない。そのためには莫大なる予算が必要でございます。

そこで市長は財政強化のため、日米琉　政府に援助拡大を要請する考えであると、うたつておりますけれども、本員はこの問題は非常にけつこうなことだと思います。けれども本員が聞きたいことは、今琉球政府は日米政府におんぶされておるような状態でございますけれども、沖縄の全住民に対する責任は現在アメリカ政府がもつておるのか。または日本政府がもつておるのか。この点をお伺いいたしたいと思います。

次ぎは施政方針の中に「最小の経費で最大の効果をあげるべく、行政の運営をはかり、市民本位の市政を強化していく。」とうたつておりますけれども予算書を見ましても経常出費というものは年々ふえていくというような傾向でございます。その問題に対して、市長は具体的にどのように取り組むつもりであるのか。その点をお伺いいたしたいと思います。次ぎは自席で質問に移りたいと思います。






○市長（西銘　順治君）

　お答えいたします。市長は自主財源の確立と相まつて、那覇市の財政強化を日本政府の責任においてやるのが至当であるのか、アメリカ政府の責任においてやるのが至当であるのか、というご質問でございますが、これは施政権者として当然アメリカ合衆国が琉球政府をはじめ地方自治体の財政強化のために、当然プライス法の増額によつてこれに対処しなければならないと考えておるわけでございます。ところがこのプライス法の増額が今日の段階においては、あまり期待はできない。従いましてその肩代わりを日本政府の責任においてやつてもらいたいということでございます。

経常経費が年々才々ふえているということでございますが、これは避けられない傾向でございまして、そのためには先ほど申し上げましたとおり、政府税の移譲をはじめとして、自主財源の確保に努力をするということと同時に、つきなみの文句ではございますが、消費的な経費をできるだけ節約していく。こういう二つの面から経常経費の問題は解決されなければならないと考えております。




○金城　重正君

　那覇市の都市計画は、各議員の方々から指摘されておりますとおり、莫大な予算を必要とするわけでございます。現在のやり方ではなかなか進まないというような状態でございまして、本員といたしましてこの莫大な財源を早めに獲得して、那覇市の復興に対処しなければならないと考えておりますが、今先きの市長のご答弁からいたしますというと、アメリカが主体であり日本政府は従である。しかし今琉球政府としても日本政府と話し合つて、それを日本政府に肩代わりをしていくんだ、というようなことを答弁していらつしやいますけれども、これも本員としてはけつこうだとは思います。がしかしあくまでも全住民の福祉の向上と、市民生活の向上に責任のある施政権を持つておるアメリカであるならば、当然日本政府以上に沖縄に援助すべきだと本員は考えるわけでございます。そこにおいて、幸い西銘市長はあと３か月で市長の職を去るわけでございます。現在自由民主党の総裁でもございます。総裁としてまた市長として今後この援助獲得に対して、どういう心構えで対処していくかお伺いいたしたいと思います。




○市長（西銘　順治君）

　お答えいたします。先ほど申し上げましたとおり琉球政府をはじめ市町村財政の強化ということが、当面の重要な課題でございます。まあ党総裁として、市長としてどういう態度でこの資金の確保に対処するかということでございますが、何もございません。当然要求すべきものは要求する。また日本政府に対しましても、日本政府の今日あるのは沖縄あるがためだと、私は本当にそう考えております。そういう立場から本土政府にも強く要求する。できるできないはわかりませんけれども、誠意をもつてやることが、私は基本的な態度でなければならないと考えております。






○椿　秀義君

　多少重複しますけれども、変わつた立場から質問します。施政方針の最後のほうに、市の財政と内部体制の強化についてのところで「常に直面する問題は財政でありました。首都として山積する諸問題を解決するには莫大な資金を要することからこれまで機会あるごとに、日米琉政府に援助拡大を要請してきましたが、なお、引き続き要請する考えであります。」とございます。そこで市長にお伺いしたいことは、今日まで予算要請額として、幾ら要請をして幾らもらわれたか。また日本政府に幾ら要請をして、幾らもらわれたか。この１点と、次ぎは市長があと３か月にして、市長の座を去られる、そして次ぎの主席の選挙に出られますけれども、もし市長が主席になつたならばという立場で次の問題を質問いたします。施政方針の中に中央税の市町村税への移管、その中の油脂税、　たばこ税、軽自動車税、これがたびたび政府のほうに要請されて一応は税審の中においても審議されて答申の運びになつておりますがいつの間にかそれがなくなつて現在まで紆余曲析を経て陽の目を見ない立場にあります。（〝時間延長〟というものあり）と同時に特別とん譲与税法の立法化については３年来訴えて来ております。このことも税制番議会の中で審議され答申の運びになつたと伺つております。ですから、もし主席になられたら油脂税、たばこ税、軽自動車税、それから特別とん譲与税法の立法化によつて外港所在地に譲与税法を適用し市町村の財源として供給する腹があるかどうか。もう１点、那覇市の財政については今日まで市長として在職せられたことから一番苦しいということは西銘市長がよく知つておられると思います。そこで、今後どなたが後任の市長として就任されるかわかりませんが、たとえ誰が市長になつても主席になつた場合は那覇市に対する援助を変わりなくやつていくという意向があるかどうか、この２点について質問をいたします。






○市長（西銘　順治君）

　お答えいたします。最初のご質問は那覇市としてアメリカ政府に対して要請した事業の金額と実現した金額。さらに本土政府に対しまして事業計画として要請した金額と実現した金額、これについては現在資料を持ち合わせておりませんので、いずれ財政部長あるいは関係部課長から資料として差し上げて答弁にかえたいと思つております。主席になつた場合にという非常に難しい質問でございますが、主席になつたつもりでお答えいたします。

（笑声あり）

中央税の移譲でございますが、私たびたび市長就任以来皆さん方に確約申し上げましたが、それに情熱の足りない点もあろうと思いますが今日まで何ら成果を見ておりませんことを非常に残念に思つております。その件につきましては特別とん譲与税、油脂税、たばこ消費税、その他現在政府税として徴収されている非常に延びがあり安定している税目につきまして、地方税として移譲したほうがいいという税源がございましたら、これは私自身が今日までいつて来たことでございますから審議会とも諮りまして是非実現したいと考えております。それから誰が市長になつても援助をするかということでございますが、先程申し上げましたとおり、従来革新市長が出ますと、よく補助金のストツプあるいは融資の停止ということがございましたが、そういう行き方では自由民主党の総裁として申し上げたいんですが自由民主党のためにもなりません。被害を受けるのは市民でございますし那覇市民にとつては大事なことでございますので決して事業を打ち切ることは考えておりません、これは私の基本態度であります。




○椿　秀義君

　以上の答弁を見まして質問は終ります。主席になられたら今のお言葉を必らず実行していただきたいということを要望して質問を終ります。






○黒潮　隆君

　ただいままでの質疑の中で西銘市長が主席に当選した場合はこうしてもらいたいといろいろの質疑がありましたが私は西銘市長が主席になつては困るまたならないという確信のもとに、そういう取らぬ狸の皮算用についてはここでは論じたくないのであります。そこであと３カ月余りしか市政を担当しない西銘市長が前年度同様１カ年にわたる施政方針を明らかにして１２月ごろ那覇市政を担当する新市長の分まで施政方針を述べている点について問題はありますがそのことについては後日明らかにされますのでそれには触れないで、そしてこれから西銘市長が仕事をしていこうということについても３カ月しか残されてないので大したことはできないというふうに見まして、これまでの市政の評価について施政方針をただしてみたいと思います。まず初めに西銘市長は〝本土政府の大巾な援助のもとに地方財政の強化策がとられつつあることは、地方自治体といたしましてご同慶に存ずるものであります〟と手放しの喜びようでございます。ところがこれまでの日政援助について本当に大巾な援助としてこれをご同慶に思つていられるかどうかお答え願います。次に、大山議員その他議員の質問とも関連いたしますが、西銘市長が就任当初〝那覇市の職員は政府の職員に比較して質が落ちる〟ということを広言し、そしてきようの久高議員の質問にも答えて〝質が落ちる〟ということをはつきりいい切つております。ところが大山議員の質疑の中で明らかにされたのは部課長のほうも質が落ちるということが暴露されたわけでございます。ところで西銘市長が職員に対して質が落ちるといつたことは非常に主観的なことではないかというふうに本員はみておりますが、どういう比較対照において、どのようなデーターに基いて質が落ちるというふうにいい切るのか、それが１点。さらに汚職と腐敗の松岡自民党政府通産局の職員に比較して那覇市の職員は質が落ちるかといつた点もお尋ねしてみたいと思います。次に西銘市長は〝１９６２年就任以来大過なく市政を運営することができた〟と述べておられますが心からそう思つておられるのかどうか。最後にお尋ねしたいのは、西銘市長の施政方針の中に教育問題については非常に重要であるのに一言半句も触れてないのでございます。教育問題については教育委員会の方針に従つてやればいいじやないかということでは大きな予算を教育予算として負担し、さらに議案を提案する責任を負い、また市町村自体で審議されるだけに市長としての教育に対する方針が当然述べられてしかるべきだというふうに考えますが、このように重点施策、そして特に重要なものを施政方針として述べなければならないのに一言半句も述べてないという点は教育問題についてそういつた政策を持ち合わせないのか、それを明らかにしていただきたいと思います。答弁によつて質問をしたいと思います。






○市長（西銘　順治君）

　お答えいたします。本土政府の援助が増えたことを自慢しているんだが大したことはないじやないか。まつたくその通りであります。決して満足しておりません。もしあと一期やればさらにその上の額を取るという意欲に燃えておつたはずであります。それから職員の質問でございますがたびたび申し上げたとおりであります。１対１の比較であれば那覇市も琉球政府に優るとも劣らないりつぱな職員がおります。これは個人対個人の比較でございまして私が比較申し上げておるのは全体としてただいま大山、椿両議員からご指摘のとおりであります。まことに私の監督不行届きであります。この点は十二分に認めておりますが、ただ平均いたしまして運用制度において向こうは試験制度でしかも公務員試験を取らないと入れないのであります。激烈な競争にたえて入つて来ます。そこからが違つておりましてできれば早く公務員法を、資格条件を作つてりつぱな人を迎えるのがいいと思います。これは確実な資料ということではありませんがそういう意味で試験にとおつた方が多いわけであります。そういうことで私は琉球政府の職員のほうが質の上ではまさつていると考えております。次に松岡自民党政府通産局の職員と比較して質は落ちるかということですが、これは皮肉な質問でありますので答弁する必要はないと思います。汚職をしない職員と比較する必要はありませんし、比較するほうが無理であります。これに対してはお答えしたくありません。大過なくやつたかということでございますがこれは主観の問題でございまして〝大過はたくさんあつたじやないか〟とおつしやるでしようが自分としては大過なくという気持ちで表現したつもりであります。教育行政に触れなかつた点についてはこれはご案内のとおり市長の権限ではございません。法律の上では教育委員会の仕事。私はただ予算を皆さん方に提案いたしましてご承認をいただくという程度のことでございまして人に与えられた権限をあたかも自分に与えられたかのごとく自分が文教政策教育行政について抱負を持つているかの如くやるということはいけないことでございます。本土並みであれば、本土の府県市町村の教育行政は、重要な部門を占めておるのであります。そうであれば教育行政について触れるのは当然でございます。現在の制度からいたしましてこれには触れておりません。といつて教育行政に無関心ではございませんし無関心だということで施政方針に出さないということではありません。




○黒潮　隆君

　第１点の質問について。西銘市長は本土政府の援助についてもまだまだ少ない、そしてあと一期市長をつとめればその援助を拡大できるであろうという答弁でございますが、そこでお尋ねしたいのは先程の４番議員にも答えておられましたが西銘市長がいわれている一体化を認めるわけにはいきません。努力を重ねていけば日本の県並みになる、ということではなしに、むしろ追い越すようにしなければならないというような答弁でございましたが、これが近い将来において可能であるかどうか、たとえば２、３年ではできるのか、あるいは１０年かかるのか、およその検討はつけられると思いますが、それを大体どのぐらいだというふうに思ておられるのかお聞かせ願いたいと思います。




○市長（西銘　順治君）

　お答えいたします。自由民主党総裁としてあるいは行政主席として一体化施策を何年以内に完成することができるかということなら別でございますが、市長の立場で琉球全体の一体化施策を今後何年間でできるかということですが、これは私見でございますが目途はつきません。ただ申し上げられることはこれは資金量の問題でございまして、私が申し上げたいのは少なくとも一体化政策に対する基本的な態度として本土標準県を追い越すという基本的な態をもつて努力しなければならんということだけでございます。何カ年後に完成するということではありません。当然資金量と年数を考慮に入れなければなりませんが、それもできるだけ早いほうがいい。そういう気持ちで格差を縮めてゆくということが基本的な態度でなければいけないと考えております。




○黒潮　隆君

　お尋ねしたいのは、施政方針の中で大巾援助を獲得し、地方自治体の財政が非常に強化されて来たというふうにはつきりいい切り、これを大巾援助というふうに見ておられるかと聞いたらまだまだ少ないということをいわれているが、この施政方針自体がオーバーな表現だというふうに理解しております。類似市を追い越してゆくというふうなことに先程県段階のことを述べておられましたが、数字が具体的に示しているとおり、国勢調査による佐世保市の人口２６万、那覇市の人口と４，０００ぐらいしか開きがない。佐世保市の例をとつてみますと６８年度の予算比較において那覇市が１，０４１万７５ドル、佐世保市が１，３３６万２，４００ドル０５センというふうになつております。実際に国からもらつている金、あるいは県からもらつている支出金、これの合計と那覇市が日本政府、琉球政府あるいはアメリカからもらつてる援助資金、あるいは地方交付税そういうものをひつくるめて比較してまいりますと佐世保市が那覇市の２０７万０，２２０ドルに対して佐世保市は実に倍以上の４４９万４，６１２ドルというふうになつているわけでございます。

それから比較しても大巾な援助ということはまだまだいえないんじやないかと思います。従つてこの施政方針自体が非常にオーバーに表現されているというふうにみます。それから次に西銘市長はこれまでの市政運営をふりかえつてみて大過なく市政運営をすることができたということをいい切つております。それを黒潮議員は大過があつたと見るだろうが私は大きな誤ちを犯したというふうには思わないという答弁でありますので、その誤ちについて具体的に指摘してみたいと思います。たとえば交番所敷地の問題これは大きな誤ちとは思いませんか。それから久場川事件はどのように考えておられるか。寄宮区画整理事業はどのように見ておられるか。沖映通りの補償の問題。あるいは安謝の井戸水が涸れて仕舞つた問題。一連の汚職事件。数え上げればたくさん出て来ますが具体的に本員がお尋ねしたいのは一つの例でよろしうございます。前島交番所敷地の問題で旧庁舎時代５００名の町民が議場や市長室にも押しかけてきました。さらに町民大会を開いて何千名という町民を小学校の運動場に集めて大会を開き、プラカードを持つて国際どおりをデモ行進した。それでも西銘市長は聞かないで、あくまでも警察官個人の住宅を作つてよろしいという賃貸借契約を取り消さなかつたわけでございます。そこで警察官は市から借り受けた土地に家を作ろうとしたのでありますが、町民は座わり込みの実力を行使して作らせず、その敷地に町民の要求している交番所が建設されたわけでございます。この一つでも市長は小さな問題だと見られておられるか、これをお尋ねしたいと思います。




○市長（西銘　順治君）

　これは考え方の問題でございまして交番所問題も経過を説明しなければわからいと思います。この問題は警察官に貸していくらかでも地料をあげたほうがいいんじやないかという考えでありました。それでこれも大過だということならこれも考え方の問題。特に久場川の問題につきましてはまつたく見解の相違でございます。あの当時黒潮議員は私に〝売つて喰つた〟という言葉を使われた。ある議員さんから２ドルで買つたのをそれを４ドルで売つてその差額を喰つたという表現をあなたはしている。私はそれについては懐に入れたわけではない。評価委員会にかけて出て来た額で買つている。そういう表現の仕方でいろいろあるかもしれませんが、人民党の皆さんからすれば小さいことでも大きく主張しているが私は誠意をもつて解決したつもりであります。久場川間題も警察官を導入してブルの前に座つた方々を排除していただいて公営住宅団地を作ることができたわけでございます。これは何も間違つておつたとは思いません。こうしたことは勇気をもつてどんどん次の市長もそういうことをやつてもらいたいと思つております。人気をとる必要はないし人気をとる市政はいらないと思います。むしろ悪者になつても事業をやるということが私の基本であります。安謝の井戸の水が涸れたことにつきましても十分な配慮をつくしております。一ヵ月以内であの共同栓を全部作つて困らないような処置をとつております。もちろん工事によつてあの井戸水が涸れましたが現在では完成しましたので大抵のうちの水が戻つてるようであります。この件も黒潮議員がいわれるように決して大きな誤ちとは考えておりません。職員の汚職については残念なことでございますがこれも別に私といたしましては大過とは考えておりません、見解の相違であります。




○黒潮　隆君

　見解の相違で片付けられておられますが私は事実を指摘したまでであります。久場川事件についてはこれまで議会で述べてまいりましたので内容をここで申し上げようとは思いません。交番所敷地問題、あるいは悪代官キヤラウエイ高等弁務官に対して名誉市民の称号を与えたこと。寄宮の区画整理事業、これも実際問題としては区画整理事業は都市計画の母とまでいわれており、その寄宮の区画整理問題をきつかけにして真嘉比、古島の区画整理事業さえ進められなくなつているということ、壺川でも同じことじやないかと思います牧志公設市場改築についても大きな問題を引き起しております。このようにしてそういつた西銘市長の独断的なむしろ蛮勇が大きな誤ちを犯し、さらに市職員の１３名の首切り問題、これも実際には裁判で勝つ見込みがなくて首切りを撤回したというふうになつております。沖映通りの件にしても計画的に事前に周囲と話し合いをすればあんなに大きな被害を与えないですんだと思います。これも大きな誤ちだと本員は考えております。さらに不良住宅街改良計画についても私たちは失敗だつたと思います。最初、西銘市長は何万坪あつて、そして何カ年間に何千坪やるということでしたが今度は９００坪あるいは１，０００坪単位であちこちで買つて、花城部長の説明によると、間引きしてそれとつながつてゆくような方法でやるということでしたが、そうすると莫大な金がかかるので実際はできない。そこで〝細部街路の整備をやるべきだ〟ということを人民党が提案したのであります。スラム街解消は西銘市長の大きな金看板といわれておりましたが事業計画して５年になりますが、１００分の１しかできない。そうするとあの地域をこのような形で進めると実に５００年かかるという計算になります。このようにして私たちはこの問題でも実際に正しい政策をもつてやればまだまだ２倍も３倍ものスラム街解消計画ができたんじやないかと考えるしこの点についても西銘市長は大きな誤ちを犯したと思います。一連の汚職事件についてもなる程あつたが大きい問題ではないというふうに答弁しておりますが、そういうものの考え方の市長が主席になつたのではタクシー汚職事件以上の汚職が出るんじやないかと憂うるのであります。そこでこの施政方針の中で従来述べて来た問題、水源開発の問題は大きな問題であり去年までそれに触れながらこの件については放棄されているというふうに私たちは見ておりますが、このような施政方針のもとでは市民のための正しい政治は行われないのではないか、この大過なくすごして来たということは今後の選挙に向けての宣伝であり、マスターベーシヨンであるというふうに考えて質問を終りたい思います。




○議長（高良　一君）

　本日の日程は全部終了いたしました。明日午前１０時再開いたします。






（午後　４時３０分　散会）

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～




上会議録を調整し署名する。







議長　　　　高良一　　　　㊞




署名議員　　辺野喜英興　　㊞




署名議員　　久高友敏　　　㊞
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１９６８年第１０３回那覇市議会定例会議事日程第３号

１９６８年６月８日（土）午前１０時




第１　　　会議録署名議員の指名

第２　　　一般質問

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～






○会議に付した事件

　議事日程に同じ

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～






○議長（高良　一君）

　これより、本日の会議を開きます。本日の日程は、お手元に配付してある議事日程第３号のとおりであります。






○議長（高良　一君）

　日程第１「会議録署名議員の指名」を行ないます。会議録署名議員は、会議規則第１１６条の規定により、議長において大山盛幸君、又吉久正君を指名いたします。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～




○議長（高良　一君）

　日程第２「一般質問」を行ないます。発言の順序は、抽せんの結果お手元に配付してある別表のとおり、順次許可いたします。

１５番議員久高友敏君の発言を許可します。






○久高　友敏君

　本員は市有財産の件についてお尋ねしたいと思います。たくさんありますが、きのう金城重正議員から余りしやべられると時間がないからということをいわれましたので１点だけ。１９６７年９月２６日付で提出されました公営住宅建設用地の売買契約を締結することについて議案第１３０号、この石嶺町２丁目１３１番地の土地は市有になつております。しかしながらその市有地にまだ依然として建物があるし人が住んでいる。しかしその当時の土地売買仮契約書の第６条には、乙は首里石嶺町２丁目１３１番の１に有する建物は、１９６７年１２月３１日までに収去し、その他の土地にある農作物等は、１９６８年４月３０日までに収去するものとする。というふうに明確にうたわれておりますが依然としてこれが収去されてないということであります。その土地には依然として久高材木店のヒトツバの木、フエニツクスの木が一ぱいはえているが、毎日自動車が来て久高材木店がそこの樹木を堀つてよそに移動しているということであります。このことについて本員は非常に不可解に思うのであります。この契約書を締結したときにはご承知のように私入院中でありましたが、議会は恐らく取得以前の調査について当局を信頼してこの議案を議決されたものと考えておりますが、しかしながらこの取得した土地にはまだ依然として建物があり、人が住んでおりその人は森岡という八重山の方であります。しかしこの方は３か月前にご主人を亡し子供４名を抱えて不自由しております。この方の話によると久高材木店の土地であるといつております。しかし、これは去年の９月２６日付で議会で議決され那覇市の所有になつてるということを私説明しておきましたが、森岡さんがいうには、昨年の１１月に久高材木店の主人が来て那覇市から土地を売つてくれとせがまれているがあなたたちの立場を考えるとすまないと思つて困つている。とその主人がいつているということであります。しかしながら去年の１１月ごろにはこの議案からみますと久高材木店から比嘉勇輝の手に渡つているということがはつきりしております。しかし去つた２月１４日に久高材木店の主人が森岡さんに対し〝１，０００ドルやるから立退いてくれ〟といいわたしたそうですが、森岡さんはこのうちには３か年前に来たが、久高材木店の主人と、この森岡さんの主人が文書ではありませんが口頭によつて１０か年の契約でそこに住みついているそうです。久高材木店の主人が森岡さんを八重山から呼びよせてその山や土地を管理させ果樹園芸をするのでその番人とし、その家族は労務者として使われておつたそうです。従つてこの問題については恐らく市当局もこの実情はよくご存知のことと思います。さらに今その森岡さんという人は久高材木店から追い出しを喰らつている。この契約書からすると比嘉勇輝がこの建物を収去するということになつているが、その裏はそうではなくて久高材木店がこの森岡さんを立ち退かすというふうにして毎日足しげく森岡さんのところに来ているということですがこの実情について当局は知つてるかどうか。第２番目に申し上げることは那覇市には基本財産あるいは行政財産その他たくさんあるわけでありますが、特に本員が申し上げたいのは那覇市にはトラクター、重機類、あるいは乗用車、ジープといつたものがたくさんあるうちで特に目立つのは乗用車であります。この乗用車は予算からすると備品になつておりますが、しかしながらこれはあくまでも市の財産には間違いないと本員は思います。他のジープとかトラツクその他の自動車はほとんど那覇市のマークが入つており一目瞭然としておりますが、三役以下部課長の車には市のマークがついてないのであります。これがどこからみても個人の車であるのか、市の車であるのか見分けがつかない。市民の財産であり市の財産であるからには一目瞭然、市の所有であるということではつきりさせたほうがいいんじやないかと考えますがどうですか。政府においては青の地色にナンバーがありその上に琉球政府とあつて一目瞭然あれは政府のものであると明示しているがマークを表示すると具合が悪いのか。これを表示すると使う場合に市民に目立ち具合が悪いということでつけてないのか、具合が悪くないとすればマークを入れる意志があるかどうかこの２点についてお尋ねいたします。なお答弁によつては自席から質問を重ねたいと思います。






○建設部長（花城　直政君）

　第１点の公営住宅石嶺団地の土地のことについてお答えいたします。これはご指摘のとおり比嘉勇輝さんから購入いたしまして去年の１０月２日に登記されております。その前の地主は調べてみてよくわかっております。ご指摘のとおり久高材木店の土地でございます。これを比嘉さんが買つて市に売つたわけでございます。その中に建物があるということもよく知つております。それでこの収去も全部比嘉勇輝の責任になっております。現実にまだ移転しておりません。これもよくわかつております。この移転に要する費用は比嘉勇輝と前の所有者である久高さんとの間で支払われてきたが、久高材木店の責任であるということで了解しております。久高材木店には何べんも交渉しておりますが建物は全部移転されておりません。それでこの建物が移転したときに１，０００ドルは支払うということで今押えております。この３月の末に移るという約策でありましたがいろいろの事情で３月の末にも移つておりません。最近電話したら近いうちに奥さんの方が八重山に引つ越すから、引つ越したらすぐ建物は撤去するというような返事が久高材木店の主人から電話でありまして、その後はまだ確認しておりませんが早急に建物が移転できるように折衝してゆきたいと考えております。






○総務部長（新里　博一君）

　市の乗用車に官物表示をしたらどうかということであり、今までやらなかつたのは具合が悪いのかということでございますが別にそういうことではありません。何も他意はありません。ただ琉球政府の場合は官物表示につきましても最近車両ナンバーで表示しておりますがその以前においては表示してなかつたのであります。ご指摘になりました点については官物表示を車両のどこにするかということが問題になろうかと思いますので一応検討してみたいと思います。




○久高友敏君

　ただ今建設部長の説明からいたしますと森岡さんと話し合つて早目に立退いてもらうという説明ですが、森岡さんの話によると、立ち退く意志はないということがはつきりしております。現に住んでいるので久高材木店が土地を探してその建物を移築し、生活に支障を来たさない限り立ち退かないといつております。従つて去つた２月１８日にも森岡さんは那覇市役所で新垣助役、建設部長とお会いしてその旨を十分伝えたといつております。そうした中で、新垣助役と建設部長は９月までに立ち退かないと具合いが悪い。政府からの補助金でやるので、あなたがたが立ち退かないと補助金が打ち切られる恐れがあるので早く立ち退けということだつたそうです。しかしながら、これはあくまでも比嘉勇輝対那覇市の問題であつて久高材木店対比嘉勇輝との関係は市がかかわり知る必要はないと考えます。これは比嘉勇輝から久高材木店に話してそして早目にこれは立ち退かすということではなかろうと思います。那覇市議会で議決された条文がこのようにして踏みにじられており、工事は反対の方向から手がけていますか、　現在夜間作業まで行つているそうです。しかしそこから工事を始めるということになると那覇市の事業に支障を来たすということは十分伺えるわけでございます。議決されたこの契約を履行させられないということになると取得前の調査が十分行われてないということになり、議会はただつんぼ棧敷におかれて当局の提案するままにこれを通して実際には契約どおり行われてないということであります。那覇市有地に車をどんどん乗り入れて植木なんかを取つているそうですが、周囲の人にいわせると、〝これは那覇市の土地だと聞いているが久高材木店がどんどん木を切つているがどんなものでしようか〟と聞かれて説明に困つているわけでございます。あの建物とその他の農作物、植木もしかりでありますが今年の７月３１日までに収去するように契約書ではつきりしているがなぜそれをさせないのか。事業に支障がなければいいということかもしれませんが、しかし支障がないから来年まででもいいかということにもなりますので、この契約はあくまでも契約書どおり履行させるのがたてまえだと考えます。これについては市民が住んでいるがどうでもいいから早く立ち退かせという意味ではありません。もしこれを履行させようとするなら比嘉勇輝と市が積極的に話し合つて一日も早く立ち退かし、そして事業の進行をはかるのが建前じやなかろうかと思います。こういう建物があるから思い切つて山を崩すことも非常に困難だし、建物や農作物があるので全面的に工事を進めるのが建前かもしれないがそれができないので南洋土建が非常に困つているという運転手の話であります。

すなわち、那覇市の事業進行にも支障来たしているということがはつきり伺えるわけであります。次に自動車の標識でありますが、車のどこに入れるかということを考えるということでありますが別に考える必要はないんじやないか。ほかの車には入れてあるのになぜ具合が悪いのか。また今まで支障がなかつたからいいじやないかということでありますが、市民にこれは市の車であるということを知らしめるためにも速やかに那覇市のマークを入れるべきじやないかと思います。マークを入れることについて検討するということでありますが那覇市の車であるということを明示するのにあえて検討ということはないと思います。この点についてもう１回明確なご答弁を願います。




○建設部長（花城　直政君）

　石嶺団地用地の中の建物についてはご指摘のとおり契約書事項で立ち退かせなければならないようになつております。その責任は比嘉勇輝にございます。比嘉勇輝と前の所有者である久高材木店の間に補償金をやつたということを聞いております。ご指摘のように比嘉勇輝と久高さんが話し合いをして早急にやるべきだと思いますし、私たちも比嘉勇輝さんにしよつちゆういうております。そういう意味で完全に履行されてないということで契約金の中から１，０００ドルは保留しております。これが完全に履行されたあとに払うということで保留されてあります。公営住宅の工事は今、久場川のほうから始めておりまして本年度の整地工事は全然支障がございません。しかし３年後の工事にかかつてきますので早急に比嘉勇輝と相談いたしまして立ち退かせるようにいたしたいと思つております。




○総務部長（新里　博一君）

　乗用車以外の車について市のマークがつけてないということでありますが、ごみ収集車や道路舗装の車ですと市の車が来ているんだということで市民に知らせる点もあると思いますが、すべての車両については条例、規則上別に問題もありませんし、特に乗用車の場合はその官物表示を表にするのか、裏にするのかということで実益、実害が出るわけでもありませんので今のところ支障はないので検討してみたいと思います。従つてここでやるという結論を出すわけにはいきませんので検討してみたいと思います。




○久高友敏君

　公営住宅建設用地の住宅については比嘉勇輝が立ち退かすという条件になつております。しかし保証金として市が１，０００ドルあずかつてるということは、これは比嘉勇輝がこの契約を完全に履行しない場合にこの１，０００ドルを市が没収するという意味なのか。もし、この契約の日にちが過ぎてしまつた場合にはその契約金は市の所有に帰すのか。もし市の所有に帰するとすれば市は１，０００ドルでもつて市が執行すべきだと思いますが。１，０００ドルという個人の金を市があずかつておる。しかしそれはあくまでも、個人の金であり、去つた４月３０日ですでに収去すべき建物その他が収去されていなければ、この契約金ですか。この１，０００ドルは那覇市が没収した形になつているのかどうか。まだ依然としてあずかつておるというがそうした場合に永久に比嘉勇輝が撤去しなければ永久にそういうふうにするのか。どういうふうになるのか。それについてもう１回お尋ねしたい。

　それから自動車のマークの点でございますが、あえて支障はないということを説明されておりますが、当局としては支障はないかもしれませんが、しかし市民からすると非常に支障がある。那覇市の車であるか個人の車であるのか、あるいは部長の車であるのかわからない。運転手も市の職員であるからこれはあえて入れてもさしつかえないと、本員は考えるものでございます。それに入れたから運転の邪まになり、あるいは新道交法に違反するというような問題であれば別だが、別にマークを入れてもさしつかえないと思う。

何も検討する必要はないと本員は信じております。市の所有というものは小さい消耗品、たとえばこういう袋でさえ那覇市議会というものが入れられてあるし、わざわざ金をかけて印刷をしてある。何もこれはしなくてもいいんじやないかということになりますが、那覇市の所有というものは消耗品でさえも印を入れられており、状袋でさえ入れておる。こういう財産標識も入れなくても支障はないと当局は説明されておりますが、市民は支障ありと考える。従つてこれは入れるべきだと考えます。ほかのジープも入れられておるし、当然入れるべきだというふうに私は考えます。だからこれは速かにやつていただきたい。先きの土地の問題についてご説明を願います。




○建設部長（花城　直政君）

　お答えします。今の団地の中の建物については、別にわれわれが１，０００ドルのお金をあずかつておるわけじやございません。結局既定負担としてこれだけよこして払つてあるわけです。われわれがあずかつておるわけじやなく払つて、またあずかつておるというわけじやないんです。結局この契約を履行しないときはこれを払わないということです。もしこれを履行しなければ、どういうことをしなければならないか。そこのところを検討いたしまして、この工事に支障がないようにしていきたいと考えております。




○久高　友敏君

　今の部長の説明は非常に曖昧で、法的にどうもわからぬ金をあずかるという自体が問題がある。人の金を法的にあずかつていいかどうかわからぬのにあずかつた、あずかつてはいない払うのを持つていると、１，０００ドルを払うのを持つているのであずかつているという意味ではないということは、私は理解に苦しむのでございますが、しかし一般に解釈しますと、つまりあの建物が撤去されていないから、それを撤去させるまでの保障金として１，０００ドルあずかつていると、私は解釈するものでございます。何もその、建物がなければ１，０００ドル市が保管する必要はないと思います。だから日にちがもう１か月以上も経過しているが、それでも撤去しないということはどこに原因があるか。それで市の事業に支障はすでにきている。だからその１，０００ドルは没収して、市が撤去するか、あるいはあくまでも履行させるならば速かにさせるべきじやないか。もう１か月以上も経過しているし、法的にわからないから処分に困るということを言つておられるが、最終的には法的にどうしたらいいか、あずかつていいかどうか。あずかつた金が法的にできないものをあずかつた場合は、かえつてあずからないものと同じやないかということでありあります。どんなもんですかね。１，０００ドルあずかつたということは、つまり法的にも十分没収できるという確信のもとにあずかつているのですか。あずかつたものを没収できなければあずかつても意味がないじやないかということです。






○第二助役（新垣　義徳君）

　お答え申し上げます。比嘉勇輝さんとの間のお金の問題でございますが、これは別に法的に那覇市のほうがうんぬんできるような金じやございません。あくまでも話し合いによつて進めていくべき金だと考えております。そういうことによりまして、先ほど問題のあつた建物を中心としたものについて、契約のとおり履行しえなかつたことにつきましては、確かに私たちのほうに落度がありますが、今後この問題がまだありまするので、今久高議員がおつしやるとおり誠意をもつて、この事業を比嘉勇輝さんと話し合いでもつて、立派に解決していきたいと思つております。




○久高　友敏君

　ただいま助役の説明によりますと、比嘉勇輝と市当局が話し合いでもつて、この事業に支障がないようにしたいという説明でありますが、本員が考える場合に、ここに住んでおる森岡さんという人は市民であります。だからこの前地主の久高材木店と森岡さんとの口頭契約では１０年という契約がなされておるようであります。もちろん文書にはありませんが、それでもそこに住みついて３年以上になるそうであります。だから話し合いで立ち退かすといつても市はまだ土地代も未払金として１，０００ドルはあるわけですね。あずかつているんじやなくして、土地代を那覇市が未払いであつて、まだ払つたものをあずかつたんじやなくして、あの土地代も未払いをしていると、解釈していいかどうか。これについてお尋ねいたします。




○第二助役（新垣　義徳君）

　お答えいたします。先ほど申し上げましたとおりに、この１，０００ドルは、もし比嘉勇輝さんが契約どおり履行しなければ没収する。那覇市のものになるというお金じやございません。先ほど申し上げましたとおりに、今後とも比嘉勇輝さんと、この問題が解決できるように努力したいということであります。




○久高　友敏君

　私の説明は当局はよくのみ込んでいないんじやないかと思う。土地を那覇市が買つた。その土地代は当然向うに支払うべきであるが、まだ１，０００ドル払つていないということであります。今先きの説明は払うべきではあるが、まだ１，０００ドルは未払いであるという説明ですが、〝そうか〟といつたらそうでもない、１，０００ドルはまだ建物があるから保証みたような金であずかつておる。そうすると保証金みたような制度であるならば、当然没収されるべきだと、こういうふうに私は解釈するものでございます。保証金であれば没収できるが、しかしあくまでも市の金ではなく比嘉勇輝さんの金であるという説明をされております。なぜ那覇市は比嘉勇輝さんの金を、個人の金をあずかる必要があるか、銀行でもないのに収入役は個人の金をあずかるのか。建物があつたので、つまり保証金みたようなものではなかろうかというふうに考えますが。






○市長（西銘　順治君）

　お答えいたします。保証金でも何でもございません。未払いでございます。




○議長（高良　一君）

　休憩いたします。

	（午前１０時４０分　休憩）

	（午前１０時４２分　再開）







○議長（高良　一君）

　休憩前に引き続き会議を開きます。






○宮良　永昌君

　教育問題に触れてみたいと思います。本件は単刀直入式に、何か問題があつてつつ込んでいくというような、つまり検事が論告するような、あるいは刑事が犯人を追求するような、そういう問題じやなくて私も市民の一人であり、ＰＴＡの一人であるという意味において、非常に教育の重要性があるのでやむにやまれず立ち上がりまして、当局にお伺いするわけでございます。

　予算規模を見ますと、８４０万ドルというところの膨大な数字に上つておりまして、去年の那覇市の予算規模１，０００万ドルにやや接近しつつあります。その点は皆さんが、市民が教育熱が旺盛であつて、教育施設の急務なることを痛感しておる結果といたしまして、ご同慶にたえない次第であります。

ただ残念に思いますのは、それだけ膨大な教育資金をかけておるにもかかわらず、その金額にかち合うところの人間ができ上つておるかどうかという問題、教育の根本問題は施設もさりながら、人間をつくつていくということなんです。昨今の三面記事を見ますと、あの非行少年の実に目にあまるような行動、これは政治が悪い、何が悪い、あるいは時代の波ということでかたずけられる問題じやないのでありまして、教育者は教育者として自分の立場で、責任を他に転嫁することなく反省すべきだと思うわけでございます。

　それでそれに関連しまして、市長にまずお伺いしたいことは、市長は単に１８０万ドルという市民税からくるところの市負担金を渡たすだけにすぎない。

ただ議案を提案するだけが仕事であつて、助言、指導権も監督権もない、こういう実に矛盾な状態に市長の立場はあるわけでございます。

　本土におきましては、この教育委員制度が、改廃されまして、現在では沖繩のように各政党が介入して、この教育委員を選挙するんじやなくして、各市町村長において任命するというようなもとの姿にかえつておるわけでございます。

　そこで市長としましては、今後この現在の制度が妥当であつて、引き続きそれをやろうかとお考えになつておるか。それとも日本並みに、やはり自治体の市町村において任命していくというお考えであられるか。その点をお伺いしたいと思います。

　さらに教育長並びに教育委員の方にお尋ねしたいことは、質問の方法としまして一つの例話を３つないし４つ話しておきましよう。それによりまして、その中からたとえばですね、谷底から落ちたという話を私がします。そうすると谷底が深かければ深いほど大差的に山の頂きが高いということを幻想する。そういう美しい意味の誘導尋問をやつてみたいと思います。よろしくご了解をいただきたいと思います。

　戦前ですね、卒業式のときには〝君が代〟を合唱し、〝螢の光〟を歌いまして、師の恩は山よりも高く海よりも深いというような、実にすばらしい卒業式がございまして、螢の光を聞くだけで涙がぽろぽろと流れる、さらに卒業式が済みますと裏の教室へ呼んで、担任の教師が固く握手しまして、「世の中に出ますと非常にきつい問題がある、学校みたいなものじやないぞ、苦しいときは先生のところへおいでよ」というわけでその別れが生木をさかれる思いでした。師と生徒の別れるシーンというのは、実にすばらしいものであつたわけでございます。今ではどうかといいますと、〝君が代〟歌つても「あれはおすもうさんの歌」というし〝螢の光〟を歌つてもケラケラと笑つて卒業式は済みます。そこで先生を裏の教室に呼んで、一グループがかたまつてパンパンパンとなぐり、つき合う、そしてバーイバーイと別れる、このぐらい隔世の感のするような状態になつておるわけでございます。

　日本では卒業式のときには、もよりの警官を出動させまして、そして警官に守もられて卒業式をするというような状態になつているわけでございます。

それはとりもなおさずどこに原因があるかといいますと、根本的に教育問題に関連する問題で、抗議の教育、破壊の教育、権利の教育のみに走りまして義務とかご恩だとか、恩に対して恩に報いるとか、愛情に報いるという教育というものが欠除していると思います。

　それに関連しまして、ノルウエーでは福祉施設が世界一に完備されているということを聞いております。ノルウエーに養老院がございまして、すばらしいデラツクスな、そして聞くもの見るもの、触れるもの食べるもの一切が完備されておるところの施設だそうでございます。

ところが自殺する率が一番多いということです。そこで考えると人間は肉体的、物質的存在じやないということがわかるわけでございます。

　それからロスアンジエルスの郊外にまいりますと、私が行つたわけじやありませんが、高層建築がありまして、すばらしいきれいな建物がありまして、その中ではあすの生活にはちつとも心配がいらない、食べ物も十分、すい眠時間も十分、ところがその中におる人間は一日も早く外へ出たいという気持ちで一ぱいであるというわけです。食うだけ、すい眠時間だけが十分であつてもそこでは満足できない。なぜかと申しますと、そこは刑務所だそうです。だから出たいと、そういう意味におきまして、われわれは完全給食センターをつくるのもよかろう。時代とともにコンクリートの学校をつくるのもよかろう。水洗便所をつくるのもいいでしよう。あるいは図書室をつくる。あらゆる唯物的な施設も大事ですが、もつと根本的に生徒の教育よりも、先決問題は先生の教育だと私は思う。そういう意味におきまして、教育委員会では先生の再教育というものに対して重点をおいておられるかどうかということについてお尋ねしたい。

　さらにわれわれは給食センターによつて３，０００～４，０００カロリーという食べ物を食べて健全なる肉体と健全なる精神がやどるという筆法もいいかもしれませんが、教育の根本義はまるまるとふとつたぶたをつくるより、やせたソクラテスをつくろうというのが教育の根本じやないか。理想的に申し上げましたらまるまるとふとつたソクラテスをつくろうというのが理想的だと思うわけでございます。そういう意味におきまして、学校の先生の再教育、日本復帰も大事だけれども〝教室に復帰せよ〟それが先決問題じやないか。

そういう点について指指助言をしておるかどうか。それからＰＴＡのあり方ですが、ＰＴＡ自体がただ新旧先生の送迎会とか総会の予算決算の報告だとか、寄付金を集めるという問題じやなくして、そこに父兄側と先生が胸襟を開いて、そして生徒の指導方針について意見を交わし合う。こういう催しをやつておるかどうかということをお伺いします。

　それから聞くところによりますと、中立厳正である教職員組合がですね、政治結社をつくる、そして特定の人を推していこうというような運動を起こしておる。この問題は重要な問題なんです。ベースアツプをし、諸施設をつくるというのみが教育委員会の使命じやないと思う。そういう問題に対して強く忠言、忠告をなしておるかという問題、今後大きな問題として取り上げてもらいたいと思うわけでございます。以上でございます。かいつまんで以上の問題を提起しまして、はつきりしたご返事を承りまして、それによつてさらに質問をいたしたいと思います。よろしくお願いいたします。






○市長（西銘　順治君）

　お答えいたします。日本における教育委員会制度と沖繩における教育委員会制度の是非の問題でございますが、これはいずれも一長一短でございまして、どちらがいいということにはあてはまらないと思うのでございます。要は運営の問題じやないかと考えております。しかし日本に復帰いたしますのであれば、当然先ほどお話しがあつたとおり、議会の承認を得て市町村の理事者がこれを選任するという形をとろうかと思いますが、それまでは現在の学校教育法、教育委員会法、この趣旨からいたしまして、市長が教育行政について口ばしをはさむということはいいこととは考えておりません。これは運営の問題だろうと思います。それから先生の再教育、ＰＴＡのあり方、教職員の政治結社につきましては、教育長のほうから答弁があるものだと考えております。






○教育長（譜久山　朝直君）

　ただいまのご意見についてお答えいたします。ただいまの教育の根本的なものは、何といつても民主社会におけるところの人間を育てるということが、根本的な要件になつております。そこから派生いたしまして、われわれ教育を担当する者はその対象である児童生徒の人権をどこまでも尊重して、これをりつぱな社会人に育てていくということを常に願おうて、またこれを実践に移しているわけでございます。

確かに過去の教育におきましては、私もそれに触れておるわけでございますが、国家の一つの統制によるところの義務教育というのがございまして、いろいろな部面で統制的な教育が見事に実施されておりました。実は私もそういう体験をもつておるわけでございます。儀式などという場合には、それはそれは万場水を打つたがごとくにして、咳一つないというような儀式のあり方がもつとも理想とされておつたわけでございます。それは一例でございますが、まあそういうふうな精神的な教育ということも、もちろんわれわれは不断十分考慮いたしているわけでございます。

　そこで民主社会における教育のあり方としまして、いわゆるそのおのおのの人たちの人権を尊重して、その特性を伸ばしていく、こういうことになるわけでございますので、また個人個人の主義主張を通すのみならず、人間関係を深く保たせるために、社会生活を十分なさしめるために道徳的な教育というのが、現在行われて、友情のあり方、あるいは社会奉仕のあり方、そういうふうにいろいろな面で討議研究をもたらしているわけでございます。

　さらに最近の科学文明の発達は、非常にわれわれの生活を高率化して、合理化して、合理化されつつあります。一例を申し上げますというと、家庭生活においても電気洗濯機など電気製品などというものがたくさん入つてきております。こういう物質文明を無視することはとてもできないわけです。こういうことをいかにしてうまく活用していくかということ、現在教育に課せられた問題でございまして、いきおい合理化、近代化、科学化というふうなものが教育の内容にどんどん浸透していくわけでございます。そういう時期にあたりまして、教師の指導力というものがまた深く考えさせられるわけでございまして、常々われわれは教師の実力を養成する、人格の陶治に資するというところの研修の機会というものは多分にもつているわけでございます。

しかし教師といえども、一つには公の教育に奉仕して全力を注ぐという面と、また一面市民として、個人的な、いわゆる現実というものへの行使ということもございまして、そういうところをにらみ合わせていくということをよく注意しつつ、われわれ教育の行政に立つものとしては、不断よく助言を申し上げておるわけでございます。以上簡単にお答えにするわけでございます。

　なおそのほかに現在、学校の物的な施設面では本土のそれとはるかに格差がございます。同じ日本の国民を養成していく立場におきましてわれわれが常に、この物的な格差を是正して、そしてその上に精神的な教育を打ち立てていく、りつぼな国民を養成するという考えはいつも変わらないところであります。以上お答えいたします。




○宮良　永昌君

　先ほどの質問に関連しまして、ひとこと追加したいんですがよろしくお願いします。もちろんその物質文明が高度に発展しましたが、日本の施設に比較しましたら、大きな差があるということはよくわかつております。

ただ問題はこういうものに並行しまして、精神面の回復、真の人間発見、人間の回復という問題に対して積極的に一つお考え願いたいということを申し上げたわけでございます。ただ問題はですね、ちよつと教科書に触れてみたいんですが、今無料配付になつておりますが、それ以前の教科書というものは、どういうルートを経て入つてきたかという問題、これは特殊なマスコミの報ずるところによりますと、教科書を編纂する場合に日本においては日教組の大きい圧力があると伺つております。自称進歩的文化人グループによる教科書が出ているそうでそれに抵抗するとその教科書を出版する会社がもたないということを聞いております。そういうわけで沖繩の教科書はどういうルートから入つてるかという問題。ということは子供におよぼす教科書の内容は将来どういう人間を作るかという原因になるからでありますたとえて申し上げますと、５．６年前に〝夏の子供〟という本を読んだのですが、その本に一等に当選した作文がありました。どういうことを書いてあるかといいまますと〝犬の死〟という題なんです。　犬が６匹子供を生みました。２匹は死にました。４匹は残りました。　これは算出の方法においては正しい。このあとがいけないんです。　妹とともにその２匹を捨てて来ました。　女の子に対する情操教育ですね。穴を堀つて菊の花をさすという合掌の情操教育。

もう一つは、　先生が写真を見せてくれるといいました。その翌日行つたら見せてくれませんでした。翌日行つてうんとおこつてやりました。　忘れたからそれをゆるすという教育ではなくて、権利のみを主張し、相手に抗議する教育が知らず知らずのうちに幼児の心に浸透しつつある。これは教科書の選定が重要であります。そこで教科書はどういつたルートで入つて来るかという点について質問いたしたいと思います。




○教育長（譜久山　朝直君）

　教科書がどういうルートで入つてくるかという質問でございますが、現在使用している義務教育における教科書はまず文部省においてこれを検定する権利を持つております。検定の基準はどうかといいますと義務教育の段階において各学年はどのような教材をもつて学習すればいいかというところの大体の指導要領というのができてるわけでございます。　これは民主的に大体営まれるわけでございます。そしてそれを決定したら各民主的な業者はこの一つの基準をとらえましてそれによつて教材の配列を各会社が計画いたします。その場合専門家が加わつて原稿を作ります。それができましたら文部省に提出します。それを文部省の役人は指導要領にこれがちやんと則つて編纂されているかどうかということを検討して、いわゆる合格、不合格というのが出てまいります。その前に一言過去のことを申し上げますと、国定教科書というのがございまして国がこの本一本を使うといつたことでした。現在は各会社が作りまして一応これでよろしいかといつてその中から検定されます。

その検定をされる場合に巾が広く、冊数が多いのですが、これが各教育委員会に流れて来ます。沖繩にももちろん来ますが国語の本でも幾種類もございます。そこでこの教科書を使つたほうがいいということで民主的な形で大体三つ選ばれます。この際現場の教師、専門家を入れて三つ選びましたらこれを教育委員会に参考案として出します。教育委員会はその三つのうちから一つを選定するということになります。ここで一つ沖繩の特殊事情といたしましてはほとんどが教科書は統一されております。一つにしぼられております。本土においてはこの委員会ではＡの教科書を、この委員会ではＢという教科書を、この委員会ではＣという教科書というふうに取ります。そうするとＡの委員会からＢの委員会のほうに転校した子供はたちまちかえなければなりません。しかし、沖繩にはＬＣの問題とか、あるいは北部から那覇に転入しても教科書をつかえるというようないろいろな特殊事情がございまして、全県的に一つの教科書に統一されているのが事実でございます。そういうふうにしてわれわれの学習に入つて来るわけでございます。現在はご存知のように日政の全額補助によりまして無償の貸与ということになついるわけでございます。それから道徳教育についてでございますが、権利を主張して余り義務を履行しないのが現在の姿ということでございましたが、われわれも現場において権利と義務の関係を取り扱うように努力しております。




○宮良　永昌君

　教職員会の動きが１１月の選挙を前にしまして大きく胎動しているということは新聞でおわかりと思います。その場合に厳正中立であるべき教職員が特定の人を担ぎ出して運動をするという形は正しいかどうか。教育長にお聞きしたいと思います。それに対してブレーキがないにしても自由だから仕方がないという気持ちで見ていられるかどうか。




○教育長（譜久山　朝直君）

　これは大へんむつかしい問題でございまして私も新聞紙上等で散見いたしております。まだ具体的にどうという問題をつかんでおりませんので、今すぐどう対処するということはできませんが教育者は公的な職責上やつぱり厳正中立な態度を持つということはいつの世でも変わりないと思います。要するに教育者という立場をもつて政治活動をするということは現にいましめられております。しかし、教育者も一個の市民でありますし、一応はりつぱに政治的な面の権利の行使も認められておりますのでその権利の行使にあたつてはよく理解してゆきたいということは常々思つております。これはよく教師の良識をもつて物事を判断して誤りのないようにして欲しいということであります。






○平良　亀助君

　本員は区画整理事業、埋立事業、交通行政の３点について質問をいたします。まず最初に区画整理事業についてでございますが、次年度の区画整理の予算が微々たる額も計上されてない、われわれは３年前から小祿袋廻原の５万坪の区画整理事業を陳情いたしまして、これに関して当局の関係部課長と説明会を持つたのであります。そして早目にやらせてくれということですが３年余を経過してもいまだに何の進展もみないということについて、当局はこの事業に対してどう考えているか。区画整理事業に対して地域住民が反対するところは警察官を動員してやろうとい意気込みなのに、やつてくれというところはそのままほつたらかすようなことではまことに心細い感じを受けるわけでございます。できないところはほつておいて、できるところは手本に早目にやつてもらいたいと思います。そうすれば左よりのところでもぜひやつてくれということでスムーズにゆくんではないかと私は考えております。一体区画整理事業について当局は今後どういうふうに進めてゆくのか、これが１点でございます。次に埋立事業についてでございますが、去年６月議会において漫湖の埋立てについて議決になりましたが、１年経過してもまだこれの見通しもないわけでございます。これに対してどういう考え方をもつているかということです。ご承知のとおり小祿団地にはたくさんの住民が入りこんでおりますので学校問題は大いに支障を来たしております。この埋立を完成し適当な農耕地と交換しない限り学校問題は進展しないことは明らかでございます。そういうことで小祿高校ＰＴＡ会長、後援会長、校長が先頭になつて市長に折衝したこともあります。この埋立てが実現しないと小祿高校も行詰つてしまい支障を来たします。さらに豊見城境界まで埋立てているという説明がありましたが、他市町村の埋立てまで可能かとただしたときに大丈夫だという答弁がありましたが、本員が思うには私が豊見城の出身であつたら自分の区域に那覇市の埋立てをさせるということは不可能だと思います。

これは政府の指導によつて豊見城境界は豊見城がやるということにならない限りこの問題の実現は不可能だと思います。次に交通行政についてでございますがご承知のとおり那覇市の交通麻痺は申し上げるまでもないと思います。

これを緩和するにはバイパス線以外はないと思いますし、４，５年前から声をからしてこの問題について叫び続けております。那覇市がやるべきであつたが政府がやるということになつて安里以北から浦添の伊租部落までを現在やつておりますが、政府としてもなれない仕事のために相当の期間をかけてやるのではないかと思うわけでございます。しかし安里以南については見通しがつかないと思います。ですから政府との話し合いで諸経費を政府が出すことにより市がこれを施行すればお互い競争という形で早くこれが完成を見、交通問題がスムーズに片付くのではないかと思います。加えて下水道工事のために道路が悪くなりこの工事がすまない限りタール舗装もできないと思いますが、先にバイパス線さえやつてもらえれば交通問題が緩和されることは明らかであります。これに対して当局はどのように考えておられるかご説明願います。






○建設部長（花城　直政君）

　お答えいたします。第１点の小祿袋廻原の区画整理について３年前から計画されてまだ事業に着手してない、しかも今回は予算も計上されてないということでありますが、これにつきましては６７年に調査費を市の経費によつて計上いたしまして一応の計画は全部完了いたしまして６８年から事業に入る予定でございましたがいろいろな都合でできなかつたわけでございます。

６９年こそ事業をしようということで琉球政府とも話し合いまして予算の補助がもらえるように折衝したわけでございますが、政府の財源の都合上どうしても本年度はできないということでありましたので復活要求までやりましたが財源の都合上６９年度の那覇市の予算にも計上ができなかつたわけでございます。その件につきましては袋廻原の地主の皆さんにお詫び申し上げます。

これをどういうふうにやつていくかということでございますが、私たちとしましては地主が非常に協力的で早くやつてくれというようなご意向がありますので。しかも漫湖の整備とも関連いたしまして住宅難でございますので宅地を早く造成しておかないというと那覇市の住宅造成上具合が悪いのでこの地域を早く整備してゆきたいと考えております。しかし予算がありませんので代替地制度を取りまして代替地を担保にして銀行から借入れをして６９年度は一応事業の着手をするようなことを考えておるわけでございます。これは銀行との交渉の結果何月に提案できるかわかりませんが早急に銀行と話し合いをいたしまして起債が可能であれば９月の定例会においてでも提案したいというふうに考えております。そして７０年度からは政府も補助をつけるということをはつきり申しておりますのでこういう事業計画をたてまして認可申請をして事業を着手してゆきたいと考えております。それから２番目の漫湖の計画でございますが、ご指摘のとおり去年の６月議会において議決になりまして１１月の２７日に埋立申請をやつておりますが、この当時の模様を申し上げますとこの埋立整備計画につきましては政府のほうでもこの計画でやつてゆくんだというような政府の政策として決定されております。そういうことから考えますとこの事業はどうしてもやらなければいけない。

それではどこにさせるかということになるわけですが、今までの政府との話し合いでは一つの企業者にさせるのが当然だ、たとえば那覇市と豊見城村にまたがつてるが、豊見城村だけにさせるのは具合が悪いし、そうかといつて分けるのは具合が悪い。やはり一環としてさせなければいけないから那覇市のほうが有利だろうという見解をもつております。そういうことで免許は早く下りるものと期得しておりましたが政府が内々豊見城村と話し合いした結果なかなか承諾が得られないということであります。そういうことで今まで延び延びになつておるわけでございます。もう一つの理由は、豊見城高校の運動場が狭いからこの埋立地を割合してくれということでしたが文教局との調整がつかなかつたということで埋立免許のほうがのびのびになつております。２，３日前に政府に行きましてこのことをただしましたら、すでに豊見城村のほうに諮問したということでございますので諮問の結果豊見城村からどういう回答が来るかわかりませんが、その諮問の回答の結果によつて、政府はこの免許を与えるかどうかということはそのときになつて考えるということでありまして、私たちといたしましては那覇市の計画どおりにさせてもらいたいということを要望いたしておりますけれども、この事業は豊見城村と那覇市が分けてやるということは実際上不可能なことになります。それで市に免許がないということになれば都市計画事業として政府にやつてもらうということも可能かと考えます。いずれあの漫湖は整備していかなければならないし、これは政府の政策でもございますので今後強力に折衝して進めてゆきたいというふうに考えております。次に、バイパスの件でございますがこれは内間橋からペリーの境界まで１，７００万ドルの予算ですでに着工しております。内間橋から安里橋の間のインターチエンジは着工し、そのインターチエンジから安里の十字路までの工事も６月一ぱいで着工するというようなことでございます。それから安里から壼川の間この線も６月一ぱいに舗装工事を着工するということになつておりまして、壺川からペリー間の橋を含めたものは６９年度の予算に計上されておるということでございます。この橋の工事については相当量ございますので２か年ぐらいの継続事業になるだろうということであります。この計画でゆきますと７０年には完了するものとわれわれは期待しております。この工事ができることによつて那覇市と結ぶ南部の交通は非常に円滑になつてゆくものと考えております。




○平良　亀助君

　建設部長の説明を聞いてるるわかりますけれども、区画整理事業に対しましては今のところ政府としては寄宮関係の問題で、補助金が出せないというような答弁だと聞いておりますが、できないところはそのままでもいいとしても、できるようなところを何とか政府と話し合いをもちまして、早めにそれを実現しなければ今後の区画整理問題のすべてのところに支障が出てくるんじやないかと、こう考えます。この問題につきましては５万坪で、２，３か年遅れると年間１ドル収入が上がるところだつたら３か年では１５万ドルの地主の欠損ということが、すぐ考えられるわけでございまして、遅れれば遅れるほど大きなマイナスになるということが考えられるので、当局がもう少し積極的に政府との折衝、また銀行との関係で替費地を担保にして、９月議会までにめどをつけたいというようなこともありますが、これもはつきりしたことではないとのことですが、これを努力してできるだけ９月議会に実現をみてもらわなければ、私たちももうそのまま当局を信頼するわけにはいかないと考えております。この問題は以上でございます。

次ぎに、埋立事業の件ですが、これは議決してから１か年有余も放つたらかされたということに対して、もう少く早くからこの問題に取つ組んでやつてもらえば、さつき申し上げましたとおり、他市町村の境界は他市町村にやつてくれというようなことはないと思います。一か所には政府がやらせないといつたつて、あちらの地域側が反対すればどうしようもないと本員は考えるわけですが、これを政府の指導によつて、隣村の豊見城と話し合つて一日も早く実現するようなことを考えてもらわぬと、遅れれば遅れるほど大変な問題になりはせぬかと思うわけでございます。その問題に対しては、一応の何とかいい方法ができるような答弁をお願いします。




○建設部長（花城　直政君）

　漫湖の埋め立てにつきましては、今後強力に折衝いたしますけれども、結局豊見城村側に政府が今諮問をいたしておりますので、豊見城村の意向によつて政府は態度を決めると思いますが、豊見城村とも十分話をつけて、これが円満に那覇市の埋立事業として認可になるように強力に折衝を進めていきたいと考えております。




○平良　亀助君

　政府が豊見城に諮問を出してあるということで、それまちというよりもできるだけ積極的に那覇市のほうから政府にもまた横の連絡としては豊見城のほうにもとつてもらつて、早めにこれを実現してもらうよう要望いたします。なおバイパスの路線の件でございますが、先ほどは次年度予算に橋の予算までとられておるというように聞いておりますが、そのとおりですか、はつきりしておりますね。




○建設部長（花城　直政君）

　これは局長にお尋ねした結果でございますので、間違いないと思います。６９年度の予算に計上してあるということでございます。この橋の工事は２か年ぐらいの継続事業になるだろうということで、７０年度までは完了するということでございます。




○平良　亀助君

　６９年と申しますと、今度の新年度予算に盛られているということでしようか。




○建設部長（花城　直政君）

　６９年度の予算に盛られておるということです。




○平良　亀助君

　間違いないですね。




○建設部長（花城　直政君）

　局長がそういうことを言われております。




○平良　亀助君

　そうすると那覇市がやらぬでも政府が完全に、新年度からすぐ着工できるというように受けとつてよろしゆうございますね。




○建設部長（花城　直政君）

　そうでございます。






○赤嶺　慎英君

　時間の都合で自席から発言させていただきます。　本員は都市計画事業について３つ、水道事業について一つお尋ねしたいと思います。

都市計画事業につきましては那覇市の財政の関係で、一例を申し上げますと用途面におきましては公園地域を指定したにもかかわりませず、長い間個人有地を、いつ完成するかわからないところの公園計画に対して、ただ放つておかれておるような現状が続いております。この問題は法律上、万一個人が主張してきた場合は市の都市計画にも大きい支障をきたす問題であります。一体この個人有地の問題は法律的にどういう権利が履行できるのか都市計画法と関連してご説明を望みたいと思います。　２番目の道路計画、都市計画で何メートルの道路としてあるが、しかしながら実情は何メートルないために、そこに建築許可申請をした場合に何メートル内でないと建築許可はできないというような実情があります。いわゆる個人の所有権をフルに使用することができない。都市計画に沿つて地主の意思のまま使えないところがある。そういうものはいつか都市計画の線に沿つて道路を開設するであろうが、一体いつまでそれを法律上自分の意思によつて使用できるのか、都市計画ができるまでは何十年もそのまま個人が使用することはできないのかどうか。

３番目にペリーと田原線の舗装工事の問題ですが、本員のみるところでは、常に政府に該道路の舗装申請をしてあるというふうに承つております。ところが未だにその実現のめどがつかないということは、非常に遺憾に思いまして質問をするわけでございますが、本員のみるところでは該道路はバス路線であり交通量からみまして相当に重要な道路と考えております。さらに交通量が頻繁であるがゆえに舗装されておらぬため、那覇市の予算を喰いつぶす道路であるというふうに本員はみておる。それが未だに舗装の日の目を見ないというのは一体どういうところに隘路があるか。本員の考えるところではいいかげんにしておいてもいい道路であるかどうかということを簡単にご答弁を望みたいと思います。水道事業につきましては、これは那覇棧橋前となつておりますが、ペリーの十字路でございます。棧橋入口から那覇飛行場へ行く道路の左側は簡易水道施設はされておりますが、水が出ない。これはどうしてくれるかということが私の耳に入つたのでお尋ねしておるわけでございますが、早速当局に行きましてお尋ねしましたら、山下地区の区画整理事業を待つているんだ、ということでございます。これは非常にけつこうであると思いますが、今日までの仕事はきよう舗装したかと思えば１，２か月の間に堀り起こして水道工事をすることもある。これは横の連絡の疎漏、これは人間のすることであるので否めないのですが、山下地区の区画整理事業が完遂するまで、この地域だけ簡易に水道施設をやつて、不便をかこつてもらうつもりであるか。以上４点をお尋ねいたしますので簡単にご答弁を望みます。






○建設部長（花城　直政君）

　第１点の公園用地内の建築制限について法的にどうであるかということでございますが、那覇市の公園は全部で３５か所と決定されておりまして、面積にして５６７，１３３平方メートル（５６ヘクタール）でございますが、この中に国有地、県有地、市有地、私有地その他というふうに内訳けしますというと国有地が４９，７１６平方メートル、県有地が６１，７７８平方メートル、市有地が１９４，８３８平方メートル、私有地が１５７，０２５平方メートル、これが全体の約３０％になつておりまして、その他は字有地だとか、公有水面を含めますと、１０３，７７６平方メートルとなつております。その中に建物があつたり墓があつたりしているわけでございます。そこでこの中の建築制限につきましては、都市計画法第１２条、それから施行規則の第９条によつて建築が制限されると同時に、さらに建築基準法でも制限されているわけであります。これは憲法でも認められておることでございまして、建築制限は違法じやないわけでございます。公園事業がなされておらないでも、その土地が公園の中にあつて現在道路に面していなければ全然建物ができないわけでございます。

それから政府の公園に対する建築制限の規則ができております。つまり建築制限の許可基準というのが公布されておりますが、この条文におきましても公園の中の建物は住居地域内で認められるような建物しかできないということであります。ここに工場をつくつたり、ホテルをつくつたり、そういう住居地域では認められないような建物はできないというようになつておる。

さらに建物の構造でございますが、建物は２階以下であつて、しかも地下室を有しないもの、こういう建物しかできない、また構造上としては容易にこの建物が移転できるようなもので、木造、鉄骨造、礎石造ということで簡単に取りこわし、移転ができるようなものでなければつくることはできないということでございます。こういうわけで制限はされておりまして、その制限内のものであればつくらしているわけでございまして、全然つくらさないということじやなくして、制限をしてつくらすということでございます。このことは公園事業が起こされたときに、この公園事業が支障なく進められるための制限でございますので、憲法でも認められておるところでございます。次ぎに都市計画道路用地内の建築制限も同じように、これは建築基準法の４０条第２項でもつて、容易に移転ができるようなものは作らす、ところが恒久建物、鉄筋コンクリート造、こういうものは認められない。やはり公園用用地の中で制限があると同じような種類の建物しかできないというようなことでございます。それから建築基準法の３８条によつて、２年以内にこの道路はつくるんだというような告示を市や特定行政庁が意思表示をした道路については、すでにもうできた道路というふうにみなされて、どんな建物もできないというようになつているわけでございます。

３番目のペリー、田原線のアスフアルト舗装工事のことについてでございますが、これは再三政府のほうに補助要請をいたしておりますけれども、政府の考え方が変わりまして都市計画事業というように事業をしている場合は、その都市計画の決定に従つて巾員拡張工事と一緒にやらなければ補助をつけないというようになつておりまして、現在道路の舗装だけは都市計画事業とはみなさないというようなことで補助がついていないわけでございます。それで道路の維持面については、結局土木部のほうで支障のないようにしていかなければならないと考えております。それで都市計画事業としてはこれは拡張しなければいかぬので、また相当の交通量もありますので、十分検討した上でなければこれは都市計画事業としてはむつかしいんじやないかと思います。






○水道局長（玉城　定仁君）

　那覇棧橋前から那覇飛行場に伺つて左側の地域の水の出が悪く、なぜ不自由しなければならないかというご質問に対してお答えいたします。将来に備えまして山下地区区画整理と同時にあの一帯の配管綱を整備する予定でございますが、ご質問は、水の出が悪く、非常に不自由しておるというようなことでございますが、水道局のほうでは、その地域の水の出が悪い、ということは聞いたことがないのであります。

ただし個々によつて１，２か所工事の設備によつてそういう不良地域があるかもしれません。その点どこのどなたの水道施設だというような点がおわかりでございましたら、早速調査してその改善をはかりたいと考えております。




○赤嶺　慎英君

　よくその点は了解しておりますのであとで、本人に水道局と折衝させます。

先ほどの法律上の問題でございますが、個人の所有権との問題は何も違法じやないという当局の見解でありますし、ちやんと記録に載ると思いますのでやめます。

その次ぎにお尋ねしたいのは無制限にいつまでもそれができるかどうかということをお尋ねしたいと思います。道路の問題にしましても１問、２問にしても同じでございます。基準法と民法と都計法と関連させて、個人の所有権がいつまでも制限ができるかどうか、この点をお尋ねいたします。




○建設部長（花城　直政君）

　お答えします。この公園にしても道路にしてもその事業がなされるまでは制限できるものと考えております。






○真栄城　嘉園君

　本員は先きに通告いたしましたとおり、下水道問題、それから１号線についての問題について、この２点について若干の質問をいたします。

まず第１点の下水道工事の諸問題でございますが、ご承知のとおり下水道工事によつて市民に多大の迷惑をかけております。私がお聞きしたい第１点は下水道工事に伴う被害、あるいはその補償の問題についてでございますが、なるほど軍から９０％、市が１０％の対応費をもつて下水道工事が進められておりますけれども、工事を進める場合においては予期しない被害が出て補償しなければならない問題が出てくるんじやなかろうかというふうに考えます。たとえば安謝の井戸水が渇れた問題が出ておりますし、旧市内においては玄関の踏み台の石がわれたり、家が傾むいてしまうというような予期しない被害を市民に与える。そういつたことに対する補償の問題は、今後都心部になるに従つてだんだん大きくなつてくるというふうに考えられますが、その下水道の工事による被害に対する補償の問題、これは今後工事費だけを軍が持つ、あるいは工事費だけを予算に組むのか、補償費はどのようになつているか。これからの工事には当然補償費も予想されるので、補償費の額もそれ相当に計上されなければならない問題だというふうに考えますが、今後どのようになつていくかお尋ねいたします。

それと関連いたしまして、沖映通りの問題を質問いたします。去つた３月議会におきましても問題になりましたが沖映通り会から補償費３８万ドルの要求が出され、議会においても善処するということで、６９年度の予算においては８７，０００ドルの予算が計上され８３，０００ドルが補償費となつて現われておりますけれども８３，０００ドルについては通り会と十分な話し合いの上で計上されたかどうか、それとこの８３，０００ドルの根拠についてもご説明を願います。それから現在の沖映通りはむつみ橋から美栄橋間のその下流のほうの工事は今後どのようになつていくか。また現在の沖映通りの方法でもつて、１号線まで突つ切つていくのか。この面についてもご説明を願いたいと思います。昨日の施政方針の質疑の中でも土木部長は今年の１２月ごろから使用できるんじやなかろうかというような答弁があつたというように記憶しておりますが、現在建築をする場合、水洗便所がやはり問題になつてくるんじやないかというふうに考えますが、水洗便所をつくる場合の基準が変わりまして、相当の経費がつき約２倍～３倍の経費を必要とする。大きくしなければならないというふうなことを聞いておりますが、この点についてもご説明を願いたいと思います。

次ぎは１号線についての諸問題でございますが、コザと那覇の軍道路を見ました場合に、コザのほうは、向うは７号線ですか、それに沿つて歩道ができ並木があり、街灯もついていてやはり都市らしい形体をもつております。しかし那覇の都心部を走る１号線については全く何もない、つまり歩道もなければ街路樹もない、おまけに街灯はもちろんないのであります。この１号線に沿つた向う側の歩道の分については、やはり旧市内の地主の３割の提供によつて歩道ができるようになつていたはずであります。それがいつのまにか両側がアスフアルトとして商店街によつて埋められてしまつた。那覇市においては市民が道路工事をしたばつかりに市の土木から苦情が出たということが新聞にございましたけれども、あの１号線と商店街の間の舗装は市が許可したのかどうか。歩道はつくらぬのかどうか。現在では軒下から相手の軒下まで１号線のような形になつている。人が歩けるような状態ではない。おまけに駐車場と化しており並木を植えるところもなく非常に殺伐とした那覇市内となつております。市長は木麻黄を切り倒したときに木麻黄よりもつといい木を植えるということを本会議で答弁されておりましたがその面についてはどのようになつてるか。歩道がなければ全然人が歩けない。特に晩などは雨が降ると自動車がごつたがえしで歩くことすらできない。そういつた１号線の歩行者の問題をどのように考えておられるかお尋ねしたい。それから潮渡橋の件でございますが本員は再三にわたり湖渡橋の件を本会議で質問いたしました。昨年は１号線のかさ上げ工事が始まるのでそのときに開通できるという答弁がありましたが、１号線のかさ上げがすんでも潮渡橋は開通されてない。これから夏に向かい、向こうはちり捨場となり蚊の発生源となり、ミートヂー方面は悪臭ふんぷんとなります。地域住民はもはや那覇市に苦情をいう勇気すら持ち合わせてない、あきらめております。その潮渡橋を開通し、護岸を作りきれいな水を流しそこに街路樹を植えるならばもつとりつぱな街ができるはずでありますがその点について当局の説明を願います。






○土木部長（金城　秀仁君）

　お答えいたします。下水道工事によつて市民に多大な損害を与えておるが今後さらに工事が都心部に入つた場合ますます被害を受けることになるがそれについては今後どのような方針があるかということでございますが、確かにご指摘のとおり現在まで市民に多大な損害を与え迷惑をかけておりますが今後はできるだけ市民にご迷惑をかけないように、まず施行する場合に機械作業においても塀をこわしたり、あるいは建物に皹が入らないように十分注意したいと思います。なお細部街路に入つた場合にはできるだけ手掘りでやつて周囲の塀や建物にも被害を与えないようにいろいろと努力したいと思います。もし塀が壊われたり、建物に損害を与えたりした場合にはこれを補償するようにし、設計の段階において十分に検討を加えましてそういう補償もしたいとかように考えております。この点につきましては政府と十分話し合いをいたしまして今後は設計に盛り込むという方針が大体決まつております。それから１号線についてでございますが、確かにご指摘のとおりに街路樹もなければ歩道もはつきりしておりません。１号線は車道が１８メートル、さらに両サイドに９メートルの歩道がついております。一部はガツターがついて歩道と車道がはつきりしておりますが、泊港の付近あるいは中央相互から泊高橋にかけてその一帯はガツターがついてないために歩道と車道の区別がつきません。今後はどうしてもガードレールをつけるなり、あるいはガツターをつけて歩道と車道を明確にしたいと考えております。なお、１号線の商店街の歩道を舗装しておるがこれは市が許可したのかということでございますが、道路占用許可願いを出させまして、こちらの条件をつけて一応付近の商店街に舗装させております。それから潮渡橋の件でございますが、この件につきましては去年民政府のほうからできる限り６８年度の予算に計上して早く施行するということでありましたがまだ何ともございません。それでその後、常に民政府と話し合いましてできるだけ早くしてもらうように今交渉を進めております。






○建設部長（花城　直政君）

　沖映通りの補償の問題についてお答えいたします。沖映通りから陳情されております。金額は約３８ドルの要求でいろいろ検討いたしました結果市といたしましたは陳情者のいうとおりの補償はできないという結論に達したのであります。その理由と申しますのはこの道路工事をやるときに、通り会との間でいろいろ取り決めをするときに〝補償は要求しない〟というようなことでございましたのでこの陳情どおりの補償はしないということであります。また道路工事というものはあくまでも公益を優先するという考え方に立ちまして、陳情者は工事中の１１カ月間の生活補償を要求しておりますが、こういうことになると公益事業は全然できないということになるわけでございますので補償はできないということでございます。これはやはり受忍すべき事項であるという考えであります。この道路工事が完成した暁には、両側の住民の建物が十分使えないというような状態に対しては道路法第６１条第１項によつてやつてやるべきだという見解に立ちまして今度予算に計上したわけでございます。これはどの程度のことをやるかといいますと、この建物が使えるような状態に改良してゆくということでございます。だからしてこの建物は個々により、用途によつて全部違うわけでありまして、この予算が通り次第実態調査をいたしまして実際に設計をいたしまして、そして関係者と協議してそれが整つた事項について仕事をするというふうにしたいと思つております。そしてこの建物の改良期間中の損失補償でありますがこれは建物を改造するときに、たとえば動産を移転しなければならないとか、ほかのうちに間借りしなければならんというような場合、また営業しているものが営業ができない場合にはそういつた損失補償をやるということでございます。それで建物は全部違つておりますので受忍すべき事項と、そうでない事項とに分けて、受忍すべき事項については補償しない。たとえば、道路の高さと敷地の高さが２５センチ以内、８寸以内の高低である場合には受忍すべき事項とみなしてその建物の補償は考えない。しかしそれ以上の場合はその建物の状況に応じて建物の改造をしてゆくということでございます。それからガツターと建物の距離が１メートル以上である場合、道路との高さが５０センチ以内のものは受忍すべき事項であるということでこれも補償の対象にならない。高低差が５０センチ以上で１メートル以内の建物が接近しておればその建物の状況によつて改良するようにしたいと思つております。こういうわけでこのたびの予算は建物の改修工事として３２，８３０ドル、道路奥のほうの建物の通路が今まであつたけれども、それがなくなつたということで出入りができるような道路整備費として４１０ドル、それから先ほど申し上げましたこの建物の改造期間中における損失補償これが約５０，０００ドル、　合計８３，２４０ドルがなり次第、個々に詳細の調査いたしまして協議の上施行してゆきたいというふうに考えております。






○経済民生部長（慶佐次　盛宏君）

　１号線の街路樹は先の道路改修のときに一応撤去いたしましたが、その後その補植についていろいろ検討しました結果、前は歩道と車道の境界線に植えてありましたが交通上、車の見通しとかそういつた問題がありまして境界線は具合が悪いということで河川の側に今移してあります。ただ河川のないところ、いわゆる商工会議所あたりから高橋までの間ですが、これは従来通り歩道と車道との境界に植えるかどうかということを検討中でありまして、今先ご説明のありましたとおり境界がないところもありますので検討の上補植するかどうかしたいと思います。




○真栄城　嘉園君

　もう１点残つております。建築許可を与える場合の水洗便所のことです。




○建設部長（花城　直政君）

　下水道工事が完了いたしまして、使用開始の日が告示されますので告示されたあとは水洗便所を作らなければ建築確認はできないのであります。それで今後の建築については市民の方にも十分周知させなければいけないというふうに考えております。そして現在すでに施設されてしかも住んでおる人、これは台所の水、便所排水の水は必らず連絡しなければならないというふうに下水道法で義務付けられております。この件については土木部長のほうが担当でありますが、ただ使用開始後の建物の建築確認は水洗便所の設計がなければ建築確認できないようになつております。




○真栄城　嘉園君

　私が質問しているのは、建築許可をもらう場合に水洗便所の構造が入つております。従来の基準をかえたので２倍も３倍も高くつくようになつているというふうに聞いているのですが。




○建設部長（花城　直政君）

　民間で簡易浄化槽を作つて売り出していますが必ずしもこれを使えということじやありません。これも建築基準法でいう浄化槽とみなして許可するということであります。




○真栄城　嘉園君

　従来までは浄化槽はこれだけでもよかつたけれども、今度出てくる建築許可には基準法が厳しくなつて経費がかさむということであります。




○建設部長（花城　直政君）

　ちよつとお伺いいたします。これからの建築は水洗便所を作るときに経費がかさむということですか。




○真栄城　嘉園君

　基準はかわつてませんか。




○建設部長（花城　直政君）

　変わつておりません。

（「変わつてますよ」というものあり）




○建設部長（花城　直政君）

　浄化槽を作るときはこの程度のものでなければならないということであつて、水洗便所を作りなさいということはどこにもありません。




○真栄城　嘉園君

　従来まではそれでよかつたが、これからはこうしなさいということで基準が変わつてるでしよう。




○建設部長（花城　直政君）

　ちよつと待つて下さい。




○議長（高良　一君）

　別のものをやつて下さい。




○真栄城　嘉園君

　質問を続けます。１号線の歩道と車道との区別がつかない。ですからそこはガードレールをつけて交通の安全を図る、それから１号線と商店に面したところについては市が許可を与えたということですが、私が要望したいことは国際通り並みにりつぱな歩道をつけてもらいたいということでございます。その点についてはまだ計画はないんですか。




○土木部長（金城　秀仁君）

　お答えいたします。１号線を国際通り並みにりつぱな歩道をつけてくれということでございますが、これは民政府のほうで１号線を６車線にするという検討を進めております。これがまだはつきりいたしませんし、その検討が完了いたしましたら６車線にそうように歩道を９メートルからいくらか縮めまして、なお現在のままでありましたらそのままで歩道を付けたいと思います。ただいま１号線に横断歩道橋がありますが、これも６車線になつても支障のないような方法で一応考慮しております。




○真栄城　嘉園君

　現在４車線でございますね。６車線になる場合、１号線の巾の広くなるその部分については那覇市の土地を提供するという考え方でございますか。




○土木部長（金城　秀仁君）

　お答えいたします。１号線を将来６車線にするということは決定いたしませんが、交通量が激しいのでそれを６車線にするということであります。それが決定しない以前に車道を付けるということは問題があります。これが決定次第ガードレールなり車道をつけたいと思います。




○真栄城　嘉園君

　潮渡橋の件でございますが、昨年はできるといい、かさ上げのときにやりますとはつきり答弁しながらできなかつた。ただいまのこ答弁では来年予算に組むということですが軍と何回程話し合つたか。






○第二助役（新垣　義徳君）

　お答え申し上げます。潮渡橋の交通の件につきましては議会のあるたびにご指摘を受けております。軍のほうから６８会計年度に予算がゆるせば施行するという文書が来ましたので早速民政府に行きまして、予算がゆるせばできるということだが、これはできるということなのか、あるいはできないということなのか問いただしましたら、〝予算計上するということであれば了解できるんじやないか〟　ということでありましたので一応引き下がつてまいつたわけでございます。しかし、そういう文書をもらいましても６８会計年度に着工の目途はまだついておりません。それで数日前公益事業局長にお会いしましてその件について聞いたわけであります。その話の中で、〝従来何回となく折衝して来た。それに衛生の面から見てもぜひやらなければならない仕事だ〟　と重ねて申し上げてあります。そこで局長曰く〝市長と弁務官の間で交渉がなされ弁務官のほうから私のほうに早く考えなさいということであるので近々のうちに目途をつけたい〟というユースカーの答弁でございます。




○真栄城　嘉園君

　そうしますと非常に見通しは明るいというふうに了解してもいいですか。




○第二助役（新垣　義徳君）

　その話からすると見通しが明るいと見て差し支えないと思います。




○議長（高良　一君）

　休憩いたしまして午後１時再開いたします。

	（午後１２時２５分　休憩）

	（午後　１時０５分　再開）




○議長（高良　一君）

　休憩前に引き続き会議を開きます。




○建設部長（花城　直政君）

　お答えします。し尿浄化槽の構造基準が変わつておりますが、これは今までのし尿浄化槽の大きさの算定は、だいたい家族数を押えたわけでございますけれども、今度はその建物床面積による基準がありまして、その基準によつて人間を算定していくということで、その算定された人数に応ずる浄化槽をつくらなければならないということになつておるわけでございまして、今までの算定よりも大きくなつたことは事実でございます。そういうわけでこれはやはりわれわれ住民の生活環境を良くしていくようなことから、基準が決められておるわけでございまして、やはりそういう具合にしていつてお互い周囲にも迷惑にならないように、お互い住生活を快適にしなければならないということでこうなつておりますのでご了承願います。




○土木部長（金城　秀仁君）

　先ほど１点漏れておりましたのでお答えいたします。美栄橋～若狭間の道路は巾員１１メートル、延長６２８メーター、予算額におきまして５２，８２８ドルが６９年度の予算に盛られております。




○真栄城　嘉園君

　ただいまし尿浄化槽の点について建設部長から答弁がございましたけれども、それについては公報５６号に載つておりますが、ただ本員が奇異に感ずることは、１２月から下水道が使用できるということになりながら、基準を変えて市民に多額の出費をさせるというようなことに問題があるというふうに考えます。１２月からできると土木部長は答弁しております。それにもかかわらず基準を変えて２倍、３倍のし尿浄化槽をつくらなければならないとことに問題がある。この辺はどのように考えますか。




○建設部長（花城　直政君）

　お答えいたします。なるほどご指摘のとおり下水道の使用開始がこの１１月ごろというように推定されておるのに、わずか１か年ぐらいでつくつたものが無用の長物になるということで、非常に矛盾することになるかと思いますけれども、この建築基準法は現在の下水道区域だけの問題じやなくして、那覇市全域の問題でございます。下水道工事がされておるのは市域の約１０％ぐらいというふうに私は考えておりますが、わずか１０％のためにこういつた環境衛生のためにおろそかにするということは、また困つた問題でございますので、残る地域のことも考えなければならないのでそういうふうにしたわけでございます。ただし下水道工事が施行され、すぐ使用開始のできるようなところは、じやどうするか、ということでございますが、これはもう一ぺん検討させていただきます。




○真栄城　嘉園君

　時間がございませんのであと１点質問いたします。沖映通りの問題はあとの議員の方々、あるいは委員会で明らかになつてくるかと思いますので、沖映通りの問題について１点だけ質問いたします。

この恒久建物についての補償費は現在の８３，０００ドルの補償費の中に入つておりますか。恒久建物についてはどのようになつておりますか。その１点だけ質問をいたしまして質問を終わります。




○建設部長（花城　直政君）

　お答えします。これは私が先ほど申し上げましたように受忍事項であるかどうかということによつて決まるわけでございまして、道路との高さが２５センチ以内であれば、これは受忍事項だから補償しない。ただし２５センチ以上であればこれは受忍事項として当然入るわけでございます。また高さが５０センチ以上で、また建物と道路との間隔が１メートル以内ということであれば、建物の状態が悪いということであれば恒久建物でもこれは考えなければならないというふうに考えております。






○椿　秀義君

　衛生面と水道の面について質問します。　最近国場川の周辺が戸も開けておれないぐらい臭い、以前に、国場川に置かれておるところの貯溜槽の下のほうに穴を開けて、そして川にし尿を流しておつたので、そのことを指摘して一応穴はふさがつたようですけれども、最近また国場川にし尿が投棄されておる、このことについて市の職員から業者に注意をしたら「何を言うか」と反抗して手がつけられない。こういう状態のもとに毎日国場川にし尿が投棄されて周囲の住民が迷惑しておる。このことについて当局はその実情を知つておるかどうか。それに対する処置はどのように講じられておるか。

次ぎに壼屋の幸楽裏、二中前の奥のほう、松尾消防の裏のほう、壼屋クラブ地帯、この地域は道が狭くて汲み取り業者が入れない、このことについては以前においても当局に処置方を促がしておりますけれども、その後の処置についてどうなつておるか。またその道が狭いが、もしその周辺に火事が起きたならばその地域は消防車も入れないし、その地域の人々は焼けるのをただ手を拱いて待つ以外にない、これについて消防長はどのような措置、計画、また考えをもつておられるか。

この次ぎに衛生面についての問題は昨日の施政方針演説の中でも質問がされておりましたが、特に衛生面にたずさわる職員が乱れきつておる。このことについて経民部長に話しましたら“もうこのようにマンモス化してきたならば人間の能力は、これ以上は働かない”このように嘆いております。

そこで市長にお願いしたいことは何百万の資金を投じてコンポスト、またごみ消却炉が建設されてくる。こうなりますと現在のような機構の中では、経民部長が嘆いておるように、“もうこれ以上はできない”ということですがこれ以上できない人に多くの仕事を任しておつたんではますます混乱を起こすばかりだと思うんです。そこで衛生については別に部を設置して、責任者を設けて今まで市民からし尿処理についても、またコンポストの問題についても、またごみ収集車の運転手の質についてのいろいろな苦情が出ておる。そこで専門的に運営をして市民の利益をはかつていくような方法はないものか。この点について質問します。

もう一つ、国場川周辺の真中を通つておる道路は４４号線、これは軍用道路でございます。ところが昨年の１１月ごろ水道局が反対側までは水道施設をやつておりますけれども、向うの道側は道をたつ切らなければならぬから水道の施設はできない、そのために布設ができないんだ、こういう回答をしております。ところが付近の人々は飲み水については金を出して買つてきて、飲料水にしております。この実情についてどういう措置を講じていかれるか。

また現在そのように不自由をかこつておる国場川の周辺の人々に対して、一日も早く水道が布設できて、ほかの市民と同じように水を使用させていただけるように早急な措置を講じてもらいたい。以上の２点について質問します。

あとは答弁によつて自席において質問します。






○経済民生部長（慶佐次　盛宏君）

　お答えします。国場川周辺の不法投棄につきましては、議会のたびごとに指摘されまして、何とも申しわけないと考えておりますが、われわれとしてもできるだけの取締りはやつておりまして、たとえて申しますならば日誌によつてめくりますと、１月から６月まで４，５日おきにいつも時間をきめて巡視をしておりますが、早朝、あるいは夜間の巡視が非常に困難でありまして、多分その時期に投棄しておるんじやないかと見受けますが、時間中の巡視間においては主管課のほうの日誌実績を見まして、まだ摘発されておる業者はおりませんが、見聞するところによりますと名護の世富慶あたりからくる業者があるそうで、４，５日前の新聞にもちよつと記事が載つておりました。そういつたことでこれは十分取締りまして、市民に対しても警告を発しまして、こういつた業者にまどわされないようにということで、重々努力ははらつております。常にそういつたことが起つておりますので、このことについては結局、最終的には先の議会でも申し上げましたように、衛生的に化学的に処理をする終末処理場が完成して、それに投入するほかはないというふうに考えておりますが、その間の取締りについてはわれわれとしてはできるだけの努力ははらつておるわけでございます。なお今後も十分そのことについてやつていくために、先の３月議会での久高議員からの十分なるご注意にも従がいまして、早速業者を呼んで訓戒を発しております。その点ご了承いただきまして、さらに今後努力していきたいというふうに考えております。

それから道路が狭いためにいろんな衛生問題、し尿汲み取りの問題が出ておりますが、この件につきましては以前に、１番議員からのご注意もありまして、早速われわれとしては調査をいたしまして、松尾、壺屋、与儀、古波蔵、二中前、樋川、牧志、宮城原の１０か所にわたる調査いたしまして、世帯数その原因、道が狭い、あるいは下水溝にふたをすれば車両が通れるとか、こういつた原因を調査をしまして、一応土木部のほうにお願いしたわけでございます。土木部のほうとも共同調査の結果、この中の４か所は解決したということを聞いております。結局道路を振張しなければどうにもならぬというのが６カ所、それから下水溝にふたをすればできるというのが４カ所ありまして残りのところは土木のほうでも根本的な問題として道路巾の拡張と地主の協力に問題があるということがありまして現在にいたつております。そういつたことで、できるだけの努力は払らつておりますが、まだ手が及ばぬことを申しわけなく感じております。

それから部の設置につきましては、これはわれわれのほうといたしましても前の機構改革の段階で一応の検討の段階にはのぼつておりましたが、もつと内容を強化していくということで現在にいたつております。これにつきましては今後十分に検討される余地があるんじやないかと、こういうふうに考えております。






○消防長（宮平　栄治君）

　お答えいたします。幸楽裏、二中前、松尾消防出張所の裏、こういう道路は狭隘で消防自動車が入れない、しかも木造家屋密集地域であるが消防体制はどうなつているかというご質問でございますが、万一火災が発生したならば大火になりやすい、しかも道路が狭隘で消防活動が阻害されるという地域におきましては、あらかじめ危険地域に指定いたしまして、そして警防計画をたてて、それを演習で各隊員にいたるまで水利の部署、攻撃の部署、延焼阻止の面を徹底させております。それから市内におきましてはこの３か所だけでなくて、まだほかに１２か所ぐらいございますけれどもが、そういう地域におきましても消防計画をたてまして、そして毎月月末に演習を実施していざという場合に、まどわないような体制をさせております。






○水道局長（玉城　定仁君）

　４４号線の国場部落の十字路付近の住民にも水を与えるよう早急に水道布設をしてもらいたいということでありますが、お答えいたします。国場十字路から与那原に通ずる道路は４４号線で軍道路でございます。さらに十字路から南風原、津嘉山に至る道路が４６号線で政府道路でございます。真和志高校、それから識名、繁多川、上間に通ずるその付近一帯の配管計画をする前に、一応現年度におきまして縦横断の測量委託費を計上してあります。

７０年度においてその付近の配管を行う計画で進めておりますが、十字路付近は最近非常に住宅がふえてまいりましたので、その地域は補正においてでもできるだけ工事を進めていきたいと、こう考えております。なお４４号線道路の占用許可の問題、さらに４６号線の政府道路の占用の問題がございます。両方につきましてはそれぞれ政府に道路占用の申請をしてありますのでその認可次第工事の方法も一応検討してみたいと思います。




○椿　秀義君

　衛生部を設置することについては、市長のご答弁をお願いしたいわけでございます。それでそのことについて、あと３か月間の市長の在職中に必ずこの問題を実現できるような意向があられるかどうか。市長の答弁をお願いします。






○市長（西銘　順治君）

　お答えいたします。衛生課職員のことにつきましていろいろ叱咤激励がありましたが、だんだん仕事の分量がふえてきておりまして、衛生部を新設する必要があるんじやないかというようなことも、機構改革の都度問題が提起されておるわけでございます。一体化施策が本土政府の調査によりまして、行政各面でいろいろ検討しなければならない事態が必ずくるものと考えております。それに応えまして、この衛生部の新設については十分検討したいと考えておりまするし、できないといたしましても部課長を叱咤激励いたしまして、ご指摘になりました点につきましては十分誠意をもつて、その体制強化をはかつていきたい、こういうふうに考えております。




○椿　秀義君

　国場川周辺の水道の問題でございますけれども、政府の許可がおりなければそれまでは現状のままで不自由をさせていいものかと思うわけです。その許可がいつごろになる予定であるのか。また許可が長引くようなことであれば、それまでに付近住民に対する水の供給について、何か方法はないか。その点についてお伺いします。




○水道局長（玉城　定仁君）

　お答えいたします。十字路付近は十字路から真玉橋のほうには両側に配管されております。それから十字路付近で切られておるわけでございますが、そこに適当の暗渠がございます。暗渠があつても道路占用許可を受けなければならない。ことに軍道路においてはそうなつておりますので、早急に占用の認可を受ける努力はいたしますけれども、その認可がなくては工事ができないわけでございます。なおご質問の箇所は、大体南風原方面に至るところの津嘉山部落と那覇との問題でございますが、南部水道はそこまで入つてきておりますので、道路占用の許可を得て工事ができるまでの期間は南部水道のほうの協力を得て、そこまでの臨時的給水方の依頼もやつてみたいと、こう考えております。






○友利　栄吉君

　お伺いいたします。市の公報活動の一環として「市民の友」が印刷配布されております。去る４月ごろ、私はこの「市民の友」が市内のあるくず箱に束になつて捨てられておるという情報を聞いております。その後２回ほどやはり同じような情報が入つております。私はその事を市の担当部長に注意をしました。その後それがどのように手を打たれたのか。そのことについてまだ聞いてないし、この「市民の友」がどのような経路で市民に配布され、さらにそれがどのように確認されておるかということについてお伺いします。第２点は水道料金の徴収と未納の場合の断水処置でございますが、条例には３回未納した場合は断水するとうたわれております。このことは常識的に、たとえば１月、２月、３月とこのように連続３回未納したときに断水されるというふうに解釈しております。しかしながら１月に何かの理由で未納し、２月、３月には徴収され、つまり納め４月にはまた未納になり５月、６月には納め、また８月には未納になる。このように隔月、あるいは２，３月おきに未納になつた場合でも、それを３回の未納としてこれは断水するのか。また先月未納になつた場合に次ぎの月は先月分の料金を徴収するのがあたりまえであるのに、未納のまま次ぎの月のものを徴収しておる、この徴収体制に不備はないのか。なぜそのように市民には非常に不親切な断水処置をとつているのか、このことについてお伺いいたします。

第３点目に、夫婦岩付近は今やごみの集積場になつております。このことについて去年の暮から私は当局に注意を促し清掃するように話して来ましたが清掃車が２台ぐらいやつて来まして持つて行きました。ところがまだ大部分のごみが捨てられております。これではいけないと思つて再三にわたつて関係部課長に連絡をしましたがその後一向に処置がなされてない。あるいは予算がないのか何かの事情かわかりませんが、市民がそれを訴えるときに、できなければできないと事情を説明するのが当り前ではないか。それが６か月も７か月もそのまま放置されているのはどういうわけか。４点目に沖映通り問題についてでございますが、委員会で明らかになりましたのは、市としては着工する前に通り会の代表と数回にわたつて説明会を持つているんだ、といいとおしております。一方通り会のほうでは、〝それは通り会の有志の一部に過ぎない、有志の一部が説明を聞いただけに過ぎない、通り会としては正式に話し合つたことはない。〟　このように平行線をたどつております。そのことについて、市はあくまでも初めつから態度を変えずに〝通り会と話し合いの上でやつた〟　といい続けております。このことに関連して寄宮地区の区画整理問題失敗の要素も考えて見ました。あのときも同じような状態でありました。市当局としては地域住民の了解を得たものとし、それを委員会に報告し、議会の承認を得て着工に踏み切つた。いざ着工するというと多数住民の反対にあつてあの事業は完全に坐折した。そのようなことではこれからの区画整理事業も思いやられるというふうなことでいろいろ意見もいいましたが、最後にいたつて市は“いちいち市民の了解を得る必要はない。法があればできる”　というような態度に変わつて来ております。以上申し上げた点を私が総合して考えることは、市政には市民の声がない。市民不在の市政ではないか、このように考えるものであります。なる程市には山積みした事業がたくさん残こされております。それに莫大な資金が必要なこともわかつております。しかし、その都度予算不足のせいにし、市民に迷惑をかけたことを予算のせいにしておりますが、私が考えるには予算の必要も当然のことながら市民とのつながりがない。市民一人一人に対するあたたかい心づかいがない。政治の底に愛情がないということを痛切に感ずるのであります。きのうの施政方針に対する質疑の中でも出ましたように部長はじめ課長、市職員にやる気がない、仕事に対する情熱がない。コンポストは作つたけれども動いてない。このようにあらゆる面にわたつて市は機構は作つたが底を流れるその仕事をする人間性がない。政治の底に愛情がないということを強く感ずるのであります。以上４点についてご答弁を願います。あとは自席でいたします。






○市長公室長（城田　清才君）

　ただいまの“市民の友”　はいかように配布されておるかということについてお答えいたします。発行部数が約６万部でございます。この配布につきましては、まず自治会長への事務委託による配布と、新聞社の配布機関を利用いたしまして、この２本立ての方法によつてやつております。首里、真和志、小祿地区につきましては自治会の組織率が約６０％以上もありますので自治会による配布を行い、それから本庁地域では自治会の組織率が僅かに　２３．５％の低率でございますために、自治会と新聞社による両方の方法をとつております。自治会による配布が現在のところ３７，０００部、それから新聞社による配布が２３，０００部、計６０，０００部というふうになつております。以上が配布の方法でございます。






○水道局長（玉城　定仁君）

　３回続けて未納したら断水すると聞いているが隔月またはとびとびの月の分の未納でも断水するのか。そのようにしたら市民に迷惑をかけることになるが、月々の順に徴収してもらいたい。というご質問に対してお答えいたします。３回続けではございません。一月分でも２か月目に、いわゆる６月分でしたら７月になつても納めないとき、８月において停水する。３月分、４月分、５月分も納めなかつたということではありません。一か月分でも二か月たつて納めなかつた場合には３か月目には停水するということであります。これは那覇市給水条例の３９条によつて処置されております。






○経済民生部長（慶佐次　盛宏君）

　お答えします。ごみの不法投棄につきましてはわれわれとしては十分注意をして取締りしておりますが、主として共稼ぎの家庭、あるいは収集日に不在であつたというところの世帯が不法投棄をしたり、あるいは養豚業者や廃品業者が自分の目的物と塵も一緒に持つて行つて最後に安謝に捨ててくれればいいんですが、塵だけはその辺に捨ててしまうということがあるのです。いろいろ理由はありますが、場所としては、首里弁が岳の裏、首里観音堂の裏、２号線の久場川の近く真嘉比松島中学の裏、安里日琉館の裏、前島町１丁目の小学校の北側、若狭町の空地の裏、辻町の空地、小祿旧と場の川べりこういつた所があげられております。われわれとしては周期的に廻わつて、もちろんただいまのミートウジイのところもありますが、よく取締つてやつております。結局自治会の協力を得てやつておりますが、その協力もよくやられてるところは暫減しております。ミートウジイのところは仰せのとおりしよつちゆう塵の投棄がありまして、前に１回調べましたところ塵の内容から所在者がわかりまして注意しておきましたら一時ちよつとよくなりましたが、また新らたに出ております。これは若松の国映館の付近の住宅から出たということがわかりましてその付近に注意を払らいまして、言つたら、一時よくなりましたがまた不法投棄が始つております。春の清掃週間のときに１回取つてありますがまた捨ててあります。煎じつめるところ根気勝負であります。捨てる、取る。捨てる、取る。捨てる、取る。結局そうでなければ段々投棄者の居どころをつきとめて話し合いをして、できるだけそうしないように協力を求めてゆくということでありまして、しよつちゆうそこに立つて見張りを続けるわけにはいきませんし、毎日取るということもできませんので、結局われわれの取締りと周辺の協力、あるいは投棄するほう、取締るほうの根気勝負、話し合いということになつてゆきまして、われわれとしては今後ともさらにそういうことで注意したい。特にミイトジー付近は公園地区になっておりますので、さらに調査しまして車両の事情のゆるす限り取つて行きたいと思いますが、捨てておけばどうせ市が取るという習慣をつけるのはいけないんですが、放つておいたら衛生上悪いということで取るわけでございます。その辺の嚙み合せが非常に難しいので、周囲の人々に衛生面の悪影響を与えてもいけませんので収集はいたしますけれども、さらに捨てないように投棄者を追求して話し合いをもつて努力しております。






○建設部長（花城　直政君）

　沖映通りの補償の件についてお答えいたします。通り会と話し合いをしたといつてるが、通り会は正式に呼ばれ話し合いをしたということではない、平行線じやないか、誠意がないということでありますが、私たちは３月の委員会のときにも申し上げましたように、この道路工事を進める前に第１、第２、第３、第４案を出して現在の通り会の方々がお困りにならないような方法を打ち合わせたわけでございます。総会の席上でご説明しておりますのでわれわれとしては通り会ということで正式に話し合いをしたものと考えております。問題はこの陳情者のいわれるような補償をやるかやらないかということでありますが、これは私が午前中に申し上げましたように受忍事項であります。工事をやるからにはいくらかの不便と不自由は忍んでもらわなければならないし、公共事業は私益に優先すべき事項でございます。これはどこの工事でもそうでございまして、家の前に溝を掘られて通りにくい。お客さんも非常に不自由をするのでそういつたもので、こういう補償をせよということはあり得ないのであります。受忍事項でこういうことは補償しない。できたあとの仕末でございます。道路が高くなつたり、建物が実際に使用できないような状態に追い込まれたりしたら道路法第６５条第１項によつて建物が使えるような工事をやつてあげるということでございます。




○友利　栄吉君

　配布の方法なんかは聞かなくてもよろしうございます。そういう事件があるけれどもそれが耳に入つているのか、またどういう処置をしたのかということを聞いております。もう少こししつかり聞いて下さい。水道料金の徴収の問題について一か月でも未納すれば停水できるということも承知しております。１か月未納して次の月に徴収するような方法はまずいのではないか。しかもそれを月を飛んでその月の分を徴収する、それが重つて３回になつたら断水するということはまずいのではないか。連続して、たとえば１月に未納の分は２月に徴収すべきではないかということを聞いているのであります。それを１か月未納のまま２月分、３月分も徴収するような方法はまずいのではないかということを伺つておるのであります。３点目に、夫婦岩付近の清掃問題について部長はもう少こし誠意のある答弁をしていただぎたい。自分の目の前で起きてることですから知つております。清掃夫に頼んだときにトラツクが何台か来て１回持つて行つたきりで４月にはやつておりません。７か月間ずつとやつていない。市民が頼むことをできなければできないと連絡できないのか。いつもそのような市民サービスをしているのか。もう少こし納得のゆく政治をやつてもらいたい。このことをいつてるわけであります。４点目の沖映通り問題ですが、市の事業の意義、それについては一向に反対はしておりません。要はその結果であります。通り会の皆さんが納得しかねるような現状であり、また補償も多額を要求するでありましよう、結果として関係者市民の不満を買つている原因はいずこにあるのか。これは話し合いを持つたにしては余りにも裏はらな結果になつてるのではないか。市の指導力の欠除を暴露したようなことになつてるではないか。もう１回誠意あるお答えを願います。




○市長公室長（城田　清才君）

　お答えいたします。市民の友の配布についてだが、まとめた枚数が塵箱に捨てられていたがそれを耳にしているかということですが、この件につきましては２，３年前確かに議会でも問題になりましたし、また私個人としても市民から聞いておりましたが特に現在とつている配布の方法になつてからはまだ聞いておりませんし、これの実行に当りましては自治会長にも、新聞社のほうにも十分希望を申し上げておりますので現在聞いておりませんけれども、そういつた事実がありますれば具体的にどの辺で起つた事件ということをお示し下さればこれに対してまた措置を講じたいというふうに考えております。




○水道局長（玉城　定仁君）

　水道料金は先のものをあとにして、そして最近のものを取つているがそれはまずいんじやないかということですが、仰せのとおりでございます。取るほうも先のほうから順序よく取つて、納めるものもそうして仕払つていただくべきではないかと思うのであります。ご指摘の問題についても４１，０００栓の数がございますので、中にはそういう徴収の個所もあるかと存じますがもしございましたら私のほうではよく知りませんのでお知らせいただければ調査して徴収したいと思つております。




○経済民生部長（慶佐次　盛宏君）

　お答えいたします。先程の夫婦岩の件につきましては衛生課に指示いたしまして車両の都合のつくようにして収集したいと思います。




○建設部長（花城　直政君）

　この補償額が決定しましたら通り会と個々に陳情者の方々、また陳情してない方でもこの関係者である方と十分話し合いを進めていつて工事を進めて行きたいと考えております。






○瀬長　フミ君

　ただいま９番議員からお話しがございましたが、本員もごみ処理の問題、公害問題、し尿処理の問題、団地鍵つ子の問題を観点をかえて質問申し上げたいと思います。ごみ処理につきましては９番議員からご指摘のありましたとおり、私も常々そういうことを聞いております。これは単に道徳的な問題というよりも那覇市当局の車の台数にも非常に影響があると思います。たとえば、６８年度の予算の中にロード、パツカーを２台買うように予算が組まれております。しかし私たちはその車を見ておりませんし、その車があるかどうか聞きましたらないというお話しでございます。一体その車はどういうふうになつているのか、そのまま立ち消えになつてるのか。さらに、新年度も２台購入し、普通の車は１台購入するように予算は組まれております。

しかし、新年度においての当局のごみ処理の計画は大型６台を廃車して、小型２台を購入しその不足については業者に委託しようということでありますが、そうしますと大分車が不足しますし当局はすべて業者まかせにしようという考え方なのか。業者は現在１地域１台となつておりますが、それが１区域から２区域を一つにして責任を持たせるんだというふうに聞いております。業者まかせの車は市が直営でやつている車よりも小さい上に積む量も非常に少ないようであります。半分しか積まないでそのまま持ち帰つてゆくので一般市民は次の車が来るまであるいはあと１週間待たなければいけないというふうな状態であるらしいです。特に小祿地域、あるいは首里地域などは車の台数が非常に少ないということを聞いております。那覇市でも１週間２回来るところもあるし、１回しか来ないところもあると聞いております。このようにして車の台数がごみ処理について非常に不便を感じているという点を、ただいまの９番議員の質問の中でも大きな問題として影響していると聞いております。さらに、このごみ処理の問題は宇栄原団地、あるいは久場川、識名団地では入居者負担事項の中でも汚物および塵芥処理に要する費用として月３５セントとつているようでありますが、同じ市民として平等に市が負担すべきではないかということも聞いております。どういう理由で入居者から費用をとるのかそれをお尋ねいたします。さらに、公害問題でございますが壺川方面は工場が大分あります。あの工場の煙突からはき出す煙は漫湖から吹き上げて来る風で住宅街に流れて来ますので付近住民は被害を受けております。煙の人体におよぼす影響は本土において相当の患者を出しております。糸満地区では製糖工場からの被害が大きいために町民からの苦情も多く、町議会では工場に対する補償を決議するところもあり、また当局もこれを解決するよう努力しているということを聞いております。那覇市としても市民を公害から守り、そういう立場から政府に当るべきだと思いますが、こういう公害に対して当局はどういう考え方をお持ちでありますかお尋ねいたします。次にし尿の問題もそうであります。２番議員からもございましたがし尿の汲み取りの問題でございます。まず私たちが考えますのに、今この問題については汲み取り業者も非常に困つていると聞いております。貯溜槽が少ない。どこへ持つて行くか。この件については汲み取り業者も困つている。そこで私たちはその汲取り業者を単に取り締まるだけで解決できるかということで非常に疑問に思つております。この汲み取り業者を指導する方法、さらに貯溜槽を増やす方法を考えてるかどうか。たとえば終末処理場ができるのでそれができるまで待つておくという状態なのかどうか。たとえば終末処理場ができましても市民全体が水洗便所を作るにはあと何年かかるかわかりません。ですから水洗便所ができたらそれでいいんじやないかという考えではし尿処理の問題は解決できないと考えております。終末処理場ができました場合にこの汲み取りしたし尿はそのまま貯溜槽に持って行つて処理するのか。あるいは終末処理場ができた場合にはこの汲取り業者が汲んだし尿をそこへ持つて行つて処理するのか。その辺の方法を当局はどういうふうに考えてるか。次に鍵つ子の問題でございますが、私は前にもお尋ねいたしました。よく経済の高度成長とともに社会生活も複雑化して来ているといわれますが、そうした中で家庭や社会が児童におよぼす影響も大きくなつております。さらに共稼ぎ夫婦も多くなつております。そして鍵つ子の問題は深刻になつております。前にお尋ねいたしましたときに教育委員会は、これは非常に重要な問題なのでいろいろと検討し調査しているので何とか考えてゆきたいということでございましたが、その後どのように具体的に進められているか、その点をお伺いいたします。






○経済民生部長（慶佐次　盛宏君）

　お答えいたします。ロードパツカーの点でございますが、これは１９６８年度当初予算に一応２台買うということで、政府の補助金が半分、市の負担分が半分ということで予算編成をしてありましたが、去る政府の歳入減補正のときに、これは財源がないということで削られましたので、市の負担分の予算で別の車を買おうということで現在その準備をしております。そういつたことでロードパツカーは買わないということになつております。新年度は政府にお願いしましてロードパツカーをさらに２台買うということで予算を組んであります。

　それから新年度は６台め廃車になつておるんだがどうするか、ということでございますが、これは全部大型ではないんです。大型が２台であとは中型ですが、これはすでに５，６年たつた老巧車で修繕費がものすごくかかるということで、一応廃車しようということであり、それと兼ねまして次第に那覇市の人口稠密地域が多くなつてきた。つまり住宅稠密地域が多くなつてきまして、わりと道路の整備もよくなつてきたということで、そういう条件下であれば委託車にこれを委託収集させたほうが経費の面からも非常に経済的でいいわけです。要するに道路が舗装されよくなつたので便利になつてきた、車が入りやすい、あまり長距離を動かぬでも近距離で多くの世帯が処理できるという、そういういい条件下の場合は委託車のほうが有利なんです。直営車はどつちかというと収集の不便なところでなかなかいけないところを直営車に任かす。便利なところは、つまり道路が整備され住宅が密集しているところは、できるだけ委託車にさせたほうが有利なんです。そういつたことで那覇市の形体が、変化してきておりますので、われわれとしてはこの実情に即しで委託車を増やす。そして現在配車する直営車６台は増車はしない、それでも１５台は動けるし、予備車も２台ありますから、結局１７台おいて１５台が実動ができるということで、従来はその日その日によつて配車地域にきめてやつておりましたが、新年度からは委託地域をふやすと同時に、直営車におきましても区域責任制度をもつていこうということで、いわゆる１５区に分けまして、車を１台１台運転手ごとに地域を責任をもたすようにしております。そして収集の方法についても大阪、東京当りでとつておりますように、場所によつては請負制度にしたり、あるいは場所によつては制限制度、制限制度とは、とにかく週２回はいけ、という回数で制限するか。あるいは１日３回いけばあとの時間は君のものだというふうにして午前１０時にあがろうが午後３時にあがろうが君の勝手だというふうにするか、どつちかなんです。両方功罪はありますが、われわれとしては結局新年度でどこを取るかということで今検討中でございまして、そういつた方向で、要するに実質的に動かしてあまり時間というものにこだわらないで、実質面で動かし効果を上げていく方法をとつていきたいというふうに考えております。

　委託車のほうが積み込み量が少ないということでありますが、これは場所にもよろうかと思いますが総体的にいえますことは、これはコンポスト工場で計量器で計つた結果でありますが、むしろ直営車よりも委託車の積み込み量は多い。直営車はどつちかといいますと公務員的な仕事で回数も問題がありますが、積み込み量においても委託車のほうがむしろ多いというふうにわれわれは見ておりますが、今７番議員のおつしやる地域はどこの地域かわかりませんが、よく調べましてそういつたところは注意していきたい。

　それから団地は個人負担しているんじやないか、その理由如何ということですが、これにつきまして絶えず問題がありまして、前に経済民生部で住宅管理をしておるときに、私がそういう制度に切り替えたわけです。と申しますのは住宅団地が若狭、安謝、東、辻、この間まではよかつたんです。こういつた段階では市の直営車で取らしておつたんですが、だんだんこれがふえてくる、しかもあの住宅のつくり方がダクトシユートでごみを落としますので、そこに行つて衛生夫が取つて積まなければいけない。そうするとあれだけの団地を衛生夫が取つておつたんでは、これは積み込み収集といいますが現在一般でやつておるのは持ちより収集、つまり主が持つてきて積むわけですが、しかし団地のは行つて衛生夫が取らぬといかぬ。これは積み込み収集ですので相当の時間を要する。そうなりますともう市の直営車というのは全部団地に行つてしまつて、一般には行けない、これじやいけない、まずそれに倍して２倍、３倍と車両がふえればいいんですが、財政の関係でそれもできませんので、これは結局清掃法にもかなうことだし個人負担にすべきだということで、一応アンケートを取つたわけです。当時は宇栄原団地、久場川団地ができておりましたので全住宅に対してアンケートを取りまして、２つの方法しかないんだがどれを取るか、要するに直営車で取つてくれということであるならばあんたたちがこのダクトシユートから持つてきて積みなさいそんなら直営車で取りましよう。必ずあのダクトシユートから衛生夫が運んで取つてくれということであれば、これは業者に取らせるほかはないが、どつちを選ぶかということでアンケートを取りましたら８０％が業者にやらせますという結論が出てきたわけです。それで団地は業者に委託したということでございまして、これは別にこつちで一方的にやつたということじやなくして、入居者は承知の上でこれはやつているわけです。おそらくそういつた文句が出る入居者はその後に入つてきた人だと思いますが、その当時のいきさつを知つておる入居者であれば文句を言わないと、こういうふうに考えております。

　国場の煙の公害防止でありますが、基本的には、これは言いのがれに聞こえるかもしれませんが、実際の話、これは公害防止法ができて法的にどうということができない以上は行政指導しかできないわけです。しかもこれはもちろんなおざりにするわけじやないけれども、根本的には政府の取締りだというふうに考えております。しかしこの国場のばい煙の問題につきましては工場自体も一応努力しておつたようであります、と申しますのはエネルギー液化という何か液がありまして、あの国場の煙が黒いのは、要するにたきつける原料に応じて釜が小さいので、そのために不完全燃焼を起こしてああいつた煙が出るということで、専門家の話ではもう少し釜を大きくすれば完全燃焼して煙も少なくなるということであり、そのエネルギー液を噴霧でふきつけるわけです。そうすればこれが完全燃焼を促進して全然煙が出ないということで業者がわざわざきて、私と建設部長に見てくれといつて呼ばれました。そこで試験をして、見たらモウモウと真黒く出ておるのがあの液をかけると白くなつて煙が出ない、ところが計算するとその経費が莫大になるということで、一時は国場も使つておつたようでございますが、その後また使つてない。結局これは強制的に改善しろということで命令するなれば、それを裏付けするまた財政面の手当てがなければいかないということで、結局行政指導によつてたとえば最近いわれております製糖工場の集塵措置によるばい煙防止、もちろん周辺住民からのつき上げもありましようけれども、政府からも何とか早くやりなさいということで、各工場も赤字の中で精一ぱいそういつた施設をやつておるそうです。これはあくまでも行政指導と相手の承諾ということにまつわけでございますが、もちろんこれは改善していくべきだと、こういうふうに考えております。

　「し尿貯溜槽が少ないがどこへ持つていくか」というておる業者がおるようでございますが、これは内容を知らない業者か、あるいは内容を知つておつてわざとそう言うかもしれませんが、現在われわれの考え方としては先ほどから申し上げますように、最終的には終末処理場ができて化学的に衛生的に処理をする、これが根本的なものである。そうでなければ海へ待つていつて捨てるというこのどつちかです。ところがそれができるまでは放つておくわけにはいかんし、現在の貯溜槽の範囲内でできるだけ９分管理という方式をとつております。要するに民間から取つていくまでは業者の料金によつてまかなう、それから貯溜槽から農村に還元する段階は請負として、業者に請負金を払つて各貯溜槽ごとに責任者をおいてやらしておるわけですから、どこへ持つていくかという話は出てこないと思う。持つていく場所ははつきりしており農村に還元するということでありまして、たまたまこれを持つていくのは面倒くさいということでいろいろ問題が起こるようでございますが、要するに方式としてはそういう管理方式をとつていく。また貯溜槽をふやしたほうがいいという話もありましたが、これは前に政府で「大型貯溜槽をつくつたらどうか」ということで５，５００ドルの補助金を組んだことがありますが、その補助を私は断つた、貯溜槽というのは幾らつくつても同じだと、一日に２，０００石から２，５００石出るし尿、これが２０基、３０基あつたところでこれが満つまでの問題であつて満つたあとみんな同じだ。根本的には海に捨てるか、終末処理場をつくるかどつちかなんです。そういうことをするよりは現在の那覇市としてはこれ以上増やす地域もないのだから、これはむしろごみ車の補助金に切り換えてくれということで、ごみ車の補助金制度に切り換えさせたわけです。

　従いまして現段階では暫定措置として９分管理を強化していくというよりほかないわけでございます。　終末処理場とし尿汲み取りとの関連でございますが、水洗便所ができるまでは終末処理場は使えないということじやなくして、現在の汲み取りでも終末処理場が使えるようになれば、そこにいわゆる投入口というものができるわけです。今あの貯溜槽に捨てておるようにして、そこに持つていつてそこに投入口がありますから、投入口に投入すればそれを経過していつて、いわゆる希釈されて２０倍～３０倍にうすめられて攪拌されて、濾過されてつまりごみとか綿とかがついておりますから濾過していくということで、この投入口がありますので、これが完全にできれば現在のし尿槽はなくなる。ただし問題は終末処理場で料金を取るはずですから、その場合は汲み取り料金に加算されていくということでありまして、水洗便所ができるまではこれが使えないということはないので、この点はご心配はないと思います。






○教育長（譜久山　朝直君）

　鍵つ子対策に対する方策をどんなにしておるかということのご質問でございますが、今年は鍵つ子対策に対しまして、校長先生方の研究の中に一つの研究課題としまして、一か年にわたつて研究してもらいたいという方策をとつております。それが大体まとまりましたら、これを予算化するとかというふうにして、さらに具体的にどうするということが進むわけでございます。

　現在社会生活において鍵つ子というものが派生しておることは、沖繩も本土同様でございますので、われわれとしてもこの問題を重視しているわけでございますが、鍵つ子というのは必ずしも学校教育に関連するだけではございませんで、これは広く社会生活、社会問題として考えられますので、そういつた点もよく含めて考えていきたいと思いますが、当面せる問題としては、いわゆる小学校当りの低学年の子供たちが一番そういうふうな境遇にたえかねると思いますので、低学年の子供さんを中心にして考えていつたらどうかというふうに、今課題となつているわけでございます。そのとき一つ具体的な問題は申し上げたいと思います。




○瀬長　フミ君

　終末処理場の問題についてもう１回お尋ねいたします。終末処理場にし尿を投棄する場合には、やはり業者にさせるわけですが、その業者に対して補助金とか何とかあるわけですか。処理場にし尿を投棄する場合は、やはり業者に委託するというふうな考えですか。




○経済民生部長（慶佐次　盛宏君）

　終末処理場を業者に委託するんじやなくして、現在各業者が収集しておるのを貯溜槽に捨てております。この貯溜槽に捨てるのを今度は終末処理場に持っていくわけで、これを業者に委託するもしないもない。現在どおりただ一日橋の貯溜槽にもつていくか、あるいは終末処理場にもつていくか、それだけの問題です。




○瀬長　フミ君

　両方どつちも使えるわけですか。




○経済民生部長（慶佐次　盛宏君）

　向うが使えるようになればこれは全部廃止します。






○金城　重正君

　本員は４点につきまして質問いたしたいと思います。　まず第１点は２８番議員からも質問がございましたけれども、国場川の南側の埋め立てこれが昨年度議決されておりますけれども、未だに着手する傾向がないのでございます。しからば６８年度は余すところあと２３日でございます。われわれが議会で議決した議案はどうなつたのか。これについてご説明をお願いしたいと思います。

　次ぎは新年度の施政方針の中でも、緑地は市民生活にとつて非常に大切だということもうたわれております。従つてこの議案がどうなるか、やる意思があるのかどうか。これを承りたいと思います。

　次ぎは河川の整備でございます。９番議員からも質問がございましたが、夫婦岩当りの下側のほうが草は生え放題、さらにちりがたくさん捨てられております。本員はおとついほかの要件でその地域を見たわけでございますけれども、特に向うは風致地帯であるけれども、あの河川のそばにくるというと臭くて立つていられないような状態でございます。それの清掃については９番議員からいろいろ経民部長に対して質問がございました。わかりますけれども、あの河川の整備について当局はどのようなお考えをもつていらつしやるか。これが２点目でございます。

　次ぎは交通問題についてでございます。去つた議会においても本員は質問をいたしましたけれども、現在沖繩では毎月１，０００台の自動車がふえております。この交通地獄を解消するために当局は政府ともタイアツプしいたしまして、バイパス線の実現のために全力をあげておる、これはわかります。けれどもこれだけでは毎月１，０００台ふえてくる車両の問題と合わせた場合には那覇市は近いうちににつちもさつちもいかないような状態になる。そこで予算は要らない道路が、都市計画道路として現在あるわけでございますけれども、これが米軍によつて交通が遮断されておる、すなわちガジヤンビラから小祿の宇栄原に通ずるあの路線、これについて当局は那覇航空隊に、また民政府に折衝するというようなことを答弁しておられましたけれども、この問題はどうなつたか。これについてお尋ねしたいと思います。

　４番目は学校の増設についてでございます。去る当初予算の説明の中で、阿波根教育長は小祿地域に学校が必要である。従つて新年度はこれの実現のために努力をするというようなことを答弁されております。あの地域はご承知のとおりに宇栄原公営住宅ができた、さらにそのほかの方々が住宅地としてどんどん移つていつている。高良小学校にしろ小祿中学校にしろ現在生徒が非常に不便をかこつておる。教室も間切りで、そういうようなことを教育長は認めていただいて、小祿のほうに学校をつくる計画があるかどうか、また今年度の予算を見てみるというと何らその裏付けがない、これはどういうふうになつておるのか。この点をお伺いいたします。






○建設部長（花城　直政君）

　お答えいたします。２８番議員が質問された漫湖の埋め立てと同じような質問でございますが、これにつきましては風致地区として指定された地域でありまして、ここはどうしても整備していかなければならないところでございます。

　ご指摘のように汚染されておりまして、早くこれは整備しなくちやならないということで６７年に事業計画をたて埋立て申請をしたわけでございます。その埋立て申請をする前にも、豊見城村当局とも話し合いをしております。その埋立て計画については豊見城村も同意いたしております。ただそれをどこが埋め立てるかということについてははつきりした返事はなかつたわけでございます。　しかし政府との話し合いで政府もこの重要な漫湖の整備計画については、これは市と同じような考え方であるということで、政府の政策として決定されておりまして、そういう関係からこれは当然埋め立て計画の免許は出されるものと私たちは考えておるわけでございます。

　ところが埋立て申請を去年の１１月に出しておりますけれども、まだ結論が出されないままに長引いておりますが、その原因は豊見城村側の意向と小祿高校の運動場の拡張工事に関連しておることで文教局との調整に手間取つておるということでまだ結論が出てないわけでございまして、午前中の質問にもお答えしましたように、行政府ではすでに豊見城村側に諮問をいたしておりますので、その諮問の回答が出されない限り政府がどうするかということはいえないわけでございます。いずれにしましても、これは重要な問題でございますので琉球政府とも、それから豊見城村側とも十分話し合いをして円満に解決していただくように折衝していきたいと考えております。

　次ぎに２番目の河川の整備についてでございますが、これはご指摘の夫婦岩の河川でございますが、これは私たちとしましては、あの河川を少し変更いたしまして、つまり夫婦岩は巾が広くなつて中に岩が二つ、ぽつつとあるわけでございますが、この格好では通水がうまくいかない。だからしてごみがたまるということになりますので、川の巾をきめまして上流と下流と同じように変更して、あとは埋め立てをして河川をきれいに整備していこうという計画をしておりまして、まだ事業費は計上されておりませんが予算が計上できるようになれば早急に整備していきたいと考えでおります。






○第二助役（新垣　義徳君）

　お答えいたします。交通問題につきましては、那覇エアーベースを通つておる第３号線、これの開通について軍との折衝はどうなつてるかということでありますが、エヤーベースの３号線につきましては一昨年のペリー水道事業のときに、ペリー線が狭くて車両の交通が困難だというわけで、その水道工事をやつてる期間でも第３号線を通してもらおうということで軍との折衝を始めたわけであります。それで那覇エヤーベースの司令官とも数回にわたりまして折衝して来ましたが、司令官としてもなかなか結論が出せないということでした。それであとでわかつたわけでございますが、嘉手納の司令官の了解がなければどうしても無理だということでありましたので、嘉手納の司令官のところまで一緒に行きまして説明をし了解を取り付けて水道工事ができたわけでございます。水道工事がすんだ後も交通緩和のために従来どおりそのときは車両のみでございますが、人は別として車両を通してもらいたいということを要望いたしましたら、現段階におきましてはそういうことは許可できない。ということでありまして、どつちかと申しますと今までの交渉の経過から考えますと少こし見通しが暗いんじやないかと考えております。






○教育長（譜久山　朝直君）

　学校増設の問題についてはどうなつてるかということでありますが、この件につきましては私教育長に就任する際、去年の末でございますが、前教育長の阿波根さんから、学校新設の問題、完全給食の問題は　重要な問題だからそのつもりで一つやつてもらいたいという申し送りがございましたが絶対に忘れてるわけではございません。那覇市における人口増加は自然増および社会増で児童生徒数は年々増加の傾向にございます。しかしいくらか横バイになつているのも、いわゆるベビーブームを通り越しつつありますので、そういう関係で落ち着いた増加の状態を示しておりますが、今実情を把握しますと小祿地域、真嘉比地域、識名、辻、首里各地域はやはり人口増加の傾向が顕著に現われております。従いまして小祿地域における学校の増設の問題は早く解決していかなければならんというふうに思つておりますが本年度はとかく具体的なところまで進展していないのを遺憾に思うのであります。なお先程２８番議員をはじめその他の議員からも土地問題について校地問題と関連したご発表がございましたが、われわれといたしましても土地問題、校地問題というのは難点といたしておりますので、どうぞ時期がまいりましたら地域住民の方々や、教育委員、学校並びに議員の皆さま方の絶大なるご協力をお願いいたしたいと思います。




○金城　重正君

　河川の問題、それから交通の問題については今建設部長と助役から説明があり納得いたしておりますが埋立て事業について質問をいたしたいと思います。去年の６月議会において６８号議案、７５号議案、一つは公有水面埋立てについて、一つは漫湖の風致地区事業債について２件これが議決されておるわけでございます。ただし今先の建設部長の答弁からすれば、琉球政府の事業認可が遅れているというふうなことで答弁を逃げてるような格好になつております。７５号議案を見るとその事業債というものは那覇地区に入つておるだけの事業債であり何も豊見城の分とか、さらに壺川の下側は入つてないのでございます。従つて本当に当局自体があの漫湖の埋立てをやろうという決意があるならば、当然政府に折衝してあの分だけでもできたはずであります。しかし未だに何ら手をつけてないというような状態であります。建設部長の話によりますと、これができるように努力するということでありますが、先程申し上げましたとおり余すところあと２７日しかないがそれでできるのかどうか。　われわれ議会が議決した議案を執行できないというのを政府や豊見城のせいにするのはどうかと思います。７５号議案を見ても小祿地区だけの事業債であります。これだけでもいいんじやないか、豊見城はあと廻わしでもいいんじやないか、そこら辺についてもう１回。それから学校については次年度は具体化するということを教育長は答弁されておりますが、２，３か年前からこの学校問題は起つております。これをただ計画というようなことで画にかいた餅みたいな格好ではいけないと思います。あの地域においては少なくとも学校は必要だということを教育委員会は十分認めていらつしやることと思います。これが何らの話しもなく、教育長の答弁では次年度でＰＴＡの方々、地元の方々と相談してその実現に邁進するとおつしやつておりますが、けつこうでございます。ぜひ次年度は問題解決のために努力していただきたいと思います。




○建設部長（花城　直政君）

　お答えいたします。漫湖の埋立てにつきましてはこれはご指摘のように今年度事業といたしましては那覇市の行政区域だけでございます。しかし、これは埋立免許をもらわないと着工できないような性質のものでございます。埋立ての免許が下りるのを待つております。この埋立計画は第１次、第２次第３次と三つにわけておりまして３か年計画でやることになつております。

それでご指摘のように本年度だけの工事をやればいいんじやないかということでありますが、これは先にも申し上げましたように全体の埋立免許ができない限り着工できませんので豊見城村と十分話し合いして、それから政府の埋立免許が早急に下りるように努力したいと思います。年度内にできないとすれば申しわけないと思いますが、来年度に予算を計上しなおしてやつてゆきたいと思つております。






○金城　吾郎君

　本員は２点について簡単に質問を申し上げます。第１点は去る３月の定例議会において議案７号として提案されました那覇市職員分限および懲戒に関する条例の一部を改正する条例制定について、これに関連する問題であります。６６年１月に解雇処分にされた１３名の組合員の問題をめぐりまして裁判沙汰にまで発展し、組合の分裂からいろいろの問題が派生いたしまして、これが昨年４月の段階において市長と市職員の市職労との間において本土自治労の幹部を含めて紳士協定ができた。それは３月の定例議会においても本員は討論の中で申し上げたわけであります。１９６６年１月に行つた解雇は戒告処分にする。そして被処分者の受ける経済的不利益は年内に条例を改正して実害のないようにするということであります。ところが３月議会において付則の１９６６年１月から適用するという条文が削られたために難しい段階に来た。ところが市長と組合幹部とのこの話し合いは文書にしてないにしても正式な記者会見での発表であり、この紳士協定は労働協約に価いするものと考えております。ところが市長は１０月にはやめられる。施政方針の中においても間もなく市長の職を去る、ということをはつきりいつておられるが、組合幹部とのこの約束についてどのような形でこの不利益処分を解消するために努力なさるのか、これを伺いたいと思います。もう１点は、与儀にあるガソリンタンクの問題でございます。これは市議会においてもこの撤去要求の決議がなされたり、あるいは一般質問の中でも出て来たものであります。最近は余り出ておりませんが本員はあのガソリンタンクの地域の周辺を先般廻わつてみました。非常にもつたいない気がいたしました。ただでさえ公園用地のない那覇市です。本当にどんな施設をするにしても適当な位置にこのような広大なガソリンタンク用地があるということはもつたいない。速やかに撤去させる運動を展開すべきであるというふうに感じました。かつて１号線沿いにあるあの高圧線鉄塔を移転させた戦いの経験を持つております。

これを大きな教訓としてわれわれはこのガソリンタンクをどこかに移転させる戦いを組まなければならないというふうに感じておりますが、市議会の決議の趣旨、あるいは一般質問に出て来た趣旨に従つて市長は軍と折衝したことがあるか、あるとすればどのような話し合いがなされたかということについてご説明願いたい。あとは自席からいたします。






○市長（西銘　順治君）

　お答えいたします。第１点のご質問は解雇処分に伴う市職員の救済の件でありますが、この間条例を提案いたしまして不首尾に終わつておりますが、何らかの形で任期中に組合との約束を果したいと思います。






○第二助役（新垣　義徳君）

　お答えいたします。与儀のガソリンタンクの敷地開放の問題について軍といかなる折衝をしたことがあるかということでございまするが、この問題につきましては先立つて日にちは覚えておりませんが嘉手納村でおきた井戸水の件、いわゆる井戸水に火がつくという事件が起りました直後に、那覇市といたしましてもひめゆり通りの町のど真ん中をガソリンパイプが通つているということとも関連いたしまして民政府に　ガソリンパイプを撤去してもらいたい、また今のタンク敷地も開放してもらいたいということを交渉したわけであります。この件につきましてはユースカー当局も〝その問題については具志川村のほうからも同じような訴えがあつたが、今のところをパイプを撤去するとか、あるいは与儀のガソリンタンクを移動させるということは考えてない〟という回答でございます。




○金城　吾郎君

　移転するような考えはないということでありますが、われわれはあくまでも市民福祉のために戦わなければならない。いつ火の海になるかわからないような危険性を持つているわけでありまして、このことは市議会においても過去何回か論議された問題でありますので論議の必要はありませんが、運動を展開してゆくために市当局ももつと積極的にやつていただきたい。このように考えます。そこで別の形においてこの撤去の運動を組みたいと考えておりますので市当局もこの線でこれまでより以上に強力な折衝をやるようにしていただきたい。それから先程市長のご答弁の中で近々のうちに何らかの形で救済措置をするということでありますので、その方法論は市長に一任いたしましよう。近々のうちにやつていただくということを確認していいですね。




○市長（西銘　順治君）

　はい。




○金城　吾郎君

　質問を終わります。






○黒潮　隆君

　あとに質問する議員がつかえておりますので、できるだけ簡明にやりたいと思います。私がお尋ねしたいのは３点でございます。第１点が西銘市長の対米姿勢について、第２点目が労務管理の公平について、第３点目が財産の管理についてであります。

第１点は西銘市長は４月５日午後３時に民政官室でカーペンター民政官より、安謝地区の緊急給水施設資金として１５，０００ドルでしたかそれを受取つておりますがその資金は補助金的なものとして恩恵的な面をもつて受取つたのか。また損害補償に対する当然なものであるというふうな立場にたつて受取られたかどうか。これをお尋ねしたいと思います。

２番目の労務管理の公平についてでありますが、先ほどの１７番議員からの質問がありましたように、１２名の首切りを撤回しその後市長との話し合いで裁判を取下げる。そして戒告処分にして、そのかわり実害を与えないようにするというふうな約束をされて、去つた３月議会にそのための条例改正の議案を提案したところ、可否同数のところ議長の裁決によつて修正案どおり決定されて、実際には実害を与えないようにするという市長の提案は与党議員によつてまげられてしまつた。市長は約束したとおり果せなかつたわけです。ところが今度儀間議員が本土から病気治療して帰つてきたので、１票の差で市の案がとおるというような情勢でございます。これを肝に銘じて答弁していただきたいと思います。１７番議員は先ほど市長の、「何らかの形でその実害を与えないようにやつていきたいそれも任期中にやつていきたい。」という答弁によつて質問を打切つておりますが、私は「何らかの方法」では信頼できませんので、その方法についてお尋ねしたいと思います。たとえばこれまでの組合が市長に対してそういう要求をし、話し合いをしたときに市長は「公室長に聞いてくれ」「公室長に相談してくれ」と言つているそうです。そして公室長の場合は「人事課長と話し合つてくれぬか」と。ところが人事課長は「法的には出せないんだ」というふうにつつぱねておるし、本員もまたあのような条例の中では出せないんじやないか、あるいは人事課長が出せたにしても収入役のほうで「不当支出」として蹴られてしまうじやないか、法的にはどうにもならない。ところがどうにもなる方法があるわけです。つまりあの条例を再び施行の日を遡つてやるというふうな方向に改正していくというのは、法的には実際にはまずいんじやないか、その方法もあるかどうかということは本負は自信はないわけですが、あと１点だけ自信があるのはあの処分を遡つて撤回してしまう。そういうふうになれば何らの罰則も受けないので、市長の手でこの実害を与えないというふうな方法を任期中にとれるんじやないかというふうに考えておりますが、市長のいう何らかの方法というのは本員が聞いてるようなことであるのかですね。それからもう一つ労務管理の公平については、城田公室長は第２組合の共済部の理事長をしておるということを聞いております。ところが市長はこの本会議でも「第１組合、第２組合の差別はないんだ」そして「両組合が本当に話し合いをし統一し団結して市民のためにやつてもらいたい。」というふうな考え方も明らかにしたわけです。そういうふうにやはり両組合職員を公平に取扱うという市長の政策からするならば、しかも労働組合法では課長以上は労働組合に入れない、しかしこの共済会は組合じやないといえばそれまでですが、しかし組合の一つの機関だと私たちはみるわけです。そういつたところの共済部の理事長をしておるということは片一方に加担し過ぎはしないかというふうに本員は考えておりますが、市長はどのように考えておられるか、それをお尋ねしたいと思います。共済部の規則の中に課長、あるいは部長も入れるような規則があるにしても、やはり労働組合法の精神はそういつた管理職が組合に入つちやいかぬというふうなことであり、法の精神をくむならば、そういう規則自体が問題になるのじやないかというふうに本員は考えます。ストライキの翌日の団交についても問題点がありまして、暴力団風の男が５．６名入り込んだということも聞いておりますが、時間がないのでこの点についてはのちの機会に明らかにしたい。今申し上げました２点についてお答え願います。

もう１点、３番目の財産の管理についてでございます。第１点が市営住宅の使用料を那覇市当局の高級幹部が６か月も滞納しておる。今参与席に坐わつつておられるわけですが、これは直接その住宅に入つておる職員から聞いたわけですが、先ほどの水道局長が友利議員に対する答弁だつたと思いますが「３か月も水道料を滞納したら規則に従つてすぐ断水やるんだ」ということを言明されておりますが、この市営住宅の使用料を徴収する条例の中でも６か月以上滞納した場合は空け渡たしを要求するようになつているわけです。だから一市民に対しても、あるいは市の高級幹部に対しても同じような態度をとつて、むしろそういう那覇市職員を指導する立場にある地位の方には、もつと厳しくすべきではないかと私は考えますが、そういう点をどうお考えになつておられるか。この財産管理についてあと１点ございます。これは１５番議員の質問にも関連しますが、市の乗用車にも市のマークをつけていただきたいということに関連します。なぜかと申しますと私たちの調べたところこの車両を管理するところ、そこに市長、助役、そして部長の車が夜遅くまでないという場合がよくあるわけです。そしてこれが一致しておる点は市長の運転手の時間外勤務をみてまいりますと、去年の１２月、１月、２月までに実に１００時間、１月２５日働くとして１日４時間の残業をしておる事実、これがひどくなつておるのは助役においてもいえるし、市長にもいえることだが、最近になつてますます多くの超過勤務をしておるという点。それは具体的にはこうなります。市長は３月に本土へ行かれたし、さらに４月にも行かれたわけです。そのために実際勤務する日にちは３月４月両月とも１８日間であるのに、実に１２５時間これを１８日で割つてみますと１日約７時間、すると５時、６時、７時、８時、９時、１０時、１１時、１２時過ぎまでも車の運転をさせていたという事実がこの数字の中から出る。しかも毎日残業がなかつたとしても２時、３時までもそういうふうな残業をさせていたかということ。あるいは私が取り寄せたこの数字の間違いであるか。それは非常に大きい問題であるわけです。市民の目撃者、職員の目撃者の話を総合すると夜の１１時、１２時まで助役の車、あるいは部長の車にも一ぱい人が乗つて町を車が走り回わつているというような報告も聞いております。これは大変なことじやないか、もし夜どおし遅くまで市民に見せても恥しくないような会合だ、あるいはそういう仕事をしているんだというふうなことが言えるならば市のマークをつけて明らかにすべきじやないか。そういう立場から関連して以上申し上げましたとおり質問いたしますが、答弁によつて自席からさらに質問を続けたいと思います。






○市長（西銘　順治君）

　お答えいたします。アメリカ民政府から１５，０００ドルの資金をいただいておりますが、これは工事に伴う損害の補償費としてはいただいておりまん。これは工事費に対する助成ということでいただいております。

それから戒告処分の不利益の件でございますが、先ほどの金城議員にお答えしたとおりでございます。遡及してこの不利益を解除するということは条例違反になりますので、何らかの形で解決したい。これはお任せ願いたい。こちらでは何とも申し上げられません。

　それから厚生会の理事長の件でございますが、この厚生会というのは第１組合第２組合全部が対象でございまして、別に公室長がその理事長だからといつて第１組合だけに加担するという、そういうことじやございません。何かの間違いじやないかと思います。厚生会は第２組合も、第１組合もございません全部の厚生会でございます。

　それから車両管理の件でございますが、私にいたしましてもあるいは部長にいたしましてもできるだけ深夜は使わないように、ある程度の公務が済んだら帰えすようにしております。特に私のごときは毎晩１ドルか２ドルか自分のポケツトマネーからあげております。そういう気持で真面目な態度で運転手を使つておるのでありまして、むちやくちやに使つておりません。少なくとも私の場合におきましては毎晩１ドルや２ドルは自分の金から出して慰労しておるつもりであります。






○建設部長（花城　直政君）

　市営住宅の管理についてお答えします。滞納しておる人もおりますけれども、これはいろいろの事情で本人が病気で非常に金銭的に困つたので、それが長びいて取れないのがありました。ずつと順繰り順繰り納めておるようでございますが、もう少し残つておるようでございますので完納させるように努力をしたいと考えております。




○黒潮　隆君

　第１点については市長は「１７番議員に答弁したとおり何らかの方法で遡つて実害のないようにしたい、その方法は任してくれ」ということでございますので、あまり任したくありませんが任したいと思います。しかしその場合に不正な方法、不正といつてはおかしいですが、法に違反するような支出の仕方になると、これはあとで責任追求されますのでそういう法違反をしないようにやつていただきたいと思います。

　建設部長の答弁は、本人が病気していたのでそういうふうな滞納が重なつた。あと残つておる分は早めに納めてもらう。というふうな答弁でございますが、しかしやはり月給取りでありますので病気しておる場合でも収入は変わらなかつたんじやないか、また保険制度などもありますので、この家賃を払えないような立場の人ではない、やはりそれはきびしくしていただきたいと思います。

　次に夜遅くまで車を利用する場合は、市長はていねいにこの職員を扱い、そしてむしろポケツトマネーから出しているというふうな答弁がなされておりますが、しかしこの数字を見てまいりますと、実際には先ほど申し上げましたように３月、４月とも市長は本土に出張されたわけです。実際勤務する日にちは日曜日を除く、そして法定休日などを除いた場合には両月とも１８日しかないわけです。ところが３月、４月のこの運転手の時間外勤務が実に２５０時間、手当にして１６１ドル９７セントということになるわけなんですね。その２か月間で、この日数で割つてみますと一日約７時間というのは私は理解できないわけです。先ほど申し上げましたとおり土曜日は別でございますが、普通の日は６時、７時、８時、９時、１０時、１１時、１２時となるわけです。それじやまだ納得いきませんが、公室長のほうでもこの説明ができるかどうかですね。この数字は実際に市の記録から写されたやつでありますので、私は間違いないんじやないかと思うわけです。

　それともう一つ、そういうふうに市長の説明どおり正しく、もし行つておるとするならば先ほどの久高議員から言われておる封筒でさえも市のマークがついているのに、こういう大きい財産である車についても市民に見られても恥かしくないというふうな自信がおありであれば早めに、この市のマークを入れることができるかどうか。そうすれば選挙運動にも自由に使えなくなるんじやないか、また使つちやいかぬと本員考えます。そういう時間外勤務手当についてはどう考えるか、市長は施政方針の中で、できるだけこの経費を節減して、そして少ない経費でもつて多くの仕事をやつていきたい、というふうな立場を明らかにされておる面からも、私は言えるんじやないかと思いますので、この常識では考えられないような残業時間、そして残業手当が実際に支給されているという事実からして、それはどのように説明できるか、それをお伺いしたいと思います。




○市長（西銘　順治君）

　お答えいたします。ただいまご説明になつた資料がどういう資料であるのか私はまだ見ておりませんので、おそらく土曜、日曜日が入つているんじやないかと思いますが、その資料はあとで検討することにいたしまして、よつぽど用事がない限り公務が済み次第帰えすようにしております。また帰るときは大抵はタクシーで帰つております。少なくともポケツトマネーから慰労しておるつもりでございます。原則といたしまして部長連中も帰えるときは大体タクシーで帰つていると思います。また市長車を選挙運動に使うなどとは考えておりません。また使うべきものでもありません。そういうことで車両の使用については非常に自分でも心がけておりますし、特に運転手につきまして十分気を配つておるつもりであります。

　マークを入れるということはただいまご心配のあつたとおり、これは選挙運動に使うんじやないかというご心配もあるんじやないかと思いますが、これは一応検討することにいたします。






○儀間　真祥君

　本員は市の財政について、それから市有財産について、この２点についてお尋ねしたいと思います。

　現在の那覇市の予算を見ますと、一応１，７００万ドル余の予算を組んでおりますが、その内容は実際問題として起債が大きな比重を占めておる。要するに依存財源が非常に大きいわけです。そういうために戦争によつて被害を蒙つたところの那覇市内の復興そのものが一つも進んでいない。たとえば首都建設法、あるいは都市計画法にしても財政的な政府の責任、これが明確にされておりません。そういうことが結果的に市町村自治体、特に那覇市では復興の面に現われて、今まで２３年間なるまでわずかの３０％しか復興がなされていないといふうなのが現実であります。そういうことを解決するために西銘市長がモツトーとしている日米琉政府の援助拡大ということを言つておられます。そういうことで今市長が言つておられるように日米琉政府援助を拡大していくということで、日本政府あるいは米国政府そういうところからの支出金、これを義務付けることはできないかどうか。それでそういうふうな義務づけによつてしかわれわれのこういう財政的な問題は解決せられないんじやないか。そういうことからいいまして、こういう財政的な裏付け、これをわれわれは早く自分たちのものにしなければいかないというふうに考えております。それでその財政的な裏付けは単に日米琉政府の援助を拡大していくということでは決して義務付けにはならない。そういうことからしましてこの義務付けは話し合いによつてできるのかどうか。その点をお伺いいたします。

　もう１点、これは６７年の確か９月議会だつたと思いますが、この９月に石嶺町の土地を買いました。その買つた場合の契約内容を見ますというと、６７年１１月３１日までにはすべてのそこにあつた建物、あるいは農作物の全部を収去されて、那覇市に引き渡さなければならないという義務付けがあります。しかしそれが現在に至るまでまだなされていない。この点について私たち一応調査しました。すると、そこに小作人が４名おりまして、この４名の方々は「自分らは頑張つてそこにおる」。農作物は取らないという意味でもない。契約によりますと、一応那覇市が買つたところの土地は比嘉勇輝さん、この比嘉勇輝さんから保証金を取つてこの農作物とかそういうものを収去していくというふうになつております。

　しかしながらこれがなされていないでそれが現在まであるわけです。調べてみますと４名の小作人は５月１７日午前９時３０分ごろ市役所に行つて、収去問題について建設部庶務課の職員と会つて話しております、この職員の言うには「この農作物の補償の件については比嘉勇輝さんがやるようになつておるから、あの人に会うように」と言われた。そういうふうに言つております。そして一応４名の方々は比嘉勇輝さんの家は知らない。だからして職員に教えてもらつて、探がして行つたら比嘉勇輝さんの話では「私は手数料をもらつて名義を貸しておるだけである。実際には赤嶺という人、この人と相談してあんた方にやるようにする。その具体的な面については二人で話し合おう」ということで約束したもんだから一応４名の方々は帰つております。それから時日が過ぎて大抵話し合いは付いたころだろうと思つて５月２８日に４名の小作人は比嘉勇輝さんの所に行つた。時間は午前１０時ごろ、そのときの比嘉勇輝さんの話では「現在、赤嶺という人は本土に出張しておるので６月５日ごろには帰つてくるから、一応その日の午後５時から６時の間に会おうじやないか」というふうに約束されたので、また一応４名の小作人は帰つております。そして約束された６月５日になつたのでその人々は行つておる。そして午後の５時半ごろ比嘉勇輝さんのところに行つたが、あいにく不在であつた、。そこの奥さんの話によると勇輝さんは５時ごろ知念村にほかの用事に出て行つております。ということです。その後小作人の方々は自分たちの作物は収去しなければならないが、それを収去したら、その小作人の入れた費用が取れないでそのままになつてしまうので、もう１回話し合いをするために６月６日午後３時半ごろ４名の小作人は那覇市の職員に会つております。そのときに職員は４名を前にして、勇輝さんに電話しております。しかしそのときは不在であつたのでその職員は同じ電話で赤嶺さんに電話しております。そして赤嶺さんいわく「８日の」きようであります。「８日の午前１１時半ごろ那覇市の部長室で会う」ということをつけ加えていつております。そしてこの職員はさらにつけ加えてこういうふうに言つております。この電話の中で相手の人に「私が比嘉勇輝さんに電話を入れても普段留守で困つておる。だから一応赤嶺さんのほうからも比嘉勇輝さんに早く会つて解決してもらいたいということを話しもらえぬか」ということを言つております。こういう一連の調査事項から考えた場合に、この問題は取得前の調査、そういうこともなされていないということが考えられます。その点取得前の調査はどういうふうになされたか、それをお伺いします。一応答弁によつて自席で続けたいと思います。






○市長（西銘　順治君）

　お答えいたします。日米両政府に対する援助の義務付けをやれということでございますがその通りであります。一体化政策もゆきあたりばつたりの財政援助の増額ということでは困るのでございます。できるだけ法律で裏付ける。３年計画あるいは５か年計画。沖繩産業経済５か年計画でもけつこうでございます。あらゆる意味においてできるだけ日米両政府に対して義務付けすることが一番いい方法だと思つております。もちろんそのためには相手もありますのであくまでも話し合いによつて相互理解と信頼の上に立つてこの問題を解決しなければならないと思つております。日本政府が当然やるべきだからやれ、アメリカは施政権者だからやるべきことはやれ、というふうに犬の遠吠えでは何にもできない。腹を割つて相手のあることだし、財政の都合もありますので、あくまでも相互信頼して琉球の問題解決のためにやる。アメリカの施政に対して批判すべきものは批判する。その中からこういう義務付けの形も生まれてくるだろうと思います。犬の遠吠えみたいに義務だから当然やれということでは問題は解決しないと思つております。






○建設部長（花城　直政君）

　お答えします。石嶺の公営住宅用地の中の小作人の補償についてでございますが、６番議員のご指摘のとおりでございます。その中で比嘉勇輝さんが、自分はただ名義人に過ぎない。といつたということですがその点はわれわれはわかりません。私たちは比嘉勇輝さんと契約して仕事を進めております。ご指摘のようにきよう午前１１時半に小作人がみえて私の部屋で会つており円満に解決しております。この取得前の調査はどういうふうにしたかということでありますが小作があつたということは私たちはわからなかつたわけでございます。しかし、こういうものがあるのでこの農作物の補償については全部あなたが責任を負うという条項を入れて買つているわけでありますのでその条項を守つていただくために何べんも話し合いしてこれを解決したわけでございます。




○儀間　真祥君

　ただいまの市長の援助獲得についてはおつしやるとおりであります。本員がいつたとおりであります。その話の中で、日米両政府の援助をもらうには犬の遠吠えみたいでは駄目だということをいつておりますが、犬の遠吠えということは犬が財政援助をせよということをいつたんですか。

（〝爆笑〟あり）




○市長（西銘　順治君）

　お答え申し上げます。これはたとえでございまして、そういうことだという一例をとつたのであります。犬がやつているということではありません。




○儀間　真祥君

　要するにそういうことになりますが、今の西銘市長の説は、話し合いしないで、ただやれやれということは犬の遠吠えだということになれば、西銘市長の話し合いというのはねずみのたわごとといつても決して間違いないと思います。（笑声あり）

同時に建設部長はこういうことをいつております。建設部長の部屋での話し合いで問題が解決したということでありますが、私たちが一応問題にするのは前の議会で黒潮議員がいつたように、この中には議員が入つているということが私たちの調査ではつきりしております。たとえば、比嘉さんとの話し合いで、〝あなたは頼まれたといいますが誰から頼まれたのか〟と聞いたら〝市職員から頼まれた〟ということであり〝その人を連れて来なさい〟といつたら赤嶺保三郎議員が来ておりました。そういう事態でもあるので先の話では議員がタツチしているかどうかわからないといつておりますが、私たちの調査ではこういうことをはつきりいつております。それからもう一つ、取得前の調査がどうであつたかわからないといつておりますが、条例には、その取得前の土地がどうなつてるか、ちやんと調査して購入すべきであるとはつきり書いております。それにもかかわらず購入するにあたつて、調査もしない、わからなかつたということは当らないじやないかと思います。その点についてご説明願います。




○市長（西銘　順治君）

　お答えいたします。この件は確かにご指摘になつたとおりでありまして土地の取得を急ぐ余り取得前の調査が不十分であつたことは何らかえす言葉はございません。今後の課題といたしまして公営住宅その他公共用地のための土地の取得がたくさん出るだろうと思いますので、そういつた点については取得前の調査ということをもつと徹底的にやらなければいけないとこういうふうに考えております。

（〝進行〟というものあり）






○大浜　長弘君

　時間もございませんので簡単に三つだけお伺いいたします。まず第１点は用途地域の問題でございます。都市計画が進められてから長らくなりますが長い月日の変遷でいろいろ変つて来てると思います。そのような変つた時点において用途地域すなわち商業地域、住宅地域、あるいは文教地域を変更する意思がないかどうか。と申し上げますのは農連市場でございますが、聞くところによると住宅地域になつている。しかしながら現実は商業地域であります。市のほうに建築願いをしても住宅地域であるために建ぺい率が非常に歩が悪い。再三お願いしても地域変更ができないと聞いております。もう一か所は那覇中校の横であります。那覇中校の横にバーやキヤバレーが２．３軒できております。学校から１５０メートル以内は文教地域になつております。そこで当局はこういうバーやキヤバレーが作られているのを知つてるのかどうかお伺いいたします。

　第２点は市民相談の日についてであります。市民の声を市政に反映し市民の苦情を処理して明るい市民生活をさせるという意図から市民相談の日を取り上げてもらつたことは非常にけつこうなことであり市民にも好評を拍しておりますが、段々月日がたつにつれてマンネリズムになり最近では市民相談の日に市長自らも顔を出さないということで新聞にも報道されておりますけれども、どうしてこういうふうに停滞したのか。これはそれだけ苦情がなくなつたということなのか、それとも市に対していくらいうても期待が持てないために段々その数が減つて来たのかその点をお伺いしたいと思います。

３点目に下水道問題でありますが奇異に感ずるのは便所並びに台所の汚水は下水道を使用するというふうに義務付けられていると伺つておりますが、今回に限つて便所は義務付けではないというふうに答弁されてますが、そのように変更になつたという説明もない。それで義務付けでないというふうに変つて来たのは汲取り業者からの圧力があるのか。つまり下水道を使用することによつて汲取り業者が生活に響いてくるので、業者からの圧力があつて当分の間は義務付けでないというふうに変つたのか。あるいは市民に義務付けることによつて市民に負担がかかるというので、政治を担当する者の底流に愛情が湧いて、負担をかけるとまずいから義務付けでないというふうに変つて来たのか、この３点についてお伺いいたします。答弁によつては自席から質問いたします。






○建設部長（花城　直政君）

　第１点の用途地域についてご説明申し上げます。農連市場付近は現在商業地域と住居地域にわけておりますが、そのことについていろいろと陳情を受けてよく知つております。そこでやはりここは商業地域にすべきだというような意見がありまして現在都市計画委員会に諮問中でございまして、諮問が通りましたあと、市の案としてまとまつたら政府の都市計画審議会に提案いたしまして変更をしようということであります。

　次に那覇中校横にバー、キヤバレーが出来ているが知つてるかということでございますが、商業地域にはできるということでございます。ただし、文教地区、学校の近くであればバー、キヤバレーはできないことになつております。これは文教地区内にあるかどうか調べないと何ともいえませんが早速調査の上ご返事申し上げたいと思つております。






○市長公室長（城田　清才君）

　お答えいたします。市民相談の日の事務処理については非常にマンネリズムな傾向にあるし、あるいは停滞気味であるけれどもその理由は奈辺にあるかというご質問でございますが、なる程当初のうちは市長以下各部長とも相談に応じておつたのでございますけれども次第に件数も減つております。さらに相談の内容が道路、排水というふうに一部の部に集中する傾向がありまして、ここ２，３年はほとんど相談のない部の関係の業務もありまして、従いまして能率的に処理する意味におきましてやはり関係部長が中心になつて相談を受ける。そうしてほかの部長は相談のある都度出席していただいて相談に望むといつたほうがかえつて能率的ではないかというふうな考え方でございます。そうして今各年度における処理状況をご説明申し上げますと、１９６４年の相談件数が２６２件、１９６５年１４１件、１９６６年５１件、１９６７年４４件となつております。そして一番相談の多いのが道路の舗装それから修理となつておりまして、これが１９６４年６５件、６５年が４２件、６６年が１８件、６７年が１６件。それから排水溝の新設、補修でございます。これは一番相談の多いものでございますが、６４年に６３件、６５年に２６件、６６年に１１件、６７年に８件で、すべてほかの相談もかような傾向がございまして私たちといたしましては多かつた相談事件につきましては逐次実現されていつて次第に未処理が減つているというふうに解釈して差し支えないと思つております。






○土木部長（金城　秀仁君）

　お答えいたします。下水道工事が完了して各家庭に連結するということから、当初のうちは便所も風呂場も炊事場も全部下水道との連結を義務付けていたが、いつから変つて便所は義務付けないようになつたのかということでございますが、これは前から全然変つておりません。炊事場と風呂場の汚水は必らずしなければならんと義務付けされておりますが便所はされておりません。今後建築する方は建築基準法によつて水洗便所を作らなければならないと義務付けられておりますが、従来の建物は義務付けられておりません。




○大浜　長弘君

　与儀地域は商業地域でございますので早急に処理してもらいたいと思います。那覇中校は道路の向いであります。道路を挾んで３３０メートルしか離れてない。最近はバーが３か所できています。そういう面は非常に大事なことでありますので早急に調査して善処してもらいたいと思います。市民相談の日でありますが、年々停滞しているのはそのほかのこともありましようが、６４年１１月９日、市民相談の日にある人がまいりましていろいろ相談したところがもはや３年になりますが解決されてないということであり、那覇市役所は外観はりつぱだが内部はからだと酷評しております。市民の声を直接市政に反映するのが執行者として大事な点だと思いますが、今後改めてもらいたいと思います。

　下水道問題でありますが、最初の説明では義務付けだというふうに聞いておりますが、ただいまの部長の説明では義務付けではないとおつしやつております。下水道が完備すれば一日橋の投棄場にも持つていかれない。しかも終末処理場に投棄しても投棄料がいる。すなわち汲取りさせると汲取料がそれだけ加算され、高くつくのでどうしても下水道に入れなければならないというふうになるんじやないかと思います。そこでそういう問題は真剣に考えていただいて住民に負担のかからないように善処していただきたいと思います。以上




○議長（高良　一君）

　本日の日程は全部終了いたしました。６月１０日水曜日午前１０時再開いたします。



（午後３時４８分　散会）
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１９６８年第１０３回那覇市議会定例会議事日程第４号

１９６８年６月１０日（月）午前１０時開議







第１　　　会議録署名議員の指名




第２　　　那覇市職員の給与に関する条例の一部を改正する条例制定について
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第３　　　那覇市報酬および費用弁償等に関する条例の一部を改正する条例制定について

（市長提出議案第３７号）
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（市長提出議案第５１号）




第１８　　継続費を設定することについて

（市長提出議案第５２号）




第１９　　那覇市公会堂建設債を起こすことについて

（市長提出議案第５３号）




第２０　　一時借入金について

（市長提出議案第５４号）




第２１　　１９６９年度公営住宅建設債を起こすことについて

（市長提出議案第５５号）




第２２　　１９６９年度那覇市歳入歳出予算

（市長提出議案第５６号）




第２３　　１９６９年度那覇市土地区画整理事業特別会計歳入歳出予算

（市長提出議案第５７号）




第２４　　１９６９年度那覇市土地区画整理事業山下地区特別会計歳入歳出予算

（市長提出議案第５８号）




第２５　　予算外義務負担について

（市長提出議案第５９号）




第２６　　下水道事業債を起こすことについて

（市長提出議案第６０号）




第２７　　一時借入金について

（市長提出議案第６１号）




第２８　　１９６９年度那覇市下水道事業特別会計歳入歳出予算

（市長提出議案第６２号）




第２９　　１９６８年度那覇市水道事業会計追加更正予算

（市長提出議案第６３号）




第３０　　１９６９年度那覇市水道事業会計予算

（市長提出議案第６４号）




第３１　　継続費を設定することについて

（市長提出議案第６５号）




第３２　　那覇教育区債を起こすことについて

（市長提出議案第６６号）




第３３　　那覇教育区教育委員会職員の給与に関する規則の一部を改正する規則制定について

（市長提出議案第６７号）




第３４　　那覇教育区教育委員会職員の給与に関する規則制定について

（市長提出議案第６８号）




第３５　　那覇教育区教育委員会職員退職金支給規則の一部を改正する規則制定について

（市長提出議案第６９号）




第３６　　那覇教育区教育委員会職員定数規則の一部を改正する規則制定について

（市長提出議案第７０号）




第３７　　那覇教育区教育委員会報酬及び費用弁償規則の一部を改正する規則制定について

（市長提出議案第７１号）




第３８　　１９６８年度那覇教育区歳入歳出追加更正予算

（市長提出議案第７２号）




第３９　　１９６９年度那覇教育区歳入歳出予算

（市長提出議案第７３号）




第４０　　議決内容の一部変更について

（市長提出議案第７４号）




第４１　　議決内容の一部変更について

（市長提出議案第７５号）




第４２　　１９６８年度那覇市一般会計予算の繰越使用について

（市長提出議案第７６号）




～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～






○会議に付した事件

（議事日程に同じ）




～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～





○議長（高良　一君）

　これより、本日の会議を開きます。

本日の日程は、お手元に配付してある議事日程第４号のとおりであります。諸般の報告をいたします。

６月８日付、那総総第３，４４４号　「議案の追加送付について」　市長から文書が送付されておりました。議案は、お手元に配付してあります。

６月８日付、那覇市青年団協議会会長　上原　清からの「那覇市青協に対する補助金の増額要請について」の陳情は、会議規則第８７条の規定により、その審査を経済民生教育委員会に付託します。

５月３０日に開催された第４４回全国市議会議長会定期総会において次の議員及び事務局職員が表彰されましたので、表彰状の伝達を行ないます。

△　議員２０年以上勤続者　　久高　友敏　君

△　議員１５年以上勤続者　　高良　　一　君　　喜久山　朝重　君

渡口　麗秀　君

△　議員１０年以上勤続者　　儀間　真祥　君　　黒潮　　隆　君

平良　真次郎　君

△　職員１０年以上勤続者　　義永　栄善　君　　山城　正信　君

高江洲　節子　君

以上１０名であります。　休憩して表彰伝達を行ないます。

休憩します。

	（午前１０時０３分　休憩）

	（午前１０時１０分　再開）







○議長（高良　一君）

　休憩前に引き続き会議を開きます。






○議長（高良　一君）

　日程第１「会議録署名議員の指名」を行ないます。会議録署名議員は、会議規則第１１６条の規定により、議長において、喜久山朝重君、金城吾郎君を指名いたします。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～






○議長（高良　一君）

　日程第２　那覇市職員の給与に関する条例の一部を改正する条例制定について　市長提出議案第３６号を議題として質疑に入ります。






○黒潮　隆君

　議案第３６号について質疑を行ないたいと思います。西銘市長は施政方針に対する質疑の中で那覇市職員は政府職員に比較して現在でも質が低下しているということをはつきり言明されたわけであります。そこで消防署の職員についてはどうなつているか。消防長は機会あるたびに、市民の生命、財産を守る立場にある消防署の職員については厳しく規律を守るようにしているということを強調されていたわけであります。そこで他の部課よりも質の向上の面でかなりの成果をあげているんじやないかというふうに考えるわけであります。私がここでお尋ねしたいのは、聞くところによると消防署の職員の中で給与が６号給も一度にアツプしているものもいると聞いております。そこで消防署の職員は他の部課の職員よりも質が高いのかどうか。この給与条例を審議するに当つて非常に参考になると考えますのでお尋したいと思います。






○市長公室長（城田　清才君）

　お答えいたします。消防署の職員で６号給程度アツプした職員もおるが、これは他の部課の職員よりもレベルが高いのかというご質問でございますが今のご質問は恐らく平の職員から係長、あるいは課長に昇任された場合を指しておるのじやないかというふうに考えますが、これはやはりそれぞれの役職につきましては格付けされておりますので、格付けの号給に達するため人によつては２号、３号あるいは５，６号給の調整をしなければならないという職員もあるかと思いますので、今のご質問はそういう例じやないかというふうに考えております。




○黒潮　隆君

　公室長の答弁では平職員から係長になつたような特別の場合に限るんじやないかというふうなご説明でありますが、つまり係長になり、あるいは課長になる場合には少なくとも普通の職員に比較して成績がよくなければならないというふうに考えるわけであります。ところが今度の消防署職員の中には消防係から消防士長に昇任しているのがおります。しかもその職員は汚職をやつております。どういうことかと申し上げますと、今年の２月分、３月分の消防団員、つまり非常勤消防団員の手当を２月、３月の２カ月分全額、全員のもの１８７ドルを横領した事件であります。そうであるのになぜ消防係から消防士長に昇任させて給与を上げなければならなかつたのかという点。さらにもう一人、これは消防士でありますが今年の３月ごろ職員がピクニツクしたときに厚生会より消防職員に割当てられたピクニツク費用約１５０ドルを横領しているわけであります。これについては同僚の職員が穴埋めしているという事実。そういうふうに汚職を犯している職員は第二組合であります。そこで現金を取扱う総務の仕事ですが、そういうのは少なくとも私生活において真面目なものでなければならないんじやないかと私は思います。

私生活の内容には触れませんが、そういう汚職事件を起したという職員はやはりそこに問題があります。消防長は消防署の職員は他の部課に較べて市民の生命と財産を守る立場にあるので訓練についても、躾についても、あるいは規律の面についても厳しくしなければならないし、またそのように努力しているということをたびたび言明しておりますが、ところが本員が以前にも指摘したとおり職員が汚職事件を起こしたわけであります。さちに徴税課の職員が公金を横領したというような事件がたまたま発覚し、その都度市当局を追及したところ、市長は“年も若いし妻子もあるし”というふうなことで穏便な処置をとつて来たわけであります。そういう中で私は、“そういういい加減な処置をすると必らずまた汚職事件が起きるだろう”ということを指摘いたしましたが、今年の３月、４月にも２人の職員が汚職しているという事実。しかも昇任させ、給料を上げている。なぜそうしなければならないのかそこではつきり消防長および市長の責任まで明らかにしてもらいたいと思います。






○消防長（宮平　栄治君）

　お答えいたします。汚職を犯した消防職員をなぜ進級させたかということでありますが、このことにつきましては消防職員が団のほうにやるべき手当を渡さなかつたということがわからなかつたわけであります。これがわかつたのが先週の金曜日でございました。それでその職員を呼びつけまして支払らいの件についていろいろただしましたところ、２月分の分団員の手当が３月の末ごろ出るわけですが、そのとき１６２ドルを総務課から受取りましてそれを分団長に渡すために持ち帰る途中これを車に置き忘れたとのことでございます。そしてその１６２ドルの金を工面するために時間がかかつたということです。また３月分は４月の末に出るわけでございます。たまたま支払いしようとするときに警防課長からこのことを聞かされまして、これは先週の金曜日でございますが、呼びつけて調べたところがそういう状況で、すぐ金を返済するということでありますが本人が病気で休んでますのでその家にもいつて調べようかと思つておりますが、何か家庭的にいろいろ複雑な事情がございまして、妻とも別居しているようですし、父親のところにも寄りつかないということで詳細な調べはまだやつておりません。いずれよく調べまして厳しく追及する考えでございます。それから進級したのは４月１日でございますがこれは昇任試験によつて進級させたわけでございます。しかし私一人で進級させたのではなくして消防の内部に試験委員がございまして学課の試験、実地の試験というふうに各課長の決済でやるわけでございます。従いまして進級させた時点におきましてはまだその汚職がわからなかつたわけであります。なお、このことにつきましては消防団長は、たとえば３月末にこの金が入つて来なければいけないということを毎月の状態からよくわかつております。従いまして、どうしてそれを早く知らせてくれなかつたかということを、私、ちようど議会に出席しておりましたので、警防課長を呼びまして問いただしましたところ、出納課から出るのが遅くて２カ月のズレがあつたからということであります。従いまして汚職したということがわかつていて進級させたのではなく、それがわからない前に昇任試験によつて進級させたわけでございます。また、私がつねづね規律面のことについて厳しくいつてるがどうしてそうなつたのかということでございますが、これも金銭の授受とか制度上に欠陥があるんじやないかと思いますので、このたび総務課長にも、出納課から金をもらつたときは警防課のほうに渡して、警防課からそれを渡さないようにという話しをしております。もう一つ共済会から出たところのピクニツクの金というものは、実は私わかりませんでした。これは消防の部外者からいわれまして、それをただしましたところ、本人は休んでおりました。総務の係長に聞きましたところ、少こし遅れておつたけれども全部支払らいずみであつたということを聞いております。何も問題はありませんということでありました。それを渡すべき時期に渡さなかつたということは問題はあります。しかしながら、一旦金をもらつて、そしてそれを早目にやるかやらないかということは各部課において実質的にやるようになつておつたようでございます。従いまして、この問題につきましても私が全然無関心でおるわけじやありません。これも今いろいろとそういう面を調査追及している時期でございます。




○黒潮　隆君

　ただいま消防長は、その事件を知つたのは極く最近である。つまり消防係から消防士長に昇任後にわかつた。それも試験によつて昇任したんだ。あるいはピクニツクの割当費用を横領した事件もあとで知らされたが、なぜ早目に消防長に知らせてくれなかつたのか、ということでありますが、しかし、消防長より職員のほうが早く知つております。分団員の手当がもらえないということで騒ぎ出してほとんどの職員が知つているということであります。しかも総務関係の職員はいち早く知つております。それを消防長に知らせなかつたという事実はどういうことなのか。部下が消防長を信頼してないという事実と、さらに消防長が特に可愛がつている職員でさえ、同僚がそういう汚職をしたということを消防長にすぐ知らせなかつたということも重要な問題ではないかというふうに考えます。それについてはどう考えるか。さらにピクニツクの費用についても実際にはこの本人が使つてしまい同僚の職員から追及されて事が判明し、久田友憲、仲村　　　という職員が立替えて穴埋めをした、というふうにほとんどの職員がいうております。それから見てもこれは明らかに横領であり、汚職であるというふうに断定できると本員は見てるわけでございます。先程、家庭の事情も非常に複雑だといつておりましたが私も家庭の事情を知つております。そして私生活が非常に乱脉です。そういうものに現金を扱わせていたという事実。もちろん汚職を犯した職員の罪はゆるせないのですが長いことそのまま放置していたという監督の立場にある上司の責任を明らかにしてもらいたい。さらに先程から申し上げておりますように西銘市長のこの点に対する見解もお伺いしたいと思います。浪花節式では市政の運営はできないと思います。公金を横領したという事実についてはあくまでも追及されなければ今後またそういう汚職事件が引き起されてくるというふうに見るからであります。しかもそういうふうなことをしているのはこれまで全部第２組合であるという事実でございます。これは市長が支持する組合員であれば少こしぐらい悪いことをしても首にはならないという考え方が芽ばえてるんじやないか、これは職員の主観的な考え方から芽生えているだけではありません。上司がそういうふうに甘やかしているというところに問題があるんだというふうに本員は考えます。市長はこの職員に対してどういうふうに処置され市長としてどういう責任を感じておられるかそれをここで明確に答弁していただきたい。




○消防長（宮平　栄治君）

　この問題につきまして消防長の知らない前に部下職員は前から知つておつた、しかもその知つておつたことを消防長に知らさなかつたというのは、いわゆる消防長を信頼していないからだということでございますが、そういう点もあるかと思いますけれどもが、しかしながらその部内におけるところのいろいろなできごとを補佐の役につくところの者がそれを知りながら上司に知らさなかつたということにも問題があるんじやないかと思います。なぜかと申し上げますと、消防団のほうで毎月頼母子をやつておるそうでございます。その頼母子に上級職員からは次長が参加しておりますけれどもが、大体手当で頼母子をやつておるようでございますが、その手当が渡らないからその頼母子を出せないようなことでいろいろ団のほうから苦情があつたようでございます。であるとするならば次長はそれを知つております。それをすぐ消防長に、こういうことがありましたのでこれを調べて下さいとか、あるいは自分でそれを調べる職にもあるんじやないかと思います。またこれを知らさないということは、単に消防長を信用しないから、あるいは第二組合とか何とかという問題じやなくして、そこには何か消防長の足を引つぱろうとする魂胆があるんじやないかとも考えられるわけでございます。責任の問題につきましてはこれはよく調べましてはつきりします。






○市長（西銘　順治君）

　お答えいたします。たびたび職員が汚職を犯したという点でご指摘を受けておりますが、私の基本方針といたしましてはできるだけ年令の若い職員の将来に傷付けない、もちろんこれは恩情主義だけではいけないのでございますけれども、できるだけそういうような基本的な考え方に立つているわけであります。もちろん今度の消防署の問題は消防署自体が二派に分れて、黒潮議員が指摘されたとおり第一組合とか第二組合とかという問題だけじやないようでございます。非常に劇的な底流がございまして、職員同志でいがみ合う。これは決していいことではありません。私は何も第一組合の肩を持とうとか第二組合の肩を持とうとかという気持は毛頭ございません。優秀な職員であれば第一組合の諸君であつても抜擢して課長にいたしております。これはおわかりのことだと思うのでございまして、どの組合に属しようが、能力があつて立派な人物であるならば昇進させるのにやぶさかじやございません。現にあります。そういうことで黒潮議員が言われるように、第二組合ばかりをかわいがる、第二組合だけ昇進させるということではございません。ただ残念なのはそういう第一組合第二組合に分れてお互い同志が牽制しあう、腹をさぐり合う、足を引つぱる、そういう風潮はよくないことだと私は考えております。




○黒潮　隆君

　今市長と消防長の答弁を聞いておりますと、責任のがれの弁解に終始しておると考えます。たとえば先ほど消防長は、次長もそういう模合の席に出席しておるのに調査もしない、あるいは知らしてくれなかつた、それは消防長の足を引つぱろうとしておるんだ、というふうに部下職員に責任を転嫁しようとしています。これはあくまでも汚職を犯した職員の罪が一番大きいわけです。ところが指揮監督をする消防長の責任をそこで他に転嫁しちやならないという事実なんです。だから消防長としてはどう考えておりますか。本員の指摘したいのは消防長にそれを知らさなかつた職員にも問題はあるだろうが、しかし信用されていない消防長にも問題があるんじやないかというふうに聞いたわけです。何もあなただけを責めたわではないわけです。そこでそういうふうに他に責任を転嫁するようなことをしちやならぬということですね。これはしかも西銘市長、そして宮平消防長になつてから採用された職員なんですよ。特別に可愛いがられておる職員、市長の場合にはしかも従来と変わらないで恩情主義でいく、浪花節方式でいこうということです。それもいいかもしれませんが、しかしそういうことをすることによつて、次ぎ次ぎ汚職事件が起きていくんじやないかというふうに本員はこれまで指摘してきたわけです。私は何も好きこのんで傷つけなさいというふうに言つておるわけじやないわけです。また司直の手に訴えなさいということを申し上げておるわけじやない、しかし少なくともそういう汚職を犯しておる職員を那覇市の職員として、そのまま働かすことに私は問題があるというふうに考えるわけです。司直の手をのばすかのばさないかは向うの勝手であるわけです。

ところが今度の事件を起こしたのはやはり若いのと、年令がいつておる職員なんです。そうすると一人は若いからそのまま、あるいはとしがいつている一人は首になるのか。私が申し上げておるのはそういうふうな職員がどんどん出るということに、市長としては責任を感じないかということを聞いておるわけです。




○市長（西銘　順治君）

　お答えいたします。懲戒委員会もございますので、懲戒委員会で調べまして適当な措置をするということが、私の基本的な考え方でございます。汚職の点で責任をとれということでございますが、その責任はどういうふうにとるのか、私といたしましてはもちろんこれは痛感はいたしております。職員に対する指導、監督、督励、十分目がいきとどいていないということでございまして、その点は何もいいことだとは考えておりません。ただ次ぎ次ぎ起こるということはこれはいろんな原因があるでしよう。いわゆる、この間も指摘されましたが、“正直者が馬鹿をみる”　一生懸命働いても働きがいがない、また職員間で第一組合、第二組合に分れてお互いいがみ合う、そういうところに原因があるかもしれません。本質的にはやはりそういうこと自体が、要するに那覇市の職員はまだ質が低いんだということを私は申し上げたいわけでございます。

それから問題は心構えの問題、これは単に技術の問題とか能力問題より以上に人間の問題、こういうことから人間尊重の問題といいますか、心構えと申しますかお互いが信頼し合う、足りないところは、職員同志で喰つた金を出し合つておぎなうということは立派だと思います。喰べたということはよくないけれども、お互が出し合つて救おうじやないか、こういう気持は奨励すべきだと思います。




○黒潮　隆君

　私がいうところの市長が責任をとるということは辞めなさいということじやない。そういうことを言つておるわけじやないんです。施政方針の中でも、市長は答弁しておられましたが、職員の質の低いのは職員を採用する面でも、やはり問題があるということを市長は認めておるわけです。それも市長一人の責任じやなくして、そういつた法律の整備されていない点を指摘されておつたわけです。

ところが現在の法の枠内、あるいは条例の枠内で試験採用ができるわけなんだが、そういうことをしなかつた点にも一つの原因はあるということを答弁しておるわけですね。そこでやはり市民に詫びるべきじやないか、そういうふうな職員を出し、そして市民の公金を横領させたというた、やはりこの職員の、あるいは那覇市の最高責任者である市長として、市民に率直に詫びるべきじやないかという点をここではつきり、私は市長の口から聞きたかつたわけでございます。

そこで私は議長にも要求したいわけでありますが、決算の中でも、われわれはこういう汚職事件があつた決算は認めるべきじやないんじやないかというふうに主張してきたが、やはり多数の与党議員によつてそれを押し切られたわけです。私はそういう市当局のいい加減な措置の仕方をそのまま黙認してきたというのは議会にも責任の一端があるんじやないかというふうに考えます。

従つてこの事件をきつかけにして、市当局に議会として一議員としてではなくして、その処理について公正な処理、そして今後汚職事件の起こらないような責任を追求してしかるべきじやないか、こういうふうに考えます。




○議長（高良　一君）

　それでは次に進みます。




○黒潮　隆君

　消防長としての責任は感じないのかということの答弁が残つております。




○消防長（宮平　栄治君）

　お答えします。先ほどの私の答弁が次長に責任を転嫁するというようなお言葉でございましたが、決してそうではございません。いわゆる次長は消防長の補佐をする役でございます。

従いましてこの問題につきまして、私よりも何か月か先に彼は知つております。しからば彼は私にその事を伝えてこれの是非を確めさせるのが本当ではないか、こういうことでございます。責任の転嫁をするわけじやございません。それで私はもちろんこのことにつきましては、先ほども申し上げましたとおりよく真相を究めてそれから私はやろうというふうな考え方であります。それから申し上げますが、かつて消防において、いわゆる消防職員が消防出張所において酒を飲んで、そして職場を放棄したことがあります。そのときにその出張所の長は人民党所属でございました。そのときに黒潮議員と、いいですか、それから儀間議員が私のところにきて、この職員を首にしたならば承知しないぞ、ということを言われました。




○議長（高良　一君）

　休憩いたします。

	（午前１０時４３分　休憩）

	（午前１０時４５分　再開）









○議長（高良　一君）

　休憩前に引き続き会議を開きます。

日程第２、議案第３６号　那覇市職員の給与に関する条例の一部を改正する条例制定について、質疑を終結し、本案はその審査を総務委員会に付託いたします。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～



○議長（高良　一君）

　日程第３、議案第３７号　那覇市報酬および費用弁償等に関する条例の一を改正する条例制定について　を議題として質疑に入ります。

（「委員会付託」という者あり）






○議長（高良　一君）

　質疑を終結し、本案はその審査を総務委員会に付託いたします。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～






○議長（高良　一君）

　日程第４、議案第３８号　那覇市職員特殊勤務手当支給条例の一部を改正する条例制定についてを議題として質疑に入ります。

（「委員会付託」という者あり）






○議長（高良　一君）

　質疑を終結し、本案はその審査を総務委員会に付託します。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～






○議長（高良　一君）

　日程第５、議案第３９号　那覇市職員に対する期末手当支給条例の一部を改正する条例制定についてを議題として質疑に入ります。

（「委員会付託」という者あり）






○議長（高良　一君）

　質疑を終結し、本案はその審査を総務委員会に付託します。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～






○議長（高良　一君）

　日程第６、議案第４０号　那覇市職員定数条例の一部を改正する条例制定についてを議題として質疑に入ります。

（「委員会付託」という者あり）






○議長（高良　一君）

　質疑を終結し、本案はその審査を総務委員会に付託します。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～






○議長（高良　一君）

　日程第７、議案第４１号　那覇市税賦課徴収条例の一部を改正する条例制定についてを議題として質疑に入ります。






○黒潮　隆君

　この条例の改正については提案理由の中で「市町村税法の一部改正に伴い那覇市税賦課徴収条例も改正するんだ」というふうな説明をしておられますが、市町村税法の一部改正が今度の立法院議会で可決される見通しがあるかどうかですね、まだ現在全然審議に入つていないわけです。

それともう一つ、那覇市の今回の議会は２１日で終わるわけです。従つてこの条例については２１日に可決しなければならなくなるのですが、ところが６月３０日、あるいは会期延長して可決された場合にどうなるか、結局法が改正されないのにそれに先だつて市町村自治体でそういう改正ができるかどうか、やはり那覇市の条例というのはその法に従つて改正しなくちやならないというふうに本員は考えますが、その２点についてお伺いいたします。






○財政部長（当間　重美君）

　お答えいたします。２点についてのご質問でございますが可決の見込みがあるかということでございますが、これにつきましてはこれを議会におはかりする前に、政府総務局の地方課を通じましてたびたび、それが無修正で通過する見込みがあるかどうかということと、それから会期中２１日までにこの税法が改正される見込みがあるかどうかについてよく話し合いしまして、さらに立法院の内政委員会で現在審議中でございますが、ほかの予算関係の立法を優先させて審議しなければならないというふうな事情もございまして、先週の土曜日に内政委員会の決定を見る予定でございましたが、それが延びまして、つまり何か特別会計関係の予算が土曜日に延びましたので、それが本日内政委員会の決定をみるという段取りであり、さらにそれが決定をみましたら金曜日１４日の本会議第１読会にかけるそうで、その第１読会では９０％程度可決される見込みがあるかどうかがわかるそうでございます。こういうふうなことでございます。普通議案が可決されるには第１読会だけでなくて、第２読会までかけて、第３読会までかけるというのは少ないようでございますが、しかし、第３読会はほとんど形式的であるということでございます。これは手続き上の面からの問題ですが、その内容につきまして詳しく委員長から聞きたいということでありましたが、ちようど来客中でお会いできないで内政委員会の調査室の担当課長にお会いいたしましたが、最初はこれは市町村に対する増税ではないかというふうな問題が出たようでございますが、その後地方課から出ました資料を検討していくにつれて、どうも減額になる市町村が出てくるんじやないかというふうに、全然正反対の空気に変わつてきたりしましたけれども、さらにその後地方課から詳細な資料が出てくるにつれて、その線でいいのじやないのか、というふうな空気になつておるようでございます。それともう一つは、これは私どもが好んでこの改正に基づいて、予算編成並びに条例の改正するわけではございません。強力な指導でこういう改正の方向において予算も編成していただきたいということは３，４か月前からの強い要望であり、それによりまして私どももいろいろ研修指導を受けたような次第でございまして、やはり行政府としてはこの案を無修正で通過させるという見通しをもつておるわけでございます。これが第１点についてのお答えでございます。ところが今申し上げました日にちの関係で、本日内政委員会の決定をみまして、それをなか２日おいて、これは議長あてでございますが送付いたしまして、金曜日の第１読会にかけ、そこで可決の見通しがほとんどつくというふうなことでございますから委員会でご審議いただく間に成立についての見通しはだんだん固まつてまいる、確実なものになつてまいるという考えであります。




○黒潮　隆君

　第２点については答弁になつていない。立法院の議事課に当つてみて金曜日までに可決されるんじやないかということですがこれは予想でございます。私たちも４，５日前から増税になるかどうかということを調べに行つたわけでございます。なる程自民党の数が多いので原案どおり通るかもしれない。しかし少なくとも２１日までには通らないということをはつきりいつております。読会省略というのは一人でも反対があるとできないわけでございます。だから２１日までには立法院議会で可決されるという予想はたつでしよう。ところがそうならない場合、つまり６月３０日に可決される。あるいは会期延長されて７月一ぱいに可決されるといつた場合、またそうなる可能性が強いわけでございます。そういうふうに改正されない以前に自治体で“だろう”ということで条例の制定ができるかどうか法的な問題として私はお伺いしているわけでございます。






○第一助役（古堅　宗徳君）

　お答えいたします。ただいまの那覇市税賦課徴収条例についてでございますが先程財政部長からるる説明がございましたが行政府との調整でこの７月１日から施行するように準備しているわけでございます。今立法院あるいは行政府と常に連絡しあつて調整していますが、もし黒潮議員が心配されるような事態がおこりますれば付則でもつて救済の措置も出てくるんじやないか、というふうなところまで研究しております。その時点におきましてまた何かあれば新しくお諮りするか何かして決めたいと思つております。






○儀間　真祥君

　この市町村賦課徴収条例を改正するについては法の改正もやるわけでございますが、法の改正をする根拠がまだないわけでございます。それが今会期中にできそうにないがそれをもう１回説明して下さい。






○第一助役（古堅　宗徳君）

　先程黒潮議員に申し上げたとおりでございまして行政府としては今会期中に通過可決する見込みだということをはつきり申しております。施行も７月１日ということになつておりますので、これは那覇市だけではなくほかの市町村もその点で提案されていると思います。




○儀間　真祥君

　可決されるという見込みでやつたが法が可決されない場合に一体どういう救済措置をとるのか、その間、法はなくなるのか。




○第一助役（古堅　宗徳君）

　この問題につきましては見込みがある、見込みがないということではございません。先程申し上げましたとおり審議の過程においてそういう事態が起りましたら経過規定で救済措置を講じたいというので準備しているわけでございます。

（“進行”というものあり）






○議長（高良　一君）

　質疑を終結します。日程第７、第４１号議案　那覇市税賦課徴収条例の一部を改正する条例制定についてはその審査を総務委員会に付託いたします。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～






○議長（高良　一君）

　日程第８、第４２号議案　那覇市敬老年金条例の一部を改正する条例制定についてを議題として質疑に入ります。






○仲本　安一君

　提案理由の説明の際に、担当部長は、敬老年金は現在８５才以上から適用されておるが、これを現行のままで額を増やしたほうがいいのか、それとも額はそのままにして８０才までその巾を拡げたほうがいいのか、検討した結果諸般の事情から８０才に引き下げたほうが妥当であるということでそのようになつたという理由を説明されております。そこでもう少し詳しく８５才以上で額を上げたほうがいいのではないかという意見と、あるいは８０才まで引き下げたほうがこういう利点があるということをもう少こし具体的にご説明願いたいと思います。






○経済民生部長（慶佐次　盛宏君）

　お答えいたします。私の記憶では人員と額を検討したというのは４４号議案の奨学資金の場合にそういう説明をしたと覚えております。現に私、議案説明書を持つております。しかし敬老年金の場合にはもつぱら年令にしぼりまして８５才というと余りにも高令で受益者が余り少数に過ぎるので年令を落して、そして敬老年金の趣旨を発揮したいというふうにご説明申し上げたわけであります。従いまして人員について申し上げますと現在８５才以上は７８９名おります。これを８０才以上にしますと１，８４７名になります。これを年令別に見ますと８１，２才までは大きな変化はないんですが２才をちよつと過ぎますと１，０００名を割つてがた落ちするということで、いろいろ他の市町村を調べてみますと、他の市町村もほとんど８０才以上というふうになつておりますのでわれわれも今回こういうふうに改正したいということであります。






○議長（高良　一君）

　質疑を終結します。日程第８、第４２号議案　那覇市敬老年金条例の一部を改正する条例制定についてはその審査を経済民生教育委員会に付託いたします。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～






○議長（高良　一君）

　日程第９、議案第４３号　那覇市奨学基金条例の一部を改正する条例制定についてを議題として質疑に入ります。

（「質疑なし」というものあり）






○議長（高良　一君）

　質疑なしと認め本案についてはその審査を経済民生教育委員会に付託いたします。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～






○議長（高良　一君）

　日程第１０、議案第４４号　那覇市奨学資金給付条例の一部を改正する条例制定について　を議題として質疑に入ります。

（「質疑なし」というものあり）






○議長（高良　一君）

　質疑なしと認め本案についてはその審査を経済民生教育委員会に付託いたします。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～






○議長（高良　一君）

　日程第１１、議案第４５号　那覇市営首里プール条例制定についてを議題として質疑に入ります。






○儀間　真祥君

　この首里の淡水プールは前からありましたが、これの条例がなく今度初めて制定するわけですが、これについてはどういう改善がなされるのか。






○経済民生部長（慶佐次　盛宏君）

　お答えいたします。首里の淡水プールを従来は規程でやつていたがどうして今回から条例を制定してやるのかということでございますが、従来は竜潭の水を使つてそれをただ簡易濾過してやつておりました。それで更衣室もシヤワーも便所ももとのままの古い老朽施設を使つており使用料を取るほどのものではないということでやつておりましたが、今回は奥武山にあるような近代的な循還装置をつけ、シヤワーも更衣室も便所も全部近代的な衛生的な施設に作り直すのに金がかかつており、管理する段階になると水道料、電気料といろいろいりますので、少こしでも運営費を補うということで使用料を取ろうということであります。従つて使用料を取るには条例でやらなければいけません。そこで使用料を定めた金額につきましてはいろいろと日本の各都市熊本、埼玉、青森の条例、水泳連盟の使用料等を参考にして別表のような金額にしたいということであります。






○議長（高良　一君）

　質疑終結します。日程第１１、議案第４５号　那覇市首里プール条例制定についてはその審査を経済民生教育委員会に付託いたします。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～






○議長（高良　一君）

　日程第１２、議案第４６号　奥武山競技場管理条例を廃止する条例制定についてを議題として質疑に入ります。






○金城　吾郎君

　奥武山競技場が琉球政府の管理にあたることは那覇市として大へん喜ばしいことだと思います。たつた５，０００ドルぐらいの補助金をもらつて赤字を出すよりもいいと思います。本員は先に奥武山競技場の管理に当つている職員の定数化の問題について質疑したことがあります。野球場の場合は定数化されて待遇されておる。しかし奥武山競技場の場合は３年にもなるのに非常勤職員のままであります。これを定数化する考えはないかとただしたところ近々のうちに琉球政府の管理になるのでそのときに琉球政府とも話し合つて考えてみたいということであります。そこでお伺いしたいんですが野球場の職員と変わらないような形で陸上競技場の管理に当つている職員も琉球政府の定数化に入れるのか、どういう形で移管されるのか、琉球政府と打ち合わせされたことがあるかどうか、もしあればお答え願いたいと思います。






○経済民生部長（慶佐次　盛宏君）

　お答えいたします。管理の返還承認についての文書は先ほどの議案説明のときに申し上げたとおりであります。その事務の引継ぎについての具体的な協議はあしたやるという予定になつておりますが文教局の主管係長の都合で延び延びになつております。人員のほうについては私、前々から気になりますので主管のほうに聞いてみますと、向こうとしては５名必要である。

しかもその５名というのは羽地のユースホステルを加えての５名である。そしてその５名のうち３名は監視人になるわけでございます。この監視人はビル管理に移管する方針であり、結局２人必要だということになります。そこで今の奥武山陸上競技場の用人の中から恐らく２人はとられるんじやないかと思います。従いまして残りの人員については市の人事課のほうで配置替えするなりいろいろ操作されると思つております。




○金城　吾郎君

　野球場はそのまま全員ですか。




○経済民生部長（慶佐次　盛宏君）

　野球場のほうは定員になつております。この間の総務部長の説明で定数改正条例が出ていますのでその中で操作されると思います。




○金城　吾郎君

　琉球政府に移らんわけでございますか。




○経済民生部長（慶佐次　盛宏君）

　野球場は市の職員として。




○金城　吾郎君

　奥武山競技場は野球場も全部含まれるのでしよう。野球場は定数化になつている。その職員はそのまま琉球政府の定数に入りますか。




○経済民生部長（慶佐次　盛宏君）

　施設は全部向こうの管理になりますので管理人も向こうが配置いたしますが、政府として考えている管理人の人員は５名であり屋嘉地の廃校になつたあとにユースホステルがありますので、それを含めて５名を考えている。

従いまして市の職員のうちから５名とるわけでございますが、しかも３名は監視人。この監視人は政府としてはビル管理に移管することを考えている。そうすると現在奥武山競技場の人員の中から２人をとるということでございます。残りは市に移されて市のほうで条例によつて増減が操作されるということであります。






○又吉　久正君

　奥武山競技場の管理を改正する条例でございますが、奥武山競技場が完成し管理すれば相当那覇市の利益になるというのが当時の考え方でありましたがいざ運営してみるというと赤字という形になつております。それでその当時のことははつきり記憶しておりませんが、たしか市有地が大分入つてると思いますがその市有地がいくらあるか、お尋ねいたします。






○経済民生部長（慶佐次　盛宏君）

　調べておりませんが面積はあることはあります。




○又吉　久正君

　本員が聞きたいのは市有地があるとすれば当然使用料の件が出てくると思いますが、使用料を無償で政府にやるのか。






○第一助役（古堅　宗徳君）

　競技場の市有地の件でございますが、ただいま文書を取りに行つておりますが、競技場を作るときに那覇市と政府との間の取り決めにおきまして市有地を無償で提供するというふうになつておりまして使用料かれこれについては問題は起らないと思います。




○又吉　久正君

　管理は那覇でするが無償で提供するということだと思いますが、市有地を政府に無償で使わすことは財政法に反しませんか。




○経済民生部長（慶佐次盛宏君）

　当時の兼次市長時代に奥武山総合競技場を建設するに当り当間重剛主席との間に覚書きが交わされております。それによりますと、先程の助役からの説明のとおり建設するに当つて必要な市有地は無償で提供する。管理については全体的な施設ができ上るまでは、その一つ一つができた段階では市が管理する。全部でき上つたらこの管理については政府のほうで何らかの方法を考慮するということになつております。






○議長（高良　一君）

　質疑終結します。日程第１２、議案第４６号　奥武山競技場管理条例を廃止する条例制定についてはその審査を経済民生教育委員会に付託いたします。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～






○議長（高良　一君）

　日程第１３、議案第４７号　那覇市町界町名整理審議会設置条例制定についてを議題として質疑に入ります。

（「質疑なし」というものあり）






○議長（高良　一君）

　質疑なしと認め本案についてはその審査を建設委員会に付託いたします。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～






○議長（高良　一君）

　日程第１４、議案第４８号　財産の処分についてを議題として質疑に入ります。

（「質疑なし」というものあり）






○議長（高良　一君）

　質疑なしと認め本案についてはその審査を総務委員会に付託いたします。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～






○議長（高良　一君）

　日程第１５、議案第４９号　市道路線の認定について　を議題として質疑に入ります。

（「質疑なし」というものあり）






○議長（高良　一君）

　質疑なしと認め本案についてはその審査を建設委員会に付託いたします。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～






○議長（高良　一君）

　日程第１６、議案第５０号　議決内容の一部変更について　を議題として質疑に入ります。

（「質疑なし」というものあり）






○議長（高良　一君）

　質疑なしと認め本案についてはその審査を総務委員会に付託いたします。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～






○議長（高良　一君）

　日程第１７、議案第５１号　公営住宅建設用地購入借換債を起こすことについてを議題として質疑に入ります。

（「質疑なし」というものあり）






○議長（高良　一君）

　質疑なしと認め本案についてはその審査を総務委員会に付託いたします。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～






○議長（高良　一君）

　日程第１８、議案第５２号　継続費を設定することについてを議題として質疑に入ります。

（「質疑なし」というものあり）






○議長（高良　一君）

　質疑なしと認め本案についてはその審査を総務委員会に付託いたします。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～






○議長（高良　一君）

　日程第１９、議案第５３　那覇市公会堂建設債を起こすことについて　を議題として質疑に入ります。

（「質疑なし」というものあり）






○議長（高良　一君）

　質疑なしと認め本案についてはその審査を総務委員会に付託いたします。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～






○議長（高良　一君）

　日程第２０、議案第５４号　一時借入金についてを議題として質疑に入ります。

（「質疑討論なし」というものあり）




○議長（高良　一君）

　質疑討論なしと認め採決に入ります。本案については原案どおり可決することにご異議ありませんか。

（「異議なし」というものあり）






○議長（高良　一君）

　ご異議なしと認めます。よつて本案については原案どおり可決されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～






○議長（高良　一君）

　日程第２１、議案第５５号　１９６９年度公営住宅建設債を起こすことについてを議題として質疑に入ります。

（「質疑なし」というものあり）






○議長（高良　一君）

　質疑なしと認め本案についてはその審査を総務委員会に付託いたします。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～






○議長（高良　一君）

　日程第２２、議案第５６号　１９６９年度那覇市才入才出予算についてを議題として質疑に入ります。

（「質疑なし」というものあり）






○議長（高良　一君）

　質疑なしと認め本案についてはその審査を総務委員会に付託いたします。なお、歳出　△４款「土木費」　△６款８項２目「公園建設費」、９項「住宅費」　△８款３項２目「公設市場建設費」は、建設委員会に　△６款「社会及び労働施設費」（８項２目、９項を除く）　△７款「保健衛生費」△８款「産業経済費」（３項２目を除く）は、経済民生教育委員会にその審査を願います。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～






○議長（高良　一君）

　日程第２３、議案第５７号　１９６９年度那覇市土地区画整理事業特別会計才入才出予算についてを議題として質疑に入ります。

（「質疑なし」というものあり）






○議長（高良　一君）

　質疑なしと認め本案についてはその審査を建設委員会に付託いたします。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～



○議長（高良　一君）

　日程第２４、議案第５８号　１９６９年度那覇市土地区画整理事業山下地区特別会計才入才出予算についてを議題として質疑に入ります。

（「質疑なし」というものあり）






○議長（高良　一君）

　質疑なしと認め本案についてはその審査を建設委員会に付託いたします。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～






○議長（高良　一君）

　日程第２５、議案第５９号　予算外義務負担についてを議題として質疑に入ります

（「質疑なし」という者あり）






○議長（高良　一君）

　質疑なしと認め本案についてはその審査を建設委員会に付託いたします。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～






○議長（高良　一君）

　日程第２６、議案第６０号　下水道事業債を起こすことについて　を議題として質疑に入ります。

（「質疑なし」というものあり）






○議長（高良　一君）

　質疑なしと認め本案についてはその審査を建設委員会に付託いたします。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～






○議長（高良　一君）

　日程第２７、議案第６１号　一時借入金について　を議題として質疑に入ります。

（「質疑討論なし」というものあり）




○議長（高良　一君）

　質疑討論なしと認め採決に入ります。本案については原案どおり可決することにご異議ありませんか。

（「異議なし」というものあり）






○議長（高良　一君）

　ご異議なしと認めます。よつて本案については原案どおり可決されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～






○議長（高良　一君）

　日程第２８、議案第６２号　１９６９年度那覇市下水道事業特別会計才入才出予算についてを議題として質疑に入ります。

（「質疑なし」というものあり）






○議長（高良　一君）

　質疑なしと認め本案についてはその審査を建設委員会に付託いたします。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～






○議長（高良　一君）

　日程第２９、議案第６３号　１９６８年度那覇市水道事業会計追加更正予算について　を議題として質疑に入ります。

（「質疑なし」というものあり）






○議長（高良　一君）

　質疑なしと認め本案についてはその審査を建設委員会に付託いたします。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～






○議長（高良　一君）

　日程第３０、議案第６４号　１９６９年度那覇市水道事業会計予算について　を議題として質疑に入ります。

（「質疑なし」というものあり）






○議長（高良　一君）

　質疑なしと認め本案についてはその審査を建設委員会に付託いたします。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～






○議長（高良　一君）

　日程第３１、議案第６５号　継続費を設定することについて　を議題として質疑に入ります。

（「質疑討論なし」というものあり）




○議長（高良　一君）

　質疑討論なしと認め採決に入ります。本案については原案どおり可決することにご異議ありませんか。

（「異議なし」というものあり）






○議長（高良　一君）

　ご異議なしと認めます。よつて本案については原案どおり可決されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～






○議長（高良　一君）

　日程第３２、議案第６６号　那覇教育区債を起こすことについてを議題として質疑に入ります。

（「質疑なし」というものあり）






○議長（高良　一君）

　質疑なしと認め本案についてはその審査を経済民生教育委員会に付託いたします。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～






○議長（高良　一君）

　日程第３３、議案第６７号　那覇教育区教育委員会職員の給与に関する規則の一部を改正する規則制定について　を議題として質疑に入ります。

（「質疑なし」というものあり）






○議長（高良　一君）

　質疑なしと認め本案についてはその審査を経済民生教育委員会に付託いたします。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～






○議長（高良　一君）

　日程第３４、議案第６８号　那覇教育区教育委員会職員の給与に関する規則制定について　を議題として質疑に入ります。

（「質疑なし」というものあり）






○議長（高良　一君）

　質疑なしと認め本案についてはその審査を経済民生教育委員会に付託いたします。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～






○議長（高良　一君）

　日程第３５、議案第６９号　那覇教育区教育委員会職員退職金支給規則の一部を改正する規則制定についてを議題として質疑に入ります。

（「質疑なし」という者あり）






○議長（高良　一君）

　質疑なしと認め本案はその審査を経済民生教育委員会に付託いたします。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～






○議長（高良　一君）

　日程第３６、議案第７０号　那覇教育区教育委員会職員定数規則の一部を改正する規則制定について　を議題として質疑に入ります。

（「委員会付託」という者あり）






○議長（高良　一君）

　質疑終結し、本案についてその審査を経済民生教育委員会に付託いたします。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～






○議長（高良　一君）

　日程第３７、議案第７１号　那覇教育区教育委員会報酬及び費用弁償規則の一部を改正する規則制定について　を議題として質疑に入ります。

（「委員会付託」という者あり）






○議長（高良　一君）

　質疑終結し、本案はその審査を経済民生教育委員会に付託いたします。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～






○議長（高良　一君）

　日程第３８、議案第７２号　１９６８年度那覇教育区歳入歳出追加更正予算を議題として質疑に入ります。即決したいと思いますのでご了承願います。






○金城　吾郎君

　歳出の８５，４４０ドルを簡単に１２９，７４０ドルに斜線で訂正してあるがこれはどういうわけですか、こんなずさんな予算の出し方があるんですか。






○教育次長（国吉　順質君）

　はつきり聞えませんでしたので失礼いたしました。７２号議案の追加したのは政府支出金、前回までが４，６８５，８２２ドル、追加更正予算額１２９，７４０ドル、計４，８１５，５６２ドル…。




○金城　吾郎君

　歳出の８５，４４０ドルと印刷したのが線で消されている、そういう予算のずさんな出し方をしては困ると言つておるわけです。




○議長（高良　一君）

　質疑、討論終結し採決に入ります。

日程第３８、議案第７２号　１９６８年度那覇教育区歳入歳出追加更正予算については、原案どおり可決することにご異議ありませんか。

（「異議なし」という者あり）






○議長（高良　一君）

　ご異議なしと認めます。よつて本案は原案どおり可決されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～






○議長（高良　一君）

　日程第３９、議案第７３号　１９６９年度那覇教育区歳入歳出予算　を議題として質疑に入ります。

（「委員会付託」という者あり）






○議長（高良　一君）

　質疑終結し、本案はその審査を経済民生教育委員会に付託いたします。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～






○議長（高良　一君）

　日程第４０、議案第７４号　議決内容の一部変更について、日程第４１、議案第７５号　議決内容の一部変更について　は関連しておりますので一括上程し説明を求めます。




○建設部長（花城　直政君）

　議案第７４号ならびに議案第７５号、議決内容の一部変更について、ご説明いたします。

議案第７４号は、昨年５月２６日に議会の同意を得て南洋土建株式会社が施行している久場川公営住宅建設工事の３工区および４工区であります。基礎設計は土質調査資料に基づいて設計すべきでありますが、この用地は、設計時に整地工事がなされてなく、補助金交付申請との関連もあつて、概算で基礎杭打の設計をしたのであります。当初の設計は１，６００メートルのパイルが入るようになつていましたが、実際に施工した結果、１，０２６メートルのパイルを打ち込めばよいことになりました。したがいまして、基礎杭打工事が設計と現場のあいだに相違を生じたため、設計変更により契約金額を５，６７２ドル４０セント減額することにしました。

工期の再延長につきましては、この工事の型枠は鉄製を採用することに決定しましたが、鉄製の型枠を採用することは、これが初めてで、慎重に考慮する必要がありましたので、型枠の設計は図面だけでなく模型を作製し、市の承認を得て発注するよう指示しました。図面ならびに模型の作製に４０日間の予想以上の日数を要しました。しかし、この影響を工期におよぼさないように、琉球政府と現場において再度工程会議をもち、また、南洋土建も全力を傾注し、努力してきたが、既定工期内に完成することが不可能となりました。去る６月３日に琉球政府に工期の再延長を申請いたしまして、６月５日に口答承認を得ましたので、１９６８年６月２８日まで工期を再延長したいと思います。

議案第７５号は、昨年３月１８日に議会の同意を得て、座波建設株式会社が施行している久場川公営住宅宅地造成屋外付帯工事であります。前述した建設工事の遅延にともない、各棟の歩道工事と芝植工事が、建築工事の足場や建築資材の支障物があつて、施行できなくなりましたので、１９６８年６月２８日まで工期を再延長して事業を完遂したいと思います。

よろしくご審議の上ご承認くださるようお願いいたします。

なお、この工事の既定工期は、１９６８年６月１５日までとなつており、６月１５日までに契約変更する必要がありますので、即決していただくようお願いいたします。




○議長（高良　一君）

　今説明がありましたとおり即決したいと思いますが・・・。






○仲本　安一君

　きよう出してきてすぐ説明して検討する暇もなくて、すぐ即決と、従来そういうことなしにりつぱに行われてきて今回だけ大目に見て下さい、ということであれば話はわかるが、何回も工期の変更というのはやつておる、再三議会で問題になり建設部長は「今後は十分そういうふうにします」と同じことを言つておるが、まだできない、こういつたものについては奈辺に原因があるかということについても、これは調査しそして委員会の審査の中で検討を加えていかなければならないと思いますので、これは１５日となつておりますのでその間に３０分、あるいは１０分間ぐらい本会議をやつていいわけです。そういうふうにもう少し慎重に審査をさせてもらいたいと思います。






○議長（高良　一君）

　会期中に本会議を開いてやりたいと思います。期日までに間に合うように処理するということから、１５日土曜日に本会議を開くことにいたします。ただいまの議案第７４号、議案第７５号はその審査を建設委員会に付託いたします。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～






○議長（高良　一君）

　日程第４２、議案第７６号　１９６８年度那覇市一般会計予算の繰越使用についてを議題として説明を求めます。




○財政部長（当間　重美君）

　議案第７６号　１９６８年度那覇市一般会計予算の繰越使用についてご説明申し上げます。

まず１９６８年度予算のうち、繰越となる事業について款を追つてご説明申し上げます。

第２款の役所費は那覇市史資料篇１巻の印刷費２，７７６ドル、第３款消防費では桜坂と美田の防火水そう給水口取付工事の１，６２０ドル、第４款土木費は道路新設改良費の道路改修工事６本と物件補償費で　１０７，４０９ドル、排水工事２本で３１，６６２ドル、都市計画事業の道路および排水工事７本と物件補償で２４７，８４８ドル、合計３８６，９１９ドルとなつております。

第５款の港湾費は、泊港内照明灯改修工事で３，９８０ドル、第６款の社会及び労働施設費では、愛生寮ようへき工事２，４６４ドルと識名および与儀公園工事６２，９００ドル公営住宅建設費の石嶺および大名町の住宅用地地積測量と土質調査ならびに１９６８年度分公営住宅の水道工事用資材で１４，８５１ドル、合計８０，２１５ドル、　第８款の産業経済費は首里汀良町農道工事の７，０００ドル、　以上が予算繰越しとなる事業で繰越総額は４８２，５１０ドルとなつておりまして、これら事業の債務負担行為額は６０４，３３６ドルで約８０％が翌年度へ繰越しとなります。

次に予算繰越となつた理由について申し上げますと、工事関係については関係地主との接渉に長期日を要したこと、また政府補助関係は、年度後半に入つてから補助指令を得て着工したこと、さらに横断橋防火水そう給水栓、泊港照明工事の沃素ランプ等のように本土に資材発注したもの資材の入荷が遅れたこと等によるものであります。

また物件補償については移転先の確保がむつかしくまた補償額についての折合いがつかず立退接渉に長期日を要したことによつて年度内の執行が見込めなくなつたものであります。

その他那覇市史資料篇の印刷については特別な古い漢字が多く校正に予想以上の時間を要したことで予算繰越しとなつたのであります。

以上簡単に説明を終ります。よろしくご審議のほどをお願い申し上げます。

（「委員会付託」という者あり）






○議長（高良　一君）

　質疑終結し、本案はその審査を総務委員会に付託いたします。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～




○議長（高良　一君）

　以上をもちまして本日の日程は終了いたしました。来たる１５日午前１０時開議いたします。



（午前１１時５３分　散会）

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～
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１９６８年第１０３回那覇市議会定例会議事日程第５号

１９６８年６月１５日（土）午前１０時開議







第１　　　会議録署名議員の指名




第２　　　議案第７４号　議決内容の一部変更について

（建設委員長審査報告）




第３　　　議案第７５号　議決内容の一部変更について

（建設委員長審査報告）




追加第１　市長の本土出張についての緊急質問

（１７番議員金城吾郎）

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～






○　会議に付した事件




（議事日程に同じ）




～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～




１９６８年６月１４日




那覇市議会議長

高良一　殿




建設委員会委員長

比嘉佑直




委員会審査報告書




　本委員会に付託の事件は、審査の結果下記のとおり決定したから会議規則第７３条の規程により報告します。




記



	事件の番号

	件名

	議決の結果




	議案第７４号

	議決内容の一部変更について

	可決すべきものと決定




	議案第７５号

	議決内容の一部変更について

	〃






～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～







○議長（高良　一君）

　これより、本日の会議を開きます。

本日の日程は、お手元に配付してある議事日程第５号のとおりであります。

「諸般の報告」をいたします。６月１４日付、建設委員長から会議規則第７３条の規定による「委員会審査報告書」が提出されておりました。写は、お手元に配付してあります。

６月１２日付、那総総第３，５２４号「第１０３回那覇市議会付議事件の一部訂正について」　市長から、文書が送付されておりました。　その内容は、(1)議案第４０号提案理由の「港湾事務所」とあるのを「港湾建設事務所」に改める。　(2)議案第４８号の３項参考中、地番「６３３－３」とあるのを「６８３－３」に改める。という内容であります。

この訂正内容は、いずれも誤字、脱字によるものでありますので、訂正することを御了承願います。

６月１２日付、那覇市沖映通り被害者損害補償要求陳情団代表　那覇市牧志町１の７７０　新里邦哲ほか７０名からの「那覇市沖映通り被害者損害補償増額要求についての陳情」、６月１４日付、緑が丘公園縮少期成会会長　上原必輝ほか２０６名からの「緑が丘公園指定の建物地域解除方の陳情」以上２件の陳情は、会議規則第８７条の規定により、その審査を建設委員会に付託いたします。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～






○議長（高良　一君）

　日程第１「会議録署名議員の指名」を行ないます。　会議録署名議員は、会議規則第１１６条の規定により議長において　仲本安一君、赤嶺慎英君を指名いたします。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～








○金城 吾郎君

　動議を提出いたします。

（「賛成」というものあり）

日程第３の次に、追加第１として日程追加をお願いいたします。理由は議会開会中に今市長は上京しております。どういう理由で上京したのか。非常に重要な案件を抱えている本定例会の最中に市長がその席をはづすということは問題であります。従つてこのことについて当局に市長出張の理由、その他についてただしたいので日程の追加をしていただきたいと思います。

議題は、市長の本土出張についての緊急質問として下さい。

（「賛成」というものあり）




○議長（高良　一君）

　ただいま１７番議員提出の緊急動議、市長の本土出張についての緊急質問についてはこれを日程に追加し、議題とすることにご異議ありませんか。

（「異議なし」というものあり）




○議長（高良　一君）

　ご異議なしと認めます。よつて１７番議員提出、市長の本土出張についての緊急質問を追加第１といたします。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～

○議長（高良　一君）

　日程第２、議案第７４号　議決内容の一部変更について。日程第３、議案第７５号　議決内容の一議変更についてを一括上程し建設委員長の審査報告を求めます。






○建設委員長（比嘉　佑直君）

　議案第７４号「議決内容の一部変更について」、議案第７５号「議決内容の一部変更について」、以上２件は関連しますので、一括して審査の結果を報告いたします。

　まず、議案第７４号について申し上げますと現在首里久場川に建設中の３工区および４工区の公営住宅建築工事が政府補助金交付申請の時期との関連もあつて、設計当初、用地の整地工事は行わず、概算で基礎杭打ちの設計をしたために、施行の段階において、設計面と現場との間に相違を来たしたための契約金額の変更と、さらに該工事の型枠を今回初めて鉄板を採用するので、慎重に工事を施すべく模型作成をしたのであるがその試作の過程において予想以上の日数を要したため、既定工期内では完成の見通しがつかず、その工期も延期したいとのことであります。

次に議案第７５号は、久場川公営住宅宅地造成屋外付帯工事であるが、建設工事の遅延によつて建築工事の足場、その他建築資材が障害物となり、各棟の歩道工事、ならびに芝植工事が施行できず工期を６月２８日まで延期したいとの当局説明がなされております。

以上の説明に対して、これまで再三にわたつて工期の変更がなされておるが工期については多少の巾をもたし、ゆとりのある契約はできないものかどうか、とただしましたところ、当局の説明は工期は政府の基準で定まつており着工以前に天災地変とかその他特別の事情が生じることは予測できないので工期に巾をもたすことはできない。

さらに、今回は先にものべたように初めて鉄板の型枠を採用したために慎重を期し、当初試作期間を２週間と見積つていたが、４０日間の日数を要したために工期の変更を余儀なくされたとの説明がなされ、委員会はこれを了承し、本件については全会一致原案どおり可決すべきものと決定いたしました。よろしく各位の御賛同を得たいのであります。




○議長（高良　一君）

　ただいまの委員長報告に対して質疑に入ります。






○黒潮　隆君

　建設委員長にお尋ねいたします。現場視察もなされたようですが、そのときにまだ足場もはずされてないというようなことだつたと聞いておりますが、１２，３日間の工期延長で完成できるかどうかということで疑問を持つわけでございます。手直し工事という形で２８日以降も随分日数がかかるんじやないかというふうに考えますが本当に２８日までに完成するかどうか。聞くところによるとこの住宅を使用する市民は抽せんもやつて決まつておるということですが何月何日から使用できるという目途はついているのか。これをお聞きいたしたい。






○建設委員長（比嘉　佑直君）

　第１点目の質問ですが、私たちが現場をみたときに同じような感じを受けました。しかし当局説明は突貫工事で必らずやつてみせるという強い決意でありましたのでそれを信ずるほかはありません。２点目については審議されておりません。






○建設部長（花城　直政君）

　お答えします。入居は７月１０日の予定でありますので１０日までに準備完了するものと思います。




○黒潮　隆君

　大丈夫ですね。




○建設部長（花城　直政君）

　ハイ。

　（「討論なし」というものあり）




○議長（高良　一君）

　質疑を終結し、討論を省略し採決に入ります。議案第７４号、議決内容の一部変更については委員長報告どおり原案を可決することにご異議ありませんか。

（「異議なし」というものあり）






○議長（高良　一君）

　ご異議なしと認めます。よつて本案についてはただいまの委員長報告どおり可決されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～




○議長（高良　一君）

　議案第７５号、議決内容の一部変更について委員長報告どおり原案を可決することにご異議ありませんか。

（「異議なし」というものあり）




○議長（高良　一君）

　ご異議なしと認めます。よつて本案についてはただいまの委員長報告どおり可決されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～






○議長（高良　一君）

　追加第１、市長の本土出張についての緊急質問について１７番議員の発言を許可いたします。






○金城　吾郎君

　日程追加をしていただきました市長の本土出張について当局の見解をただしたいと思います。新聞の報ずるところによりますと、市長は１０日の夜上京したということでありますが、定例議会はご承知のように市の１年間の市政の方向を決定し、さらにそれに伴う予算を審議決定する重要な議会であります。この議会のさなかにおいて市長が出張するのであれば、非常に重要な問題を抱えてぜひとも行かなければならないという理由がなければならんはずであります。しかしながら、今回の定例会の開会さなかにおいて、われわれは市長が東京に行かなければならない理由というものを知らないし、また聞いていないのであります。一体どういう理由で出張したのであるか。新聞の報ずるところによると民主党の総裁としての就任挨拶であるとか、あるいは西銘順治を励ます会に出席するとか、あるいは各大臣に儀礼挨拶をするとか、そういつたことが報ぜられております。そこでこれは市としての公用であるのか、それとも西銘個人の私的な問題であるのか、どういう形で出張したのかを一応明らかにしていただきたい。






○第一助役（古堅　宗徳君）

　このたび市長が出張しましたのは党総裁としての出張でございます。もちろん国政参加の問題、あるいは一体化の問題、援助の問題、かれこれありまして本土からの要請で出張しているのでございます。




○金城　吾郎君

　党総裁として出張することは本土側の意向である。しかしながら定例会中に行かなければならない理由がどこにあつたのか、これを明らかにしていただきたいと思います。




○第一助役（古堅　宗徳君）

　先程申し上げましたとおり本土政府の要請がございまして出張したわけでございます。




○金城　吾郎君

　重要な問題であります。本土政府の要請ということは、これは単なる一沖縄自由民主党の問題ではないと思うのであります。本土政府が那覇市の市長に対して、沖縄自由民主党に対して〝お前出てこい〟というからには何かここに問題があるはずでございますが本土政府の要請は間違いありませんか。




○第一助役（古堅　宗徳君）

　私はそういうふうに聞いております。向こうの政府の都合もあるので早目に来てもらいたいというような要請があつたということを聞いております。




○金城　吾郎君

　助役はそういうふうに聞いておるということでございますが、これは非常に重要な意味をもつておりまして、那覇市の市長が自分の施政方針を出して予算の提案をして、その審議中に日本の政府が市長をしている自由民主党のに対して〝お前出て来い〟という場合には市長は議会に対して〝こういう理由で行くからよろしく〟というひとことがあつてしかるべきだと思いますがこれもない。また日本政府が沖縄自由民主党の総裁であろうが、那覇市長であろうが、誰であろうが〝お前ちよつと出て来い、用があるんだ〟というならばそこにどういう理由でお前出て来いといものがなければいけないと思うが文書か何か来ておりますか。




○第一助役（古堅　宗徳君）

　私、先程日本政府からと申し上げましたが今ほかの部長から聞きますと党からの連絡があつたそうでございます。文書は来ておりません。電話はありました。




○金城　吾郎君

　日本政府じやなくて日本本土の自由民主党からの要請であつたということでございますが、一応、党の問題であればけつこうでありましよう。しかしながら問題は定例議会中であり、しかも今立法院において市町村税法をめぐつてこれが立法できるかどうかという重要な時期であります。私たち総務委員会においてもできるだけ早く立法院がこれの可決をして、しかも市の議会も早くできるように皆んなで努力しよう、当局も立法院に対して速やかにこの立法ができるように要請してほしいということで非常に重要な段階に来ているんです。そういう時期に市長が少なくとも県以外に出張するという場合においてはどういう理由でやるんだということぐらいは議会にあつてしかるべきだと思います。いずれ市長が帰つて来た後にこの問題についてはただしたいと思いますが今後このようなことがあつてはならないとかように思います。






○仲本　安一君

　市長は本土出張を３回程なさつております。今回また１７番議員が指摘しておるように、重要な時期に何の連絡もなく、しかも第一助役はその理由も確信をもつてわかっておられない。いやしくも公共団体である市の市長が不在中は助役が職務執行代理者になるでありましよう。その場合にこれこれしかじかの理由でこういうことをしてくれというようなはつきりした事務の引き継ぎがあつてしかるべきでございます。〝ちよつとそこまで行つてくる〟というような調子では市長のとるべき態度とはいえない。そこで本土側自由民主党の招請によるものであるということでありますがこの点については公文書もないということであります。そこでお尋ねしたいのは現在のところは市との関係はございません。あくまでも沖縄の自由民主党総裁として本土の自由民主党から招請されておる。ということですが、その旅費、滞在費については自由民主党が持つのか、あるいは市から出張旅費が出ているのか。あと１点、３月議会以降市長は３回本土に行つておられますが交際費からどのぐらい出ておりますか正確にお答え願いたいと思います。






○第一助役（古堅　宗徳君）

　お答えいたします。このたびの出張につきましては市から１セントも旅費は支給されておりません。あくまでも個人でございます。それから今年の出張についての交際費、旅費の支出額でございますが今手元に資料がございませんのであとでご報告させます。




○議長（高良　一君）

　本日はこれをもつて散会いたしまして次は来たる２１日午前１０時再開いたします。



（午前１０時３０分　散会）




～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～
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１９６８年第１０３回那覇市議会定例会議事日程第６号

１９６８年６月２１日（金）午前１０時開議







第１　　　会議録署名議員の指名




第２　　　会期の延長




第３　　　議案第３６号　那覇市職員の給与に関する条例の一部を改正する条例制定について

（総務委員長審査報告）




第４　　　議案第３７号　那覇市報酬および費用弁償等に関する条例の一部を改正する条例制定について

（総務委員長審査報告）




第５　　　議案第３８号　那覇市職員特殊勤務手当支給条例の一部を改正する条例制定について

（総務委員長審査報告）




第６　　　議案第３９号　那覇市職員に対する期末手当支給条例の一部を改正する条例制定について

（総務委員長審査報告）




第７　　　議案第４０号　那覇市職員定数条例の一部を改正する条例制定について

（総務委員長審査報告）




第８　　　議案第４８号　財産の処分について

（総務委員長審査報告）




第９　　　議案第５０号　議決内容の一部変更について

（総務委員長審査報告）




第１０　　議案第５１号　公営住宅建設用地購入借換債を起こすことについて

（総務委員長審査報告）




第１１　　議案第５３号　那覇市公会堂建設債を起こすことについて

（総務委員長審査報告）




第１２　　議案第５５号　１９６９年度公営住宅建設債を起こすことについて

（総務委員長審査報告）




第１３　　議案第５２号　継続費を設定することについて

（総務委員長審査報告）




第１４　　議案第７６号　１９６８年度那覇市一般会計予算の繰越使用について

（総務委員長審査報告）




第１５　　議案第４７号　那覇市町界名整理審議会設置条例制定について

（建設委員長審査報告）




第１６　　議案第４９号　市道路線の認定について

（建設委員長審査報告）




第１７　　議案第５９号　予算外義務負担について

（建設委員長審査報告）




第１８　　議案第６０号　下水道事業債を起こすことについて

（建設委員長審査報告）




第１９　　議案第６３号　１９６８年度那覇市水道事業会計追加更正予算

（建設委員長審査報告）




第２０　　議案第４２号　那覇市敬老年金条例の一部を改正する条例制定について

（経済民生教育委員長審査報告）




第２１　　議案第４３号　那覇市奨学基金条例の一部を改正する条例制定について

（経済民生教育委員長審査報告）




第２２　　議案第４４号　那覇市奨学資金給付条例の一部を改正する条例制定について

（経済民生教育委員長審査報告）




第２３　　議案第４５号　那覇市営首里プール条例制定について

（経済民生教育委員長審査報告）




第２４　　議案第４６号　奥武山競技場管理条例を廃止する条例制定について

（経済民生教育委員長審査報告）




第２５　　議案第６６号　那覇教育区債を起こすことについて

（経済民生教育委員長審査報告）




第２６　　議案第６７号　那覇教育区教育委員会職員の給与に関する規則の一部を改正する規則制定について

（経済民生教育委員長審査報告）




第２７　　議案第６９号　那覇教育区教育委員会職員退職金支給規則の一部を改正する規則制定について

（経済民生教育委員長審査報告）




第２８　　議案第７０号　那覇教育区教育委員会職員定数規則の一部を改正する規則制定について

（経済民生教育委員長審査報告）




第２９　　議案第７１号　那覇教育区教育委員会報酬及び費用弁償規則の一部を改正する規則制定について

（経済民生教育委員長審査報告）




第３０　　議案第７７号　１９６８年度那覇市一般会計予算の繰越使用について

（市長提出議案）




第３１　　議案第７８号　予算外義務負担について

（市長提出議案）




第３２　　議案の訂正について




追加第１　　石嶺団地用地買収に関する問題について

（緊急質問仲本安一議員）

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～






○会議に付した事件

　（議事日程に同じ）

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～







１９６８年６月２０日



那覇市議会議長

高良一　殿

総務委員会委員長

平良真次郎




委員会審査報告書




　本委員会に付託の事件は、審査の結果下記のとおり決定したから、会議規則第７３条の規定により報告します。




記



	事件の番号

	件名

	議決の結果




	議案

第３６号

	那覇市職員の給与に関する条例の一部を改正する条例制定について

	可決すべきものと決定




	　〃

第３７号

	那覇市報酬および費用弁償等に関する条例の一部を改正する条例制定について

	〃




	　〃

第３８号

	那覇市職員特殊勤務手当支給条例の一部を改正する条例制定について

	〃




	　〃

第３９号

	那覇市職員に対する期末手当支給条例の一部を改正する条例制定について

	〃




	　〃

第４０号

	那覇市職員定数条例の一部を改正する条例制定について

	〃




	　〃

第４８号

	財産の処分について

	同意すべきものと決定




	　〃

第５０号

	議決内容の一部変更について

	可決すべきものと決定




	　〃

第５１号

	公営住宅建設用地購入借換債を起こすことについて

	〃










	議案

第５２号

	継続費を設定することについて

	可決すべきものと決定




	　〃

第５３号

	那覇市公会堂建設債を起こすことについて

	〃




	　〃

第５５号

	１９６９年度公営住宅建設債を起こすことについて

	〃




	　〃

第７６号

	１９６８年度那覇市一般会計予算の繰越使用について

	〃









～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～




１９６８年６月２０日



那覇市議会議長

高良一　殿

建設委員会委員長

比嘉佑直




委員会審査報告書




　本委員会に付託の事件は、審査の結果下記のとおり決定したから、会議規則第７３条の規定により報告します。




記



	事件の番号

	件名

	議決の結果




	議案

第４７号

	那覇市町界町名整理審議会設置条例制定について

	可決すべきものと決定




	　〃

第４９号

	市道路線の認定について

	承認すべきものと決定




	　〃

第５９号

	予算外義務負担について

	可決すべきものと決定




	　〃

第６０号

	下水道事業債を起こすことについて

	〃




	　〃

第６３号

	１９６８年度那覇市水道事業会計追加更正予算

	〃






１９６８年６月２０日



那覇市議会議長

高良一　殿

経済民生教育委員会

委員長　大山盛幸




委員会審査報告書




　委員会付託の事件は、審査の結果下記のとおり決定したから、会議規則第７３条の規定により報告します。




記



	事件の番号

	件名

	議決の結果




	議案第４２号

	那覇市敬老年金条例の一部を改正する条例制定について

	可決すべきものと決定




	　〃

第４３号

	那覇市奨学基金条例の一部を改正する条例制定について

	〃




	　〃

第４４号

	那覇市奨学資金給付条例の一部を改正する条例制定について

	〃




	　〃

第４５号

	那覇市営首里プール条例制定について

	〃




	　〃

第４６号

	奥武山競技場管理条例を廃止する条例制定について

	〃




	　〃

第６６号

	那覇教育区債を起こすことについて

	〃




	　〃

第６７号

	那覇教育区教育委員会職員の給与に関する規則の一部を改正する規則制定について

	〃




	　〃

第６９号

	那覇教育区教育委員会職員退職金支給規則の一部を改正する規則制定について

	〃




	　〃

第７０号

	那覇教育区教育委員会職員定数規則の一部を改正する規則制定について

	〃




	　〃

第７１号

	那覇教育区教育委員会報酬及び費用弁償規則の一部を改正する規則制定について

	〃












○議長（高良　一君）

　これより、本日の会議を開きます。本日の日程は、お手元に配付してある議事日程第６号のとおりであります。「諸般の報告」をいたします。

６月２０日付、那総総第３，８０６号　「議案の追加送付について」及び那総総第３，７９１号「第１０３回那覇市議会付議事件の一部訂正について」市長から、文書が送付されておりました。

「追加議案」ならびに「議案の訂正文書」は、それぞれお手元に配付してあります。

６月２０日付、総務委員長、建設委員長、経済民生教育委員長から、会議規則第７３条の規定による「委員会審査報告書」が提出されておりました。

写は、それぞれお手元に配付してあります。

６月１８日付、陳情第１１号「米審の答申を尊重し、告示撤回要請方についての陳情」は、提出者　那覇市美栄橋町１の３３　新日本婦人の会沖縄県本部　与儀久子　から「陳情取下げ届」が提出されておりますので、会議規則第１９条の規定により、取下げることを御了承願います。

６月１８日付、那覇市首里末吉町１の２の１　地域住民代表　大城盛好　ほか９名からの「那覇都市計画地域指定内の末吉風致地区の一部取消について（陳情）」、与儀小学校長　親泊興輝　ほか１６名からの「古波蔵横断歩道設置に関する陳情」、「与儀小学校東裏門の道路舗装に関する陳情」、那覇市首里石嶺町１丁目１２０番地　当真嗣州　ほか１４８名からの「石嶺公営住宅建設に伴う都市計画認可申請について」、那覇市字寄宮３０７　渡嘉敷唯太ほか２３名からの「寄宮地区排水溝の改修について」、以上５件の陳情は、会議規則第８７条の規定により、その審査を建設委員会に付託いたしました。

６月１８日付、那覇市美栄橋町１の３３　新日本婦人の会沖縄県本部代表者与儀久子からの「米審の答申を尊重し、米価値下げ要請方について陳情」、６月１９日付、那覇市首里鳥堀町５の９番地　知念武次ほか２名からの「鳥堀農道新設工事反対について陳情」、以上２件は、会議規則第８７条の規定により、その審査を経済民生教育委員会に付託いたしました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～






○議長（高良　一君）

　日程第１　「会議録署名議員の指名」を行ないます。

会議録署名議員は、会議規則第１１６条の規定により、議長において　金城重正君、赤嶺保三郎君　を指名いたします。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～




○議長（高良　一君）

　日程第２　「会期の延長」を議題といたします。おはかりいたします。

今期、定例会の会期は、本日までと議決されておりますが、議事の都合により会期を６月２８日まで７日間延長いたしたいと思います。これに御異議ありませんか。

（「異議なし」というものあり）






○議長（高良　一君）

　御異議なしと認めます。よつて会期は、６月２８日まで７日間延長することに決しました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～








○仲本　安一君

　日程追加の動議を提出いたします。これは石嶺団地用地買収に関する問題についてでございます。この件について緊急質問をいたしたいのでございます。ご承知のように現在関係者に不正があつた疑いで法務局をはじめあるいは検察庁、税務署、金融検査庁が動き出しているようでありますし、市民の中にも疑惑をもつて取沙汰されている問題でもあります。従つて今議会はこの際この問題を明確にする必要があると思いますので、ぜひ日程に追加していただくよう動議を提出するものであります。

（「賛成」というものあり）




○議長（高良　一君）

　ただいま１６番議員より提出されました緊急動議、石嶺団地用地買収に関する問題についての緊急質問を日程に追加し、これを追加第一とすることにご異議ありませんか。

（「賛成」というものあり）






○議長（高良　一君）

　異議なしと認め、１６番議員仲本安一君提出にかかわる石嶺団地用地買収に関する問題についての緊急質問についてを追加第１とすることにいたします。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～




○議長（高良　一君）

　日程第３、議案第３６号　那覇市職員の給与に関する条例の一部を改正する条例制定についてを議題として総務委員長の審査報告を求めます。






○総務委員長（平良　真次郎君）

　議案第３６号「那覇市職員の給与に関する条例の一部を改正する条例制定について」審査の結果を報告いたします。

この改正の理由は、一般職員の給料を、物価の上昇、琉球政府・電力公社ならびに民間の給与等を考慮し、改定するためであります。

この改正により、職員の平均給は１３．３％で総額３０５，７００ドル、職員１人当たり平均１３ドル４５セントの上昇となり、その配分については、号給において９号給から３９号給までの職員が比較的多く、その給与曲線の中だるみを是正するため上昇率を特に高くして適性な措置を講じてあります。

各号給の上昇率を申し上げますと、１号給から６号給までは該当者がなく、７号給が該当者１人、８号給該当者なし、９号給　配分率においては１３．５２％、１５号給（短大卒）　１５．７６％、２３号給（大学卒）　１５．８７％、３７号給（係長）　１３．９１％、５３号給（課長）　１０．５４％、７０号給（部長）　７．８９％　となつております。

次に、西銘市長の就任当時は市職員の給与は、琉球政府職員に比較して高かつたが、現在では逆に政府職員の方が高くなつているが、これに対する市当局の考え方についてただしました。

当局の見解は、琉球政府職員と市職員の平均給を年度別に単純比較しますと

’６０年１１月　(1)　政府職員平均給４８ドル１３セント

　　　　　　　　(2)　市職員平均給　４４ドル９１セント

’　　　　　　　　　　　　　(1)　　　　　　　　　　　(2)

’６１年１１月　　　５０ドル　５セント　　　４８ドル２２セント

’６２年１１月　　　５６ドル１３セント　　　５２ドル９４セント

’６３年１１月　　　６７ドル８７セント　　　６３ドル９１セント

’６４年１１月　　　７２ドル９９セント　　　７１ドル６５セント

’６５年１１月　　　７５ドル９３セント　　　７５ドル４５セント

’６６年１１月　　　８６ドル６８セント　　　８０ドル２１セント

’６７年１１月　　　９６ドル４６セント　　　８７ドル９０セント

’６８年１１月　　１０４ドル１５セント　　　９７ドル７１セント

’６９年１１月　　１０．７％上昇するものとして

　　　　　　　　　１１８ドル３０セント　　１１４ドル６０セント

となり、市長就任前はもちろんのこと現在においても政府の方がいずれも高くなつている。　しかしながら、ラスパイラス方式により、本市と政府職員の給与を比較対照すると、１９６６年１１月においては総体的に本市が政府より４．２％高く、１９６７年政府１０％、本市９．５２％のアツプ、１９６８年政府１０．７％（目下立法院で審議中）、本市１３．３％アツプをしても結果としては本市のほうが政府より６．３２％高くなり、したがつて妥結額１３．３％は、民間および政府と比較しても決して低くはなく妥当な額である。という説明がなされております。

次に、市民税の職員給に占める比率について、ただしましたところ、本年度は９３．６％であり、新年度分は１１１．４％となつているとのことであります。

さらに現在のように、毎年春闘で職員の給与をアツプしていくと、市民に還元することなく、職員にのみ還元していくということになり、非常に不合理だと思うが、これに対し市当局はどのような方法でこれを是正していくのか。

ということに対し当局の見解は、職員の給与については、市民税の年度収入でまかなうことが理想であるが、職員待遇の面からまた、他の民間企業その他、世間一般の相場も尊重しなければならないということから、さらに給与決定の原則ならびに情勢適応の原則からしても考慮されなければならない問題である。　したがつて今後は、できるだけ諸経費の節減を図るとともに、職員の採用にあたつては各部課の適切な調査のもとに職員を配置して定員増をおさえるとともに、さらに市税の賦課徴収を強化していきたい、という説明がなされております。

委員会は、その他若干の質疑を交し、本案は原案どおり可決すべきものと決定いたしました。よろしく各位のご賛同をお願いします。




○議長（高良　一君）

　ただいまの委員長報告に対して質疑に入ります。






○瀬長　フミ君

　ベースアツプについては市職労からは１３．５％の要求があり、中労委の調停額が１３．５％になつております。これに対しましてそれだけアツプした場合にどれだけの支出になるかということをご審議なされましたか。






○総務委員長（平良　真次郎君）

　あつ旋案が１３．５％、本市が１３．３％でその差が０．２％ということになりますが、金額にして４，６００ドル程度といつております。




○瀬長　フミ君

　４，６００ドルの捻出なら何とかできると思いますが、こういうふうなことについて市当局からお話しがありましたか。




○総務委員長（平良　真次郎君）

　その件につきましては委員長報告書にもありましたとおり組合との妥結もあるし、また政府並びに一般企業その他の給与をみましても妥当な額であるというようなことでこの案をそのまま全会一致採用したわけであります。

（「進行」というものあり）






○儀間　真祥君

　市は調停案１３．５％に対して１３．３％しかできないということであり、また０．２％で４，６００ドル、これだけの金も出せないということでございますが、市長の給料を値上げるときの提案理由として市長の給料は主席並みでなければいけないということでありました。現在提案されてる主席の給料が６５０ドルということですが市長の給料も主席並みにアツプする考えであるのか、またこの点について審議したかどうか。






○総務委員長（平良　真次郎君）

　ただいまの件につきましても質問がございましたアツプするというような面については別に今どうするという説明はなかつたわけでございます。




○儀間　真祥君

　説明はなかつたんですか。




○総務委員長（平良　真次郎君）

　はい。つまり主席並みに給与の改正をするというような意見は別にありませんでした。




○儀間　真祥君

　当局のほうにお伺いいたします。当局は前に３役の報酬、議員の報酬を値上げする場合に市長の給料を主席並みにもつていこうというのがその提案理由でありましたが、新年度で提案しないにしても９月議会で５０ドルアツプするように考えているのかどうかその点をお伺いいたします。






○市長公室長（城田　清才君）

　お答えいたします。この問題については委員会でもはつきり申し上げてございますが、現段階としてはそういうことは考えておりません。

（「進行」というものあり）




○議長（高良　一君）

　質疑を終結し討論に入ります。






○黒潮　隆君

　議案第３６号に対する反対討論を申し上げます。反対する理由は、賃金を値上げさせる春闘の中で中労委が１３．５％の調停案を提案したわけであります。従つて私たちはこの中労委の調停案を尊重して１３．５％に引き上げるべきだということが反対の大きな理由でございます。もちろん労働者の賃金を値上げすることに反対するわけではありません。この中労委の調停案なるものは使用者側の委員、労働者側から出ている代表、そして仲裁の立場に立つ方々、そういう三者の代表が出て１３．５％がいいというようなことで調定案を示し、そして当局と組合との団交の中でそういう調停案が出たら尊重していけというようなことを述べたということが新聞紙上でも報道されております。ところで現在提案されている１３．３％に０．２％を加えた場合は先程の委員長のご説明にもありましたとおり４，６００ドルしか増えないわけでございます。従つてこれだけの財源の捻出ができないということはないというふうに本員は考えます。そして総務委員会の質疑の中で市当局は１３．３％という額は那覇市労との間で妥結しているので妥当な額だということをいつております。しかしながら、それは理由にならないのではないか。なるほど片一方の組合は妥結しているが片一方の組合は妥結していないわけであります。そして那覇市労の場合には１４日の団交で１３％で妥結しているわけでございます。従つて那覇市労の立場でやるならば１３％でも妥当であつたということが市当局の説明からするといえるんじやないかと思います。ところが私はそうは考えないのでございます。１３．３％であつてもやはり那覇市労の場合は不満を持つているんだというふうに本員は理解します。なぜならば非常に控え目な要求であつても１７％を要求しているわけであります。従つて中労委の調停案は拘束力はないにしてもやはり尊重すべきじやないかというふうに本員は考えます。さらにこの労働者の賃金はどれだけあれば人間としての生活ができるかということを基準におくべきだと考えます。それからすると人事委員会の出した標準生計費は１４５ドル７６セントというふうになつております。つまり夫婦と子供３人の５人家族これを標準世帯としております。

これだけの家族が生活するには最低１４５ドル７６セントなければならないというふうに出しているわけであります。それに較べますと今度賃金が上がつても那覇市職員の平均賃金は１４５ドル７６セントにほど遠いわけであります。それから見ても１３．３％という額はかなり低いのであります。もちろん私たちが支持する調停案にしても低いわけであります。ところがやはり春闘さなかにおいて出された低い額であつても引き上げてゆくように努力すべきではないかと考えるわけであります。そこで私たちが一番不満に思うのはこれまでの職員の給与を引き上げる段階でも市の３役あるいは市会議員などの場合と比べて職員の賃金は低く抑え、そして３役の場合は大巾に引き上げているということであります。６１年から６７年７月現在までの給与の伸び率でございますが職員の平均は７年で１８５％、部長あたりが２１１％、市長などは４８０％というふうにアツプしているわけであります。この数字からみてもはつきりするとおり職員についてはかなり低く抑えているんじやないかと思います。さらにもう１点、政府の職員に比較して那覇市の職員の賃金が低いということ。今度の引き上げによつて３ドル７０セントの開きが出ております。ラスパイラス方式によりますと那覇市の職員が政府職員より４．２％高いんだという説明でありますが、しかしそれは教職員、警察官など那覇市職員にないものを除いて比較されております。警察官にしろ、教職員にしろ労働者には変わりないわけであります。従つて何もそれをはずして比較することをしなくてもいいんじやないかというふうに考えます。従つてこの条例改正についてはやはり中労委のあつ旋どおり１３．５％にすべきだというふうにして反対討論といたします。




○議長（高良　一君）

　討論を終結し採決に入ります。議案第３６号、那覇市職員の給与に関する条例の一部を改正する条例制定について委員長報告どおり可決することにご賛成の方のご起立を求めます。






○議長（高良　一君）

　賛成多数であります。よつて本案については委員長報告どおり可決されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～




○議長（高良　一君）

　日程第４、議案第３７号　那覇市報酬および費用弁償等に関する条例の一部を改正する条例制定についてを議題として総務委員長の審査報告を求めます。






○総務委員長（平良　真次郎君）

　議案第３７号　那覇市報酬および費用弁償等に関する条例の一部を改正する条例制定について、審査の結果を報告いたします。

審査の主なるものを申し上げますと、本市の選挙管理委員会委員長および委員の報酬については、去年本委員会で本土の類似都市と比較しても高いという市当局の説明があつたが、今回更に改正、増額する理由についてただしました。当局の説明によりますと、本市の選挙管理委員会委員長および委員の報酬改定にあたつては、本土の類似都市、政府、および他の市町村との比較、また、毎年改善されている常勤職員の給与ベースとの関連等諸般の事情を考慮して、現行委員２０ドルを２割５分引き上げて２５ドルに、委員長についても同様に２割５分引き上げてあり適正な報酬額であります。

本土の類似都市と比較しますと、旭川市人口２６万人、委員長３６ドル１１セント　委員２２ドル２２セント、宇都宮市人口２７万９，０００人　委員長２７ドル７８セント　委員２２ドル２２セント、豊橋市人口２４万４，０００人　委員長１３ドル８９セント　委員１１ドル１１セント、下関市人口２６万１，０００人　委員長１９ドル４４セント　委員１３ドル８９セント、人口３０万以上４０万以内の都市として、鹿児島市人口３８万８，０００人　委員長２５ドル　委員１９ドル、和歌山市人口３４万８，０００人　委員長５０ドル　委員３３ドル３３セント、岐阜市人口３７万７，０００人　委員長５０ドル　委員３８ドル８９セント、これらの都市の平均が委員長３４ドル３２セト　委員２３ドル８４セントとなり、本土類似都市よりわずかに高くなることになりますが、妥当な額であるとのことであります。

委員会はその他若干の質疑を交わし、本案は全会一致原案どおり可決すべきものと決定いたしました。よろしく各位のご賛同を得たいのであります。




○議長（高良　一君）

　ただいまの委員長報告に対して質疑に入ります。

（「質疑討論なし」というものあり）




○議長（高良　一君）

　質疑討論なしと認め採決に入ります。本案についてはただいまの委員長報告どおり可決することにご異議ありませんか。

（「異議なし」というものあり）






○議長（高良　一君）

　ご異議なしと認めます。よつて本案についてはただいまの委員長報告どおり可決されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～




○議長（高良　一君）

　日程第５、議案第３８号　那覇市職員特殊勤務手当支給条例の一部を改正する条例制定についてを議題として総務委員長の審査報告を求めます。






○総務委員長（平良　真次郎君）

　議案第３８号　那覇市職員特殊勤務手当支給条例の一部を改正する条例制定について、本委員会の審査経過および結果をご報告申し上げます。

本案に対する当局説明によりますと、伝染病予防法の施行に伴ない、市町村および市町村長が行う伝染病予防業務に従事する職員に対し、特殊勤務手当を支給したい。また、税務手当の増額については課税の賦課および調査に従事する職員の事務量の増加および徴税手当との均衡をとるため提案したとのことであります。これに対する主なる質疑といたしましては、税務手当を現行、月３ドルから５ドルにした理由についてただしましたところ、年間を通じての月平均支給額は、徴税課８ドル３８セント、資産税課６ドル２セント、市民税課６ドル８セントとなつており、各課のバランスをとるため２ドル引き上げたとのことであります。

また、税務職員は何名おり、年間支給総額はいくらになるかとの質疑に対し税務職員は５２名で、年間支給総額は、税務手当６，６３０ドル、徴税滞納整理手当５，２３０ドル、計１１，８６０ドルになるとのことであります。さらに、税務事務職員は残業が多いが職員を増やす考えはないか、ということに対し調査後の計算事務を計算センターに委託して、事務を合理化しその余分の時間、経費をすべて調査事務にまわすとのことであります。

委員会は以上の当局説明を了承し、本案については全会一致可決すべきものと決定いたしました。よろしくご賛同下さるようお願い致します。




○議長（高良　一君）

　ただいまの委員長報告に対し質疑に入ります。

（「質疑討論なし」という者あり）




○議長（高良　一君）

　質疑討論を終結し採決に入ります。

日程第５、議案第３８号　那覇市職員特殊勤務手当支給条例の一部を改正する条例制定については、ただいまの委員長報告どおり可決することにご異議ありませんか。

（「異議なし」というものあり）






○議長（高良　一君）

　ご異議なしと認めます。よつて本案は委員長報告どおり可決されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～




○議長（高良　一君）

　日程第６、議案第３９号　那覇市職員に対する期末手当支給条例の一部を改正する条例制定についてを議題として総務委員長の報告を求めます。






○総務委員長（平良　真次郎君）

　議案第３９号「那覇市職員に対する期末手当支給条例の一部を改正する条例制定について」審査の結果を報告いたします。

本案は、最近の諸物価の高騰による生計費の増大等の経済事情や政府、他市町村および民間等の期末手当の支給状況を考慮し、本市職員の期末手当を引きあげる必要があるため提案したと述べております。委員会は、以上の当局説明を聴取し、若干の質疑を交した後、本改正案の主旨を了承し、全会一致原案どおり可決すべきものと決定いたしました。よろしく各位のご賛同をお願いします。




○議長（高良　一君）

　ただいまの委員長報告に対し質疑に入ります。

（「質疑討論なし」というものあり）




○議長（高良　一君）

　質疑討論終結し採決に入ります。。

日程第６、議案第３９号　那覇市職員に対する期末手当支給条例の一部を改正する条例制定については、ただいまの委員長報告どおり可決することにご異議ありませんか。

（「異議なし」というものあり）






○議長（高良　一君）

　ご異議なしと認めます。よつて本案は可決されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～




○議長（高良　一君）

　日程第７、議案第４０号　那覇市職員定数条例の一部を改正する条例制定についてを議題として総務委員長の報告を求めます。






○総務委員長（平良　真次郎君）

　議案第４０号　那覇市職員定数条例の一部を改正する条例制定について、審査の経過と結果を報告いたします。本案は新規事業、その他事務強化のため６５人の増員をする反面、業務の廃止、あるいは業務の民間委託等により４０人減員し、差引き２５人を増員する必要があるとして提案されております。その内容を申し上げますと、増員については、市民課の窓口事務改善に伴うもの２人、　民生課の保育所新設に伴うもの１２人、同補充員６人、保健カードを作成し、予防接種の有無、血液型等を記録するもの２人、　ゴミ処理場の焼却係に７名ずつの２直制で１４人、住宅課の工事係に、建築現場の増大による水道工事の現場監督として１人、区画整理課に山下地区１人、樋川５人、第１地区２人、庶務係２人、土木課庶務係に２人、設計係と工事係に３人、港湾建設事務所調査係に風波測定、埋立調査、潮流測定、その他の事務用に３人、工事第１係に港湾建設工事の実施に伴なう現場監督と、次年度以降の設計に当るものとして５人、　総務課車両係に建設部事務連絡車購入に伴なう運転手として１人、　消防警防課警防係に４人、　合計６５人となり、減員の内容については、　総務課庶務係から給仕１人、　民生課社会教育係から、奥武山野球場職員８人、奥武山諸施設の管理移管に伴うものおよび陸上競技場から用人５人、　保健衛生課衛生第１係からゴミ収集業務を民間に委託することに伴うもので、運転手４人、掃除夫１０人、　商工観光課観光係から観光案内所の業務を琉球観光開発事業団に移管することに伴うもの２人、　区画整理課庶務係２人、調査係２人、寄宮地区７人、　土木課設計係と工事係から港湾建設事業所への一時貸出に伴うもの３人、合計４０人で差引き２５人の増員となつております。　又、奥武山野球場の職員８名と、陸上競技場の用人５名の配置替えについて質しましたところ、３名は政府が採用することになつており、残り１０名についても、６月１４日の琉球政府人事委員会との交渉で何名採用するかについて決定する。その採用にもれた職員については市の定数に入れ配置替えする。

更に保健衛生課衛生第１係の１４名の処遇についてただしましたところ、減員１４名中５名は焼却炉の運転開始までに停年退職することになつており、４名の運転手については、１人は総務課車両係、３人についてはゴミ処理場焼却係にまわす予定でありますが、まだ確定していないとのことであります。

次に、ゴミ処理については現在委託制と直営両方でやつているが、今後の委託と直営の比重についてただしましたところ、従来までの委託と直営との場合の処理人口は５分５分であり、住宅状況、道路状況により、密集地で道路の整備された所は委託制にし、道路が狭く、住宅が密集していない所は直営でやつて行く、というように、都市の発展状況をよく見ながら直営と委託とのバランスを考えて行きたいとのことであります。

委員会は以上の当局説明を了承し、結論として本案については全会一致原案どおり可決すべきものと決定いたしました。よろしくご賛同を得たいのであります。

なお、提案理由中「港湾事務所の設置」とあるのを、本会議において「港湾建設事務所の設置」に訂正するとの申出があり、委員会はこれを了承したのであります。




○議長（高良　一君）

　ただいまの委員長報告に対し質疑に入ります。

（「質疑討論なし」というものあり）




○議長（高良　一君）

　質疑討論終結し採決に入ります。

日程第７、議案第４０号　那覇市職員定数条例の一部を改正する条例制定については、ただいまの委員長報告どおり可決することにご異議ありませんか。

（「異議なし」という者あり）






○議長（高良　一君）

　ご異議なしと認めます。よつて本案は可決されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～

○議長（高良　一君）

　日程第８、議案第４８号　財産の処分についてを議題として総務委員長の報告を求めます。






○総務委員長（平良　真次郎君）

　議案第４８号「財産の処分について」審査の結果を報告いたします。

本案は、安謝第３次埋立事業債の償還および第４次の手形利息の支払いをはじめ、公会堂建設事業、港湾建設事業、その他各都市計画事業の対応費に充当するため、６９年度中に　一般公入札により、第３次埋立地の一部を処分するため提案した　ということであります。

審査の主なるものを申し上げますと、この処分予定地の側には学校予定地があり、用途地域の指定をしておかないと後で文教地域にふさわしくないような問題が生じるのではないか、ということに対し、当局は市の都市計画委員会で文教地域と決定し、これから政府に申請するのであるが、主席の認可を得た後売却したい。しかし、もし指定が遅れるような場合は入札前に文教地域になるということを周知徹底させて一般公入札にかけたい。

という説明がなされたのであります。なお、当局から参考資料中にミスプリントがあり、６３３－３を６８３－３に訂正する　という申し入れがあり委員会は一応これを了承し結論として本案は全会一致同意すべきものと決定いたしました。　よろしく各位のご賛同をお願いします。




○議長（高良　一君）

　ただいまの委員長報告に対して質疑に入ります。

（「質疑討論なし」というものあり）




○議長（高良　一君）

　質疑討論終結し採決に入ります。

日程第８、議案第４８　財産の処分については、ただいまの委員長報告どおり同意することにご異議ありませんか。

（「異議なし」というものあり）






○議長（高良　一君）

　ご異議なしと認めます。よつて本案は同意されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～




○議長（高良　一君）

　日程第９、議案第５０号　議決内容の一部変更についてを議題として総務委員長の報告を求めます。






○総務委員長（平良　真次郎君）

　議案第５０号「議決内容の一部変更について」審査の結果を報告いたします。本案は、さきの第１００回定例会で議決を得た公営住宅建設用地購入債を起こすことについての起債目的の一部変更についてであります。

当局の説明によりますと、議決後、早速首里石嶺町と大名町の地主との交渉を進めているが、一部地主について土地の交換を希望しており、交換用地を取得しなければ建設用地の取得が困難であるため議決内容を変更し、用地取得を進めていくため本案を提出した、とのことであります。

審査の主なるものを申し上げますと、今後公営住宅建設用地を購入する際は市が直接地主から買収すべきではないか、ということに対し、建設部と調整した結果、現在の段階では市が直接購入することに決まつているが、最悪の場合は、「土地建物取引き業に関する規則」による免許保持者にあつ旋をしてもらい、その規定による手数料だけを支払う。とのことであります。

以上のほか、なお若干の質疑を交した後、委員会は当局説明を了承し、全会一致原案どおり可決すべきものと決定いたしました。

よろしく各位のご賛同をお願いします。




○議長（高良　一君）

　ただいまの委員長報告に対して質疑に入ります。

（「質疑討論なし」というものあり）




○議長（高良　一君）

　質疑討論終結し採決に入ります。

日程第９、議案第５０号　議決内容の一部変更については、ただいまの委員長報告どおり可決することにご異議ありませんか。

（「異議なし」というものあり）






○議長（高良　一君）

　ご異議なしと認めます。よつて本案は可決されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～




○議長（高良　一君）

　日程第１０、議案第５１号　公営住宅建設用地購入借換債を起こすことについてを議題として総務委員長の報告を求めます。






○総務委員長（平良　真次郎君）

　議案第５１号　公営住宅建設用地購入借換債を起こすことについて、本委員会の審査経過および結果をご報告致します。当局の説明によりますと、去つた第１００回定例議会で議決を得て琉球銀行から年利率７分３厘、償還期限２か年の条件で８６７，５１８ドルを起債し、現在用地買収を進めているがそれが済み次第琉球政府資金運用部から年利率６分５厘、償還期限２０か年半年賦元利均等償還長期債に借り換えるため提案したとのことであります。

これに対する主なる質疑といたしましてま、資金運用部資金が足りないので琉球銀行から借入れることになつたが、今回借入れする資金運用部の資金はどこから調達するのかとただしましたところ、その理由については、資金運用部資金の市町村貸付わくは、従来４００万ドルであつたが、１９６８年度の資金運用部審議会の答申で５００万ドルに拡大されたことと、新しく教育委員会の給食施設、公会堂建設が資金運用部の貸付対象に入れられたことによるものである。

また、資金の調達については社会保険特別会計の９００万ドルから調達するとのことであり、なお、社会保険特別会計の内容としては、失業保険、労災保険、公務員退職年金、医療保険、厚生年金、郵便貯金があるとのことであります。以上のほかなお若干の質疑が交わされたのでありますが、結論として本案については全会一致原案どおり可決すべきものと決定いたしました。

よろしく各位のご賛同を得たいのであります。




○議長（高良　一君）

　ただいまの委員長報告に対して質疑に入ります。

（「質疑討論なし」というものあり）




○議長（高良　一君）

　質疑討論終結し採決に入ります。

日程第１０、議案第５１号　公営住宅建設用地購入借換債を起こすことについては、ただいまの委員長報告どおり可決することにご異議ありませんか。

（「異議なし」というものあり）






○議長（高良　一君）

　ご異議なしと認めます。よつて本案は可決されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～




○議長（高良　一君）

　日程第１１、議案第５３号　那覇市公会堂建設債を起こすことについてを議題として総務委員長の報告を求めます。



○総務委員長（平良　真次郎君）

　議案第５３号「那覇市公会堂建設債を起こすことについて」審査の結果を報告いたします。本案は、現在那覇市には必要な機能を完備した文化施設に乏しく、公会堂の必要性が強く望まれており、市民の文化活動に供するため日本政府補助金、琉球政府補助金、寄附金、市負担金により、このたび公会堂の建設計画がなされています。

その施設の外容は、敷地が与儀公園内で敷地面積が８，５４２平方メートル（２，５８７坪）、建築面積が大ホール３，６２７平方メートル、附帯施設２，２２６平方メートル、合計５，８５３平方メートル（１，７７０坪）であります。

大ホールの用途としては、各種式典、講演、音楽、バレー、演劇、その他大規模な集会ができるように設計され、舞台装置については回り舞台を予定しており、観客席は固定席１，５００、予備席３００を含め１，８００名を収容できるようにとの計画がなされています。

なお、大ホールの附属施設としては楽屋、浴室、洗面所、休憩室、放送室、映写室、その他となつています。

次に付帯施設として、中ホールは８００名収容を予定しており、間仕切りによつては３００名から５００名の収容ができるようになつており、そのほかに会議室、調理講習場、食堂、事務室等があり、多角的に利用できるよう完備され、全館を冷房する計画であるとのことであります。

さらに、この建設事業は１９６９年度から１９７０年度の２カ年継続事業として執行する計画で、その総工費が１，６１万７，千ドルを要するため、その財源としては、日琉政府援助５０万ドル、寄附金１６万ドル、市負担９７万７千ドルで、市負担のうち７５万ドルについては市債を充当する計画であります。なお、この７５万ドルの借り入れ先については、琉球政府資金運用部から年利率６．５％、償還期限２０カ年の半年賦元利均等償還の条件で借り入れるとのことであります。なお、完成後の公会堂の使用料については、本土の横須賀市、足利市、岡山市、長野市等の例を参考に算定し、初年度の利用率６０％、４カ年以後は利用率８０％として算定すると年間収入額５２，１３４ドルを見込み、これに対して年間支出額は１３０，５４０ドルで、差引き７８，４０６ドルの不足となるが、この不足額については一般財源を充当して管理するということであります。

次に公会堂の使用料については、大ホールが平日昼間約５時間使用するものとして、冷房を使用した場合７８ドル５０セント、冷房を使用しない場合４８ドル５０セント、平日夜間冷房を使用した場合８８ドル５０セント、冷房を使用しない場合５８ドル５０セント、土曜、日曜祭日の昼間冷房を使用した場合８８ドル５０セント、冷房を使用しない場合５８ドル５０セント、夜間冷房を使用した場合１０３ドル５０セント、冷房を使用しない場合７３ドル５０セントを使用料として徴収するとのことであります。

審査の主なるものを申し上げますと寄附金１６万ドルについてただしましたところ、寄附金については沖縄だけに限らず、本土からも募る。

なお、１６万ドルのうち６万ドル分については、緞帳、引幕、金屏風、ピアノ等の備品の寄附があり、残り１０万ドルについては一般から寄附を募るという当局の説明がなされております。

次に２０カ年間も一般財源から年間　７８，４０６ドルを充当していくと市の財政にしわよせがくるので、使用料を引き上げるべきではないか、ということに対し、当局の説明は、本土各市の例にならうとこのような使用料になるということであつて本市の公会堂使用料については、まだ正式に決定されていない。しかしながら公会堂は公共性のものであり、使用料を大巾には引き上げられない、ということであります。

委員会は以上のほか、なお若干の質疑を交わし、本案は全会一致原案どおり可決すべきものと決定いたしました。よろしく各位のご賛同をお願いします。




○議長（高良　一君）

　ただいまの委員長報告に対して質疑に入ります。






○仲本　安一君

　起債議案の参考資料の起債の理由というところで、大ホールの使用の件については音響、舞台、照明施設うんぬんということにして、さらに各種式典、講演、音楽、バレー、演劇、その他大規模な集会ができるようになつておりうんぬんとありますけれども、その件についてその関連する興業者、具体的に申し上げますと映画館関係者の方々から市当局および市議会にも、その件については陳情がございました。ところがその後伝え聞くところによりますとあくまでもこれは噂さでございますけれども、とにかく映画館関係業者としては公会堂において演劇とかバレーとか音楽が催されると自分たちの商売は上つたりだと、従つて市当局としてはそういつたのはやつていただきたくないというような要望がございます。その後当局はその業者と話し合つたことがあるかどうか、もし話し合つたとすれば具体的に話し合いがついたのかどうか。ここら辺について審議がなされたかどうかお尋ねしたいと思います。

さらにこれはあくまでも噂さでありますけれども、今回の沖映通りの補償問題にからんで、沖映から補償請求が出ておりますけれども、それは公会堂で音楽会その他をやるということとの兼ね合いにおいて、何らかのかけ引きがあるのではないかというような噂も出ておりますけれども、そこら辺についも、その真偽のほどについて検討されたかどうか、その点ご説明を願います。






○総務委員長（平良　真次郎君）

　最初の質問の、いわゆる映画業者から陳情書が出て総務委員会に付託されておりましたので、陳情者をお呼びいたしまして聞きましたら、公会堂建設することについては異論はないと、ただし問題は興業するものがかみ合うという点で非常に懸念されておる、というような説明がされていたわけでございます。委員会においてはその陳情に対しての結論は出しておりませんが、要するに運営の問題で十分研究すべきだと、実質的に業者にしわ寄せがくるということにならないような、結局条例制定の段階において十分検討されるんじやないかというような話し合いも出たわけでございまして、この問題について当局と映画協会とどういうようなことを話し合つてどうなつたという面については、この５３号議案の審議にあたつては出ておりません。さらに沖映の補償問題との関係は別に本案とは関係ございませんので審議しておりません。

（「討論なし」というものあり）




○議長（高良　一君）

　質疑討論終結し採決に入ります。

日程第１１、議案第５３号　那覇市公会堂建設債を起こすことについては、総務委員長の報告どおり可決することにご異議ありませんか。

（「異議なし」という者あり）






○議長（高良　一君）

　ご異議なしと認めます。よつて本案は可決されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～




○議長（高良　一君）

　日程第１２、議案第５５号　１９６９年度公営住宅建設債を起こすことについてを議題として総務委員長の報告を求めます。






○総務委員長（平良　真次郎君）

　議案第５５号「１９６９年度公営住宅建設債を起こすことについて」審査の結果を報告いたします。　本案は、住宅難解消のため’６８年度も公営住宅２６４戸を首里石嶺に建設中であり、’６９年度も引き続き公営住宅２３２戸を建設する予定であります。　この建設に要する経費は、第１種公営住宅が３９０，６７２ドル、第２種公営住宅が４３１，３４６ドルで計８２２，０１８ドルとなり、これに対する政府補助金が４８３，２８０ドル、残る３３８，７３８ドルを市負担とし、そのうち建設工事と宅地造成工事の分３１８，１８０ドルは市債で充当し、その他付帯経費については一般財源を充当する計画である。

なお、完成後の管理については１戸当り月額使用料　第１種公営住宅１８ドル７９セント、第２種公営住宅１３ドル７０セントで年間収入見込額４４，２６８ドルを見込み、年間管理支出３９，２１６ドル、差引き５，０５２ドルの剰余となり、この剰余分は別途に市債を起こした用地取得のための市債の償還金の一部に充当すると差引き１６，８０８ドルの不足になり、この分は一般財源でもつて充当する計画であるとのことであります。

審査の主なるものを申し上げますと、琉球政府の１戸当りの建築標準単位について、公営住宅法に基き第１種公営住宅２分の１、第２種公営住宅３分の１の建築費を、政府は補助することになつているが、実際の年度別の補助率についてただしました。これに対する当局の説明は、第１種公営住宅について　１９６７年度１，４９１ドルで３８％、１９６８年度１，６４２ドルで３８．７％、１９６９年度１，８９０ドルで３９．７％、第２種公営住宅について　１９６７年度１，６６４ドルで５４％、１９６８年度１，９２０ドルで５１．４％、１９６９年度２，２４０ドルで５３．５％である。とのことであります。

次に、建築標準単価がこのように差があるのは、琉球政府と本市の見積りに食い違いがあるためにこのように差が出ているわけか、それとも政府の財政の都合のためか、いずれであるかとただしましたところ、政府の建築標準単価について世間一般の建築単価と比較すると大きな開きがあり、毎年政府に単価引き上げを強く要請しているが、政府の財政の都合で毎年わずかしか単価を上げてもらえないというのが現状であり、政府と本市の見積りに食い違いはないという当局の説明がなされております。

委員会は以上のほか、なお若干の質疑を交し、本案は全会一致原案どおり可決すべきものと決定いたしました。よろしく各位のご賛同をお願いします。




○議長（高良　一君）

　ただいまの委員長報告に対して質疑に入ります。

（「質疑討論なし」というものあり）




○議長（高良　一君）

　質疑討論終結し採決に入ります。　日程第１２、議案第５５号　１９６９年度公営住宅建設債を起こすことについて、ただいまの委員長報告どおり可決することにご異議ありませんか。

（「異議なし」という者あり）






○議長（高良　一君）

　ご異議なしと認めます。よつて本案は可決されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～




○議長（高良　一君）

　日程第１３、議案第５２号　継続費を設定することについてを議題として総務委員長の報告を求めます。






○総務委員長（平良　真次郎君）

　議案第５２号「継続費を設定することについて」審査の結果を報告いたします。　本案は議案第５３号の公会堂建設事業の実施設計が来る９月に完了する予定であり、その工期も約２０カ月を要するので、１９６９年度から１９７０年度にまたがるので継続事業にしたい。

また、第５５号議案の１９６９年度公営住宅建設事業も設計および補助申請手続等で工事着手が年度中途になり、工期が１年余におよぶので１９６９年度と１９７０年度の両年度にまたがる事業となるので、この２つの事業を２カ年継続事業として執行するため提案したとの説明がなされております。

委員会は、以上の当局説明を了承し、本案は全会一致原案どおり可決すべきものと決定いたしました。よろしく各位のご賛同をお願いします。




○議長（高良　一君）

　ただいまの委員長報告に対し質疑に入ります。

（「質疑討論なし」というものあり）




○議長（高良　一君）

　質疑討論終結し採決に入ります。　日程第１３、議案第５２号　継続費を設定することについてはただいまの委員長報告どおり可決することにご異議ありませんか。

（「異議なし」というものあり）






○議長（高良　一君）

　ご異議なしと認めます。よつて本案は可決されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～




○議長（高良　一君）

　日程第１４、議案第７６号　１９６８年度那覇市一般会計予算の繰越使用についてミス・プリントがございますのでご訂正願います。西銘市長とあるのを那覇市長と訂正願います。総務委員長の審査報告を願います。






○総務委員長（平良　真次郎君）

　議案第７６号　１９６８年度那覇市一般会計予算の繰越使用について、本委員会の審査経過および結果を報告いたします。当局の説明によりますと、予算繰越となる事業については、市史編集の印刷が年度内に完成する見込みがない、消防関係では防火水槽の給水口の取付工事費、道路新設改良工事関係で６件、排水工事関係で２件、都計事業関係で７件、港湾関係では泊港内の照明灯改修工事、公園費では識名および与儀公園工事、公営住宅関係では首里石嶺町、大名町の住宅用地を測量している分の一部、産業経済関係では首里汀良町の道路工事１件、繰越総額は４８万２，５１０ドルとなつております。　この予算繰越の分については、できるだけ年度内に完成すべく努力したが、補償問題等もあつて、年度内完成が見込めないとのことであります。

なお、予算繰越分については一部を除き、大部分は７月から８月までに完成の見通しはついているとのことであります。　主なる質疑を申し上げますと道路新設改良工事の改修工事の内訳についてただしましたところ、道路関係では、民政府住宅前道路工事、　繁多川地内道路工事、　識名通学道路工事、松島ホテル前道路工事、　久場川公営住宅裏道路工事、　国場地内旧道復活工事６件、　排水工事関係では　琉銀安里支店前の排水工事、　田原公民館前排水溝工事２件、　都計関係では　泉崎橋横断歩道橋工事、　開南から平和橋間の道路工事、　久茂地沿線の道路工事、　ガーブ川周辺の排水工事、不良住宅街の道路工事、　那覇高校前停留所工事、　牧志公設市場前の排水工事　等であるとのことです。

また、国場地内旧道復活工事については、去つた１２月定例会において追加予算を組んだが、補償も１，２件あるのみで、さして経費もかからないと思うが、いかなる理由で繰越すのか、とただしましたところ、道路の場合は地主の承諾が得にくいし、特に補償問題等がある場合、日時を要し、今回の場合も年度内に解決が見込めないとのことであります。

その他なお若干の質疑が交わされたのでありますが、結論として本案については全会一致原案どおり可決すべきものと決定いたしました。

よろしく各位のご賛同を得たいのであります。




○議長（高良　一君）

　ただいまの委員長報告に対して質疑に入ります。

（「質疑討論なし」というものあり）




○議長（高良　一君）

　質疑討論なしと認め採決に入ります。本案についてはただいまの委員長報告どおり可決することにご異議ありませんか。

（「異議なし」というものあり）






○議長（高良　一君）

　ご異議なしと認めます。よつて本案についてはただいまの委員長報告どおり可決されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～




○議長（高良　一君）

　日程第１５、議案第４７号　那覇市町界町名整理審議会設置条例制定についてを議題として建設委員長の審査報告を求めます。






○建設委員長（比嘉　佑直君）

　議案第４７号「那覇市町界町名整理審議会設置条例について」審査の結果を報告します。本件は、本市における住居表示が極度に混乱していることから、この改善策を検討した結果、従来の地番整理による住居表示は適当でなく、現在本土で実施されている新しい住居表示制度、すなわち道路中心に住居の基礎表示番号をつけていく方法を採用する方針であります。

その基本方針を推進するために、沖縄には「住居表示に関する法律」が立法されてないので、その前提として市町村自治法に基づく町界町名の整理から実施し、この法律の立法促進をはかりたい。　との当局説明であります。

なお、実施するに当り、現行の「那覇市行政区画整理調査研究委員会設置条例」による委員会は委員の構成が不備で、また委員の任期についても定めがなく、その名称も不明確で適当でないので、これを廃止し、新たに条例を制定したい。　とのことであります。

委員会は以上の当局説明を聴取し、なお、若干の質疑を交わしたのでありますが、結論として、本件については各委員、当局説明を了承し、全会一致原案どおり可決すべきものと決定いたしました。よろしく各位のご賛同を得たいのであります。




○議長（高良　一君）

　ただいまの委員長報告に対して質疑に入ります。






○久高　友敏君

　現行条例によりますと、この委員会の議決は過半数をもつて議決されるということがうたわれておりますが、これを廃止する理由について審議なされたかどうか。




○建設委員長（比嘉　佑直君）

　それについては審議されておりません。




○久高　友敏君

　それが審議されていなければ当局からご説明願いたいと思います。






○建設部長（花城　直政君）

　お答えいたします。この決定の方法でございますが町界町名の案を審議すする際にやはり地域住民の意見を取り入れなければいけませんし、今までの慣例も尊重しなければいけませんので全員がなるべく賛成をしてゆくというような方法でいつたほうがいいんだということでこの規程は設けてあります。




○久高　友敏君

　こういうことは住民の意思によつて円満に解決したいという趣旨のもとにこの条項は抜いてあるということでございますが、しからばその委員会においてそれぞれの意見に喰い違いが生じてこれが平行線をたどり全会一致をみることができずどうしても収拾がつかない場合は何によつて決定されるのかこれをお尋ねいたします。




○建設部長（花城　直政君）

　お答えします。これは今どうするんだということは申し上げにくいんでございますが、その時点においていろいろ話し合いでやつていかなければならないということしか申し上げられません。そういう事態が起るか起らないかということは仮定でございますので地域住民の意見がなるべく一致したほうがよろしうございますが、そこは委員会の妙と申し上げますか、そういうことで運営してゆけるものと考えております。




○久高　友敏君

　委員会においてはなるべく全会一致が好ましいことはもちろんでありますが、また議会においてもしかりであります。最終的には意見の相違が出てくるし必らず全会一致ということはあり得ないと思います。全会一致を前提とするならば別に委員会なんか組織する必要はない。いろいろの問題が出て来てどうしても収拾がつかない、一致点を見出すことができないときは当然前の方法によつて、つまり過半数によつて決するという条項がない限り到底困難じやないかと思います。そこであえてこれを除いたということに疑問を持つわけであります。そこで全会一致が得られない場合はどうするかということでございます。




○議長（高良　一君）

　休憩します。

	（午前１１時４２分　休憩）

	（午前１１時４３分　再開）







○議長（高良　一君）

　休憩前に引き続き会議を開きます。




○久高　友敏君

　本員の解するところによりますとほとんどの条例にもあるわけであります。

たとえば那覇市財産評価委員会においてもしかりであります。それは多数決の原則であり、どうしても収拾がつかない場合には、可否同数の場合は委員長の決するところによるとなつております。なぜ町界町名整理審議会の議案のみこの条項を削るのか。日本に準ずるということであれば他の条例においてもそれを削るのか。これを多数決の原則によらないで全会一致でやるのか。

それについてもう１回お尋ねいたします。




○建設部長（花城　直政君）

　結局こういう問題は地域住民の感情を十分検討して入れていかなければならないと思いますので慎重に審議されますし、また調整がきくと思います。

もし調整がきかなければ最終的には市長が講ずることも可能かと思いますしまたそういう問題が起らないように運営できると考えております。




○久高　友敏君

　当局のただいまの説明は、あくまでも調整がつくという信念を持つておりますが、本員の今までの経験から必らずしも調整がうまくつかない場合もあります。あくまでもこれは市長の諮問機関であるから収拾がつかない場合には市長が裁決するということであればこれは設置しても意味がないということであります。委員会を設置するからには少なくとも過半数の意思を尊重するというのが正しいんじやないかと思います。可否同数の場合には市長が決するということになると市長の意思が大きくなるが、これは審議を重ねてゆけばできるという自信があるのか。




○建設部長（花城　直政君）

つまり人間の子供の名前をつけるのと同じでございます。結局は調整のつくものと考えております。市長の諮問機関であるから収拾がつかなければ市長が裁決する、それじや何も条例はいらんじやないかということでございますが、そうじやなくて、もちろん当局は案は出しますが、皆さんから名案を出してもらつて調整していこうということでございますのでこれはあくまでも調整はつくものと思います。もしおつしやるようにそういう事態が起きた場合には最終的には中をとつてどうしようということが出てくると思います。




○久高　友敏君

　過去にもあるわけでございます。首里が那覇市に合併したときに首里区域は必らず首里という名前を付けなければならないという意味から那覇市首里という名前が付されております。しかし小祿の場合にはあえて小祿といわなくてもいいということで那覇市字何々となつておりますが、可否同数の場合は市長がこれを決するということになると、たとえば首里の名前を付ける必要がない、ただ那覇市でいいじやないかということで住民の意思が反映されないという結果になるので質問をしているのであります。町名で金城というのが小祿にも首里にもありますが、あるいはこういつた町名を残したくないという地域もあります。これを可否同数の場合は市長が断を下すということになると地域住民の意思を反映させるという趣旨からはずれると思いますが、当局はなぜこれを削らなければならないのか、日本にそういう例があるからということで削つたのか。






○市長（西銘　順治君）

　地域住民の意思をできるだけ尊重する。もちろんそれは多数決の原則で過半数の意見を尊重しなければなりません。しかし過半数の意見がそのまま地域住民の意見にならないかもしれません。そこはあくまでも運営の問題でございまして適当に処理できると思います。たとえば首里の話しがございましが首里の住民が首里という字をつけてもらいたいという要望があればその意見をあくまでも尊重する。しかしながら地域によつては同じ名前をつけると具合が悪いというときには、場合によつては地域住民の意思が尊重されないこともあります。






○黒潮　隆君

　この改正条例と現行条例と比較してみた場合に現行条例の中で必要な事項を調査研究するために委員会を置く。第２項に前条の事項について市長の諮問に応じうんぬんとうたわれております。ところが改正案では重要な事項について調査審議するとなつております。そこで必要な事項というのが本当だと思います。重要な事項となると限られたものだけというふうに理解できると思いますが、どういう点で必要な事項と重要な事項との相違があるのか。

その点を委員会で審議されたかどうかお尋ねしたいと思います。




○建設委員長（比嘉　佑直君）

　それは審議されておりません。






○建設部長（花城　直政君）

　町界町名整理事業の中にはいろいろな事項が入つてくると思います。軽微な事項は規則でも決められるし、やはり重要なものだけを講ずるんだということでありまして、具体的にどういうことかということはそのときになりませんとわかりませんが、別にこれはどういうものが必要、こういうものが重要だという意味ではありません。字句をかえただけであります。




○黒潮　隆君

　そうなると重要な事項と必要な事項というのは当局が判断して軽微なものは当局だけで処置することもあるということでございますね。議員構成の中でうるさいやつがいるのでこの問題をさせるとうるさい。市民からみれば重要な事項だががちががちやされるので大したことはないということで処理することもできるということでございますね。




○建設部長（花城　直政君）

　そういうことじやなくて町界町名を整理するときにどうせ将来は地番の付し方までいろいろ検討されてくるわけでございます。内地の例をみましても左まわりにするとか、ブロツク割りにするとかいろいろあります。そういつたことまで審議するんじやなくて、結局町界町名の区域の割り方、名前の付け方、そういつたことでございまして、こういつた重要なものだけをかけて技術的な細部のものについてはかけないということでございます。




○黒潮　隆君

　先程市長は委員会の多数の意思であつても必ずしも地域住民の多数の意思を反映してない場合もあり得ると述べております。そこで今問題になつている地域住民の意見を広く聞いて重要なものを決めるという正しい姿勢に立つていますが、地域住民の意思をできるだけ反映させるためには区域代表、あるいは関係公官庁および団体の代表を選ぶ場合にもこれはいえるんじやないかと思います。学識経験者においてもしかり、市会議員、市職員の場合はわかりますが、関係官庁、および団体というものはどういうものを指しているのか。政府とかいろいろあると思います。団体の代表というのは地域の青年会とか婦人会とかいうのを指しているのか。あるいは区域代表というのはそこの区長あるいは自治会長というのが選ばれるのか。自治会長を選ぶ場合にも総会もしない。ずつと前から決められていて選挙とか推せん会を持たないで自治会長になつてるのも大部分あるわけでございます。従つて関係官庁とはどこどこか、あるいは団体というのはどういう団体を考えているのか。区域代表をどういうふうに選ぶのか。こういうことを委員会で審議なされたか。




○建設委員長（比嘉　佑直君）

　学識経験者と申しますと、たとえば山里永吉さん。関係官庁は郵政庁とかあるいは電々公社、区域代表には触れておりません。




○黒潮　隆君

　および団体の代表というのがありますがこれについて審議なされたかどうか。

○建設委員長（比嘉　佑直君）

　審議されておりますが忘れました。




○建設部長（花城　直政君）

　たとえば商行為をする経済団体の集まりでございますところの商工会議所の代表。区域代表は、たとえば首里地区をやる場合はそこの事情を前からよく知つておられるという方々を一応選びましてそれから検討してやりたいということでございます。




○黒潮　隆君

　商工会議所というのは農村地域の場合は大して必要じやないと思いますが。




○赤嶺　慎英君

　商工会議所の話しはなかつたと思います。商工会議所が町界町名の変更に出ると辻褄が合わなくなりますよ。






○西銘　順治君

　お答えいたします。問題は適当な、しかもりつぱな方を得るということでございまして、地域代表としてだれが推せんするか、これも問題があるわけでございます。あくまでも条例の上では市長が委嘱するということになつておりますので、りつぱな方を選らんでいきたい、こういう趣旨にはかわりありませんからあとは運営の問題であろうというふうに考えております。

（「討論なし」というものあり）




○議長（高良　一君）

　質疑討論終結し採決に入ります。　日程第１５、議案第４７号　那覇市町界町名整理審議会設置条例制定について、委員長報告どおり可決することにご異議ありませんか。

（「異議なし」というものあり）






○議長（高良　一君）

　ご異議なしと認めます。よつて本案は可決されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～




○議長（高良　一君）

　休憩いたします。

	（午後零時０５分　休憩）

	（午後１時０５分　再開）







○議長（高良　一君）

　休憩前に引き続き会議を開きます。　日程第１６、議案第４９号　市道路線の認定についてを議題として建設委員長の報告を求めます。






○建設委員長（比嘉　佑直君）

　議案第４９号「市道路線の認定について」審査の結果を報告いたします。本件は、識名霊園地および区画整理地域内、その他市内の計２２件の路線を市道に認定するために提案されております。すなわち、これらの路線はいずれもその周辺の道路に通ずる主要道路で、路線添いは住居が密集し、交通量が激しく、道路としての機能を十分果しており、将来、附近一帯の発展に伴い、道路の活用は、一段と高まると予想されます。従つて、この際、これらの路線を市道に認定し、道路の整備につとめ、その保全に万全を期したい。

なお、今回認定される路線は、そのほとんどが区画整理地域内とか、あるいは都市計画事業等によつて開設された道路が多く、補償問題は起こらないとのことであり、その他の路線についても、附近住民から要請のあつた道路ですでに地主の了解は得てある、との当局説明であります。　さらにバスターミナルから那覇高校間の道路（５－１－２）、那覇港前から三重城の終末処理場間（５－２－１）の道路については、本来政府道にすべき性格の道路で再三にわたつて政府に要請したが、今だ実現の見通しがなく、検討した結果市民の便宜をはかるという観点から市道に認定したい。

また、このことに関連し、政府道に認定しない理由、さらにいつたん市道に認定してしまうと、今後政府道に認定替えという時に支障をきたさないか、とただしましたところ、今のところ政府道に認定しないというこれといつた根拠は見当らない。

さらに市道として認定したからといつて政府道への移管が困難になるとは考えていない。とのことであり、今後ともなお引き続き政府に要請する、とのことであります。

なお、市民の要請に応じて行政的措置として道路の整備をはかるより、市道に認定し、法の根拠に基づいて直接市が責任を負う、という積極的施政で道路の維持管理に当りたい。

以上の当局説明がなされ、結論として本件については採決の結果、賛成多数で承認すべきものと決定いたしました。　よろしく各位のご賛同を得たいのであります。




○議長（高良　一君）

　ただいまの委員長報告に対して質疑に入ります。






○黒潮　隆君

　建設委員長にお尋ねしたいと思います。この提案理由の中で「この二つの路線については、政府道の路線認定を受けるため１９６１年４月１２日および１９６２年６月８日に行政主席あて路線の認定を要請し、再三交渉してきたがいまだに実現せず、検討した結果その可能性がないと思われるので市道として認定し維持管理に努めたい」というふうに述べているのですが、この一つの路線、４４号線からハーバービユーを通つて那覇高校までの道路の巾員を見ても、これは当然政府道に認定すべきであり、さらにその那覇高校前から開南を通り、与儀試験場を通り、ガラス工場から真和志小学校前をまがつて沖縄高校前に通ずる道路は政府道なんです。また刑務所前を通つておる道路も確か政府道である。そうした場合にその部分だけを政府道にできない理由は考えられないわけですが、そういう立場で、当然政府道にすべきだというふうな立場から那覇市当局は６１年、６２年にも行政主席あてに要請したが、未だに実現せず検討した結果可能性がないと思われるので、市道に認定したいというふうな理由なんですが、ただいまの委員長の説明では、委員会で市当局の説明を求めたら、市道に認定しても政府道に認定がえする場合には別にむずかしくない、できないということはない、というふうなことだつたと報告しておりますが、市当局は検討した結果、政府道に認定させる可能性がない、というふうに言つておるわけですが、その可能性がないという理由をお聞きしたいわけです。






○建設委員長（比嘉　佑直君）

　委員会の審議の中では、２回にわたつて正式に要請したそうです。土木部長が就任してからもこれは文書じやございませんが、何回となく要請しているがそれに対してウンともスンともない。報告しましたように政府道に認定しないというその根拠はわからないわけです。とにかく市としては早くこれを市道に認定して責任あることをやりたいというふうな答弁でございました。




○黒潮　隆君

　政府が何とも言つてこないので理由もわからないというので可能性がないということですが、政府道に認定できないというはつきりした理由はどこにあるのですか。




○建設委員長（比嘉　佑直君）

　政府からはそのことについて一言も言つてこないわけです。市が何回も文書で要請しても、あるいは電話で聞いても何ともないもんですから、早く市道に認定してやろうという考えだそうです。




○黒潮　隆君

　それではもう１回お尋ねしますが、西銘市長の場合には施政方針の中でも明らかにしておりますが、政府と市町村で行なう事業、そういつたものの区分を明確にし、そして負担についてもはつきりさせるべきだと、そのために努力したいと述べているわけですが、それからしましても当然これは政府の事業として、あるいは政府の維持管理として政府がその道路の維持管理に当るべきなんです。今の説明では、土木部長が就任してからも文書ではないが話し合いをしているということなんですが、そういうふうにはつきりしない行政府の態度について、市長自ら折衝すべきだと考えますが、そういうような努力がなされたかどうか、その点委員会の審議の中で出ましたか。




○建設委員長（比嘉　佑直君）

　審議の中で出ませんでしたので当局に答弁をお願いしたいと思います。






○土木部長（金城　秀仁君）

　お答えいたします。確かにご指摘のとおりターミナルから那覇高校前の道路、那覇港から三重城までの道路は道路法の精神からいいますならば、当然政府道に認定すべきものだと考えております。そういう意味からして、過去２回にわたり正式文書によつて政府に要請しております。その後も口頭で事務段階で交渉を続けておりますけれども、まだ政府の確たる返事がないわけでございます。

それから先ほど可能性がないということでございましたが、これは永久的に可能性がないということではなくして、今までの交渉の結果からして急には認定になりそうにないので、またその道路を所属不明のままでは工合が悪いので、やはり法的根拠に基づいて道路の維持管理をすべきだという建前からさしあたつて市の認定道路にして、さらに今後強く要請を続けていきたいと、かように考えております。




○黒潮　隆君

　政府に部長などが文書で要請したりしているが、６１年以来６９年、もう９か年にもなるのに、文書が２回、そして部長が就任してから２か年ということだが、市長の考え方からすると当然そういつた部下職員が行つてらちがあかない場合は、市長自から折衝すべきじやないか、それがなされたかどうかお尋ねしているわけです。それと話し合いをして政府道にしないという理由を政府は何と言つていますか、それもお尋ねしたいと思います。






○第二助役（新垣　義徳君）

　お答えいたします。土木部長の方から先ほど説明がありましたとおりに、文書でもやるし口頭でもやつておりまするし、私のほうでも建設局に対しまして数回にわたり交渉をやつておりまするが、先ほど申し上げましたとおりまだ結論が出ておりません。　そこでどういうわけで政府道に認定できないかということについて、建設局もまだはつきりしておりませんので、さしあたり市道に認定してから今後も強く交渉していくという考え方にたつております。




○黒潮　隆君

　９か年もの長い期間検討しても政府道に認定できないという理由、みなさんが口頭で話し合いに行かれた場合は政府は何と言つておりますか。




○第二助役（新垣　義徳君）

　お答えいたします。別に具体的に政府道にもつていけない理由はこれこれだというはつきりしたことは、政府当局は言つておりませんので実は困つているわけです。

（「討論なし」というものあり）




○議長（高良　一君）

　質疑討論終結し採決に入ります。　日程第１６、議案第４９号　市道路線の認定について、ただいまの委員長報告どおり承認することにご賛成の方ご起立を求めます。






○議長（高良　一君）

　賛成多数であります。よつて本案は承認されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～




○議長（高良　一君）

　日程第１７、議案第５９号　予算外義務負担についてを議題として、建設委員長の報告を求めます。






○建設委員長（比嘉　佑直君）

　議案第５９号「予算外義務負担について」審査の結果を報告いたします。

本案は、６８年度補助金として下水道工事費に充当するためのものであるが補助指令がおくれたため支払いが６９年度にまたがるので予算外義務負担をしたい。　補助指令によると、指令受理の日から３０日以内に事業着手するよう条件が付されており、６８年度内に債務負担行為を起こすべく、予算処置をする必要があるので、本案を提出した。

なお、補助指令がおくれた理由については、政府の道路工事とのかねあい、ひめゆり通り道路（舗装）工事とのかねあいなどから、指令が遅れたのであります。　また、工事箇所は、前島地内枝線工事、壺川、牧志の各準幹線の下水道工事、統合下水道管取り付け工事等、すでに契約を締結して工事着手している。との当局説明がなされたのでありますが、仲本委員から特に発言があり、「われわれは今日まで、終始一貫下水道に関する議案に反対してきたのであるが、その反対理由は、下水道法および下水道公社法が制定されていない。　また、公社の管理についても、電々公社方式になるのか、　水道公社方式になるのか、はつきりしない。ということだつたのであるが、両法律も立法され、それも電々公社方式のいわゆる民間側の公社としての性格もはつきりしている。従つて下水道そのものに反対でない、ということは再三言明してきたとおりであり、新年度をむかえるに当つて、われわれの反対する理由はなくなつたので賛成する。」との意見が述べられたのち、結論としして、本件については、賛成多数で、原案どおり可決すべきものと決定いたしました。よろしく各位のご賛同を得たいのであります。




○議長（高良　一君）

　ただいまの委員長報告に対して質疑に入ります。

（「質疑討論なし」というものあり）




○議長（高良　一君）

　質疑討論終結し採決に入ります。　日程第１７、議案第５９号　予算外義務負担について、ただいまの委員長報告どおり可決することにご賛成の方ご起立を求めます。






○議長（高良　一君）

　賛成多数であります。よつて本案は可決されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～




○議長（高良　一君）

　日程第１８、議案第６０号　下水道事業債を起こすことについてを議題として建設委員長の報告を求めます。






○建設委員長（比嘉　佑直君）

　議案第６０号「下水道事業債を起こすことについて」審査の結果を報告いたします。　本市の下水道事業は、１９６５年度から政府補助金を得て、建設工事を進めてきたのであるが、これまでの下水道事業に対する政府補助額は、合計２，３２８，６１５ドルとなり、これの１０パーセント額２３２，９１３ドルを対応費として市が負担することになつており、その財源を市債で充当したい。との説明がなされております。

以上の当局説明に対し、若干の質疑が交わされたのでありますが、結論として、採決の結果賛成多数で原案どおり可決すべきものと決定いたしました。

よろしく、各位のご賛同をお願いいたします。




○議長（高良　一君）

　ただいまの委員長報告に対して質疑に入ります。

（「質疑討論なし」というものあり）




○議長（高良　一君）

　質疑討論終結し採決に入ります。　日程第１８、議案第６０号　下水道事業債を起こすことについてただいまの委員長報告どおり可決することにご賛成の方ご起立を求めます。






○議長（高良　一君）

　賛成多数であります。よつて本案は可決されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～




○議長（高良　一君）

　日程第１９、議案第６３号　１９６８年度那覇市水道事業会計追加更正予算を議題として、建設委員長の報告を求めます。






○建設委員長（比嘉　佑直君）

　議案第６３号「１９６８年度那覇市水道事業会計追加更正予算」について審査の結果を報告します。

まず、今回の追加更正の主なる理由は、今年度の降雨量は平年の約７０％しかなく、当初予定の自己原水量の受水ができず、その不足水量を琉球水道公社から購入するために追加更正したのであります。

その内容を申し上げますと、５月における１日平均配水量４５，４００トン、６月４６，３００トンの予想をたてて７６，４５０ドルを追加計上し、それに対する充当財源は、各費目の不用額並びに増収額をもつて充当することになつております。すなわち、給水装置修繕料（２，６６１ドル）手数料（１，２３９ドル）等の営業収益３，９００ドルと営業費用から４４，８７５ドルの不用額がみこまれるので、これを充当財源とし、又営業外費用の借入金利息不用額１０，２７５ドル及び建設改良費の工事落札差額による不用額１７，４００ドルをおのおの更正して不足額に充てた。従つて６８年度における受水費の予算総額は予算現額４７８，５７４ドルとし、今回の追加額７６，４５０ドルを合計して５５５，０２４ドルになるとの説明がなされたのであります。

これに対し、本予算を３月定例議会で提案できなかつた理由についてただしましたところ、例年下半期は雨期に入り降雨量は多くなるので、当初、過去の降雨量を実績にして予算編成したのであるが、今年度の４月以降における降雨量は例年の５０％以下しかなく３月の時点では見通しがつかなかつたので、今回提出したとの当局説明がなされております。

以上のほか、なお若干の質疑が交わされたのでありますが、結論として本件については、各委員これを了承し、全会一致原案どおり可決すべきものと決定いたしました。よろしく各位のご賛同を得たいのであります。




○議長（高良　一君）

　ただいまの委員長報告に対して質疑に入ります。

（「質疑討論なし」というものあり）




○議長（高良　一君）

　質疑討論終結し採決に入ります。　日程第１９、議案第６３号　１９６８年度那覇市水道事業会計追加更正予算について、ただいまの委員長報告どおり可決することにご異議ありませんか。

（「異議なし」というものあり）






○議長（高良　一君）

　ご異議なしと認めます。よつて本案は可決されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～




○議長（高良　一君）

　日程第２０、議案第４２号　那覇市敬老年金条例の一部を改正する条例制定についてを議題として、経済民生教育委員長の報告を求めます。






○経済民生教育委員長（大山　盛幸君）

　議案第４２号「那覇市敬老年金条例の一部を改正する条例制定について」審査の結果を報告いたします。

敬老年金条例の制定は内容改善もありましたが、現受給資格年令の８５才は老令統計実態の面からも高令に当り、極めて少人数が該当するような状態です。　したがつて８０歳に枠を拡げてより多くの老人にも市の恩恵を受けさせることが必要であると思慮し、受給資格対象年令を８０歳に引き下げるため提案されております。

次に本案審査にかかる質疑の主なるものを申し上げますと、現行の８５歳以上の受給者数と８０歳以上に枠を拡げた場合の人数をただしました結果、当局の説明では「８５歳以上が１９６８年４月現在で７８９人、年令を８０歳以上に引き下げ枠を拡げた場合に１９６８年２月現在で１，８４７人の該当者がいる。」と言うことであります。

また、受給資格者の調査漏れはないかとただしましたところ、当局の説明は「この数字は実際に住民票を入念に調べて集計したもので調査漏れのおそれはない」という説明であります。また受給資格者への通知の方法についてもただしましたが、それについて当局は「本人には通知状を出してあるが、さらに老人クラブ、自治会、婦人会を通じて事前に通知し漏れのないように配慮している。」という説明であります。また、受給年令について、他市町村との比較をただしましたが、これについては「沖縄においては、だいたい８０歳以上である。」との当局の説明であります。

委員会は以上の当局の説明を聴取し、結論として本案は老人福祉の向上と長寿を祝し、感謝の意を目的とする点で全会一致原案通り可決すべきものと決定いたしました。　以上報告申し上げ、各位のご賛同をお願いします。




○議長（高良　一君）

　ただいまの委員長報告に対し質疑に入ります。

（「質疑討論なし」というものあり）




○議長（高良　一君）

　質疑討論終結し採決に入ります。　日程第２０、議案第４２号　那覇市敬老年金条例の一部を改正する条例制定について、ただいまの委員長報告どおり可決することにご異議ありませんか。

（「異議なし」というものあり）






○議長（高良　一君）

　ご異議なしと認めます。よつて本案は可決されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～




○議長（高良　一君）

　日程第２１、第２２は一括上程します。日程第２１、議案第４３号　那覇市奨学基金条例の一部を改正する条例制定について、日程第２２、議案第４４号　那覇市奨学資金給付条例の一部を改正する条例制定についてを一括議題として経済民生教育委員長の報告を求めます。






○経済民生教育委員長（大山　盛幸君）

　議案第４３号「那覇市奨学基金条例の一部を改正する条例制定について」

議案第４４号「那覇市奨学資金給付条例の一部を改正する条例制定について」一括して審査の結果を報告いたします。

まず、議案第４３号「那覇市奨学基金条例の一部を改正する条例制定について」申し上げます。

本案は、那覇市奨学基金条例第３条の基金額「１３，９９６ドル２９セント」を「１４，１２２ドル６５セント」に改めるため提案されておりますが、これは１９６７年５月１０日から１９６８年５月１０日までの元利合計額１４，６８２ドル６５セント」から１９６８年度分奨学資金額５６０ドルを差し引いた残額１４，１２２ドル６５セントを同条例第５条に基づく処置をするものであります。

この案に対しまして委員会は、基金の管理状況等をただした後、全会一致原案どおり可決すべきものと決定いたしました。

次に議案第４４号「那覇市奨学資金給付条例の一部を改正する条例制定について」申し上げます。

本案は、議案第４３号と関連するものであります。すなわち、第４３号議案の基金の増額に伴いましてその利益金により、奨学資金給付条例第３条第１項中の定数「１２人」を「１６人」に、定数に達するまでは毎年度「３人」づつとあるのを毎年度「４人」づつに改めるため提案されておりますが、この改正に当たつて当局は、給付額の増額改正等も検討した結果、現在の基金利息額からして人員を増した方が良策だと考えた、という説明がなされております。　委員会は、本案についての支給状況等をただした後、全会一致原案どおりそれぞれ可決すべきものと決定いたしました。

よろしく各位のご賛同をお願いします。




○議長（高良　一君）

　ただいまの委員長報告に対して質疑に入ります。

（「質疑討論なし」というものあり）




○議長（高良　一君）

　質疑討論なしと認め採決に入ります。議案第４３号　那覇市奨学基金条例の一部を改正する条例制定については委員長報告どおり原案を可決することにご異議ありませんか。

（「異議なし」というものあり）






○議長（高良　一君）

　ご異議なしと認めます。よつて本案については委員長報告どおり可決されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～




○議長（高良　一君）

　議案第４４号　那覇市奨学資金給付条例の一部を改正する条例制定について委員長報告どおり可決することにご異議ありませんか。

（「異議なし」というものあり）




○議長（高良　一君）

　ご異議なしと認めます。よつて本案については委員長報告どおり可決されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～




○議長（高良　一君）

　日程第２３、議案第４５号　那覇市営首里プール条例制定についてを議題として経済民生教育委員長の審査報告を求めます。






○経済民生教育委員長（大山　盛幸君）

　議案第４５号「那覇市営首里プール条例制定について」審査の結果を報告いたします。

本案は、これまで竜潭池の水を濾過して利用して来た首里プールを今回完全濾過槽の新設、薬品消毒施設、更衣室、トイレ、シヤワー室の改善新築をしたため、この科学的施設ならびに附属施設改善に伴なつて幾分なりともその維持費を補う必要性と施設の責任ある管理という立場から使用料を徴収するため条例を制定する必要があるとして提案されております。

この案に対し、委員会は逐条審査をいたしましたが、その主なる質疑に対する当局の説明を申し上げますと、第３条使用料ただし書の「市長が必要と認めるときは、減免することができる。」とは、例示すると市内のある学校が一定の期間中強化合宿する場合等が想定される。

第４条のただし書の「市長が特別の理由があると認めたときは、その全部または一部を還付することができる。」とは、一旦使用料を徴収したが、天災地変等豪雨で使用できなくなつた場合に還付することができる。

第６条の「特別設備」とは、売店等を指すと説明され、また、別表使用料については、日本本土ならびに奥武山プールの使用料を参考にしたということでありますがこれを比較いたしますと、日本本土　幼児、児童生徒２０円～２５円　大学生３０円～４０円　一般６０円～８０円、　奥武山プール　幼児、児童生徒　１５セント　一般２５セント　になつております。

この首里プールの使用料は、維持費の約３分の１を見積つているという説明がなされております。

委員会は以上の当局説明を聴取し検討した結果、結論としてこの条例は維持費の約３分の１を使用料として徴収することになるが、実際運営してみて収益実績が上がれば、使用料を下げてもらいたいという要望を付し、全会一致原案どおり可決すべきものと決定いたしました。

以上、報告申し上げ、各位のご賛同をお願いします。




○議長（高良　一君）

　ただいまの委員長報告に対して質疑に入ります。






○仲本　安一君

　この議案第４５号は那覇市営首里プール条例制定についてとなつておりますが、本員がお尋ねしたいのは関係条例を見てみますと、たとえば廃止になりましたけれども奥武山球場管理条例、あるいは保育所の設置および管理条例とかいうふうにして、管理条例とか使用規則とかそういうものが入れられております。従つて那覇市営首里プール管理条例といつたほうが正確じやなかろうかというふうに考えるわけでございます。ここではあえて管理を抜いてすぐ首里プール条例ということになつておりますがこれは特別に何か意味があるのか、その辺を審議なさつたかどうかお尋ねいたします。






○経済民生教育委員長（大山　盛幸君）

　首里プール管理条例にしたほうがいいんじやないかというお説ですが、個人としてはなる程と思いますが正直のところ委員会においては審議されておりませんので当局のほうからご答弁願います。






○経済民生部長（慶佐次　盛宏君）

　おつしやるとおり従来の条例は管理条例あるいは設置管理条例とありましたが例規審議委員会でいろいろと検討した結果、最近の動向としてそういうふうに全部包含した題目の打ち方があるということでこれからそういうふうに改めたわけでございます。




○仲本　安一君

　条例の第１条では、この条例は那覇市首里プールの管理について必要な事項を定めるものとする、というふうになつておりますので、あくまでも条例の目的が管理ということになつております。従つてそういう点からすればあくまでも明記して市営首里プール管理条例といつたほうがいいんじやないかと思いますが、そのような様式があるということですが、そうすると将来は全ての条例はそういうふうにもつてゆきたいというご説明ですか。

そういうふうに理解してよろしうございますか。




○経済民生部長（慶佐次　盛宏君）

　条例の中にその位置、設置、あるいはその他管理に関するものを全部うたつてありますが、先程申し上げましたように最近の傾向としてそういつた設置管理条例はいちいち設置および管理条例ということではなくして総括的にその施設に対する条例という打ち方が普通であるということで例規審議委員会におきましていろいろ検討の結果そのようにしたわけであります。

（「討論なし」というものあり）




○議長（高良　一君）

　質疑を終結し討論を省略して採決に入ります。議案第４５号　那覇市営首里プール条例制定については委員長報告どおり可決することにご異議ありませんか。

（「異議なし」というものあり）






○議長（高良　一君）

　ご異議なしと認めます。よつて本案についてはただいまの委員長報告どおり可決されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～




○議長（高良　一君）

　日程第２４、議案第４６号　奥武山競技場管理条例を廃止する条例制定についてを議題として経済民生教育委員長の審査報告を求めます。






○経済民生教育委員長（大山　盛幸君）

　議案第４６号「奥武山競技場管理条例を廃止する条例制定について」

審査の結果を報告いたします。　本案は、奥武山競技場の管理が諸施設の増設に伴ない、次第に困難になるところから市としてはその財産の所有者である琉球政府に対し管理費に対する補助金を増額するかさもなければ政府による直営総合管理をしてもらうよう申し入れてあつたが、政府から１９６８年７月１日以降の管理事務委任を解除するという文書による通知を受けたのでその管理事務を政府に返還し、関係条例を廃止するため提案されております。委員会はこの案に関し、各競技場の収支の状況をただしましたが当局の説明からこれを申し上げますと、

維持管理費　　　　　　　　使用料その他収入

△　野球場　　　８，０００ドル　　　　　　フエンス広告収入　５，０００ドル

売店収入　　　　　１，８００ドル

野球場使用料　　　１０％～２０％

ドル　 　ドル

△　陸上競技場　　６，０００～７，０００　競技場使用料　　　１，５００ドル

△　競泳プール　　９，７００ドル　　　　　プール使用料　　　２，５００ドル

（年間８ケ月で）

となつております。　この収支の状況から見ましても、政府有財産を市が管理することは好ましい状態ではないと当局は説明を加えております。

次に、管理を政府に移管するに伴なつて、その中にある市有地３０，５１２．５８坪の処遇についてただしましたが、本件については、当局は１９５９年６月に「総合競技場建設について」諮問第３号をもつて議会に諮り、１９５９年６月１７日に議会の承認を得ておりますが、この内容は、那覇市において１．市有地の無償提供、　２．物件補償、　３．道路建設　という三つの協力要件がありますので、これを尊重しなくてはならない。また、ここで無償提供というのは、所有権を政府に移すということではなく、無償使用を意味するものであるという見解であります。

これに対し、委員会は当時施設は那覇市が管理するということで、市有地の無償提供も議会は認めたと思うが、今回、政府が管理するとなると市町村財政法の趣旨ならびに市有財産を健全に管理するという観点から有償にして賃貸借料を徴収すべきではないかとただしましたが、これに対する当局の見解は１０年前の約束とはいえ、これを尊重しなくてはならないし、このことについては、今後検討し努力したいという説明がなされております。

委員会は以上の審査の結果、本案は全会一致原案どおり可決すべきものと決定いたしました。　以上報告申し上げ、各位のご賛同をお願いします。




○議長（高良　一君）

　ただいまの委員長報告に対して質疑に入ります。

（「質疑討論なし」というものあり）




○議長（高良　一君）

　質疑討論なしと認め採決に入ります。本案についてはただいまの委員長報告どおり可決することにご異議ありませんか。

（「異議なし」というものあり）






○議長（高良　一君）

　ご異議なしと認めます。よって本案についてはただいまの委員長報告どおり可決されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～




○議長（高良　一君）

　日程第２５、議案第６６号　那覇教育区債を起こすことについてを議題として経済民生教育委員長の審査報告を求めます。






○経済民生教育委員長（大山　盛幸君）

　議案第６６号「那覇教育区債を起こすことについて」審査の結果を報告いたします。　学校給食は１９６３年から年次的に計画実施し現在では２０校が完全給食をしているが、１２校はいまだに民間の沖縄給食センターに依存しており、本会計年度でこの未実施の１２校も完全給食実施を行う計画であります。この事業の区負担のうち、建築費に充当する１００，０００ドルについてはさきに議会の議決を得たので、今回はその調理場内部施設の機械設備および備品購入費２６８，６２０ドルを新たに教育区債を起こすため提案されております。　この案に対する質疑の主なるものを申し上げますと、まず、地方自治体には１，２年の据えおき期間をおくのが普通であるが、本案には何故その据えおき期間がないのか、その折衝内容はどうかとただしますと、教育委員会の説明では「この融資は財政部長、主計課長等が政府の資金運用部と話し合つているので、はつきりは分らないが、実際借り入れまで間があるし、据え置き期間を設けるように、同資金運用部にも折衝したい」という説明であります。

また、本区債のほか別に区債はあるかとただしますと、当局の説明は「現在の那覇教育区債は、浦添高校ほか三校の敷地購入費の区債と、庁舎建築等の区債があり、校地購入費の償還率が７０％で、未償還が２３，５８０ドル、庁舎建築の償還率が４０％で、未償還が１０８，０００ドル」という説明であります。

また、通常市町村が区域外において、営造物を設置する場合、当該市町村議会の議決を必要とするが、教育委員会の場合はどうか、また、政府有地の賃借についてはどうか、とただしました結果、教育委員会の説明は「地区外の営造物設置については、文教局に問い合わせたところ、当該市町村議会の議決を得ることが望ましい。と言うことであり、そのように努力したい。

さらに敷地の使用については、所有者である政府と無償借り受けの契約を結んである。」という説明であります。

委員会は以上教育委員会の説明を聴取し、検討した結果、結論として教育委員会が現在２０校を対象に完全給食を実施しているが、これは、教育的効果をそうとう上げているので、残りの１２校も本会計年度で実施するということは、もつとも望ましいことであり、本案は全会一致可決すべきものと決定いたしました。　以上報告申し上げ、よろしく各位のご賛同をお願いします。




○議長（高良　一君）

　ただいまの委員長報告に対して質疑に入ります。

（「質疑討論なし」というものあり）




○議長（高良　一君）

　質疑討論なしと認め採決に入ります。本案についてはただいまの委員長報告どおり可決することにご異議ありませんか。

（「異議なし」というものあり）






○議長（高良　一君）

　ご異議なしと認めます。よつて本案についてはただいまの委員長報告どおり可決されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～




○議長（高良　一君）

　日程第２６、議案第６７号　那覇教育区教育委員会職員の給与に関する規則の一部を改正する規則制定についてを議題として経済民生教育委員長の審査報告を求めます。






○経済民生教育委員長（大山　盛幸君）

　議案第６７号「那覇教育区教育委員会職員給与に関する規則の一部を改正する規則制定について」審査の結果を報告いたします。

本案は、従来教育委員会職員の給与については、琉球政府一般職の職員の給与に準じておるが、政府職員は１９６８年４月２６日に公布された立法第１３号により、期末手当が５３パーセント増額され１９６７年１２月９日から適用されておるので、教育委員会職員の期末手当もこれに準じて改める必要があるため、提案されております。　この案に対し、委員会は教育委員会の説明を聴取した後、政府の人事委員会にも問い合わせました結果、政府においては、本案のようにすでに５月に支給済みであるということであります。

したがつて、結論として本案は全会一致原案どおり可決すべきものと決定いたしました。　以上報告申し上げ、各位の御賛同をお願いします。




○議長（高良　一君）

　ただいまの委員長報告に対して質疑に入ります。

（「質疑討論なし」というものあり）




○議長（高良　一君）

　質疑討論なしと認め採決に入ります。本案についてはただいまの委員長報告どおり可決することにご異議ありませんか。

（「異議なし」というものあり）






○議長（高良　一君）

　ご異議なしと認めます。よつて本案については委員長報告どおり可決されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～




○議長（高良　一君）

　日程第２７、議案第６９号　那覇教育区教育委員会職員退職金支給規則の一部を改正する規則制定についてを議題として経済民生教育委員長の審査報告を求めます。






○経済民生教育委員長（大山　盛幸君）

　議案第６９号「那覇教育区教育委員会職員退職金支給規則の一部を改正する規則制定について」審査の結果を報告いたします。

本案は、現行規則の付則第４項で監視員、調理員及び世話人等は、勧奨退職の適用除外におかれており、これらの職員にも規則を改正して勧奨退職制度の恩典を与えるため提案されております。

委員会は、この案については若干の質疑を交わし、疑義をただして参りましたが結論として本案は、職員の待遇を改善するものであり、当該職員が希望をもち職務に専念することを期待し、全会一致原案どおり可決すべきものと決定いたしました。　以上報告申し上げ、各位のご賛同をお願いします。




○議長（高良　一君）

　ただいまの委員長報告に対して質疑に入ります。

（「質疑討論なし」というものあり）




○議長（高良　一君）

　質疑討論なしと認め採決に入ります。本案についてはただいまの委員長報告どおり可決することにご異議ありませんか。

（「異議なし」というものあり）






○議長（高良　一君）

　ご異議なしと認めます。よつて本案については委員長報告どおり可決されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～




○議長（高良　一君）

　日程第２８、議案第７０号　那覇教育区教育委員会職員定数規則の一部を改正する規則制定についてを議題として経済民生教育委員長の審査報告を求めます。






○経済民生教育委員長（大山　盛幸君）

　議案第７０号「那覇教育区教育委員会職員定数規則の一部を改正する規則制定について」審査の結果を報告いたします。

本案は、事務量の増加に伴い機構の整備と事務のスムーズ化、ならびに共同調理場の新設に伴う職員増を計ることと、補習学級教科が９教科から５教科に減つたので、非常勤の補習学級嘱託を減にするため提出されております。この案に対する質疑の主なるものを申し上げますと、まず、常勤職員が４９人の増、非常勤職員が１３人減になつているが、その内訳についてただしました結果、当局の説明は、「今回増員する常勤職員の内訳は、事務局職員７人、共同調理場の書記２人、監視人１人、世話人１人、栄養士５人、幼稚園教諭４人、調理員１８人、運転手１０人、技手２人、主任１人、所長１人、計５２人でありますが、この中２人は現行定数規則の欠員を補充するものであり、さらに補習学級教科専任職員１人を減ずるため差引今回実際に増員されるのは５１人になります。

次に、非常勤職員の１３人の減については、補習学級の教科が９教科から５教科に減つたので、その補習学級嘱託員を現行規則の６５人から５２人に改めた結果１３人の減が生じた。その１３人の減の内訳は、小祿中校１人、安岡中７人、寄宮中１人、神原中２人、古蔵中２人、石田中２人、計１５人減ずるが、体育指導員２人増加しますので差引１３人の減となる」という説明であります。

委員会は、以上の当局説明を聴取し、慎重に検討した結果、本案は、全会一致原案どおり可決すべきものと決定いたしました。

以上、報告申し上げ、よろしく各位のご賛同をお願いします。




○議長（高良　一君）

　ただいまの委員長報告に対して質疑に入ります。

（「質疑討論なし」というものあり）




○議長（高良　一君）

　質疑討論なしと認め採決に入ります。本案についてはただいまの委員長報告どおり可決することにご異議ありませんか。

（「異議なし」というものあり）






○議長（高良　一君）

　ご異議なしと認めます。よつて本案については委員長報告どおり可決されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～




○議長（高良　一君）

　日程第２９、議案第７１号　那覇教育区教育委員会報酬および費用弁償規則の一部を改正する規則制定についてを議題として経済民生教育委員長の審査報告を求めます。






○経済民生教育委員長（大山　盛幸君）

　議案第７１号「那覇教育区教育委員会報酬及び費用弁償規則の一部を改正する規則制定について」審査の結果を報告いたします。

この改正の目的は、監査委員ならびに社会教育委員の費用弁償を新たに設けることと公民館長費用弁償を１ドルから２ドルにアツプするため、提案されております。この案に対し委員会は、監査委員の報酬は、費用弁償と同じく日額支給になつているが、同日に二つの対価を支給することは法的にどうかとただしましたところ教育委員会の説明は、教育委員会法第４１条第１項の規定により監査委員には報酬を支給しなければならないし、また、同条第２項の規定により、監査委員は職務を行うために要する費用弁償を受けることができるとありますので、報酬と費用弁償は別個に支給しなければならない。また、特に報酬を日額に定めたことは教育委員会の監査委員は例月検査もなく監査日数は年間６回であり、報酬を月額支給することは好ましくないので日額に定めたという説明であります。

委員会は、本案については、なお若干の質疑を交わし、全会一致原案どおり可決すべきものと決定いたしました。

以上報告申し上げ、各位のご賛同をお願いします。




○議長（高良　一君）

　ただいまの委員長報告に対して質疑に入ります。

（「質疑討論なし」というものあり）




○議長（高良　一君）

　質疑討論なしと認め採決に入ります。本案についてはただいまの委員長報告どおり可決することにご異議ありませんか。

（「異議なし」というものあり）






○議長（高良　一君）

　ご異議なしと認めます。よつて本案については委員長報告どおり可決されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～




○議長（高良　一君）

　日程第３０、議案第７７号　１９６８年度那覇市一般会計予算の繰越使用についてを議題として当局の説明を求めます。






○財政部長（当間　重美君）

　議案第７７号　１９６８年度那覇市一般会計予算の繰越使用についてご説明申し上げます。

本案は消防超短波、無線機購入費の予算繰越しであります。この無線機購入につきましては去る２月に購入契約をいたしまして６月２０日に納品することになつておりますが、米国のメーカーの作業工程が遅れ、年度内に完了する見込みがないので翌年度へ予算繰越するため本案を提出した次第であります。　よろしくご審議のほどをお願い申し上げます。

（「委員会付託」というものあり）






○議長（高良　一君）

　質疑なしと認め本案はその審査を総務委員会に付託します。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～




○議長（高良　一君）

　日程第３１、議案第７８号　予算外義務負担についてを議題として当局の説明を求めます。






○財政部長（当間　重美君）

　議案第７８号　予算外義務負担についてご説明申しあげます。

本案は松山保育所新築工事についての予算外義務負担についてでありますが、この工事は１９６８年度政府補助事業として予算化し、建設用地の選定にあたつてまいりましたが、購入を予定した用地について価格の点で折合いがつかず、その後他から用地の寄贈がありました。しかし用地が狭少のため、その用地に合うような建築設計をするため予想以上に日時を要し、事業着手が遅れておりまして、早急に着手する必要がありますが、この工事は約５か月の工事期間を要し、１９６８年度に事業着手いたしましても１９６９年度にまたがる工事となりますので、これの予算処置として本案を提出いたしました。よろしくご審議下さるようお願い申しあげます。

（「質疑なし」「委員会付託」というものあり）






○議長（高良　一君）

　質疑なしと認め本案についてはその審査を総務委員会に付託します。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～




○議長（高良　一君）

　日程第３２「議案の訂正について」を議題といたします。本件は、議案第６８号「那覇教育区教育委員会職員の給与に関する規則制定について」の付則の訂正であります。

このことについては、お手元に配付してあるとおり、市長から訂正申し入書が提出されておりますので、会議規則第１９条の規定により、承認したいと思います。これにご異議ありませんか。

（「異議なし」というものあり）






○議長（高良　一君）

　御異議なしと認めます。よつて第６８号議案の訂正を承認することに決しました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～






○議長（高良　一君）

　諸般の報告をいたします。　６月２１日付、那覇市牧志町１の７７０　与那原春生からの「沖映通り損害補償要求の陳情」。那覇市字古波蔵３４０番地の４　喜如嘉ツルからの「沖映通り道路工事に伴う損害補償要求について」。那覇市沖映通り被害者損害要求陳情団、移転者　那覇市若狭町１の３２山田明三ほか４名からの「沖映通り被害に対する損害補償要求について」。以上３件の陳情は、会議規則第８７条の規定によりその審査を建設委員会に付託いたします。

さきに経済民生教育委員会に審査を付託いたしました。沖縄観光ホテル旅館協組合長　宮里定三からの「水道料金引下げ陳情」。沖縄体育協会々長　当間重剛からの「プール使用水道料金の値下げ方について（陳情）」。　以上２件の陳情は、経済民生教育委員長、建設委員長の申出により、その審査を建設委員会に付託替えいたします。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～






○議長（高良　一君）

　追加第１、石嶺団地用地買収に関する問題について緊急質問を議題として仲本議員の発言を許可します。








○仲本　安一君

　それではただいま日程に上つております石嶺団地用地の買収に関する問題について、当局に質問いたします。

ご承知のとおり現在、この石嶺団地用地の取得に関しまして、その取得をしたいわゆるブローカーの問題、さらにそれと関係があるといわれておる那覇市議会議員の問題、さらにその議員やブローカーに対しまして、用地取得の情報を提供したと思われる当局の問題、いろいろからみまして、現在すでにご承知のとおりそのブローカーは法務局から告発を受けておるわけであります。　従つて現在那覇署のほうで捜査を進めておるように新聞紙上で承つておるわけでございます。さらに市民の中からも相当疑惑の目で見られておりまして、公共団体たる那覇市、さらにまたそれに参与する那覇市議会議員の一人としても本員はまことに遺憾な問題だと思います。従つてこの際はつきり市民の前に、この問題を明らかにしていかなくちやならぬというふうに考えあえて緊急質問を出すわけでございますが、とにもかくにも最近は“黒い霧”汚職ブームでございまして、本土政府で黒い霧が発生しまして、そしてそれがまだ決着のつかないうちに今度は琉球政府に飛び火しまして、今度は那覇市にそういつた黒い霧が飛んできた、西銘市長がかねがね言つておられるように本土との一体化、琉球政府との一体化、まさに黒い霧の一体化となつて現われておるのが現実であると本員は思うわけであります。

そこで市長にお伺いしたいわけでありますけれども、市長は重要な時期に東京に行かれまして、その間のことについてはわからないかもしれませんが、このように新聞紙上を騒わがしておるこの事件について、一体どうお考えになつておるか、まず市長の見解を聞かしていただきたいと思います。






○市長（西銘　順治君）

　お答えいたします。石嶺団地の土地の購入の件につきましては当局は何らやましい点はございません。その間に金品の取引きが何もあるわけじやありませんし、ただ問題は議員が介入して現在刑事事件として、このブローカーも追求されておるようでございますけれども、まだ罪人ではございません。被疑者の段階にあるわけでございまして、いずれその決着がつけば当然問題の真相は明るみに出るものだと思つております。今の段階では当局は何らやましいことはないと、はつきり言切つてもさしつかえがないと思います。




○仲本　安一君

　一応市長は自信満々のようですけれども、市長に対してはのちほどに廻わしまして具体的に建設部長にお尋ねします。まずこの問題は非常に疑惑に満ちているということは、まず新聞紙上に出ておりますので、はつきり名前をあげてさしつかえがないと思いますけれども、赤嶺議員とさらに比嘉勇輝氏との関係であります。最初新聞紙上によりますと、まず両者とも市当局から議会に議案が出る前に、石嶺公営住宅ができ、そして用地を取得するんだということで、話があつたということが本員が指摘したいところであります。これは新聞紙上で明らかになつておりますのであえて指摘する必要はないと思いますが、この点について建設部長は話した事実があるのかどうか。これをまずお尋ねしたいと思います。具体的に申し上げますならば赤嶺保三郎議員は１０日の記者会見を助役室でやつておるようでございます。新聞によりますと、つまり１１日の新報朝刊によりますと、このように言つております。赤嶺議員は「比嘉氏は私と話し合う前に花城建設部長にあたつている」ということを言つておられるわけですが、これについて比嘉という人と会つてそのような用地問題について話した事実があるのかどうか。これをまずご説明を願います。






○建設部長（花城　直政君）

　お答えします。石嶺団地の購入につきましては８月の末ごろからだつたと記憶しております。その石嶺団地を購入する前に大名の団地の交渉にかかつておつたわけでございます。

ところがその大名の団地の交渉の進捗状態が思わしくないということで、石嶺団地のほうと両方かけもちになるというような方向に向いまして、そしてそれもくずれかかつたときに６月の末ごろかと思いますけれども、比嘉勇輝さんのほうから私のところに直接来られまして「実は私は６か月ほど前に石嶺のあの辺の高台をある自分の事業のために話し合いをしてまとめてあるものがあるから、那覇市は今公営住宅の土地を探がしておるようでありますけれども、今要るのか買うのかどうか。」というような話がありました。これは事実でございます。私はこの用地の取得に非常に難渋いたしておりましたので、買うということを申し上げたわけでございます。




○仲本　安一君

　９月定例議会に議案が出されたときに又吉議員の質問に対しまして建設部長は「これは秘密に関する事項で、今公表するとブローカーその他業者が暗躍して、地価が上るから今は公表できない。」というようなことをおつしやつたにもかかわらず、８月の末９月定例会前に特定の議員とはいえ、その人に漏らしたという点についてはどうお考えでございますか。




○建設部長（花城　直政君）

　お答えします。この公営住宅の用地の購入起債議案、これは６７年の５月２５日、２６日だつたと思いますが、そのときにすでに議案として出されております。それから６月の定例議会に出されております。そのときから用地取得の交渉をしておりましたけれども、そのときに議員の皆さんから「場所はどこか」というような質問がありましたけれども、これは今交渉中であるのでここではつきりその場所を申し上げますというと、買いにくくなる。今までの私たちの経験から申しますと、こういつたのはやはり秘密裡にやるべきだということでこのときは秘密にさせてもらつたわけでございます。

ところが６月の定例議会も済みまして、これを９月の定例議会にはどうしても出さなければならないということで、しかも議会前でもありますし、もう話が煮つまつてきておりました。さらに先ほど申し上げましたように比嘉勇輝さんから「自分の事業のために、６か月ほど前にまとめたものがあるから」という話があり、しかも１万坪という大きな土地があるならば、これはすぐ相談がまとまつて購入もできるものだということで、その相談に乗つたわけでございまして、これは時期によりまして秘密にすべきときは秘密にしたほうがいいというように私らは考えて、６月の定例議会のときは教えなかつたわけでございます。




○仲本　安一君

　新聞紙上によりますと、今部長のおつしやるようなあり方とは違うわけですね、部長は今「比嘉勇輝さんという人がまとめてあるからちようど都合がいいから買いましよう」と。ところが比嘉勇輝さんは法務局の取調べでも、あるいはその他の新聞紙上の会見でもそうは言つていない、建設部長に問い合わせて「買う」という確約があつたんで、さらに買い占めに廻つている。従つて比嘉勇輝が地主から買うのは市当局に相談したあとなんです。しかし部長の答弁は「比嘉勇輝さんがまとめてあるからという話を聞いたので相談をもちかけた。」それは逆じやないですか。そうすると比嘉勇輝さんという方は嘘をついたということになりますか、法務局の取調べでもそういう発言をしておりますよ。




○建設部長（花城　直政君）

　お答えします。これは私が嘘を申し上げておるわけじやございません。比嘉勇輝氏がどう言つたか私は聞いておりません。新聞紙上では確かにそう書いておりますけれども、そうじやありません。これは９月定例議会の土地購入議案のときにもはつきり議事録に載つておると思います。また載つております。　今申し上げたことは議事録に載つております。




○仲本　安一君

　いやいやそういうことではなしにですね、比嘉勇輝さんに一番最初頼んだのは、つまり那覇市が土地を買うから一応まとめてくれということを頼んだのは、いわゆる比嘉勇輝さんがあの土地を買い占めない前の話なんでしよう。あとじやなく前の話ですか。




○建設部長（花城　直政君）

　それを私は申し上げておるわけでございます。私は比嘉勇輝さんがこういう仕事をやつておるとは全然知つておりませんでした。ただその方は沖縄自練ですか、そこの仕事をしておられるということは知つておりますが、そういう土地のあつ旋をしておるということは知つておりません。私があの人に土地を探がしてくれと頼む何もありません。私が土地を探がしておるんだけれども、なかなかまとまらないときに、しかももう９月の定例議会間近かですので、どうしても早くやらなければならないということで困つておるときに、本人からそういう申出があつたわけでございます、「実は私、石嶺に６か月ほど前に約１万坪の土地をある事業のためにまとめてあるのがあるからそれをまとめるのに１週間や１０日ぐらいあればできるから買うか」という話がありました、私が頼んだんじやありません。これは事実でございます。




○仲本　安一君

　どうもおかしいですね、じや角度を変えますが、比嘉勇輝さんと会う前に比嘉勇輝さんのほかに第三者から市に「こういう土地があるんだが買つてくれぬか」という申入れをされたことがありますか。




○建設部長（花城　直政君）

　比嘉勇輝さんから買つた場所の土地についてはありません。その付近の土地についてはあります。




○仲本　安一君

　本員がお尋ねしたいのは、建設委員会で明らかになつておりますのでこれもはつきりしたほうがいいと思いますのは、以前に又吉議員がはつきり「あの土地は１９ドルで買えるんだ」と言つておすすめをしたが、しかしそのときは蹴つております。ところがその後に及んで比嘉勇輝さんからは３３ドルで那覇市が買つておるという事実をわれわれは問題にしたい。なぜならば、それは人が儲かろうが儲かるまいが、それは確かに皆さん方がおつしやるように別の問題かもしれませんけれども、市民の税金から出る以上は市民に不利益を与えるということにもなるわけです。その時に買えば市民に１０万ドル余の負担をあえてかけないでもよかつた。なぜそういうときに蹴つて、あらためて比嘉勇輝なる者から購入したか、ということも問題であるし、さらに今又吉議員という名前をあげましたけれども、それ以外の議員もありますけれども、仮りにＹということにしておきましよう。Ｙという人からも市に申入れをされたが断わられた事実が本員の調査ではありますけれども、それを知つておられるか、建設部長が知らなければ第２助役は知つておられるかどうか。それをお答え願います。






○市長（西銘　順治君）

　お答えいたします。石嶺に団地の計画がございまして、単に又吉議員だけじやございません、２，３の議員の方々からもこういうふうにわれわれは協力したい、という申入れがありました。われわれとしては幸なことであります。議員のお力もかりて早く団地を購入し早く事業に着手するということでございます。　はつきりここで申し上げたいことは、先ほど又吉議員が１０何ドルで買える土地を見せたということでございますが、これは建設部長の意見を聞きますと場所が違う、果してその時点において又吉議員が言うとおり１９ドルで買えるかどうかそれはわかりません。問題はそれを起点として何１０万ドル儲つたとか、損をしたということでございますけれども、果たしてあの時点でその値段で買えたかどうかもわからぬ、しかも場所が違う、私のところにも話がありました。問題は市当局がその団地計画を数年前から知つておつて、あるいは業者に指名をして「そこに確かに団地をつくるから買つておけ」ということで、その利益の配分にあずかつたり、前もつて増収賄があり金品の動きが当局とブローカーとの間であればそれは非常に問題です。そういうことは全然ありません。これは久場川団地の場合も全く同様でありまして上原という男が尚家から２ドルで買つて、市当局に４ドルで売つた、その差額をまるで市長が泥棒でもしたぐらいに、贈収賄が、利益の配分ぐらいはあつたかのように前の選挙でも宣伝された。何もない。そこで金品の取引きそういうものがあれば幾ら追求されても仕方がないが、議員が協力を求めてくるのにそれを蹴るわけにいかない、ただ早く購入する、早く事業を着手する、そういうことであります。




○仲本　安一君

　今市長が答弁されておる件については、たとえば贈収賄、あるいは背任とか、そういつた面についてはそれは関係当局の、いわゆる司法機関にお任せしますので、私の追求するところではありませんけれども、少なくとも背任ということについては刑法上の背任ということじやないにしても、政治的、道義上の背任なんです。つまり市民に対する背任なんです。なぜ安いときに買わんでそれを蹴つて、地価が上つたほうから買わなければならなかつたかそこが問題なんですが、それはさておいて、とにかく市長も、あるいは助役もですね、当局は「評価委員会の評価額どおり購入したんだから何ら問題はない」ということを再三言つておりますけれども、評価額というのは「その程度が相場であります。」ということであつて、その評価額どおり買わなければならないということはない、それよりも安く買つてもいい、売れる場合はそれよりも高く売つてもいいということであつて、そこら辺に問題がある。つまり当局として秘密事項であると言いながら事前に漏らしておるという事実。さらには今一つ、特に本員が重視したいのは新聞紙上によりますと、比嘉勇輝さんの発言でありますけれどもこういうことを言つております。いわゆる名義の関係でありますけれども「約２７，０００平方メートルの約半分は他の地主のものであるが、議会対策上１名の名義にしたほうが都合がいいということで、自分の名義でまとめたものである」と比嘉勇輝は語つております。これについては比嘉勇輝さんは何も議会とは関係はないのですが、議会対策も何もする必要はないのですが、とにかく市当局と契約を結べばいいけれども、そこら辺をあえて公言しておる以上は当局と何らかの打合わせがあつたというふうに疑われてもやむを得ないと思いますが、そこら辺はどうですか。






○建設部長（花城　直政君）

　お答えします。又吉議員から「安く買えるんだけれども」という話があつたが、なぜそのときは買わないで３３ドルになつてから、大きな負担を市民にかけて高く買つたか、いうようなご質問でございますけれども、これは私が先ほど申し上げましたように、石嶺の団地の前に大名の団地を私たちは主眼においてやつております。石嶺団地はあとで出てきたわけです。大名の団地は琉球住宅の土地として取得してある土地があすこに５，０００坪ぐらいありましたので、その土地を買うて、そしてその周辺をまとめていただこうということでお願いしてやつておつたわけですが、ところがそれが困難になつてきた。それで、またもう１人の人にお願いしたらこれもだめになつた。だんだんだんだん、時日は切迫してきた、それでそのときに又吉さんからこれは５月ごろだつたというふうに記憶しておりますけれども、５月の２５日に６６万ドルの土地購入の起債議案が出ておりましたけれども、そのときだつたと思いますが、そのころは大名のほうのまとめをお願いしてあつたのがくずれかかつていた。私が全然予定していないところを又吉さんが言つてこられたわけです。そこを私見せてもらつたところがそれはあとで申し上げますけれども、そのときは両方かけるということは〝二兎追う者は一兎も得ず〟というようなことで、そこばつかし考えておりまして、又吉さんからの土地を買うということは言えないわけでございます。結局大名のほうをまとめないと困るんだということでしたが、終極的にはこつちも半分しかできないということで、どうしても石嶺のほうもやらなければならないということになつてこれは２か月ほどあとでございます。７月１５日に今の議案にも出ております宮城ユーセイという方の約３，０００坪の土地の話をもつてきたわけです。これはちようど又吉さんが言われた土地でございます。この人の土地は森田孟睦という方です。この方は内地におられて不在地主です。それでその土地のことで話がはじまつて、そのときは私は又吉さんの言われたことをすつかり忘れておつたわけです、ところがその土地は私たちは２５ドルから話をはじめました。又吉さんは２３ドルと言われたそうでございますが、私たちはあの辺なら２５ドルぐらいだと考え話をはじめました。しかし実際購入の契約したのは９月の２２日、どうしても３３ドルでなくちや売らないということで、売らなければその値段で買うより仕方がありません。しかもこの土地の評価を評価委員会にかけてみたところが２８ドルから３１ドルというような線が出て、３１ドルでまとめようとしたけれども、どうしても３３ドルでないと売らない、売らないというのを引つたくるわけにはいきません。どうしても３３ドルで買わなければならないように追い込まれた。そういうことでありまして、何も私は安い土地を知つておりながらわざとのばして、又吉さんのは断つて買つたわけじやありません。それから６６万ドルの土地購入の議決が２６日にされておりますが、翌日です、これはおそらく又吉さんの話のちよつとあとじやないかと思いますが、５月２６日に大山議員も来られまして「ここに私の知つておる人で土地を売りたいという人がおるんだけれども市は買うのか、買つて向うはまとめたほうがいいんじやないか」と非常に好意的に協力するからという話がありました。それを大山さんからいろいろ交渉されましたけれども、これは３０ドルというようなことでございましたので話をはじめたけれども、しばらくしてこれも駄目になりました。駄目になつたときに私がさつき申し上げましたように、比嘉勇輝さんが来られて「私が６か月ほど前に約１万坪ぐらい自分の事業のためにまとめてあるのがあるから、今からはじめたらわずか１週間、１０日ぐらいでまとめられる」という話があつたので、私たちはすぐ飛びついたわけです。これは何も私が又吉さんの言われた安い土地をだまつておいて高い土地を買つたということにはならないと思います。




○仲本　安一君

　その又吉さんのは一例でございますけれども、この比嘉勇輝さんは８日の夜自宅で新報の記者と会見した際に、「赤嶺議員から地主との契約保証金の一部として１万ドル借用した」と語つたと。さらに「８万ドル貸した」という赤嶺議員とは食い違いがありますけれども、まあこれはさておいて、この中で市と契約を結ぶ、すなわち、昨年の９月２２日、３か月ほど前に宜野座朝恭建設庶務課長に「市が３３ドルで買うということだつたので自分は２５ドルで土地を買い求めて那覇市に売つた」というようなことを比嘉さんは言つております。そうすると４，５か月前に知つておるということですが、しからば比嘉勇輝さんが市当局に「まとめてあるがどうか」というような話をもちかけてきた時点と評価委員会にその評価をかけた時点はどつちが先きですか。




○建設部長（花城　直政君）

　評価委員会は９月１３日になつております。もちろん話を始めたのは８月の末ごろからでございます。大体これは評価委員会で決まらなければ値段はいえないが大体３０ドル内外だといつております。そういうことで課長が新聞でいつたということでありますが課長はいつておりません。比嘉勇輝さんがどういつているかわかりませんがそういうふうになつております。先程申し上げましたように大山盛幸さんが好意的に“こういうのがあるから”ということでいわれたのは首里地域の開発のためにいろいろ考えられた末で、しかも地主からそういう話があつたということで図面も作つて廻つたわけであります。どうしても解決がつかなくて困つてるときにこれが出て来たわけであります。比嘉さんの話があつて来たわけであります。大山盛幸さんの最後のあれは一番最初にお会いしたのは５月２６日。７月１７日に駄目だということになつております。私は困つたわけであります。そういうことで結局高い土地を買わされたということは当らないと思います。そのときすでに３０ドルという値段が出ております。




○仲本　安一君

　高く売りつけられたということは当らないといつておりますが、あなたは今先の答弁で９月１３日に評価委員会にかけたといつてるが比嘉勇輝さんから話が出たのはそれ以前の８月でしよう。そうするとあなたは那覇市の建設部長なんです。執行部の幹部でしよう。馬鹿じやないわけです。比嘉さんがその土地をいくらぐらいで買い占めたぐらいは常識でわかるわけでございます。２５ドルで買い占めたのを３３ドルで評価する必要はない。市民の間、あるいは警察でも新聞によりますと背任、贈収賄の疑いがあるということである。結局市民の噂さにしてもそこら辺にどうも不可解な点があるということです。従つて比嘉勇輝と赤嶺議員の問題ではなくして２５ドルと３３ドルの差額、そこら辺について何らかの形で市当局関係者、それは建設部長か何かわかりませんけれども贈賄されたような形になつているんじやないか、収賄したようなことになつているんじやないかという疑問、疑惑、噂、そういつたものが出るわけでございます。そこら辺をもし自信があるならばはつきりと２５ドルのものをどうして３３ドルという評価をしたのか、それを明確にしていただきたい。




○建設部長（花城　直政君）

　われわれは３０ドルで買つておりますが向こうがいくらで買つたのかわかりません。これは向こうの売買でありまして。・・・・




○仲本　安一君

　わかりませんじや通用しないよ。




○建設部長（花城　直政君）

　いくらで買うかということで話がつかなければできません。あなた物を買つてみなさい。絶対にそういうことはできませんよ。「大体このぐらいで買うから」という話がなければどうして話が進められますか。大山さんがそこの地主から頼まれたときに大体３０ドルぐらいで進められたということであり、そのぐらいの値段はするんだということでありまして、そういうことを申し上げたんであつて、もちろん最終的に２８ドルとか３１ドルというのがあるわけでございます。

（“議場騒然”）






○市長（西銘　順治君）

　仲本安一議員は差額を市当局が何らかの形で取つたということで新聞の噂を根拠にしておりますが、もし取つてない場合は腹を切りますか。腹を切りますか。重大な問題です。この金額の差額を市当局が取つたような表現はけしからん。もしなかつたらどうします。腹を切りますか。

（“議場騒然”“野次喧騒”）




○仲本　安一君

　何んでおこらなくちやならないんだ。記録をはつきり読みなさい。






○建設部長（花城　直政君）

　２５ドルで買つたのを私は知りません。どうしてそれをあなたがわかるんですか。




○仲本　安一君

　なければないと答弁しなさい。

（“ゆるせない”“黙まれ”“責任をとれ”というものあり）

（“議場騒然”　“野次喧騒”）




○仲本　安一君

　その点について明確な答弁を願います。




○建設部長（花城　直政君）

　記者会見でそういうことをあなたがいつたんじやないですか。あなたがいつてる。びた一文も（“議場騒然”“野次喧騒”）もらつておらん。

（“記者を呼んで発表しているんだよ”というものあり）




○仲本　安一君

　質問者以外は静粛にして下さい。




○金城　重正君

　議事運営は議長の責任なんだよ。どこに話がいつてるかわからんじやないか。




○建設部長（花城　直政君）

　議員だつたら何をいつてもいいのか。

（“議場騒然”“自席より多数議員発言”）






○第二助役（新垣　義徳君）

　今の問題についてお答えいたします。先程からのいきさつにつきましては建設部長からの説明のとおりであります。それで私が申し上げたいことは、仲本議員は新聞の報道によればということで突いておられますがこの点はいずれはつきりすると思います。ですからその時点でこういう発言をしていただきたい。私は係長、庶務課長、建設部長をわざわざ私の部屋に呼びまして“こういう問題について飯を一緒に喰べたことがあるか。”“関係者と金品の授受があつたかどうか”確めたところ　“絶対にありません”ということであり値段の件についても先程建設部長が説明したとおりであります。何らやましいことはありません。この問題について責任うんぬんといわれるならば結論が出てからその時点でやつてもらいたい。そういうことを強く申し上げたい。




○仲本　安一君

　その時点では遅い。だから今解明しようということであります。本員がいつてるわけじやない。６月１９日のタイムス朝刊にある。背任の疑いが濃い。捜査班が動き出した。近く参考人呼び出し。という中で警本では特別法違反、背任、贈収賄のいずれかに触れる可能性が十分にあると考えられる、と指摘しています。だからなければないと答えればいいんじやないですか。何もがちやがちや騒ぐことはないと思います。




○議長（高良　一君）

　休憩します。

	（午後２時４１分　休憩）

	（午後２時４３分　再開）







○議長（高良　一君）

　休憩前に引き続き会議を開きます。




○仲本　安一君

　秘密事項であるがゆえに市民の代表者たる議員の前でも委員会でも発表できないということははつきりいつております。にもかかわらず９月以前の８月に一部の人に洩らしているという点からすれば那覇市職員の服務規律に関する条例でいう秘密漏洩に該当すると思うがこの点について市長はどのように考えるか。






○建設部長（花城　直政君）

　秘密漏洩ではありません。仕事をするためにそういうことをやらなければできませんよ。話さなければどうしてできますか。




○仲本　安一君

　あなたに答弁を求めているんではない。市長に聞いているんです。




○建設部長（花城　直政君）

　冗談じやありませんよ。






○市長（西銘　順治君）

　別に秘密漏洩とは思つておりません。早く土地を取得し早く仕事を進めるため部長に与えられた仕事であります。




○仲本　安一君

　議員には議会という公式の場で公表できないにもかかわらず一部の人にはできる。これは新聞で騒いでいるんですよ。市長は、それを知らせたのは赤嶺個人ではなしに赤嶺議員個人に協力を得るために知らせたんだろうと新聞に発表しておりますが、それに間違いありませんか。




○市長（西銘　順治君）

　私はその件については誰にも話しておりません。たまたま助役室で雑談しているときに議員の方々が来られてそういう話を聞いただけでございます。どの議員にも話しておりません。




○仲本　安一君

　市長がおつしやつているんじやないんですよ。建設部長がある議員に話したということは議員の協力を得るために話したんであろう、そういうことはさして問題はないだろう、ということを話しておりますね。しからばどの議員が行つてもそういうことを教えるんですか。




○市長（西銘　順治君）

　その通り。




○建設部長（花城　直政君）

　私がお答えします。




○仲本　安一君

　あなたに聞いているんじやない。




○市長（西銘　順治君）

　どなたが来られてもこれは与党、野党はございません。取得の面で協力いただける議員がおればどなたでもけつこうでございます。協力をお願いいたします。




○仲本　安一君

　そのとおりですね。個人対個人、議員であつても時と場合によつては個人になりますけれども、個人対個人の場合には債権債務の関係になる。それはけつこうでありますし、またわれわれの知る由ではない。赤嶺議員が比嘉さんにその金を借した。それも疑惑になつてるのは何かといいますと、最初比嘉さんは１万ドル借りたといつております。次、赤嶺さんは記者会見ではつきり８万ドル貸したといつている。またその後２，３万ドルであつたと訂正しておりますね。それが疑惑を生じている点です。・・・（“議場騒然”）・・・

質問を聞いて下さい。さらに問題なのは議員が記者会見されるなら普通常識として、那覇市議会には議員控室もございますし、その他会議室も一ぱいありますけれども、これも新聞によりますと第一助役の部屋で記者会見をやつたということになつておりますが、その点は第一助役立会いの上でなされたのかどうか。当局と関係があるとかないとかいわれない前になぜ当局は助役の部屋でそういつたことをすることをゆるしたのか。もう一つは赤嶺議員がいつておられる担保の問題で渡口収入役に“領収書も何もとつてないが、もし那覇市が比嘉勇輝さんに金を渡すときには私に連絡してくれ、立ち会つて現場で取るんだ”　ということをいつたそうですが、那覇市の公機関たるものが人の金銭関係、債権債務関係にいちいち本人を呼び出したりして知らせていいものかどうか。そこら辺の関係を私はおかしいと思うんです。正しくあるべきなんです。




○市長（西銘　順治君）

　お答えいたします。当局とは全然関係ありません。これは議員の良識に待つべきものでございます。赤嶺議員と比嘉勇輝との間にどういう話し合いがあり、どういう貸借関係があつたか知らないが全然関係ございません。債権者といたしまして債権確保のために当局に頼む場合は誰でも、どなたでもできるわけでございます。何も議員だけではありません。債権確保のためには誰でもできる。






○第二助役（新垣　義徳君）

　先程、保三郎議員が第一助役室で記者会見したということでしたが、たまたま第一助役室があいておつたのでここを使つただけであつて、当局に他意があつてここを使つたのではありません。これはあとでわかつたのです。




○仲本　安一君

　自由に使つてもいいわけですね。




○第二助役（新垣　義徳君）

　あいたときは使つて下さい。




○仲本　安一君

　本員がＡという人に金を貸しますね。そのＡという人が市から何らかの形で金を受取りますね。その場合にＡは私に借りた金を返さないので、その前に収入役にお願いしておいて、それを前取りするといつた面到を市が一切見てくれるのですね。






○市長（西銘　順治君）

　どなたでもできます。




○仲本　安一君

　現在までの市当局の答弁からは、市は一切関係ない。不正はないんだということで弁明しておりますのでこの点について私はそれで質問を終ります。それじや次に、現在司直の手に渡つております。その時、明らかになつたあとで追求すればいいじやないかというふうに開き直つておられますがそれじや遅い。ころばぬ先の杖で前もつて明らかにしなければならん。

（“議場騒然”　“議事紛糾”）

しろ黒がはつきりした場合は市長はどういうふうにしますか。




○市長（西銘　順治君）

　お答えします。何もありません。それは司直の手によつて市当局に非があればその段階において考えることであつて、今のところは不正は１点もありません。




○仲本　安一君

　不正がないのに警察が手入れするというわけか。




○市長（西銘　順治君）

　疑いがあればこれはあくまでも被疑者の段階でありまして罪人の確定は受けておりません。




○仲本　安一君

　市には市長以下役員は不正はないとおつしやつておる。それはそれでいい。そこで市と売買契約した比嘉勇輝なるものが取調べを受けていますね。こういう問題についてはわれ関せずですか。




○市長（西銘　順治君）

　そのとおりであります。こつちの知つたことじやありません。




○仲本　安一君

　知つたことじやない。？（“議場騒然”）

少なくとも市の財産を購入する場合に事前に調査もしないで、いうなれば悪徳な免許登記もしてない業者を対象にやつた点については市のミスであつたくらいの責任はあるでしようが。何も比嘉勇輝が罪になつたから市長に責任をとれという意味じやありませんよ。そこら辺にミスがあつたということはいえるでしよう。それも全然われ関せずですか。






○第二助役（新垣　義徳君）

　先程の値段の問題につきまして建設部長から説明があつたとおりであります。そういうことで土地を買うについて　“あなたは相手からいくらで買いましたか”　とそこまで強いて追求する必要があるかどうか。




○仲本　安一君

　それがおかしいんですよ。




○第二助役（新垣　義徳君）

　値段は先に出ておりますよ。もし売らないといえばどうします、それ切りの話でしよう。（“議席より発言あり”）

今答弁中ですよ。ですから、“あなたはいくらで買いましたか。その値段によつていくらで買いましよう”　ということでは話はまとまらないと思います。“しいて”　いくらで買いましたか、高いじやありませんか、安いじやありませんか“　というよりは市が買つた値段が妥当であるかどうかが問題だと私は思います。

（“妥当じやないでしよう”　というものあり）




○仲本　安一君

　助役がそうおつしやるんであれば本員はあえて申し上げたくないんですが市長が常々いつておられるように　“最少の経費で最大の効果を上げる”ということは奈辺にあるのか。逆でしようが。最大の経費で最少の効果しか上げてないような結果になつていませんか。




○第二助役（新垣　義徳君）

　この値段で決まつたら公営住宅ができます。それが効果を上げたということになります。結論といたしましてそういうことでございます。




○議長（高良　一君）

　あなたの質問はこれでつきております。




○仲本　安一君

　そんな馬鹿なことがありますか。




○議長（高良　一君）

　どういうものがありますか。すんでおります。これ以上認めません。




○仲本　安一君

　議長は何かやましいことでもあるんですか。




○議長（高良　一君）

　余り議論の内容がないと私は認めます。具体性が一つもないんですよ。私はないと認めます。




○仲本　安一君

　これから進むんですよ。

（“議事混乱、紛糾”）




○議長（高良　一君）

　休憩します。

	（午後２時５３分　休憩）

	（午後３時　０分　再開）







○議長（高良　一君）

　ただいまの１６番議員の当局に対する質問は当局の答弁、説明によつていいつくされておる感がいたします。それで一応関連質問が残されておりますが、この関連質問をさせる、させないは皆さんの意思によつて議長は決したいと思います。




　おはかりいたします。ただいまの１６番議員の石嶺団地用地の購入問題についての緊急質問と関連した質問を許可することについて、ご賛成の方ご起立を求めます。




○議長（高良　一君）

　多数であります。よつて関連質問を許可します。１５番議員。






○久高　友敏君

　ただいまの緊急質問に対して関連の質問を行ないます。なるほど関連質問は法によつてできないということで、あくまでも法を守れということを各議員は言つておられます。法を守るべきだと思いますが、その法も議会によつて決定されるべきだと思います。　従つて赤嶺議員が比嘉勇輝氏に金を貸したということについては当局もすでにご承知だと思います。赤嶺議員は「市が買取るならばこれ以上の担保はないから担保も提供しない、それから借用書も入れないで３分で金を貸した」ということからしても、赤嶺議員と比嘉勇輝との関連があるということを市当局はご存知であるかどうか。

さらにさつきの仲本議員の質問にあつたとおり、収入役が土地代を比嘉勇輝氏に払う場合には赤嶺議員も立会つて支払わすというような証言をしており、その議員と土地買売をしておる比嘉勇輝との関連があるということについては当局は認めるかどうか。これについてお尋ねいたします。






○第二助役（新垣　義徳君）

　お答えいたします。比嘉勇輝さんと赤嶺保三郎議員との間はお二人の関係であつて当局の関知すべきものではないというように考えております。






○仲本　安一君

　本員がお尋ねしているのはその関係じやなくして、つまり金を貸しているという事実、これを認めるかということなんです、金を取る場合に収入役は「私に連絡してくれといつたから連絡しましよう」と言つて渡たしたということだから、市当局は知つているんじやないか。別の関係じやなくして金の貸し借りがあるということについてお尋ねしているわけです。






○市長（西銘　順治君）

　お答えいたします。これはニユースになつてはじめて当局はわかつておるわけでございまして、金品の取引きがあつたということは最近のことでございます。




○議長（高良　一君）

　次ぎのことを議長として皆さんに報告しておきます。本日の日程終了後、次回は２６日の午前１０時に開議いたします。






○久高　友敏君

　ただいまの議長の発言ですが、あるいは前もつてしめし合わして自然流会をはかつておるんじやないかというふうに本員は考えます。今まで議長がそういう宣言をした前例がないのに、今回に限つて閉会宜言を前もつてするのか。これは流会の意図があるんじやないのか、すでに離席のために立つておるんじやないか、全くこれは違法なやり方じやないか、議長は議会の終了後に次ぎの日程を示すべきであるのに、議長もぐるになつて前もつて暗示をするということはよくない、退場した議員に対しては議長の裁量によつて催告行為もできるんじやないか。議長休憩して下さい。




○議長（高良　一君）

　休憩いたします。

	（午後３時１０分　休憩）

	（午後３時１２分　再開）







○議長（高良　一君）

休憩前に引き続き会議を開きます。




○久高　友敏君

　さつき質問中に議長が次ぎの日程を示したために中座しましたが、質問を続けます。

新聞紙上のみじやなくして、事実に基づいてお尋ねしますが、赤嶺保三郎議員と比嘉勇輝と関係があるということは、赤嶺保三郎議員が比嘉勇輝に金を貸した、この返済については市が買取るのでこれ以上の担保はないというので、借用書なしにまた担保なしに貸したということが新聞でも報道されておりますが、しかし返還する場合、つまり市が比嘉勇輝に土地代を支払う場合には、赤嶺保三郎を立ち会わしてくれというふうに収入役に申込んだ、収入役は１０月に金を支払うときに赤嶺保三郎を立ち会わして、比嘉勇輝に金を支払つております。そして比嘉勇輝からその場で赤嶺議員は貸した金と３分の利子を受け取つたということが新聞で報道されております。

さらにこのほかに、前地主石嶺町２丁目１１０番地座波三郎なる者から３，０００坪比嘉勇輝は買取つております。その買取つて契約したときに、赤嶺保三郎議員、比嘉勇輝並びに与那嶺又三郎、中村セイジ、この４名が立ち会つております。これはすでに録音も取られております。その座波三郎の言分は「赤嶺保三郎議員から小切手で受け取つた」ということも言つております。直接赤嶺保三郎議員から５，０００ドルの契約保証金として小切手を取つた。その次ぎに元金７万ドル足らずだが、つまり移転登記の費用なんか差引かれて、だいたい７万ドル、そのときにも小切手で受け取つた。それで座波三郎はどうしてその赤嶺保三郎という方を知つておるかということを尋ねたら「再々みえて名刺もくれてあつた」ということを発言しております。これもはつきり録音されております。与那嶺又三郎という人は司法書士だけれどもその人も名刺をくれてあつたと録音に採録されております。

さらにこの与那嶺又三郎は那覇市の財産評価委員であること。さらに三有不動産の代表者が赤嶺保三郎で、与那嶺又三郎も三有不動産の役員であるということがはつきりしております。　従つて本員がお尋ねしているのは、赤嶺保三郎議員も新聞談話からいたしますと、市町村自治法第５７条があるということを知らないで、この議決に加わわつたということを自分で認めておるわけでございます。つまり５７条の「議会の議長及び議員は、自己若しくは父母、祖父母、配偶者、子、孫若しくは兄弟姉妹の一身上に関する事件、または自己若しくはこれらの者の従事する業務に直接の利害関係のある事件については、その議事に参与することができない」、この条文があるとは知らなかつたと発言をされております。　さらに建設委員会の委員長である比嘉佑直議員も「この事件が前もつて知つておるならば、赤嶺議員はこの議事に参与させなくて退場させただろう」と言つている。だからこれから推してもこの赤嶺議員と比嘉勇輝とは関係あるということははつきりしておるわけでございます。比嘉勇輝と赤嶺保三郎議員が関係あるということは委員長も認めておるし、ご本人も認めておると私は思うのであります。従つてこれからいたしますと、自治法第１１１条の４項「議会の議決または選挙がその権限を超え、または法令若しくは会議規則に違反すると認めるときは、市町村長は、理由を示してこれを再議に付しまたは再選挙を行わさせなければならない」、つまり関係ある議員が、この議案審議に参与した場合は、市長は再議に付さなければならない義務を負わされておるわけでございます。

従つてこの法を逸脱し、つまりさつきから法律法律と言つておるが、法はあくまでも守らなければならないが、その法を逸脱して、たとえ金を儲かろうが損しようがそれは別問題だが、この議事に参与したことははつきりした明白な事実があるわけでございます。つまり座波三郎なる者から比嘉勇輝が買取るときにも、赤嶺保三郎議員並びに他の三有不動産の役員も立ち会つております。しかも金を三有不動産の代表から受け取つておるということ、これはいずれ司直の手で調べれば出てくると思います。現金じやなしに、これははつきり小切手を取つておりまた送つた本人はすぐ沖縄銀行に口座を変えて預金をされておるからはつきりすると思いますが、こういうような一連の関係があるが、市長はこれに対し赤嶺保三郎と比嘉勇輝とがどうあろうとそれは関係ないとおつしやつているが、しかしながらちやんと自治法においては議員はそういう議事に参与してはならないと、禁止規定がある。だが市長の言分は「議員であろうが何であろうが、市が目的を達成するためにはとにかく皆んなの力をかりるのがあたり前だ」と、むしろそれが望ましいということを説明されておりますが、しかし執行機関と議決機関はおのずから任務が違う、また与えられた権限も違うと本員解釈しております。ただ市長が自分の執行を早めるために法を侵かしても、こういうことをやるということは正しいいき方じやないと本員は考えます。従つて赤嶺保三郎議員がこの議決に加わわつたということ自体は法を侵かし、那覇市議会においても非常に不名誉なことだと思うが、これについて市長の見解をお伺いしたい。






○第二助役（新垣　義徳君）

　お答えいたします。今比嘉勇輝さんと赤嶺保三郎議員の関係について質問されておるようでございまするが、当初はそういうことは当局は全然わかりませんでした。新聞報道によつてこれがわかつたんであつて、まだ結論がどうだということは出ておりません。すなわち１５番議員がおつしやる自治法違反であるかどうかということは、今後の問題でありまして、今ここでどうするという答弁はできません。その時点になつてはつきりしたいと思います。




○久高　友敏君

　本員がお尋ねしているのは、司直の手を煩わさないために市当局の、この自治法に対する見解をお伺いしているのでございます。市町村長は、この議会との関係について明確にしなければならない、その比嘉勇輝は司直の手に渡つているから、ここで論ずる必要はないと考えるが、今司直の手に渡つておる比嘉勇輝と赤嶺保三郎議員の関係をお尋ねしているわけであります。市長の答弁をお願いします。






○市長（西銘　順治君）

　お答えいたします。その関係は先ほどお答えしたとおりでございまして、新聞報道であとでしかわれわれは知つておりません。ただ問題になつておりまするが、自治法第５７条議議長及び議員の除斥、「議会の議長及び議員は自己若しくは父母、祖父母、配偶者、子、孫若しくは兄弟姉妹の一身上に関する事件または自己若しくはこれらの者の従事する業務に直接の利害関係のある事件については、その議事に参与することができない。但し議会の同意があつたときは、会議に出席し、発言することができる。」と、問題ははたしてこの従事する業務に直接の利害関係ある事件であるとみていいかどうかですね。これは法律上の解釈の問題はまだ疑義が残るわけです。あれば議会のほうから市当局に対して、当然しかるべき手続きがあろうかと思います。これは議会側の問題。だからはたして赤嶺保三郎議員が５７条で、当然除斥しなければならないかということになるのかどうか、法律上まだ疑問が残つております。今度の事件に関して業務に直接利害関係があるかどうか、正確に受けとることができるかどうかまだ疑問が残るかと思います。

議会の瑕疵ある議決または選挙に対する長の処理というのが第１１１条４項にあり「議会の議決または選挙がその権限を超え、または法令若しくは会議規則に違反すると認めるときは、市町村長は、理由を示してこれを再議に付し、または再選挙を行わさせなければならない。」ということでございますが、従いまして５７条の解釈がはつきりそうだというふうにとれば、当然再議に付さなければならないと思いますが、まだ法律上少し疑問があると思います。




○久高　友敏君

　今の市長の答弁からすると、直接の利害関係があるかどうかということはまだ疑問だということを答弁されておりますが、私が解釈するところにおいては、つまり新聞からすると赤嶺保三郎議員は比嘉勇輝に８万ドル貸したと報道されておりましたが、その後において２，３万ドルだと言つております。いずれにしても金を貸した事実は間違いないと思います。というのは市に確めにきている「市が買うからこれ以上の担保はない」ということで無担保でしかも借用書なしで３分の利子で貸しているということ、つまり市が買わなければ３分の利子も取れなくなるし、元手もなくなるという心配から直接の利害があるから、役所までわざわざ訪ねてきたんじやないか、関係がなければ貸してやろうというふうに手ばなしで貸さなかつたかもしれませんが、直接の利害関係があればこそ、わざわざ収入役のところまできて「金を渡す場合には私もぜひ立ち会わしてくれ」と頼んでいる。こういう観点からした場合はけつして間接的なものじやなくして、直接の利害関係を有するんだというふうに私は解釈にたつわけでございます。市長の答弁は「直接利害関係があるかどうかは調べなければわからない」ということであります。しかし利害関係があればこそわざわざ収入役のところまで立ち会いにきたんじやないか、そういうふうなこともはつきりしている。だから税務署から３分の利子の利子税を付けられる段になつてから８万ドルではなくて２，３万ドルということをまたあとで繰り返えしております。

こういう点からしても利害が絶対ないということはあり得ない。従つて市長は今、法の解釈、つまり議員の方々からもあくまでも法を守るべきだとみな異口同音に言つておられます。だから法を守るということは、市民の選良である議員は自治法はもちろん、条例はわれわれが制定し、しかも自治法もある以上はこれをわれわれも守るべきだというふうに考えます。決して赤嶺議員をいじめようとか何とかということじやなしに、つまりわれわれ皆んなが法を守るべきだし、守らないのはお互い那覇市議会の恥であるから守るべきだと思います。だから守つていない議会の議決は市長は再議に付すべきじやないかと思いますが、それを瑕疵ある議決としては認めないのか。これについてもう１回お尋ねいたします。




○市長（西銘　順治君）

　お答えいたします。私は何も法律を守るなということじやございません。法律は守らなければならないことでございます。ただ申し上げておるのは、いわゆる自治法第５７条で規定された議員の除斥という項目の中で、これらの事務に従事する業務に直接の利害関係ある事件ということでございまして問題は市当局と比嘉勇輝との間には契約が取り交わされております。直接の関係がある、しかし比嘉勇輝と赤嶺保三郎との間の金銭上の貸借関係、これがそのまま業務に直接利害関係の事件であるかどうかということについてはまだ法律上私は疑義があると思います。もちろん私の見解が正しいとか、あるいは久高議員の言われるのが正しいかこれはわかりません。あくまでも最後は裁判所においてそういうふうに解釈すると、あるいは私のほうが正しいあるいは久高さんの言分が正しいかどつちかわかりませんが、断定は下せません。あんたは一方的に自分のが正しいと言つておられる、私も自分の言つてることが正しいとは思つておりませんけれども、まだ疑義が残つているということを申し上げているのであります。




○久高　友敏君

　最後にお尋ねいたします。法律に疑義があると、つまり市長の立場としてまだ疑義があるということを、今説明され強調されておりますが、しかし今までの調査すべての結果からいたしますと、座波三郎が比嘉勇輝に土地を売つた形になつておるけれども、実際には三有不動産の代表者である赤嶺保三郎から金を受け取つた。しかしこれは現金じやなしに小切手で取つているということも、はつきりしている。そうなると赤嶺保三郎議員は比嘉勇輝と関係があるということ。つまり三有不動産の代表者である赤嶺保三郎議員が立ち会いして小切手を座波三郎に手渡ししているという事実、これから推しても、これは司直の手に出さないでも、市長がもしこれを疑うならばいずれ次ぎの本会議ででも録音をお聞かせしてもさしつかえないと思います。そうするとこういうような疑義の点というのは、最終的には裁判が決定するんだというようなことを市長は繰り返えして述べておられますが、しからばこの裁判というのは、それじやわれわれ野党議員にその裁判をしなさいという意味に解していいのかどうか。そういうふうな印象を受けますがそれはどうなつているのか。




○市長（西銘　順治君）

　お答えいたします。問題は法律の解釈の問題でございます。慎重を期したいということであります。一身上の関係する重要な問題でございます。また議会の瑕疵ある議決であるかどうか、非常に判断の根拠になる重要な事項でございます。そういう意味でまだ確定的な解釈は私のほうではできません。そういうことで疑義があるということを申し上げておるわけでございます。




○久高　友敏君

　瑕疵ある議決、あるいは自治法第５７条という規定からした場合は、まだ関係あるかどうかということははつきりしていないので疑義はある、もし関係があるということがはつきりすれば瑕疵ある議決として市長は認めるかどうか、それをお尋ねします。




○市長（西銘　順治君）

　お答えいたします。これは当然議員の除斥という５７条の条項に照らして確かにそれに該当するということであればそういう措置をとる、いわゆる再議に付するのにやぶさかではありません。






○儀間　真祥君

　本員はただいまの問題について、もう１回お尋ねいたします。現在問題になつております石嶺団地用地の問題でありますが、今までの質問で明らかのように、市の土地評価委員であります与那嶺又三郎さん、この人と赤嶺保三郎議員、その人が契約保証金５，０００ドルと元金７万ドル近くの金を小切手で支払つているし、また市が金を払う場合にも立ち会つている、そういう観点からいたしまして、当然自治法第３４条の２、請負人等となることの禁止というのがありますが、これに触れると考えます。要するにこの土地代の清算を赤嶺保三郎議員の名前でもつて、借りた小切手で支払われております。そういうことからもはつきりするんじやないかというふうに考えます。

たとえば３４条の２に「市町村の議会の議員は、当該市町村に対し請負をし、もしくは当該市町村において経費を負担する事業につきその市町村長、委員会もしくは委員もしくはこれらの委任を受けた者に対し請負をする者及びその支配人または主として同一の行為をする法人の無限責任社員、取締役もしくは監査役もしくはこれらに準ずべき者、支配人及び清算人たることができない。」とうたわれております。そういう関連からいいました場合に、その赤嶺保三郎議員その者がこの法律に触れるように私たちは考えますが、それについては市長はどういうふうに考えますか。






○市長（西銘　順治君）

　お答えいたします。さつきと同じ意見でございまして、これはいわゆる兼業してはならない、請負人になつちやならない、そういう市町村の経費を負担する事業についての無限責任社員、あるいは取締役、監査役それに準ずべきものになつちやいかないということであります。そうであるならば赤嶺保三郎議員が議員を辞めるか、やめなければならないかどつちかでありまして今度の場合は、果してそういう条項でいう「当該市町村に対し、請負をし、もしくは当該市町村において経費を負担する事業につきその市町村長、委員会もしくは委員もしくはこれらの委任を受けた者に対し請負をする者及びその支配人または主として同一の行為をする法人の無限責任社員」うんぬんということに果して該当するかどうか疑問があります。これは私なりの解釈でございます。儀間議員はそれに該当する、私は該当しないということでありますが、まだ疑義があるわけでございます。私はこれに該当しないと思います。






○黒潮　隆君

　２，３まだ明らかにされていない点を質問したいと思います。先ほどからの建設部長の説明では、大名のほうと石嶺のほうを那覇市の公営住宅団地として取得したいというふうにしていたが、実際には市は買取ることができないところが出て、そして比嘉勇輝氏が「半年前からまとまつたものがあるから買わないか」というふうにきたのでお願いしたということを言つております。つまり市は努力したが買取ることができない部分がたくさん出たということですね、そこでお尋ねしたい。本当に市は努力したかということでございます。石嶺のほうでも市は実際買取つておるようですが、そこの地主に当つてみると市当局は１回も“売つて下さい”ときてない、それであるのに努力したと言えるかという点ですね、これが第１点でございます。

それからもう１点、１番重要なポイントになると思いますが、だれがこの土地を買占めて、そして那覇市に売つたか、つまりだれが主役かということを明らかにしなければならないんじやないかと思うわけです。これは先ほどの１５番議員の質問の中にもありましたとおり、実際に金の支払いをしたのも赤嶺保三郎議員であつたということが明らかにされているわけです。比嘉勇輝さんに貸したというふうに新聞報道ではなされたおりますが、地主を当つてみたら、やはり比嘉勇輝さんから金を受け取つたんじやなくして、赤嶺保三郎議員から直接小切手を受け取つておるという点ですね、さらに比嘉氏と地主との売買契約の場合にも、売買契約書を書いたのは司法書士の与那嶺又三郎さん、これは先ほど明らかにされたように三有不動産の役員であるということも明らかにされておるわけです。しかも那覇市の財産評価委員であるということです。だから那覇市が幾らで買取ろうとしているか、あるいは評価しようという場合も立ち会つているわけです。もつと重要なことは那覇市がその石嶺に公営住宅用地、そこの整地工事を始めたときに、４名か５名の借地人がいるが、そこにある農作物を那覇市の事業によつてブルトーザーで敷きならそうとしたので座わり込みをしたわけでございます。なぜ農作物を補償しないで敷ならしをするかというふうに市に要求したときに、市は“これは売買契約のときに乙がちやんとそういうものは補償するというふうにうたわれているので乙のところに行きなさい”ということなので、乙のところすなわち比嘉勇輝のところへ行つて、“そういう補償をするのはあなただということを市当局から聞いてきたので補償を出して下さい”　と要求したら比嘉勇輝は何といつたか。“いや私はただ名義を貸しただけだ”　とはつきりいつております。“赤嶺さんが本土に行つているので帰つて来たら相談してやりたい”　ということをいつておりそこでも明らかになるわけでございます。（“時間延長”　というものあり）

しかし、実際に約束した日に会えないということで、その小作人はまた市に押しかけて来たわけでございます。比嘉が逃げ廻わつて会えない。と、そこで市当局は赤嶺さんに電話して“こうこうなつているが、比嘉勇輝氏にあなたから話していただけないか。”　と。また、農作物の補償は那覇市で渡したということだが、もちろん比嘉氏が直接渡しているということも聞いております。今までの質疑の中で明らかにされている点は比嘉さん自身が“私が買つたのではなくて、私は名義を貸しただけだ”　といつております。先程、証拠をそろえてありますといつたのはそういうことであります。だからこれからすると役員が一緒に立ち会い、あるいは財産評価委員会の中においても明らかになつているということからして、比嘉勇輝氏はただ名義を貸しただけであり、実際は赤嶺さん、三有不動産が買い取つて市に売却した。手続上は議案に出て来て市が契約したのは比嘉勇輝氏でありますが。そういうふうなことだけに私たちは疑いを持つわけでございます。そういうふうなものを関連づけ、それを辻褄を合わせて考えた場合、比嘉勇輝氏と赤嶺保三郎議員の関係が明らかになつてくるわけでございます。主役はあくまでも赤嶺議員だというふうに理解しますが市当局はどういうふうに考えておられるか。

もう１点は、最近になつて赤嶺議員と比嘉勇輝氏の結び付きを新聞に出たので知つたということを市長も市当局もおつしやつておられますが、ところが本員は９月議会において指摘しております。そのとき私は赤嶺議員だということをはつきり知らなかつたわけでございます。ところが与党議員が一緒にやつているという噂を聞いたので質問をしたわけでございます。“与党議員がからんでいるということを聞いているがどうか”。“知らない。”　と、市当局は知らなかつたかもしれませんが、しかし議会で指摘された以上、去年の９月ですね、それを調査して知つておくべきであつたが、今までなぜほつたらかしていたかという点、あるいは知つていてかばいだてをしたんじやないかという疑いを持たざるを得ないわけでございます。さらにもう１点、値段の問題で市長は　“この土地あつ旋業者がいくらで買つたのかそういうのは関知しない”　といつておりますが、実際９月議会でもこれは明らかにされております。本員が一番安いところは１９ドル、高いところが２０ドルいろいろ値段の差があるわけですが、最高２５ドルとみた場合市が３３ドルで買いとれば８ドルの開きが出ますし莫大な利益を生み出すという点から指摘しておいたわけでございます。この時、建設委員長の比嘉佑直議員に質問したら　“１９ドルで買わないかというときから、４名の地主の手に移つて、それを市が買つたという話をしておりました”　と答弁しております。

つまり建設委員会の審議の模様をそういう形で答弁しております。ほかからも１９ドルで買わないかというふうにきたとき、断わつたということもございましたね。ところが市がそこを買い取つた時点では、すでに４名の手に渡つていたという話があつたということは議事録にあるわけでございます。それを、そういうふうなことを知つていながら、〝知る必要はない〟　というのは大きな問題ではないかと思います。たとえば、これだけの団地の土地を坪８ドルの差額とみても約１０万ドルという莫大な額が出て来ます。私たちはそこに非常に不満を持つわけでございます。さらにもう１点、市は努力したが買い取れなかつたということですが実際は廻わつてないわけでございます。仮りに廻わつたとしても買えなかつた。ところがブローカーは１５ドルでも２０ドルでも買える。しかし那覇市は３３ドルでしか買えない。地主が２５ドルで売るんでしたら那覇市は２６ドルで買えるんじやないかと思いますし、３３ドルより安く買えるということでございます。こうしたところに不当利得を生み出している原因があります。ただいまの質問にこたえていただきたいと思います。






○建設部長（花城　直政君）

　お答えいたします。石嶺団地の地主に交渉したかどうか、何も交渉した形跡はないじやないかということでございますが、私が申し上げるように秘密裡にやる。市が入るとまずいのでそういう手を打つたわけでございます。９月の議会でこの議案が出たあとは、地主が全部知つておりますので。現在は市の職員が相談に行つております。われわれの基本的な考え方は市が直接入ると買いにくいので６月議会のときも伏せてもらつております。議会に出たそのあとは職員が入つております。それから誰が主役かということですが、比嘉勇輝であり、比嘉勇輝を相手に売買契約を進めたわけであります。価格の問題は１６番議員にお答えしたとおりであります。




○黒潮　隆君

　もう１点、今度の議会で議案第５０号、５１号を審議する中で、“これまでの土地の取得の仕方をするのか”　と尋ねたところ、市当局は　“今回の場合は直接市が買う。あるいは土地あつ旋業者を中に入れて買う場合法で定められているあつ旋手数料を支払つて買いたい”　ということであり、その答弁は先程可決になつた総務委員長の報告の中でもはつきり明記されたわけでございます。私たちが以前から主張していたのはそれであります。ところが　“今回からはそうしたい”　という答弁をやつているのは、この石嶺公営住宅団地の土地の購入の仕方がまずかつたという結果なのか。さらに市が直接買えるということは、これまでブローカーに頼んで買わしたが自分たちでも買えるという自信が出たのか、その点をお尋ねしたいと思います。




○建設部長（花城　直政君）

　土地の購入方法につきましてはいろいろ方法がございます。おつしやるように土地あつ旋業者にお願いして手数料を払らつて購入する方法。それから直接買つてもらつて市に譲つてもらう方法、あるいはまた市の職員が直接交渉して買う方法、いろいろあるわけでございますが、そのときによつて違わなければならないと思います。土地あつ旋業者にお願いして買う場合は、この敷地が都市計画に決定されたときじやないと具合が悪いと思います。なぜならば結局そういう決定がなされないのにそういう話はできないわけでございます。ちびちび買えませんのでまとまつたものじやなくちや、結局都市計画の決定がなければ駄目だと思つております。今後の方法としてはそういうことも考えましようが、やはりケイス・バイ・ケイスであつ旋業者に買つてもらう方法もございますし、また市が直接入る場合もあります。






○金城　重正君

　石嶺公営住宅敷地取得についていろいろご質問がございましたが、われわれといたしましては当局は何らやましいところはないという考え方に立つております。今日まで市当局は公営市営住宅土地取得について相当苦労を重ねて来たろうと本員は考えております。そこで今後こういう土地の取得をする場合当局はどういう具体的な計画を持つて望まれるかお尋ねしたいと思います。






○市長（西銘　順治君）

　団地の土地購入の件につきましてはいつでも疑惑を孕んでおります。まことに申しわけないと思つております。第１回目の久場川団地のときでも２ドルで買つたのを市が４ドルで買い取つてその差額を市当局が懐に入れたんじやないかという疑惑も盛んに持たれましたし選挙にも利用されました。そこで私の任期も５か月しかありませんのでこういう対策を申し上げてそれが実るかどうかわかりませんが公団の形で那覇市土地住宅公団を作つて、その公団が一手に引きうけて土地を購入する、あるいは建物をたてる、こういう構想でやつていけば疑惑は起こらないだろうと思います。選挙のたびごとにそれが問題になりますがはつきり申し上げます、金銭の取引きは何もございません。




○議長（高良　一君）

　本日はこれをもつて散会いたしまして来たる２６日午前１０時再開いたします。



（午後４時１５分　散会）

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～




上会議録を調整し署名する。

１９６８年６月２１日




議長　　　高良一　　　㊞




署名議員　赤嶺保三郎　㊞




署名議員　金城重正　　㊞
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１９６８年第１０３回那覇市議会定例会議事日程第７号

１９６８年６月２６日（水）午前１０時開議







第１　　　会議録署名議員の指名

第２　　　第４１号議案の訂正について

第３　　　第５６号議案の訂正について

第４　　　工事請負契約について

（市長提出議案第７９号）

第５　　　工事請負契約について

（市長提出議案第８０号）

第６　　　予算外義務負担について

（市長提出議案第８１号）

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～






○会議に付した事件

（議事日程に同じ）

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～








○議長（高良　一君）

　これより、本日の会議を開きます。本日の日程は、お手元に配付してある議事日程第７号のとおりであります。「諸般の報告」をいたします。

６月２２日付、那総総第３，８７３号「１０３回那覇市議会付議事件の一部訂正について」那総総第３，８８５号「議案の訂正について」および６月２５日付、那総総第３，９１３号「議案の追加送付について」市長から、文書が送付されておりました。「議案の訂正文書」ならびに「追加議案」は、それぞれお手元に配付してあります。

６月２１日付、那監第３４号「１９６８年度５月分公営企業水道事業会計例月出納検査の結果報告」書が那覇市監査委員　中山興忠ほか３名から提出されておりました。写は、お手元に配付してあります。






○議長（高良　一君）

　日程第１「会議録署名議員の指名」を行ないます。会議録署名議員は、会議規則第１１６条の規定により、議長において、喜久山朝重君、平良真次郎君。を指名いたします。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～






○議長（高良　一君）

　日程第２「第４１号議案の訂正について」、日程第３「第５６号議案の訂正について」を一括して議題といたします。提案者の説明を求めます。






○財政部長（当間　重美君）

　議案第４１号那覇市税賦課徴収条例の一部を改正する条例制定についての一部訂正についてご説明申し上げます。市町村税法の一部を改正する立法案の第５５条市民税の所得割および法人税割の税率の一部が立法院の内政委員会で一部修正され、その修正案が本日可決される見通しでありますので先に提出しました議案第４１号那覇市税賦課徴収条例の一部を改正する条例制定についての内第３５条を訂正するため本案を提出した次第であります。訂正の内容を申し上げますと個人所得割は課税所得年４００ドル以下の金額を１００分の１に、４００ドルをこえ１０００ドル以下の金額を１００分の１．４に、１，０００ドルをこえ２，０００ドル以下の金額を１００分の１．８に、２，０００ドルをこえる金額を１００分の２４に、法人税割は従来の１００分の１８を１００分の１９．５に訂正いたしました。立法院の内政委員会において修正になりました。市町村民税個人所得割の税率は所得区分を四段階に区分し、各々標準税率と制限税率が規定されて、年間課税所得４００ドル以下の標準税率は１００分の９、４００ドルをこえ１，０００ドル以下の課税所得は１００分の１．２、１，０００ドルをこえ２，０００以下は１００分の１．５、２，０００ドルをこえる金額は１００分の２で、制限税率は所得区分ごとに標準税率の１．２倍とし、また法人税割の標準税率は１００分の１７制限税率は１００分の２０に修正されています。

この標準税率をとるとすれば諸控除額が増大したため、先に提出された市税収入予算額より１６９，２３２ドル５５セントの落ち込みとなり当市において標準税率は採用するわけにはいかないのであります。そこで税率を定めるにあたつてはまづ大部分の納税者がこれまでの税負担が重くならないこと、次に貧富の差のはなはだしい都市地区に順応するよう特に低額所得者の税負担が従来より過重にならないよう留意する。また年々増大しでいく財政需要とにらみ合せて税収入面の落ち込みのないよう自己財源の大部分をしめる税収の確保も考慮いたしました。終りにこのたびの市町村税法改正にあたつて本土市町村税制にいくぶんでも近づけようとした政府の意向もくみいれ、単に控除額の増大にとどまらずそれに伴つて税率も立法院の修正案で許された制限税率の範囲において、個人所得割、法人税割の税率を訂正した次第であります。よろしく御審議をお願いいたします。

議案第５６号１９６９年度那覇市歳入歳出予算の訂正についてご説明申し上げます。今６月定例議会に提案してあります１９６９年度那覇市歳入歳出予算のうち市税収入につきましては、市町村税法の一部改正案によりまして政府とも充分調整のうえ予算に計上したのでありますが、立法院の法案審議において政府参考案の一部が修正されました。この修正案により本市の市税収入を算出いたしますと、市民税の個人所得割では７４，５４９ドルの減となり、一方法人税割では７５，１０８ドルの増で差引き５５９ドルの増額となります。この増加分について歳出予算では予備費に追加計上し、予算総額を歳入歳出とも１７，２５６．６４０ドルを１７，２５７，１９９ドルに訂正します。以上簡単に説明を終ります。

（「異議なし」というものあり）






○議長（高良　一君）

　ご異議なしと認めます。よつて第４１号議案の訂正について、第５６号議案の訂正についてはそれぞれ承認されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～

○議長（高良　一君）

　日程４、議案第７９号、工事請負契約について、日程第５、議案第８０号、工事請負契約についてを一括して上程し当局の説明を求めます。






○建設部長（花城　直政君）

　議案第７９号ならびに議案第８０号の案件については関連しますので、一括してご説明いたします。１９６８年度の公営住宅建設計画に基づきまして１９６７年６月２６日に２カ年継続事業として議会の議決を得て施行準備を進めてまいりました石嶺公営住宅建設工事は、琉球政府建設局から去る６月１２日に指名業者の選定について早急に協議し入札に付すよう指示がありましたので、業者の選定については、技術、信用度、および会社の経営状態等を調査検討し、琉球政府米国民政府と調整して、政府の建設業者施行能力等級のＡ級、Ｂ級の内から１０社を選定し６月２２日に指名競争入札に付したのであります。その結果、Ｂ工区が南洋土建株式会社、Ｃ工区が新松組に落札しましたので、お手もとに配布してあります議案のとおり、６月２５目に仮契約を締結したのであります。石嶺用地に第１期工事として建設される公営住宅は、Ａ工区が米国民政府援助資金による第１種４０㎡型の２４戸の１棟と日本政府援助資金によるＢ工区が第１種４０㎡型の２４戸の３棟の７２戸、第２種３３㎡型の３２戸の３棟の９６戸、Ｃ工区が第２種３３㎡型の２４戸の３棟の７２戸で計１０棟の２６４戸の公営住宅を建設することになつております。この建設敷地は、整地工事とボーリング調査が完了しておりませんので、ボーリング調査に基づく基礎設計の目途を立て、工期は１９６８年８月１５日からとなつておりますが、民政府の予算繰越の関係上、今年度で債務負担行為を起すよう琉球政府からの指示がありましたので、取り急いで入札に付したのであります。なお、補助金交付決定の指令は去る６月２０日に受理いたしました。よろしくご審議くださいますようお願いいたします。

（「委員会付託」というものあり）






○議長（高良　一君）

　質疑を終結し議案第７９号、工事請負契約について。議案第８０号、工事請負契約についてはその審査をそれぞれ建設委員会に付託いたします。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～




○議長（高良　一君）

　日程第６、議案第８１号、予算外義務負担について議題として当局の説明を求めます。






○建設部長（花城　直政君）

　議案第８１号予算外義務負担についてご説明申し上げます。本案は１９６８年度政府補助事業として予算に計上いたしました壺屋地内道路補装工事および松川地内、宇栄原地内、壺屋地内道路改良工事についての予算外義務負担でありますが、これらの工事につきましては政府の資金の都合等によりまして本年の５月、６月に補助指令の交付を受けたのであります。この補助指令によりますと年度内に債務負担行為をしなければならないとの条件が付されておりますので早急に工事に着手しなければならないのでありますがこれらの工事は１９６９年度にまたがる工事となりますので予算外義務負担の議決を得て着工すべく本案を提出したのであります。よろしくご審議下さるようお願い申し上げます。

（「委員会付託」というものあり）






○議長（高良　一君）

　質疑なしと認め本案はその審査を総務委員会に付託いたします。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～




○議長（高良　一君）

　以上をもちまして本日の議会はこれをもつて終了いたします。来たる２８日午前１０時再開いたします。



（午前１０時２０分　散会）

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～

上会議録を調整し署名する。

１９６８年６月２６日







議長　　　　高良一　　　㊞




署名議員　　喜久山朝重　㊞




署名議員　　平良真次郎　㊞
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	市長
	西銘順治君


	第一助役
	古堅宗徳君


	第二助役
水道事業管理者
	新垣義徳君


	収入役
	渡口政行君


	市長公室長
	城田清才君


	総務部長
	新里博一君


	財政部長
	当間重美君


	経済民生部長
	慶佐次盛宏君


	建設部長
	花城直政君


	土木部長
	金城秀仁君


	消防長
	宮平栄治君


	秘書課長
	大浜用陽君


	企画課長
	上原繁栄君


	人事課長
	篠原英一君


	総務課長
	新垣弘君


	行政監察課長
	金城勇君


	用度管財課長代理
	平山良津君


	市民課長
	真栄里思恩君


	土地課長
	高嶺朝恭君


	泊港務所長
	宮平勝哉君


	市史編集室長
	外間政彰君


	首里支所長
	大城朝亮君


	真和志支所長
	中村幸永君


	小禄支所長
	上原義広君


	主計課長
	平山登君


	検収課長
	国吉長成君


	市民税課長
	仲里徳男君





	資産税課長
	赤嶺則明君


	徴税課長
	豊里寛伝君


	商工観光課長
	小橋川秀義君


	農林水産課長
	仲村致栄君


	民生課長
	武村盛秀君


	保健衛生課長
	玉城正次君


	労政課長
	糸数昌秀君


	ごみ処理場長
	久志助恵君


	庶務課長
	宜野座朝恭君


	都市計画課長
	嘉手納是敏君


	建築課長
	浦崎安昭君


	住宅課長
	佐久本政裕君


	区画整理課長
	当間林徳君


	土木課長
	具志堅友信君


	道路管理課長
	渡慶次道典君


	下水道課長
	安里一郎君


	会計課長
	平田つる子君


	監査委員会事務局長
	比嘉政謙君


	消防本部総務課長
	上原太郎君


	水道局長
	玉城定仁君


	総務課長
	渡久地敬正君


	経理課長
	比嘉良男君


	業務課長
	又吉盛弘君


	給水課長
	阿波連宗政君


	工務課長
	前田仙松君


	浄水場長
	原国政浩君


	教育長
	譜久山朝直君


	教育次長
	国吉順質君





	総務
	伊良波長正君


	課長
	上原典雄君


	　〃
	浦崎直信君


	　〃
	武内正治君


	書記
	国場幸忠君


	　〃
	源河民教君


	　〃
	上原政男君


	選挙管理委員長
	赤嶺正一君


	事務局長
	内間安秀君









○事務局出席者


	事務局長
	義永栄善君


	議事課長
	新垣襄二君


	庶務課長
	玉城三郎君


	調査係長
	亀島美一君


	議事係長
	永山盛宏君


	　
	　


	記録係長
	山城正信君


	記録係
	徳村政保君
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１９６８年第１０３回那覇市議会定例会議事日程第８号

１９６８年６月２８日（金）午前１０時開議







第１　　　会議録署名議員の指名




第２　　　議案第４１号　那覇市税賦課徴収条例の一部を改正する条例制定について

（総務委員長審査報告）




第３　　　議案第７７号　１９６８年度那覇市一般会計予算の繰越使用について

（　　　　〃　　　　）




第４　　　議案第７８号　予算外義務負担について

（　　　　〃　　　　）




第５　　　議案第８１号　予算外義務負担について

（　　　　〃　　　　）




第６　　　議案第７９号　工事請負契約について

（建設委員長審査報告）




第７　　　議案第８０号　工事請負契約について

（　　　　〃　　　　）




第８　　　議案第５６号　１９６９年度那覇市歳入歳出予算

（総務委員長審査報告）




第９　　　議案第５７号　１９６９年度那覇市土地区画整理事業特別会計歳入歳出予算

（建設委員長審査報告）




第１０　　議案第５８号　１９６９年度那覇市土地区画整理事業山下地区特別会計歳入歳出予算

（　　　　〃　　　　）




第１１　　議案第６２号　１９６９年度那覇市下水道事業特別会計歳入歳出予算

（　　　　〃　　　　）




第１２　　議案第６４号　１９６９年度那覇市水道事業会計予算

（　　　　〃　　　　）




第１３　　議案第６８号　那覇教育区教育委員会職員の給与に関する規則制定について

（経済民生教育委員長審査報告）




第１４　　議案第７３号　１９６９年度那覇教育区歳入歳出予算

（　　　　　　〃　　　　　　）




第１５　　安謝地内道路舗装と排水溝の設置について（陳情）

（建設委員長審査報告）




第１６　　泊港西側道路舗装工事に関する陳情

（　　　　〃　　　　）




第１７　　鳥掘町内側溝並びに暗渠の改修工事方についての陳情

（　　　　〃　　　　）




第１８　　損害補償要求の陳情

（　　　　〃　　　　）




第１９　　那覇市沖映通り被害者損害補償増額要求についての陳情

（　　　　〃　　　　）




第２０　　宇栄原保育所に関する陳情

（経済民生教育委員長審査報告）




第２１　　市立保育所監視人の待遇改善について

（　　　　　　〃　　　　　　）




第２２　　待遇改善に関する陳情

（　　　　　　〃　　　　　　）




第２３　　補助金交付方について

（　　　　　　〃　　　　　　）




第２４　　市町村における新年度社会福祉関係予算の確保方について

（　　　　　　〃　　　　　　）




第２５　　沖縄市町村林業技術員会承認と負担金計上について

（　　　　　　〃　　　　　　）




第２６　　チリ取車の改善方について

（　　　　　　〃　　　　　　）




第２７　　創立６０周年記念図書館建設補助金について

（経済民生教育委員長審査報告）




第２８　　鳥掘農道新設工事反対について陳情

（　　　　　　〃　　　　　　）




第２９　　米審の答申を尊重し、米価値下げ要請方について

（　　　　　　〃　　　　　　）




第３０　　決議案第３号消費者米価の値下げ方要請決議

（１８番議員大山盛幸ほか１１名提出決議案）




第３１　　軍用地の課税評価について

（総務委員長審査報告）




第３２　　公会堂建設に対する陳情

（　　　　〃　　　　）




第３３　　久米町土地返還に関する陳情

（　　　　〃　　　　）




第３４　　那覇市職員の生命と身体の安全保障に関する陳情

（　　　　〃　　　　）




第３５　　寄宮地区土地区画整理に関する陳情

（建設委員長審査報告）




第３６　　道路潰地補償に関する陳情

（　　　　〃　　　　）




第３７　　区画整理地区指定の取消し陳情

（　　　　〃　　　　）




第３８　　非細分地料の一部を区画整理の費用に充当することについての陳情

（　　　　〃　　　　）




第３９　　王冠工場をポリエチレン工場に変更する件について

（　　　　〃　　　　）




第４０　　横断橋架設の必要性について

（　　　　〃　　　　）




第４１　　国場地内排水溝設置について

（建設委員長審査報告）




第４２　　古島地内の排水溝改修方について

（　　　　〃　　　　）




第４３　　道路改修および側溝設置について

（　　　　〃　　　　）




第４４　　小又原道路開設に関する陳情

（　　　　〃　　　　）




第４５　　壺屋地内道路開設並びに補修について

（　　　　〃　　　　）




第４６　　「竜宮神」拝所用地確保についての陳情

（　　　　〃　　　　）




第４７　　鳥掘町～汀良町境界（新橋）河川沿いの災害護岸工事施工方について

（　　　　〃　　　　）




第４８　　市外バス路線及び停留所変更に関する陳情

（　　　　〃　　　　）




第４９　　下水道工事による井戸の水涸れに関する陳情

（　　　　〃　　　　）




第５０　　大原地内排水溝の改修工事について

（　　　　〃　　　　）




第５１　　与儀地内排水溝改修と道路舗装についての陳情

（　　　　〃　　　　）




第５２　　汀良町内道路改修方についての陳情

（　　　　〃　　　　）




第５３　　鳥掘町内旧２号線沿いの側溝設置について再陳情

（　　　　〃　　　　）




第５４　　宇栄原地内学道改修について陳情

（　　　　〃　　　　）




第５５　　字小禄地内道路開設についての陳情

（建設委員長審査報告）




第５６　　下水道工事施行に伴う損害補償についての陳情

（　　　　〃　　　　）




第５７　　汀良市場より久場川公営住宅東入口間の両側溝設置方について再陳情

（　　　　〃　　　　）




第５８　　沖映通り道路工事による損害金の要求について

（　　　　〃　　　　）




第５９　　緑が丘公園指定の建物地域解除方の陳情

（　　　　〃　　　　）




第６０　　与儀小学校東裏門の道路舗装に関する陳情

（　　　　〃　　　　）




第６１　　古波蔵横断歩道設置に関する陳情

（　　　　〃　　　　）







第６２　　那覇都市計画地域指定内の末吉風致地区の一部の取消について（陳情）

（　　　　〃　　　　）




第６３　　寄宮地区排水溝の改修について

（　　　　〃　　　　）




第６４　　石嶺公営住宅建設に伴う都市計画認可申請について

（　　　　〃　　　　）




第６５　　水道料金引下げ陳情

（　　　　〃　　　　）




第６６　　プール使用水道料金の値下げ方について

（　　　　〃　　　　）




第６７　　沖映通り被害に対する損害補償要求について

（　　　　〃　　　　）




第６８　　沖映通り損害補償要求の陳情

（　　　　〃　　　　）




第６９　　沖映通り道路工事に伴う損害補償要求について

（建設委員長審査報告）




第７０　　政府および地方自治体等における島産品の優先購入に関する法制化について陳情

（経済民生教育委員長審査報告）




第７１　　若松市場移転料の請求について

（　　　　〃　　　　）




第７２　　那覇市青協に対する補助金増額要請について

（　　　　〃　　　　）




第７３　　那覇市青協への援助要請について

（　　　　〃　　　　）




第７４　　市町村青年団に対する運営資金の補助増額に関する陳情

（　　　　〃　　　　）




～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～






○会議に付した事件

（議事日程と同じ）

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～









１９６８年６月２７日




那覇市議会議長

高良一　　殿







総務委員会委員長

平良真次郎　　殿

委員会審査報告書




　本委員会に付託の事件は、審査の結果下記のとおり決定したから、会議規則第７３条の規定により報告します。




記



	事件の第号

	件名

	議決の結果




	議案

第４１号

	那覇市税賦課徴収条例の一部を改正する条例制定について

	可決すべきものと決定




	　〃

第５６号

	１９６９年度那覇市歳入歳出予算

	〃




	　〃

第７７号

	１９６８年度那覇市一般会計予算の繰越使用について

	〃




	　〃

第７８号

	予算外義務負担について

	〃




	　〃

第８１号

	予算外義務負担について

	〃






～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～









１９６８年６月２６日




那覇市議会議長

高良一　殿







建設委員会委員長

比嘉佑直

委員会審査報告書




　本委員会に付託の事件は、審査の結果下記のとおり決定したから会議規則第７３条の規定により報告します。




記



	事件の番号

	件名

	議決の結果




	議案

第５７号

	１９６９年度那覇市土地区画整理事業特別会計歳入歳出予算

	可決すべきものと決定




	　〃

第５８号

	１９６９年度那覇市土地区画整理事業山下地区特別会計歳入歳出予算

	〃




	　〃

第６２号

	１９６９年度那覇市下水道事業特別会計歳入歳出予算

	〃




	　〃

第６４号

	１９６９年度那覇市水道事業会計予算

	〃




	　〃

第７９号

	工事請負契約について

	同意すべきものと決定




	　〃

第８０号

	工事請負契約について

	〃









陳情





	安謝地内道路舗装と排水溝の設置について（陳情）

	採択すべきものと決定




	泊港西側道路舗装工事に関する陳情

	〃




	鳥掘町内側溝並びに暗渠の改修工事方についての陳情

	〃




	損害補償要求の陳情

	〃




	那覇市沖映通り被害者損害補償増額要求についての陳情

	〃








１９６８年６月２７日




那覇市議会議長

高良一　　　殿




経済民生教育委員会

委員長　　大山盛幸




委員会審査報告書




　委員会に付託の事件は、審査の結果下記のとおり決定したから、会議規則７３条の規定により報告します。

記



	事件の番号

	件名

	議決の結果




	議案

第６８号

	那覇教育区教育委員会職員会職員の給与に関する規則制定について

	可決すべきものと決定




	　〃

第７３号

	１９６９年度那覇教育区歳入歳出予算

	〃









陳情





	宇栄原保育所に関する陳情

	一部採択すべきものと決定




	市立保育所監視人の待遇改善について

	採択すべきものと決定




	待遇改善に関する陳情

	〃




	補助金交付方について

	〃




	市町村における新年度社会福祉関係予算の確保方について

	〃










	沖縄市町村林業技術員会承認と負担金計上について

	採択すべきものと決定




	米審の答申を尊重し、米価値下げ要請方について

	〃




	チリ取車の改善方について

	〃




	創立６０周年記念図書館建設補助金について

	〃




	鳥掘農道新設工事反対について陳情

	不採択すべきものと決定






～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～








１９６８年６月２６日




那覇市議会議長

高良一　　殿




総務委員会委員長

平良真次郎




閉会中継続審査申出書




　本委員会は、審査中の事件について下記により閉会中もなお継続審査を要するものと決定したから、会議規則第７１条の規定により申し出ます。




記




１．事件

(1)　軍用地の課税評価について

(2)　公会堂建設に対する陳情

(3)　久米町土地返還に関する陳情

(4)　那覇市職員の生命と身体の安全保障に関する陳情




２．理由

　上記４件については、なお慎重に審査をする必要がある。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～




１９６８年６月２７日




那覇市議会議長

高良一　　殿




建設委員会委員長

比嘉佑直




閉会中継続審査申出書




　本委員会は審査中の事件について、下記により閉会中もなお継続審査を要するものと決定したから、会議規則第７１条の規定により申し出ます。




記

１．事件

　１．寄宮地区土地区画整理に関する陳情

　２．道路潰地補償に関する陳情

　３．区画整理地区指定の取消し陳情

　４．非細分地料の一部を区画整理の費用に充当することについての陳情

　５．王冠工場をポリエチレン工場に変更する件について

　６．横断橋架設の必要性について

　７．国場地内排水溝設置について

　８．古島地内の排水溝改修方について

　９．道路改修および側溝設置について

１０．小又原道路開設に関する陳情

１１．壺屋地内道路開設並びに補修について

１２．「竜宮神」拝所用地確保についての陳情

１３．鳥掘町～汀良町境界（新橋）河川沿いの災害護岸工事施工方について

１４．市外バス路線及び停留所変更に関する陳情

１５．下水道工事による井戸の水涸れに関する陳情

１６．大原地内排水溝の改修工事について

１７．与儀地内排水溝改修と道路舗装についての陳情

１８．汀良町内道路改修方について陳情

１９．鳥掘町内旧２号線沿いの側溝設置について再陳情

２０．宇栄原地内学道改修について陳情

２１．字小禄地内道路開設についての陳情

２２．下水道工事施行に伴う損害補償について陳情

２３．汀良市場より久場川公営住宅東入口間の両側溝設置方について再陳情

２４．沖映通り道路工事による損害金の要求について

２５．緑が丘公園指定の建物地域解除方の陳情

２６．与儀小学校東裏門の道路舗装に関する陳情

２７．古波蔵横断歩道設置に関する陳情

２８．那覇都市計画地域指定内の末吉風致地区の一部取消について（陳情）

２９．寄宮地区排水溝の改修について

３０．石嶺公営住宅建設に伴う都市計画認可申請について

３１．水道料金引き下げ陳情

３２．プール使用水道料金の値下げ方について（陳情）

３３．沖映通り被害に対する損害補償要求について

３４．沖映通り損害補償要求の陳情

３５．沖映通り道路工事に伴う損害補償要求について




２．理由

　上記３５件については、なお慎重に審査をする必要がある。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～




１９６８年６月２７日




那覇市議会議長

高良一　　殿




経済民生教育委員会

委員長　　大山盛幸




閉会中継続審査申出書




　本委員会は審査中の事件について、下記により閉会中もなお継続審査を要するものと決定したから、会議規則第７１条の規定により申し出ます。




記

１．事件

(1)　政府および地方自治体等における島産品の優先購入に関する法制化についての陳情

(2)　若松市場移転料の請求について

(3)　那覇市青協に対する補助金増額要請について

(4)　那覇市青協への援助要請について

(5)　市町村青年団に対する運営資金の補助増額に関する陳情

２．理由

　上記の５件についてはなお慎重に審査する必要がある。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～





○議長（高良　一君）

　これより、本日の会議を開きます。本日の日程は、お手元に配付してある議事日程第８号のとおりであります。諸般の報告をいたします。

６月２７日付、総務委員会、建設委員会、経済民生教育委員会の各常任委員長から、会議規則第７１条の規定による「閉会中の継続審査申出書」および第７３条の規定による「委員会審査報告書」が提出されておりました。写は、それぞれお手元に配付してあります。

６月２６日付、那監第３６号、「１９６８年度５月分一般会計および区画整理事業特別会計、下水道事業特別会計の例月出納検査の結果報告」書が那覇市監査委員、中山興忠ほか３名から提出されておりました。写は、お手元に配付してあります。

６月２８日付、議員大山盛幸ほか１１名から「消費者米価の値下げ方要請決議」書が提出されておりましたので、後刻御審議願います。

６月２８日付、上間自治会長、下田良成ほか２６名からの「上間排水溝の改修に関する陳情」および那覇市牧志町１丁目６１２番地、我那覇鉄工所、代表者、我那覇生長からの「工事被害による損害補償要求」の陳情は、会議規則第８７条の規定によりその審査を建設委員会に付託し、真嘉比幼稚園長、与那原春佳ほか１名からの「幼稚園敷地確保についての陳情」は同じく会議規則第８７条の規定によりその審査を経済民生教育委員会に付託します。

なお、この３件の陳情は、会期の都合により、閉会中の継続審査に付することにいたしたいと思いますので、御了承願います。






○議長（高良　一君）

　日程第１「会議録署名議員の指名」を行います。会議録署名議員は、会議規則第１１６条の規定により、議長において比嘉佑直君、比嘉朝四郎君を指名いたします。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～




○議長（高良　一君）

　日程第２議案第４１号「那覇市税賦課徴収条例の一部を改正する条例制定について」を議題といたします。総務委員長の審査報告を求めます。






○総務委員長（平良　真次郎君）

　議案第４１号「那覇市税賦課徴収条例の一部を改正する条例制定について」委員会の審査経過および結果について御報告いたします。本案については条を逐つて審議したのでありますが、当局の説明によりますと、現行条例と改正案との主なる相違点は、

(1)　市民税の個人均等割については、現行標準税率４５セントが８０セントに、制限税率９０セントが１ドルに改められ、

(2)　法人均等割については、現行標準税率４ドル５０セント、制限税率９ドルでありましたが、今回政府勧告案によりますと二段階にわけ、資本金３万ドル以上の法人については標準税率７ドル５０セント、制限税率１３ドルに、その他の法人の場合は現行どおり標準税率４ドル５０セント、制限税率７ドル５０セントであります。

(3)　個人所得割では現行の標準税率課税所得のうち年４００ドル以下の金額については[image: 画像]、課税総所得のうち年４００ドルを越え１，０００ドル以下の金額については[image: 画像]、課税総所得のうち年１，０００ドルを越え２，０００ドル以下の金額については[image: 画像]、課税総取得のうち年２，０００ドルを越える金額は[image: 画像]その場合、所得税が毎年大幅に減税され、それに伴つて、市町村税が減るとなると市町村の事業執行に支障をきたすので、所得税が大巾に減税になつてもただちに市町村税法が減税につながらないと云うことで、市町村独自の法備をもつことが大きな改正のねらいであります。次に個人所得割の諸控除についてでありますが、雑損控除、医療費控除、社会保険料控除、生命保険料控除については現行条例とは変らないが、障害者控除は現行が税額控除８０セントに対し、改正案は所得控除が１４０ドルに改正されます。老年者、寡婦、勤労学生、控除は現行条例で税額控除８０セントに対し、改正案は所得控除１４０ドルに改正、配遇者控除は現行税額控除２６８ドルを改正案では所得控除２９０ドルに改正、扶養控除は１５才以上及び１３才から１４才については現行１３３ドル、１３才未満１２８ドル、となつているが、改正案ではおのおの１人につき１４０ドル、第１人目については現行の１７８ドルを改正案では１９０ドルに、基礎控除については、現行３３３ドルを３５０ドルに改正されています。次に、法人税額については、現行の税法ならびに条例では標準税率[image: 画像]、制限税率[image: 画像]、修正案では標準税率が[image: 画像]に、制限税率は現行と同じく[image: 画像]で巾を持たせて標準税率を上げたのであります。それについては、財政需要に見合う財政収入の確保ということで、市町村税法の原則として大事な改正であります。これを市としては現行標準税率[image: 画像]から[image: 画像]に改正したい。事業税については、現行基礎控除額１７０ドルが改正案では一挙に４８０ドルに引き上げられます。個人の税率は業種別に別れ、さらに所属区分、第１種の中でも８５０ドル以下が[image: 画像]８５０ドルを越える分については[image: 画像]というようになつております。第２種は当市では該当なく、ただ税率が[image: 画像]とあるだけであります。第３種も同様業種別で、８５０ドルの所得に対しては[image: 画像]、８５０ドルを越える額に対しては[image: 画像]というふうに現行ではなつておりますが、勧告案では、第１種の所得区分をなくして、一率に[image: 画像]に下げ、第２種は当市には該当なく一率に[image: 画像]に、第３種も一率に[image: 画像]になつております。そうなると控除は大幅に上がるし、基礎控除も大幅に上がる、税率は下げるということでかなりの落込みとなります。以上が事業税の個人についてであります。次に法人について申し上げます。現行の税率では、特別法人（特別法人とは、協同組合法による組合、とか労働金庫法による金庫等をいう。）は[image: 画像]、その他の法人（普通の法人）については、所得段階が３段階にわかれ、それぞれ８５０ドル以下[image: 画像]、８５１ドルから８，５００ドル以下[image: 画像]、８，５００ドルをこえる分については[image: 画像]となつております。これに対し、政府勧告案では、特別法人を２通りに分け、特別法人の場合４，０００ドル以下の所得者に対しては[image: 画像]、４，０００ドルをこえる者に対しては[image: 画像]、普通法人の場合３段階の所得区分にわけ４，０００ドル以下[image: 画像]、８，０００ドル以下[image: 画像]、８，０００ドルをこえる分は[image: 画像]となり、全体としては上がつています。次に固定資産税については、市町村税法第６８条の２の第２項で、現行は、外航船舶の価格の[image: 画像]が課税標準でありますが、政府勧告案では、外航船舶だけでなく、漁船も含むようになり、外航船舶[image: 画像]、内航船舶[image: 画像]とそれぞれ、改正になつております。

次に、不動産取得税の改正は、免税点が新しく設けられており、土地を取得する場合、８０ドル未満は課税しない。家屋の場合、増改築が、２５０ドル未満の場合は課税しない。又、家屋の名義、移転登録の場合、１３０ドル未満のときは課税しない。と云う改正案であります。次に、不動産取得税の課税標準の特例でありますが、現行、住居建築の場合８５０ドルまで控除されたが、今回、これが２，０００ドルに引き上げられているとのことであります。以上の当局説明に対し、各委員から、それぞれ質疑が交わされたのでありますが、結論として、各員これを了承し全会一致原案どおり可決すべきものとして決定いたしました。よろしく各位のご賛同を得たいのであります。




○議長（高良　一君）

　ただいまの委員長報告に対して質疑に入ります。

（「質疑討論なし」というものあり）




○議長（高良　一君）

　質疑討論なしと認め採決に入ります。本案についてはただいまの委員長報告どおり可決することにご異議ありませんか。

（「異議なし」というものあり）






○議長（高良　一君）

　ご異議なしと認めます。よつて本案については委員長報告どおり可決されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～




○議長（高良　一君）

　日程第３、議案第７７号、１９６８年度那覇市一般会計予算の繰越使用について。日程第４、議案第７８号、予算外義務負担についてを一括して上程し総務委員長の審査報告を求めます。








○総務委員長（平良　真次郎君）

　議案第７７号「１９６８年度那覇市一般会計予算の繰越使用について」、議案第７８号「予算外義務負担について」一括して審査の結果を報告いたします。まず、議案第７７号「１９６８年度那覇市一般会計予算の繰越使用について」申し上げますと、本案は、消防の基地局無線機６基、移動局無線機１０基の購入費の予算繰越しで、去る２月に購入契約してあり、６月２０日に納品することになつていたが、船便の都合でどうしても１カ月遅れるので予算繰越の必要が生じた。との当局説明がなされ、また、議案第７８号「予算外義務負担について」は、松山保育所新築工事の予算外義務負担であり、この工事は、１９６８年度政府補助事業として予算化し、建設用地の選定にあたつてきたが、購入予定用地が価格の点で折合いがつかず、その後用地の指定寄付がありその面積は１２３．５６坪で、保育所敷地としては狭く、その坪数に見合うような建築設計をしたため予想以上に日時を要し事業着手が遅れた。この工事期間が約５カ月間であるため、１９６９年度までまたがる工事となるので予算処置をするため、今回予算外義務負担として提案した。と述べております。委員会は以上の説明を聴取し、若干の質疑を交わしたのち議案第７７号および議案第７８号は、それぞれ全会一致原案どおり可決すべきものと決定いたしました。よろしく、各位のご質同をお願いします。




○議長（高良　一君）

　ただいまの委員長報告に対して質疑に入ります。

（「質疑討論なし」というものあり）




○議長（高良　一君）

　質疑討論なしと認め採決に入ります。議案第７７号、１９６８年度那覇市一般会計予算の繰越使用についてはただいまの委員長報告どおり可決することにご異議ありませんか。

（「異議なし」というものあり）






○議長（高良　一君）

　ご異議なしと認めます。よつて本案についてはただいまの委員長報告どおり可決されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～




〇議長（高良　一君）

　議案第７８号、予算外義務負担について、ただいまの委員長報告どおり可決することにご異議ありませんか。

（「異議なし」というものあり）




○議長（高良　一君）

　ご異議なしと認めます。よつて本案についてはただいまの委員長報告どおり可決されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～




○議長（高良　一君）

　日程第５、議案第８１号、予算外義務負担についてを議題として総務委員長の審査報告を求めます。






○総務委員長（平良　真次郎君）

　議案第８１号、「予算外義務負担について」審査の経過および結果を報告いたします。当局説明によりますと、本事業は１９６８年度政府補助事業として予算計上したが、政府の資金等の都合によつて本年５月と６月に補助指令の交付を受けたとのことであります。さらに、指令によると、年度内に債務負担行為をしなければならないという条件が付され、早急に着手しなければならないが、当工事は、１９６９年度にまたがるもので、予算外義務負担の議決を得たいとのことであります。これに対する主な質疑を申し上げますと、年度末になると、例年予算外義務負担の案件が出るが、その理由についてただしましたところ、政府補助事業については、その審査に日時を要し、資金の都合等もあつてなかなか指令がもらえないが、今後は指令がもつと早くもらえるよう折衝していきたい。とのことであります。

　以上のほか、なお若干の質疑が交されたのでありますが、結論として本案は、全会一致原案どおり可決すべきものと決定いたしました。

よろしくご賛同下さるようお願いいたします。




○議長（高良　一君）

　ただいまの委員長報告に対して質疑に入ります。

（「質疑討論なし」というものあり）




○議長（高良　一君）

　質疑討論なしと認め採決に入ります。本案についてはただいまの委員長報告どおり可決することにご異議ありませんか。

（「異議なし」というものあり）






○議長（高良　一君）

　ご異議なしと認めます。よつて本案についてはただいまの委員長報告どおり可決されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～




○議長（高良　一君）

　日程第６、議案第７９号、工事請負契約について。日程第７、議案第８０号、工事請負契約についてを一括上程し建設委員長の審査報告を求めます。






○建設委員長（比嘉　佑直君）

　議案第７９号「工事請負契約について」　議案第８０号「工事請負契約について」。以上２件は関連しますので、一括して審査の結果を報告します。

本件は、１９６８年度の公営住宅建設計画として施行中の石嶺公営住宅建設工事の請負契約を締結するための議案であります。すなわち、去る６月１２日琉球政府建設局から指名業者を選定し、早急に入札に付すよう、指示があり、政府の建設業者施行能力等級のＡ級、Ｂ級の中、１０社を選定し、６月２２日指名競争入札に付したところ、Ｂ工区が南洋土建株式会社、Ｃ工区は新松組がそれぞれ議案にあります額で落札が決定した。なお、同団地に第１期工事として建設される公営住宅は、Ａ工区が米国民政府援助資金による、第１種４０平方メートル（１１坪）型の２４戸の１棟、日本政府援助資金によるＢ工区が第１種４０平方メートル（１１坪）型の２４戸の３棟の７２戸、第２種３３平方メートル（１０坪）型の３２戸の３棟の９６戸、Ｃ工区が第２種３３平方メートル（１１坪）型の２４戸の３棟の７２戸で、計１０棟の２６４戸の公営住宅を建設することになつてやります。この建設敷地は、整地工事とボーリング調査に基づく基礎設計の目途を立て、工期は１９６８年８月１５日からとなつておりますが、民政府の予算繰越の関係上、今年度で債務負担行為を起こすよう、琉球政府から指示があり、取り急ぎ入札に付した。との説明がなされております。質疑の主なるものを申しあげます。

△　まず各工区の市の見積額と落札額との差額については、Ａ工区が市の見積額７９，０３０ドルに対し、落札額７９，０００ドルで差額は３０ドル、Ｂ工区市の見積額４９４，３００ドルに対し、落札額４９４，１８０ドルで差額は１２０ドル、Ｃ工区　市の見積額２０８，６２０ドルに対し、落札額２０８，５６０ドルで、その差額は６０ドルとなつており、各工区ともわずかの差額しか生じてないが、市の見積額が業者にもれたり、あるいは談合入札をした形跡はないがとただしましたところ当局の説明は、別に指摘のような事実はないとのことであり、さらに公営住宅の場合は例年同様な建物で、予算額がにかよつており、また建物の小間数が定つておるため、１棟を見積れば全工区の見積りができるとのことであります。また、従来の工期は１１カ月だが、今回７カ月にした理由、さらに７カ月では工期に支障きたさないか、とただしましたところ、工期を７カ月にした理由は、日政援助の補助指令の関係で、６９年３月２５日まで完成を要したことと、従来型枠をとりはずすのに、４５日間要したが、これまでの実績から型枠にポドリス（早強剤）を使用すると、１週間に短縮できるということで７カ月としたとのことであります。なお、今後、ポドリスを使用できるように設計をすれば、工期は従来より短縮されるとの当局説明がなされております。

△次に、南洋土建の場合は鉄製の型枠をもつており問題はないが、鉄製の型枠を所有しない新松組の場合は工事に支障をきたさないかとただしましたところ、当局の説明は、なるべくなら鉄製の型枠の方がポドリスを使用するよりは有利だが、鉄製の型枠でなくとも、ポドリスがもらないような完全な防水措置をすれば問題ないとのことであります。

△従来建築工事の場合、落札者がなくほとんど随意契約となつているが、今回落札された理由については、政府、市の工事単価が去年より１割程度増額されており、さらに業者の手持ち工事が少なかつたことによるとのことであります。

△なお、該建設工事の年次計画としては、　６９年度、９棟２３２戸で、その内訳は、１種１０４戸（３２戸型１棟、２４戸型３棟）、２種１２８戸（３２戸型１棟、２４戸型４棟）　７０年度、１種、７棟、１６８戸、２種、７棟、１６８戸　７１年度、１種、１０棟、２４０戸となつております。

△また団地内のパーキング場設置については、公営住宅法の趣旨からして、基本的には設置しない方針だが、現実問題として、団地内には車の所有者が多く、また車で営業を営むものについては考慮すべき面もあり、いずれにしても８月１５日までには結論を出したい。との説明がなされております。

委員会は以上の他、なお若干の質疑を交わしたのでありますが、各委員当局説明を了承し、本件については全会一致同意すべきものと決定いたしました。よろしく各位のご賛同を得たいのであります。




○議長（高良　一君）

　ただいまの委員長報告に対して質疑に入ります。






○黒潮　隆君

　議案第７９号についてお尋ねしたいと思います。これは公営住宅を建設する工事内容についてではございません。この公営住宅を建設しようとしている土地は去年の９月議会において比嘉勇輝氏から那覇市が取得した土地であります。最近この土地の取得について疑惑があるということで大きな問題になつてる場所であります。そこでこの土地をブローカーをとおして取得したことについて関係する議員が採決に加わつたということでこれが瑕疵ある議決という判定が出た場合には当然その土地の取得および契約に関する議案が無効になるわけでございます。その場合に市長は再議に付さなければならない。ところが再議に付す場合には３分の２以上の議員が賛成しなければ可決されないということになるわけでございます。そういうふうな可能性が含まれております。同じような内容の議案を提案した場合には否決される恐れがあります。そういう場合にこれまでの取得および契約が破棄されて財産評価委員会が評価した額で直接地主から取得するようになるのか。なる場合にはこれから購入する建物についてはこれを壊わすことにはならないと思いますし、また公営住宅を作るべきだと思いますが、そういうような土地の問題とからんでこれがどのように発展し、どういうふうに処理されるか。最悪の場合でも公営住宅を作つても大丈夫であるかどうか。そういつた点を審議されたならば委員長のほうで説明していただきたいと思います。






○建設委員長（比嘉　佑直君）

　この点は審議されてません






○建設部長（花城　直政君）

　この件につきましては似たようなご質問が仲本議員から出されております。

再議に付された場合、これが否決になつた場合どうなるかということでございますが、議案として否決になつても実際に購入した土地がもとの地主に戻るということではございません。公営住宅建設に支障を来たさないということを答弁申し上げました。

（「討論なし」というものあり）




○議長（高良　一君）

　質疑を終結し討論を省略して採決に入ります。議案第７９号、工事請負契約について委員長報告どおり同意することにご異議ありませんか。

（「異議なし」というものあり）




○議長（高良　一君）

　ご異議なしと認めます。よつて本案についてはただいまの委員長報告どおり同意されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～




○議長（高良　一君）

　議案第８０号、工事請負契約について委員長報告どおり同意することにご異議ありませんか。

（「異議なし」というものあり）




○議長（高良　一君）

　ご異議なしと認めます。よつて本案についてはただいまの委員長報告どおり同意されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～

○議長（高良　一君）

　日程第８、議案第５６号、１９６９年度那覇市才入才出予算を議題として総務委員長の審査報告を求めます。






○総務委員長（平良　真次郎君）

　議案第５６号「１９６９年度那覇市歳入歳出予算」について審査の経過ならびに結果を報告いたします。審査にあたりましては、歳入歳出別に一応款を逐つて審査いたしました。まず、歳入から審査の主なるものを申し上げますと、第１款「市税」については、これまでの実績を勘案して４，６６６，５９３ドル計上され、前年度に比べて６９５，２８７ドルの増となつております。

６９年度の計上率が８１．５％前年度の計上率が７９．３％で２．２％伸びをみて計上してありますが、これは６７年度決算の徴収実績をそのまま計上してあります。第２款「市町村交付税」については、１７５，００１ドルで前年度と比較して９０７，９９１ドルの大巾な増額になつていますが、これは６８年度当初予算との比較でありまして、６８年度で実際に交付を受けた普通交付税、特別交付税の総額は、１３５，５７６ドルで実質増は３７４，４２５ドルとなつております。第３款「公営企業及び財産収入」については、育英事業奨学金に充当するための奨学基金の利息収入と、株式配当金及び市有地の賃貸料と軍用地料の収入、ならびに土地売払代金等で１，２０１，１９７ドル計上されております。前年度に比較して、７８９，８５１ドルの大巾増になつていますが、これは第３次泊、安謝間埋立地の一部と、前島町の市有地を処分することになつたための増であります。

なお、この土地売払代金については、　第３次泊、安謝間埋立工事事業債の償還金として６８７，４９２ドル、第４次泊、安謝間埋立工事期間中の利息として９５，１２３ドル　公会堂建設債の一般財源充当分として８０，９５０ドル、新港湾建設費の充当分として９２，８３３ドル　都市計画事業の政府補助の対応費として１１３，３５４ドルにそれぞれ充当していくとのことであります。

土地売払代金の　　　　　　丁目の市有地１２７坪を坪当り５００ドルの相場だがどうして２５０ドルの随意契約で処分するかとただしたところ、当局の説明では、市有地内に建物があり、この場合には新地価格の半分というのが相場であり、財産評価委員会でも全会一致坪当り２５０ドルという評価額を出している。とのことであります。第６款「使用料及び手数料」については、公設市場使用料、および各種の営造物の使用料７００，８７６ドルと条例、規則ならびに法規に基づく手数料７７，１９９ドルと合せて７７８，０７５ドルを計上し、前年度と比較して１２７，５３０ドルの増となつております。

増減の内容を費目別に申し上げますと、１目「市場使用料」で４８，５０５ドルの増になつていますが、これは牧志公設市場、および若松第２次公設市場が来年の４月に開店、さらに真和志公設市場が今年の１２月に完成しますので、それぞれの市場使用料を見込んだための増であります。２目「道路占用料」については２，３２５ドルの減になつていますが、減になつた理由は沖縄ガス株式会社については公営的事業であり、公共性が高いので占用料を免除していくことになつたための減であります。３目「港湾施設使用料」については１８，１９４ドルの増になつているが、これは泊港、那覇港合せて貨物の取扱量が総体的に毎年２割方増えているための実績増であります。９目「保育所使用料」１２，９１６ドルの増については６８年度の保育所収入を６８年度で８カ月分を見込んで計上してありましたが、６９年度は１２カ月分を見込んで計上、さらに今年１０月末に完成する松山保育所の分として８カ月分を見込み、なお泊に新設する保育所が来年３月末に完成予定で、３カ月分の使用料を見込んであるための増であります。１０目「プール使用料」については新らたに条例が制定されましたので、その使用料を計上してあります。道路占用料については，平和通り、ガーブ川通りの公道上で商売している立売人の取締りについてただしましたところ、当局の見解は現在同通りにはパトロールの警官が１人しかいないため野放しの状態であるが、当局としても、このまま放つておけないので、今後は警察当局とも密接に提携してパトロールを増員して取締つていきたいということであります。次に市営住宅使用料について指摘されましたのは市の部長クラスが半年間も住宅使用料を滞納しているがそれは条例違反であり、もつときびしく徴収すべきであり、このような管理をしていたのではまずいのではないか。さらに高額所得者、自家用車族等も入居しており、早急に割増賃料の制度を実施してもらいたいということであります。これについては当局としましても毎月督促状を発送して、徴収に当つているが相手の家庭の事情により今年の夏季手当で全額支払うということでありますが、できればそれ以前にでも極力徴収していきたいということであります。また高額所得者の入居についても今後は源泉徴収票を提出させる方式を採用していきたいとのことであります。次に第７款「政府支出金」については１，０３８，５９９ドルの増になつています。増額になつた主なものを申し上げますと、今回新しく公会堂建設補助金、２５万ドルおよび新港湾建設補助金、８３５，５００ドル、計上されたための増であります。９款「繰入金」は那覇市債証券の償還金に充当するため、減債基金からの繰入金として４万ドル計上されています。１０款「繰越金」については４７万ドル計上され、そのうち２２万７千ドルについては６８年度で予算化したが、諸工事が執行できず、６９年度予算に再計上されたものであります。なお残額の２４万３千ドルについては市税約２万５千ドル、特別交付税約４万２千ドル港湾使用料３万２千ドル市税延滞金、預金利子および、安謝下水工事（井戸水渇水による）費が６８年度で政府補助として支払われた分等が３万３千ドル。人件費関係の不用額が３万４千ドル、工事費の不用額４万５千ドル、起債事業の着工が遅れたため３万ドルとなつています。１１款「雑収入」は物品売払代金、預金利子、市税、その他の収入の延滞金、無地番賃貸料、構内代書庁舎使用料等で２３５，５３７ドル計上されております。物品売払代金の内訳については、乗用車３台は売替予定、トラツク６台について、そのうち５台はそれぞれ２００ドル、１台については１００ドル。オートバイ２台を売替予定、牛４頭、５６０ドル、豚２０頭６００ドル、堆肥１，９４０トンで１，９４０ドル以上　４，８００ドルでそれぞれ売却処分するとのことであります。第１２款「市債」については、第４次泊、安謝間埋立事業に充当する埋立事業債２，３７４，７００ドル及び公会堂建設に充当する公会堂建設債として２００，０００ドル、牧志公設市場、真和志公設市場、第２次若松市場建設事業に充当する公設市場建設債２７６，６８７ドルさらに、公営住宅用地購入借換債８６７，５００ドル、公営住宅用地購入債８０５，５１１ドル、第２次若松市営住宅の建設債１１５，６３２ドル及び首里石嶺公営住宅建設債３６６，２２８ドルで合計５，００６，２５９ドル計上されております。次に歳出について申し上げますと、第１款「議会費」については、議員報酬及び事務局職員の給料、諸手当等の人件費と議会活動に要する経費として１８４，６８１ドル計上されていますが、主に職員の給与改定、定期昇給及び職員の夏期、年末手当の増により前年度より３５，７２７ドルの増となつています。第２款「役所費」では、職員の給与、諸手当等の人件費その他一般事務経費３，２６８，０８８ドルを計上してあります。前年度と比較して９８１，９０４ドルの増で、主なるものを申し上げますと、職員の給与改定、定期昇給及び増員による経費２４６，５５８ドルさらに夏期手当１割、年末手当３割アツプしたために１４３，７７３ドル、６９年度から着工される公会堂建設事業費４７１，４６３ドル等であります。特に指摘されましたのは、職員の体質改善についてでありますが、職員の中には、勤務時間中は職務を怠り、時間外勤務をして仕事を処理しているとのことでありますが、他の職員に対しても悪影響をおよぼすことになる。さらに、窓口事務職員の市民に接する態度が、市民から悪評をかつているが当局はこれまでにいかなる改善策を講じてきたかということに対し当局説明によると職員の体質改善については、当局としても毎年職員研修に力を入れており、本年度においても課長，係長の研修制度を設けて特に人事管理面に意を注ぐことによつて職員全体の資質を向上させる中でこのような問題についても解決していきたい。ということであります。第３款「消防費」では、３３３，８５６ドル計上し、前年度に比べて５６，６５８ドルの増になつています。第５款「港湾費」については、８６，６５０ドル計上されています。第９款「財産費」では、市有財産の管理に要する経費と市債証券の償還に充当するための減債基金積立金並びに奨学基金条例に基づく特別基本財産造成のための積立金を計上してあります。第１０款「選挙費」では、８７，７９８ドル計上され、前年度と比較して４８，６６１ドルの増となつていますが、増の主なるものは、立法院議員選挙、行政主席選挙、市長選挙が今年で行われるためでありなお、市議会議員選挙が来年７月に行われるので、選挙費が両年度にまたがつたため、本年度分を計上したため増になつています。第１１款「公債費」については、２，２１７，４６１ドル計上されています。前年度に比べ１７２，万３千２ドルの増となつています。第１２款「諸支出金」では、市が管理する指定文化財の維持管理費、係争中の訴訟費用、市税の賦課徴収に要する経費と市税の過誤納還付金および各特別会計への繰越金ならびに各種団体への負担金および補助金を合わせて３０８，２２４ドル計上し、前年度に比べて１０９，５０３ドルの増となつています。３項「徴税費」２２「委託料」２０，５８９ドルの内訳については、６９年度分の市民税、事業税の税額計算、令書宛名書、令書照合、統計作成等を電子計算センターに委託させる費用で１３，０５３ドル、なお、固定資産税についても同様に、来年３月から７０年度分の固定資産税の一部を委託させる費用が７，５３５ドルとなつています。更に、前年度の市民税、事業税関係職員の超勤時間１２，４６９時間を委託させることによつて、本年度は５，８３６時間に短縮していく計画である、ということであります。第１３款「教育費負担金は前年度よりも５１５，６６０ドル増となり、本年度は１，８３８，２５５ドル計上されています。第１４款「予備費」については、本年度は１０，５５９ドル計上し、前年度に比して５５９ドル増となつています。次に建設委員会，経済民生教育委員会に審査をお願いしてありました。歳出　４款「土木費」、６款「社会及び労働施設費」、７款「保健衛生費」、８款「産業経済費」については、それぞれ賛成多数で原案どおり可決すべきものと決定した旨、通知を受けました。なお、経済民生教育委員長より歳出第６款「社会及び労働施設費」中、各種団体への補助金計上がなされているが、その使途については明らかでないので、次の事項を市町村自治法第３８条２項の規定により、那覇市監査委員に対し、監査を求め、その結果を９月定例議会までに報告されるよう請求することを決定したからその旨措置願います。監査事項「那覇市が１９６９年度予算で補助する各種団体の１９６８年度分監査」（特に経済民生部関係）以上の報告を受け、本委員会としましてもこれを了承し、市町村自治法第３８条第２項の規定により、那覇市監査委員に対し、監査を求めその結果を９月定例議会までに報告されるよう決定しました。監査事項「那覇市が１９６９年度予算で補助する各種団体の１９６８年度分監査」（特に経済民生部関係）さらに反対討論として歳出第６款、１３項「寄附金」については、那覇商業高等学校創立６０周年記念図書館建設寄附金として１，５００ドル計上されているが、政府立高校の図書館建設は、政府が負担すべきであり、これをあえて本市自ら出すということは市町村財政法ならびに学校図書館法の趣旨にもとるものである。また、那覇市青年団協議会からの補助金増額要求に対しても当局は、今回の税法改正による５００余ドルの歳入増があるにもかかわらず、この増額要求に近づける意図もなく、予備費に入れるということは得策でないと思料し、反対する。委員会は、以上の審査の結果本案については賛成多数で原案どおり可決すべきものと決定いたしました。よろしく各位のご賛同をお願いします。




○議長（高良　一君）

　ただいまの委員長報告に対し質疑に入ります。






○仲本　安一君

　まず第１点は税法改正に伴う市の条例改正によつて、いわゆる自然増を除くほか実質的な市税の増額分は幾らであるか、この点についてご審議なさつておればご説明願いたいと思います。






○総務委員長（平良　真次郎君）

　お答えいたします。税法改正によりまして、自然増を除いて幾らかということでありますが、これにつきましては課税価格からいたしまして約７５，０００ドルばかりの減になるということであります。例をあげますというと、１，０００ドルの所得がある者が今度の改正によりまして２ドル７セントの税金の減になる、さらに５，０００ドルの所得者に対しましては、いわゆる市民税並びに所得税を合わせましても１８６ドル１９セントの減になる、ところが市民税ばかりにしましては、５，０００ドルの場合は９ドル５１セントの増になるということでございまして、下に恩恵が厚く上のほうに薄いということでございますが、だいたい５，０００ドルの者は市民税並びに所得税の合計からはすべて税金が減になつているわけでございます。




○仲本　安一君

　市民税だけじやなくして、市税ということで６９５，２８７ドルの増になつておりますね、これはもちろん市民税と事業税のプラス、マイナスもあるでしようけれども、このうちから自然増の分を差し引いた、いわゆる改正による実質増額は幾らかということでお尋ねしたわけでございます。ただいま委員長が説明なさつた７５，０００ドルというのは市民税だけの分ですね。




○議長（高良　一君）

　休憩いたします。

	（午前１０時５８分　休憩）

	（午前１１時００分　再開）




○議長（高良　一君）

　休憩前に引き続き会議を開きます。




○総務委員長（平良　真次郎君）

　お答えいたします。市民税のほうで２１５，８５６ドル、固定資産税のほうで１０５，２４９ドル、事業税のほうで３５４，１９６ドル、６５万ドル余が増になつております。なお市民税における増は結局大体毎年２割ぐらいの税収がありまして自然増というような形になつて市民税は２１５，０００ドル余の増になつております。




○仲本　安一君

よくわかりませんが、とにかく６９５，２８７ドルというのはすべてが自然増だけではないわけでございますね。その中には条例改正に伴う増額が含まれてるわけでございますね。




○総務委員長（平良　真次郎君）

　はい。




○仲本　安一君

　その分については、今お答えになつたのは実質的に６５万ドルの増ということでございますが、そういうふうに理解してよろしうございますか。予算書からすると増になつている。その中には自然増も含まれてるわけでございます。自然増を除いて条例改正に伴う固定資産税、市民税、事業税の中でプールして差し引き結果としていくら増になつたか。




○総務委員長（平良　真次郎君）

　この三つの増が６５３，８００ドルでございます。






○財政部長（当間　重美君）

　お答えいたします。６９年度を現行法でそのまま改正がないとした場合にこの改正案との比較でございますが改正増の問題になるわけでございます。改正額、調定見込額で７５，６９９ドル２４セント増えてまいります。そして計上額では２，２９４ドルの落ち込みになりますので６９万ドル余の増加はほとんど自然増ということになるわけでございます。




○仲本　安一君

　その点についてはわかります。１６頁の雑収入の１１款１項、物品売払代金のうち１目の物品売払代金車両オートバイの１，７００ドルで今委員長の説明によりますとそのうち車両の５台はおのおの２００ドル二、五の十で１，０００ドル。１台が１００ドルというふうなご説明と、さらにオートバイが６０ドルというようなご説明でございました。このうちで本員が調べた範囲内では那覇市のいわゆる廃車になりました消防車が知念と、豊見城、さらに東風平にもいつてるように聞いていますがその売払代金もこの中に含まれているかどうか。含まれているとすれば１台あたりどの程度の価格で売払い処分をなさつたのか、この点審査しておられればご説明願いたいと思います。






○総務委員長（平良　真次郎君）

　老朽車、特に消防車の問題でございますが二、三日前売払いの処置をするということで決済したそうで、１００ドルという価格で払らい出すということになつております。もちろん予算に含まれているわけでございます。




○仲本　安一君

　どこに入つておりますか。




○総務委員長（平良　真次郎君）

　これは１００ドルで売払うということで先おとといですか書類上処理するということでしたが収納についてはいつということははつきりしておりません。




○仲本　安一君

　歳入に入つて来ますがどういう形で受けるのか。




○総務委員長（平良　真次郎君）

　６８年度の売払いになるわけでございます。新予算に入らないわけでございます。




○仲本　安一君

　はい、わかりました。






○金城　吾郎君

　建設委員会あるいは経済民生教育委員会に審査が付託になつた部分について総務委員会はきのう両委員会からの報告によつて、それもただこれを読み上げて聞いただけであり、時々その他の都合によつて両委員会に対する最終的な判断を下す審議はなされてないわけですが重要な問題でありますので両委員会においてどのように審議がなされ、どういう形で多数でもつて採決をしたのか、その審議の過程について両委員長にお伺したいと思いますのでご了承願います。それではまず建設委員長にお伺いいたします。本議会で問題になりました沖映通りの補償の問題でございますが、これは今後の都市計画事業を進めてゆく上で非常に重要な意味をもつていると思います。当初補償はしないということでございました。ところが６９年度の予算を編成するに当つて当然これは補償すべきであるという形で出て来たと思うのであります。この内訳によると８３，０００なにがしかの補償費が出ております。ところで建設委員会においてこの問題を審議する際に対象物件が何件であり、どのような方法で補償するという細部にわたる基準が明らかにされておらないということであります。明らかにされないままにこの問題を結着つけるというと将来に問題を残しはしないか。その場当りで問題を解決したら将来都市計画に支障を来たしはしないか。建設委員会はどのように審議なさつて、どう結論づけたのか。さらに経済民生教育委員長にお伺いいたします。先程総務委員長の報告にもありましたとおり、那覇商業高校の６０周年記念図書館建設寄付金これが１，５００ドル計上されたのであります。申すまでもなく商業高校は政府立高校であり委員長の審査報告にもありましたとおり当然その施設については政府の責任においてこれがなされなければならないという基本線をわれわれは堅持するものであります。今日まで政府立高校の敷地問題その他について議会で随分論議されましたが、これは学校の敷地、校舎そういつた基本施設ではなくて記念図書館であり、学校図書館法に基く図書館ではないのであります。６０周年を記念して作る図書館であればこれは那覇市が寄付すべきものではないとこういうふうに考えます。那覇市内には他にも多くの高校があります。他の高校からも寄付金の申し込みがあつた場合には市はそれに対して寄付金を出すのか。これが前例となつて他の高校に寄付金を出す、あるいはその他にも波及してゆくことであればこれは那覇市としては相当問題を残すのではないか。これが前例となつて出すようなことになると大へんな問題が起るんじやないかと思います。そこで経済民生委員会においてはこれが前例とならないという前提に立つて寄付を出すことを決定されたのか、これをお伺いいたします。






○建設委員長（比嘉　佑直君）

　沖映通りの問題について審議されたかどうかということでございますが、今８万ドルという数字が上がつておりますがこれが議決されてから道路法第６１条３項によつて関係人と協議してその解決に努力したいということであります。協議の結果増額することもあり得る。また吝でない。もし何でしたら更正予算でやるという方針でございます。




○金城　吾郎君

　法の６１条により関係人と協議の上にこれが増額されることもあり得るということでございますか。ところがその基準の問題でございます。この補償はどういう形でどのようにするというはつきりした補償基準が建設委員会で明らかにされていればお伺いしたいと思います。これがないというと将来都市計画事業を進めてゆく上において行きあたりばつたりになる。その基準をはつきりさせたかどうかということでございます。




○建設委員長（比嘉　佑直君）

　その基準に対しては当局が答弁されております。ただ８３，０００ドルという数字はあくまでも概算であつて一人々々面接の上ちやんと設計して、それで満足のゆくような方向に持つてゆきたいという説明であります。基準は示されておりません。




○金城　吾郎君

　これは非常に重要な問題だと思います。そうすると、ある工事について関係する家主、あるいは借家人、その人たちとの話し合いよつてその時点において決める。

　また次の工事においてはその時点で話を進めて行く。非常に問題が残るのではないかと思うのであります。大体おおまかな基準であつてもこれはあつてしかるべきだと思いますが。




○建設委員長（比嘉　佑直君）

　道路から１メートルの高さ上がつたところ、それから５０センチ以上。勾配の場合は３０％の場合は２５％。１５％の場合が１５％。１０％の場合は１０％という基準になつております。




○金城　吾郎君

　私がお伺いしているのは建物を切除する場合の基準、ただそれだけじやないわけでございます。都市計画を進めて行く上においてはいろいろと補償問題があると思います。そういつた基準がどうなつているかということでございます。詳しく審議なすつて将来そのような方向で都市計画事業を進めてゆく。その個々の問題についてはその時点で検討するということではなくて、この機会に問題になつた点を建設委員会においてはつきりすべきであつたと思うがゆえに質問をしているのであります。






○建設部長（花城　直政君）

　補償基準についてでございますが、これはあくまでも工事期間中は補償はしないというのが原則であります。ただし、道路法第６１条の規定によつて現在建物が使用できない状態にあるので２項によつて申請があればこれを調査して、そして３項で協議して工事をやつてゆく。その期間中にこの建物の補償、営業しているならばこの建物を改造するわけでございます。引つ越しする場合には借家の補償もしなければならない。つまり営業を停止するわけでございますから。それに損失補償もやらなければいけない。それから財産の移動、こういつたものの補償もしなければならない。その他雑費、これは那覇市の訓令で出ております那覇市の公共事業施行に伴う損失補償基準によつてやつております。

　われわれが那覇市の都市計画事業の道路工事をやる場合の補償基準。今、開南から大洋館に行く道路工事の補償基準と同じようなものをこれについてやるということであります。だから建物を改造する場合に坪当りどのくらいということが今の時価によつて出て来ます。

　移転するわけではございません。移転する場合はその計算式がございます。これも補償基準に書かれております。それで先程申し上げました訓令で出されておる基準を使つてゆきたい。これで現在那覇市の都市計画事業はなされておりますので、これについては関係者も納得して立退いておりますしそれに異論はないと思います。これは政府の補償基準とも大体合つておりますので心配はございません。ただ問題はこの建物を移転するわけではなく個々に改造してゆくわけでございますから、あの基準どおりにはいかないかもしれません。

　そういうことでございますので受忍すべきものはどの程度かということは先程建設委員長から説明がありましたように建物が道路にくつついておる場合にその高低差が２５センチある場合には受忍すべきである。これについては補償しない。それから建物が５０センチ高低差があり距離が１メートル以上の場合は受忍すべき程度のものである。ただし高低が５０センチ以上で距離が１メートル、２メートルの場合は勾配によつて補償すべきものとパーセンテイジが違つて来ます。

　そういうことでありまして、これは実際に実態調査しなければ件数もはつきり出て来ません。われわれが調査したのは４４件でありますが借家人あわせて８８件となつております。これは減るかもしれないし、また増えるかもしれません。増えるなら当然増額しなければならない。だから協議してゆくわけでございますが、増額しなければならないという事態が起れば当然やらなければならないと考えております。しかしわれわれが出しておる基準よりも額が少なくなるかもしれませんが、これは協議の結果はつきりすると思います。




○金城　吾郎君

　基準はちやんとあつてその基準によつてやつているんだ。他の都市計画事業と変わらないということであればそれは了解します。ただ今度のようなこの補償の問題は初めてであります。補償は非常に難しい問題であるということは本員は十分よくわかつております。開南交番から平和橋に到るたつた１８０メートルの道路をあけるのに３年たつてもまだ出来ない。このぐらい難しい問題であるということを本員は十分よくわかつております。

　ところが今回のこの補償問題は道路が上つたために起つた問題であつて、将来こういう道路工事が行われる場合にこれとまつたく変わつた補償のあり方が出て来たら困る。従つてこの機会に関係人と協議の上増額すべきであれば増額するということでありますがこれはけつこうであります。

　こういつた基準というものははつきりしておいて将来にわざわいを残こさないようにしていただきたい。確認いたしますけれども、これから予算が通過したら関係者と話し合いして、もしこれが増額すべきであるという話し合いになれば増額するという意味でございますね。建設部長はそういうふうにいつておりますが。






○第二助役（新垣　義徳君）

　補償基準につきましては建設部長から答弁があつたとおりであります。沖映通りの問題は先程の補償基準、さらに道路法の６１条を加味した処理方法でやつていこうと考えております。その６１条の３項に関係人と協議しなければならないというのが残されております。その協議につきましては先程も説明がありましたとおりに各個人個人事情が違いますので協議の段階において増額が必要であると認めた場合には増額をいたします。






○経済民生教育委員長（大山　盛幸君）

　金城　議員のご質問にお答えいたします。那覇商業高校の６０周年記念図書館建設に対する寄付金が第６款の社会および労働施設費の１３項寄付金として１，５００ドル計上されておりますが、これと関連いたしまして陳情も出されておりましたので関連して審議をいたしました。

　ほとんどが、ＰＴＡ、同窓会の費用でやりますが、一般寄付金が２万ドルの予定でありまして、そのうち１７，０００ドルは政府からの補助があるようであります。市から１，５００ドル、あと１，５００ドルは本当の一般寄付として募金することになると思います。

　この審議にあたりましてはおつしやるとおり委員会におきましても学校図書館法あるいに市町村財政法に悖るものであるというようなご意見も出ておりました。なお委員からの質問にも“政府立だけでなくて私立の学校に対してもこういうような場合が予想されるがいちいちやる意思があるか”ということに対して当局は“こういうものはその都度検討して、その結果必要であると認めるならば予算に計上することもあり得る”というような答弁でございました。おつしやるように“ほかの学校にもそういう寄付を出すことを前提として認めたのか”ということではございません。前例になる、ならないではなくて先程部長が答弁したように、その時点になつて陳情があつた場合にはその都度検討するということで結論を得たと思います。結局この問題につきましては賛成多数で結論づけたということになつております。




○金城　吾郎君

　学校によつては、この学校に出そう、この学校には出すまいというふうな市独自の裁量が出てくるということでございますね。その時点、時点において検討するということであれば、もちろんこれは前例になるものではない。その時点によつて、ただ市がそのときの予算関係もありましようが、この学校は少こし出したほうがよかろうということで、あくまでも市の判断、市長の裁量によるとこういうことになるわけでございます。委員会ではそういう理解のもとにとおしたわけでございますね。




○経済民生教育委員長（大山　盛幸君）

　そういう答弁がありました。




○金城　吾郎君

　委員会としては認めたわけでございますね。




○経済民生教育委員長（大山　盛幸君）

　そうです。




○金城　吾郎君

　これはちよつと問題ですな。






○経済民生部長（慶佐次　盛宏君）

　お答えします。ただいまの商業高校の件につきましては、この学校には出す、あの学校には出さないと、相手の顔を見て出す出さないということじやなくして、事業そのものの内容を検討してやりますということです。




○金城　吾郎君

　事業の内容を検討してといいますが、図書館なら図書館としてはつきりしているわけです。他の高校や、あるいは私立高校あたりから図書館をつくるから補助してくれといつた場合は商業高校と事業内容は同じなんです。そうしますと内容は同じだから高業高校に出したから、じやあなたの学校にも出しましよう、という以外に断る理由は出てこないと思う。だからこれが前提となるかということを聞いておるわけです。






○市長（西銘　順治君）

　お答えいたします。この寄付金は法律上の義務を伴つておりません。従つて事業の内容を見まして、その都度予算に計上して承認を求めるわけでございます。従いまして当局のその時点における財政的な余裕の問題もあろうかと思います。これは何も法律の上で規定された趣旨じやないので、市長の判断において事業の内容を検討して適当な事業だということがわかれば、当然これは支出していいんじやないか、その都度都度の年度において検討してやるべきだと考えております。






○黒潮　隆君

　沖映通りの道路工事に伴う補償についてまだ理解できない点がございますのでお尋ねしたいと思います。８７，１２３ドルの内訳けとして３３，２４０ドルを物件改修工事及び階段の工事などにあてて、残りの５万ドルをその工事の期間に伴う補償費として出すというようなことが説明書にもございますが、しかしながら先ほどの質疑の中で建設部長、あるいは第二助役の答弁にも「道路法第６１条を加味して、協議によつてふやさなければならない場合にはふやす」というふうな答弁をしておられます。さらに建設部長の場合には、「減る場合もあり得る」というような答弁があつたわけです。そこでお尋ねしたいのは、その５万ドルの枠内で増減があるのか、これまでやつてきた補償基準というのがございますね。たとえば工事が２０日かかる、あるいは１カ月かかるというようになると、その間の１か月という日数の計算が出てくる。さらにその間事業ができないための補償はどれどれと、家族が何名いる。あるいはその工事期間にほかに引越したための引越費用が幾らあるのかというふうに出てくるし、現在でも沖映通りの場合は、その問題で何人引つかかり、つまり市当局はこれまで調査してきているので何件これに、あるいは何人が補償の対象になるということが調査の結果がわかつていると思います。そういう場合に、政府などのやつておる補償基準、これは計算できるわけです。計算できるのでＡという人は幾ら、Ｂという人は幾らだということが決つているんじやないか、その場合に何ドル何セントとかという狂いは出てくるかもしれませんが、しかし予算を出す場合にも、そこの建物を建てる場合は、だいたい幾坪で幾らかかり、日数が幾らかかるという計算をして予算に計上し、さらに設計などをして請負契約をする場合には、ちやんと端数まできちつと出てくると思いますね。そこでこの８７，１２３ドルというのは概算だといつてもほぼこの範囲内じやないかと本員はみるわけですが、話し合いの結果増額もあり得るというのは、建設委員会の質疑の中では「８８名ぐらいが、この補償の適用を受けるということで予算を計上している」と説明してさらにまた「陳情者は６９名だがところがほかからもまた、“私たちもそれに該当する”というふうに出てくるかもしらぬということで８８名分予算を計上した」というふうな説明があつたということを聞いております。しかし現在要求しているのは６９名、従つてこの６９名どまりで、ほかに該当者がない場合にはこの８７，１２３ドルという予算は余るのかですね。しかし「あるいは増額もある得る」、というのは市が予定している人員の以内であつても、この８７，１２３ドルという予算をオーバーしたときたとえば１０万ドル、２０万ドル増額もあり得るのか。あるいはその予算の枠内でこの補償がなされていくのかという点を明らかにしていただきたいと思います。






○市長（西銘　順治君）

　お答えいたします。もちろん地主に対する補償、家主に対する補償、借家人、そこで営業しておられる方々に対する補償があるわけです。むしろ地主の場合におきましては受益者負担金を取つてもいいぐらいだと考えております。地価が良くなりますので問題は店子の補償をどうするか、相当補償しなければならない方々が多いわけです。

従つて店子の補償を重点においてやつていきたい。協議事項もそれが主になるんじやないか、予定している人員を対象にして現在の予算の枠内で話し合つてできなければ２万ドル増やそうが５万ドル増やそうが、そのときの情勢を検討いたしまして９月議会で間に合えば、その時点で追加更正していくということであります。




○黒潮　隆君

　ただいまのは了解しました。あと１点ございます。これは建設委員会の審査報告だけでは十分わからなかつたのでお尋ねしたいんですが、今度の予算でも道路新設工事がございますね。新しく道路を開ける場合に、都市計画事業として行う場合には用地を買収しているわけです。ところが一般土木事業として進める場合、あるいは農道を新設する場合、あるいは改修して道路巾員を拡げる場合には土地の買収は現在までやつてきていないわけです。で、買収はしないで地主の協力を求めてやるわけだが、それには潰地の補償をする段階で補償していこうというのが、これまでの市の考え方であり、そのようにやつてこられたわけなんですが、今度の総務委員会でもそれをお尋ねしたら「そのとおりだ」というふうなことであつたわけです。ところが市長は沖映通りの道路工事の場合には地主が受益を受けるので受益者負担金を取つてもいいぐらいだと、もちろん今取ろうということではないと思います。牧志の通りの場合でも、受益者負担金を課して取ろうということになつていたが、課し方に問題があつたので受益者負担金を取らないということになつたわけです。私が申し上げておるのは受益者負担金を今すぐ取れという意味で聞いておるわけではない。これまで一般土木事業の場合もそういう方向で受益者負担金は取らないが、地主の協力を得て、そして他の潰地の補償する段階で、もちろん日政援助などを得なければ解決できないと思うんですが、その時点で補償するということで現在市に協力をして土地の提供をしてもらつている、ところが与儀のイシバル、そこでの道路工事の場合に城田ゼン吉さんという国場の出身ですが、この方の土地約１０坪を買収して、そこにあつたトタン家の立ち退き補償についても市が補償し、市が新しく道路を開けた。これは以前から計画のある道路になるわけですが、一般土木事業として道路を新しく開けたところ、そこの土地の価格が坪１００ドルで１０坪、つまり１，０００ドルで市が用地買収したわけです。工事費、並びに立ち退き補償費なども市が負担している。これは従来のあり方で地主にその土地を提供してもらうという形ではなしに買収しているわけです。買収した費用は、その道路が開いたことによつて利便を受ける地主、借家人などに出してもらおうというようなことを市当局と、その道路が新設される付近の市民との話し合いによつてなされたか。その事情はわかりませんが、その周辺に居住しておる有力者は５０ドル出しなさい、地主はできるだけ多く出しなさい、あるいは車を所有しておる人は３０ドル、店を持つておる方は２０ドル、一般の借家人などは有力者、地主、車の所有者、お店を持つている方々が負担してなお足りない場合に、その残額を割当てるというようなことで、その趣意書まで出してちやんと名簿を出して金集めが行われ、すでに３００ドル余も集つており、そしてその中で「そんなばかなことがあるか」と言つて拒否している人々が出てきておる。その場合にこれまで受益者負担金を取つていないのに、そういうふうな方法を市当局と相談して行われておる場合には、一貫性がないんじやないかというふうに私は考えるわけなんです。そこの通り会、あるいは新しく道路が開いたところの地域の人々が自主的に、自分勝手にやつておる問題なのか、あるいは市が指導してやつておる問題なのかお尋ねしたいと思います。そこで出されておる趣意書ですからあとでお見せしてもいいと思います。現在市が指導して行つておるかどうかお尋ねいたします。






○土木部長（金城　秀仁君）

　お答えいたします。道路の新設改良する場合に、個人の用地をその通り会の方々が買収して、道路の新設改良費に充てておるということでございますが、当局としては個人にそういつたようなことは強要した覚えはございません。もちろん通り会として、消防の面、あるいは車の利便の関係からどうしても道路を開けなければならないという気持ちで、自主的に通り会として資金を集めておるかもわかりませんが、当局としてそういつたことをやつた覚えはございません。しかしながら道路法によつて、道路を新しく新設する場合には受益者負担金は取つてもいいということになつております。しかしながら現在のところそういつた受益者負担金を取つておりません。




○議長（高良　一君）

　質疑終結し討論に入ります。






○儀間　真祥君

　本員は提案になつております。５６号議案、これについて部分的に反対するのがありますので、一応討論をいたします。

第１番目に土木費の中の２目事業費、この中にただいま問題になつておりましたむつみ橋～美栄橋間道路工事、つまりこれは沖映通りの問題でございます。この沖映通りの件につきましては、委員会で相当論議を交わされました。その中では物件改修費といたしまして８７，１２３ドルが組まれております。この中には３３，０００ドル余の物件改修工事及び階段工事費があり、また営業補償費として５万ドル組まれております。この根拠を聞いた場合に、陳情では６９件ありますが、市の調査によりますと８８件ある、そしてこの８８件の市の予算計上の算定の基礎を説明してもらいたい、さらに８８件の名簿を出してもらいたいということについては出しておりません、同時にこの補償については一応改修工事をする場合には、たとえば階段をつけたり、あるいは地盤を上げたりするというふうな場合に移転をするその場合の補償費が５万ドルである。しかし以前においては要するに事業は５７年６月から始まつておりますが、工事完了するまでの期間の補償は１セントも含まれていない理由の説明をしております。補償を出さないのは、通り会がこの改修工事に対しては全面的に協力するから補償要求しないんだ、ということであります。この点について、じやその通り会はどういうふうな形でもつて、総会をもつて補償要求しないと言つたのか、あるいはまたそのほかにどんな方法でやつたかと聞きますと、「通り会の総会」と言つておりますけれども、会員のうち総会に何名出席し、その中で何名賛成したか、つまり補償を取らなくてもいいということについて何名賛成したかということも聞きましたが、それについての根拠はないわけです。だからしてこの問題も非常にあやふやであります。それからまた今までこういうふうな都市計画の道路工事費に該当する人々の中での補償をやつたことがないということを根拠にしております。しかし考えてみましたら補償をやつてるのがあります。直接補償というもんじやなくしても、市民の生活を脅かす段階においては、これは市の理事者として絶対許せないものであるということで、たとえば６２年に行われましたガーブ川の改修工事の場合に４００件の人々を、一応仮市場をつくつてあすこに移転させて工事を進めておる、つまり一つにはこの人々の生活を脅かしたら大へんだということで仮設市場をつくつてそこに収容しております。そのほかに花屋通り会、これも７０件ありましたが、新栄通りに仮設市場をつくつて営業させました。そして生活にひびが入らないようにして工事を進めてきました。それであるのに沖映通りの工事においてはガツターがついて営業ができないようになつておる。そういうことでありながらこれを補償しないということにいたつては言語道断な話であります。現在市は、政府がやるべき仕事を、たとえば先ほど問題になつておりました図書館の問題、これも当然財政法によりまして市町村自治体がこれを負担する権限を有しないものであるにもかかわらず、負担しておる。それから豊見城高校にも負担しております。こういうものには法律を侵かしてまでも負担しておるにもかかわらず、沖映通りの周辺の方々は生活を脅かされて、そこで生活できないということで以前に移転して行つた人々がおります。そういう人々にも市の理事者は何の措置もとつていない、ただそのまま放りぱなしにしている。こういうことでは、今後那覇市の都市計画事業に協力する人々は生活を脅かされるということになる。従いまして今後那覇市の事業を進める場合に、市民の協力が得られなくなりほとんど行詰つてしまうというふうな結果になります。こういうふうなことからいいましても、当然この補償費の増額をやるべきだという観点にわれわれは立つております。そのほかに市の交際費についても去年よりも上つておる、こういう不要不急のものに対しては市は金は出すが、市民の生活につながるこの営業補償とかそういうものについては１センも出さないということになりました場合に、この問題は今後の都市計画事業に相当響いてくると思います。だからしてわれわれはこの予算案には反対しなければいけません。以上であります。




○議長（高良　一君）

　討論終結し採決に入ります。日程第８、議案第５６号、１９６９年度那覇市歳入歳出予算について、委員長報告どおり可決することにご賛成の方ご起立を求めます。






○議長（高良　一君）

　賛成多数であります。よつて本案は可決されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～




○議長（高良　一君）

　休憩いたします。

（午前１１時５５分　休憩）

（午後　１時　０分　再開）




○議長（高良　一君）

　休憩前に引き続き会議を開きます。




○議長（高良　一君）

　日程第９、議案第５７号　１９６９年度那覇市土地区画整理事業特別会計歳入歳出予算を議題として建設委員長の審査報告を求めます。






○建設委員長（比嘉　佑直君）

　議案第５７号　「１９６９年度那覇市土地区画整理事業特別会計歳入歳出予算」について　審査の結果を報告いたします。

当局の説明によると、第１地区と美栄橋地区の区画整理事業は、一部の補修工事を残すのみに至つており、国県有地の換地承認の目途がつき次第、６９年度においては換地処分認可申請事務及び本清算を実施していく方針である。との説明がなされております。まず、歳入第１款「替費地処分収入」２２，９３６ドルは、美栄橋地区の９７坪１勺と、上、下泉工事区の９５坪１合９勺、それに崇元寺工事区の１２６坪の未処分替費地３件の収入であります。

３款「清算金」７６，１８２ドルの内訳は、現在実施中の仮清算による徴収金８７９筆分７０，０００ドルと仮清算金徴収利子４，０００ドル及び替費地清算金２，１８２ドルとなつております。

歳出第１款「区画整理費」１０７，４９５ドルの内訳は、第１項職員費１３，５４９ドル、第２項事業費１３，７６８ドル、第３項、清算金８０，１７３ドルで、第３項清算金８０，１７３ドルの内訳は仮清算による久茂地工区、外７工区６１１筆の清算金７１，０２６ドルと、替費地清算金２，８４６ドルがその主なものである。ということであります。

質疑の主なるものを申しあげます。まず、国県有地の換地認可申請のその後の折衝経過についてただしたところ、「市としても再三にわたつて、民政府に対し認可について要請しておるのであるが、最終決定権者は高等弁務官であり、いつ頃認可されるか、はつきりしない。そこで日米琉諮問委員会に議題としてとりあげるよう、政府に要請している。」ということであります。

また、「美栄橋地区内にある９７坪の替費地の坪単価評価額８０ドルは適正の評価額と思うかどうか。」ということに対して、「替費地処分委員会の評価は、３年前の評価額であるが、なお該地域は、都市計画により道路用地として指定されており、評価額は妥当なものと思う。」また、歳出第１款１項職員費中の時間外勤務手当２，３８３ドルの内訳についてただしましたところ「現在、換地承認申請のための書類作成に４人の職員が執務しているが、事務量が膨大なため担当職員だけでは、負担過重であり、他の係からの応援を得て処理して行きたいので１３名分の時間外勤務手当を計上した。」という説明がなされたのであります。

以上の当局説明を聴取し、結論として本案については、採決の結果賛成多数で原案どおり可決すべきものと決定いたしました。よろしく各位のご賛同を得たいのであります。




○議長（高良　一君）

　ただいまの委員長報告に対して質疑に入ります。






○金城　吾郎君

　第一地区における区画整理事業はこれまで何べんか問題になつております。清算事務で随分長引いておりますがこの替費地の場合は本員が建設委員会に所属しておつたころにも〝もうほとんどない〟ということでありましたが、事業をやるために出て来ておりますがどの程度残つているのか。委員会で審議されたらご説明願いたいと思います。






○建設委員長（比嘉　佑直君）

　替費地の残つてる分ですか。




○金城　吾郎君

　どの程度あるか。ほとんどありませんといつてから１件追加されて出て来ております。〝これまでか〟といつたら〝これまでです〟と説明しております。それがまた出て来て３２８坪。あとどの程度あるのかはつきりさせてくれませんか。






○建設部長（花城　直政君）

　替費地はもうこれでありません。今までなぜ処分してなかつたかといえばここの庁舎の用地に入つてるものと、美栄橋の将来道路工事にかかわるところのもの、それが処分できなかつたので残つておりましたが、替費地はあつたことはありましたが処分収入に上げなかつたわけであります。今度話がつきましたので収入に上げたんであります。今後はありません。

（「討論なし」というものあり）




○議長（高良　一君）

　質疑を終結し討論を省略して採決に入ります。議案第５７号１９６９年度那覇市土地区画整理事業特別会計歳入歳出予算については委員長報告どおり可決することにご賛成の方のご起立を求めます。






○議長（高良　一君）

　賛成多数であります。よつて本案は委員長報告どおり可決されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～




○議長（高良　一君）

　日程第１０　議案第５８号　１９６９年度那覇市土地区画整理事業山下地区特別会計歳入歳出予算についてを議題として建設委員長の審査報告を求めます。






○建設委員長（比嘉　佑直君）

　議案第５８号　「１９６９年度那覇市土地区画整理事業山下地区特別会計歳入歳出予算」について、審査の結果を報告いたします。山下地区の区画整理事業については、地区界の変更及び政府、市、地主の負担区分の決定がおくれたため、事業認可申請がなされていないが、’６９年度においては本格的に事業を開始し、３カ年計画で７１年度までに完了する計画である。

事業負担については、政府、市、地主の三者負担とし、その負担区分は、政府補助金２１５，３５０ドル、市負担金、同じく２１５，３５０ドルで、それぞれ４０，８４％の負担率で、地主負担が９６，５６０ドルで１８．３２％の負担率となつております。また、’６９年度の歳入財源は、政府補助金５５，０００ドル、市の繰入金７７，４７２ドルで事業を施行したい。という説明がなされております。質疑の主なるものを申し上げますと、この事業と関連して、寄宮地区の区画整理は失敗であつたと思うがどうか、ということに対し、

「寄宮地区の区画整理については、現在係争中であるため、６９年度の予算計上を見合わせているが、敗訴するとは思わない。住民の区画整理に対する理解の足りなさから、あのような結果になつたが、いずれ結着がつくものと思つており、区画整理事業が失敗だとは考えていない。」「山下地区の事業開始にあたつては、寄宮地区と同様なことが懸念されるが、当局は自信をもつて施行できるかどうか。」「山下地区の区画整理については、これまで再三にわたつて地元民から早急に執行してほしいという積極的な要望がなされており、費用負担区分の問題で、政府との折衝に日時を要したため、事業認可の申請がおくれたのであり、６月いつぱいには認可申請をしたい。

認可申請にあたつては、今一度説明会をもつて、地域住民に事業に対する協力を求める一方、事業認可申請には、１０日間の縦覧期間があり、その事業に異議があれば、行政主席に異議申立をすることができることになつており、その点地域住民に充分納得させた上で事業認可の申請をしたい。

なお、換地計画については、地主側の意見も十分尊重し、地主の期待に沿うような方法で施行していきたい。」

また、補償費については、年度毎の物価の上昇率を考慮して計上してある。との説明がなされ討論に入つたのであります。

反対討論　　区画整理事業については、人の財産に係わる問題であり、地域住民の大多数の賛成のもとに執行すべきものであるのに、地主会に出席した地主は、総数１６９名のうち、１９６６年４月６日の地主会１９名、４月１５日、６１名、５月３１日、８名、９月６日、８０名、’６８年５月４日６１名であり、いずれも半数に達しない。そういうことでは、まだ地域住民が十分納得していない。このことは、寄宮地区の問題とも関連し、当局は執行の悪さを地域住民に責任転嫁している。こういうこと自体、非常に問題であり、当局は法を楯におさえつけようとしているが、このような一方的な事業の施行には反対である。

賛成討論　　区画整理事業においては、補償の問題が重要であり、その点について十分自信がある、ということであり、なお、事業執行前に１０日間の縦覧期間をおいて十分に納得のいくように関係者と話し合つて執行する。ということである。また、この事業は、地主からの強い要望があつて事業を執行するので、寄宮地区の場合とはおのずから、その性格を異にしているので早急に着手すべきだ、という観点から賛成する。

　以上の討論後、採決の結果、本案については賛成多数で、原案どおり可決すべきものと決定いたしました。

　よろしく、各位のご賛同を得たいのであります。




○議長（高良　一君）

　ただいまの委員長報告に対して質疑に入ります。






○黒潮　隆君

　建設委員長の説明によりますと寄宮地区の区画整理事業ができなくなり、６９年度には予算の提案もしてないが失敗ではない。それは区画整理事業に対する地元地主の理解が足りなかつたためだと当局は答弁しているということであります。ところで山下地区の場合には強い要望が出されているということと、事業の認可を受ける場合、あるいは事業を着工する場合縦覧期間を設け、地主の意見を十分聞いた上で実施したい。それで十分できるという自信の程を表明しておられるようでございますが、ところで今の委員長報告で、１６９名の地主のうち４月６日第１回の地主と市当局との話し合いで僅か１９名しか集つてない。さらに２回目の４月１５日は６１名、それも半分に達しない。さらに６６年５月３１日はたつた８名しか集つてない。またその年の９月６日これは一番多く参加しておりますが８０名、これもなお過半数に達してない。また去年の５月４日はそれよりも減つて６１名であります。そこでここの地主もやはり区画整理事業に余り理解がなくて半分以上が出席してないのかどうか、それをお伺いいたします。






○建設委員長（比嘉　佑直君）

　１９名集つたり、あるいは６１名集つたりしているのは第１回目に集つた人が第２回目に来なかつたり、別の人が来て聞いたりして結局１６９名全部が聞いたんじやないかという当局の説明であります。それから５月３１日の８名というのはあのとき暴風雨であつたという話でした。




○黒潮　隆君

　そのほかに出席率の悪さについてはおわかりになりませんか。




○建設委員長（比嘉　佑直君）

　皆んなに通知は出したということでございます。１回聞いたものは２回目は行かんでいいだろうということで大抵のものは聞いたという説明であります。




○黒潮　隆君

　会つて聞いてみなければわかりませんね。単なる憶測ですね。それから地主が１００％出席するというのは難しいかもしれませんけれども少なくとも３分の２以上集まらなければならないんじやないかと思います。と申し上げますのは地主が組合を作つて施行する場合に３分の２以上の賛成が得られないとできないというふうに記憶しております。何か話を聞くと地元で区画整理委員会を作つてその委員会と市当局は話しを進めておられるということを聞いておりますがそれは何に基いて作られているのか、その点を審議されたらお聞かせ願いたいと思います。






○建設部長（花城　直政君）

　これは自主的な委員会でありまして別に法規による委員会ではありません。認可も得ておりませんので認可を得て工事にかかるときは替費地委員会は作られています。




○金城　吾郎君

　寄宮地区の区画整理事業の場合ああいう形で問題を引き起したんだが、そういうことがないように地主と十分話し合いしてスムーズにやつて行くんだという説明が当局のほうからございましたか。




○建設委員長（比嘉　佑直君）

　ありました。




○金城　吾郎君

　警察権を発動してもやるということであるのか。十分話し合いをしてやるということが確認されておりますか。




○建設委員長（比嘉　佑直君）

　はい。




○金城　吾郎君

　よろしうございます。

（「討論なし」という者あり）




○議長（高良　一君）

　質疑を終結し討論を省略して採決に入ります。議案第５８号　１９６９年度那覇市土地区画整理事業山下地区特別会計歳入歳出予算については委員長報告どおり原案を可決することにご賛成の方のご起立を求めます。






○議長（高良　一君）

　賛成多数であります。よつて本案は委員長報告どおり可決されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～




○議長（高良　一君）

　日程第１１、議案第６２号　１９６９年度那覇市下水道事業特別会計歳入歳出予算を議題として建設委員長の審査報告を求めます。






○建設委員長（比嘉　佑直君）

　議案第６２号　「１９６９年度那覇市下水道事業特別会計歳入歳出予算」について審査の結果を報告いたします。１９６９年度は、下水道事業の効率的な方法として、準幹線の延長とこれに伴う地域の枝線工事を重点的に進めていく計画である。

　まず、歳入第１款「政府支出金」については、’６８年度分補助２５０，０００ドル、’６９年度補助金予定額４１９，１２１ドルを計上、第２款「繰入金」については、事業に必要な人件費、需要費及び下水道工事設計に要する調査委託費、事業債利子等に充当するため、一般会計から繰入金を計上、第３款「市債」については、下水道事業に対する政府補助金の対応費として、’６５年度より’６９年度までの補助金の１０パーセント相当額を市債により充当するために計上、次に歳出第１款「下水道事業費」については、事業運営に要する職員の給与、諸手当、各種保険料、その他経常的経費として、第１項「職員費」の６２，０７２ドル、第２項「下水道維持管理費」３，０００ドルを計上、２款「下水道建設費」に９４１，００５ドルを計上、その内訳は、下水道建設工事に要する設計見積りに必要な諸調査委託費３５，３６２ドル、工事請負費９０２，０３４ドルを計上した。工事請負費の下水道第４期工事費（６８年度分工事）の２７５，０００ドル、（政府補助２５０，０００ドル、市負担２５，０００ドル）は、統合水道管取付工事、泉崎橋～旭橋間、牧志準幹線の一部下水道工事、前島地内枝線工事費であります。

　下水道第５期工事費（６９年度分）、４６１，０３４ドル（政府補助４１９，１２１ドル、市負担４１，９１３ドル）は、安里、栄町地内の枝線工事、牧志、壼川又吉道路の各準幹線の下水道工事である。との説明がなされております。

　質疑の主なるものを申し上げます。まず、職員手当が大巾増となつた理由についてただしましたところ、「１０月１日からの下水道の共用開始にそなえて、条例の整備、その他の諸準備を進めるための作業があり、従来よりも仕事量がふえるので増額計上した。」とのことであります。

　また、下水道工事に関連して、ヒユーム管埋設工事後の道路の復元が長期間放置されていることについてただしましたところ、「当局としても、できるだけ市民に迷惑をかけないように、業者に強く要望しているが、工事との関係もあつて、てん圧、舗装作業を怠る傾向にある。今後、このようなことのないように、新年度から２００ｍ単位に施行させ、工事施行後は直ちにてん圧し、舗装するよう義務づける方向にもつていきたい。」ということであります。　以上の質疑の他、なお若干の質疑が交されたのでありますが、結論として、本件については、賛成多数で原案どおり可決すべきものと決定いたします。よろしく、各位のご賛同を得たいのであります。




○議長（高良　一君）

　ただいまの委員長報告に対して質疑に入ります。

（「質疑討論なし」という者あり）




○議長（高良　一君）

　質疑討論なしと認め採決に入ります。本案についてはただいまの委員長報告どおり可決することにご賛成の方のご起立を求めます。






○議長（高良　一君）

　賛成多数であります。よつて本案についてはただいまの委員長報告どおり可決されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～




○議長（高良　一君）

　日程第１２、議案第６４号　１９６９年度那覇市水道事業会計予算を議題として建設委員長の審査報告を求めます。






○建設委員長（比嘉　佑直君）

　議案第６４号　「１９６９年度那覇市水道事業会計予算」について審査の結果を報告いたします。

　まず、第２条収益的収入は、水道料金、量水器使用料、手数料、修繕料を主とした営業収益と預金利息繰入金、土地建物賃貸収入等の営業外収益に分かれており、’６９年度の増加見込み件数は、４，３２０件として水道使用料の増２９９，５９９ドルその他の収入で１８，６０８ドルの増となります。

　また、収益的支出については、原水および浄水購入費配水に要する費用１，８１２，１５３ドル、企業債利息、約束手形の利息、不要品売却原価及び還付金、漏水防止、量水器の設備維持に要する費用等の営業外費用（９１，３８３ドル）で計１，８１２，１５３ドルを見込んで計上されております。従つて収益的収入１，９８２，２１７ドルに対し収益的支出１，８１２，１５３ドルで、当年度純利益金は１７０，０６４ドルとなります。

　次に第３条予算について、まず、資本的収入は、企業債収入４１８，９００ドル政府補助金７０，０００ドル、その他、資本的収入１８，３１１ドルで合計５０７，２１１ドルを計上し、企業債収入４１８，９００ドルの内訳は、前年度からの庁舎建設に伴う継続費２０００，０００ドルと本年度配水管拡張事業債２１８，９００ドルとなつております。

　また、その他資本的収入１８，３１１ドルは消火栓設置工事に伴う一般会計からの繰入金１７，５００ドルと財産売却金８００ドルであります。

　さらに支出におきましては、配水施設工事を初め、諸設備の取得改築工事水道庁舎建設工事、その他配水施設の拡張工事、並びに企業債償還金等で資本的支出は、合計８９３，６７５ドルを計上、これを前年度と比較しますと、９８，７９６ドルの減額となりますが、その主なる理由は、水道庁舎建設工事の第１年次分の減額（１０３，９８８ドル）とその他の水道拡張工事等の減額（３１，７３１ドル）であります。

従つて資本的収入５０７，２１１ドルに対し支出は８９３，６７５ドルで３８６，４６４ドルの不足額を生じるが、この補塡方法としては、第２条予算の減価償却等の現金の支出を伴わない経費１８９，９８０ドルと、当年度の純利益１７０，０６４ドルおよび拡張工事に使用される繰越貯蔵品２６，４２０ドルで収支のバランスが図られております。なお、経費別にみますと、人件費は、今回の給与改定に伴い８７，９８１ドルの増、受水費１日平均４９．５００トンを配水するものとして６３８，８１１ドルを計上し、前年度に比較し１６０，２３７ドルの増となつています。委託料関係では、集金、検討および量水器修理並びに取替給水装置の修理等の委託料として９５，３０６ドル計上されており、前年度に比較しますと６３，１４３ドルの増であります。自己資金による配管工事については、９件を予定し９０，５０６ドル計上されており前年度と比較して１０，１１７ドルの増額であります。また、企業債元利金は１６３，０５７ドルで前年度に比較して２１，７５９ドルの増額であります。その他、一般的経費として、

３９，７８８ドルの増額となつており、合計３８３，０２５ドルとなつております。次に減額部分について申し述べますと、まず、動力費関係では、電力料金の改定による７，４０４ドルと、水源調査費で前年度の調査完了に伴い、２３，０２７ドルそれぞれ減額となつております。

　さらに、起債による配管工事については、８件を計画し、２９１，２８０ドル計上されておりますが、前年度に比較して３２，４３１ドルの減額であります。庁舎建設工事は、本年度は３３８，０２１ドル計上し、前年度と比較すると１０３，９８８ドルの減額であります。この減となつた理由は、該工事は、’６８年度から’６９年度にわたる継続事業で’６８年度分の工事完了によるものであります。その他の経費で７，０８０ドル、合計１７３，９３０ドルの減額となつており、従つて実質的には前年度と比較して２０９，０９５ドルの増となつているとのことであります。以上の当局説明に対する質疑の主なるものを申し述べますと、まず、資本的支出第１款２項１目「配水管布設工事費」２９１，９８０ドルの内訳及び工事箇所について質しましたところ、

２９１，９８０ドルの内訳は、企業債２１８，９００ドル、政府補助７０，０００ドル在庫３，０８０ドルで、８件の配管布設工事計画がなされております。すなわち、儀保三差路から真嘉比間、延長２，５８０メートル（口型７５㎜～３００㎜）首里５号線（実務学園）、延長１，１３２メートル（口型１００㎜～１５０㎜）鳥堀から儀保三差路間、延長９４７メートル（口型１００㎜～２００㎜）国場仲井間部落第二次拡張工事、延長２，４２２メートル（口型７５㎜～２００㎜）商業高校前（タイムス社、中央郵便局間）、延長１，２５３メートル（口型７５㎜～１５０㎜）久場川幹線（ポンプ場～５号線に至る間）、延長２，９８２メートル（口型７５㎜～２５０㎜）城北小学校から久場川通り間、延長２，１４５メートル（口型７５～２００㎜）儀保三差路～久場川通り間、延長１，６４９メートル（口型１００～２００㎜）で、総延長１５，１１０メートルが計画されております。また、’６９年度予算における配水計画は、１日平均４，９５０トンを見込んでおり、その内訳を申し上げますと、自己水原水１２，０００トン、公社から原水購入量１１，５００トン、水道公社から浄水購入量２６，０００トンで、年間にしますと、総配水量１８，０６７，５００トンで料金に環元される有収水量は１３，１７９，２００トン（７２．９％）が見込まれております。これを’６８年度の有収水量と比較しますと、’６８年度の有収率は７２．４％に対し、’６９年度は７２．９％で、従つて’６９年度は０．５％の引き上げを目標に予算計上されております。漏水防止対策としては、不良メーターの強化と、修理係を新設して修理関係の強化をはかり、さらに漏水防止係は予防にまわし、その対策に努力する。とのことであります。また、’６８年度における実績からすると、水１立方メートル当りからでる純益は１．６９セントで年間にしますと、２５万余ドルの純益となる計算になるが、これを水道料金の値下げにもつてゆけないかとただしましたところ、当局の説明は、市内の１９％の末配管地域及び急を要する地域の配水整備、さらに政府の補助が年間２０～３０万ドルでそれに対する対応費等があり、ある程度めどがつけば水道の値下げに努力したい。とのことであります。次に水道料金の徴収及び量水器の検針については、従来、直営と委託による方法を採用してきたが、これまでの実績及び能率等を勘案して、’６９年度は官公庁を除いては、全面委託することになつております。

　ちなみに、’６８年度における直営と委託の場合の徴収率、ならびに経費を比較してみますと、水道料金、直営の場合年間月平均９１～９２％の徴収率に対し、委託の場合、年間月平均９５％で、また、経費面でも直営が１件当り１０セントに対し、委託８セントで、２セントの節減となる。さらに検針についても、委託させると１件あたり２セントの経費の節減となる。との当局説明であります。これに関連し、現在委託業者は、一社のみとなつているが、将来、２社以上にふやす意向はないか、とただしましたところ、委託会社の増設については、これまで２～３の人から申し出があり、検討しているが、直接金銭を取り扱うという点で特に慎重を要し、水道管理者とも相談の上、できるだけ早めに結論を出したい。との説明であります。これに対し、委員会は検討の結果、１８０万ドル以上の大規模な市の水道料金の徴収を一社のみに請負わせることは、独占企業という点で好ましくない。従つて、これを二社以上に増設することにより、業者間を内部的に牽制させ、企業の合理化をはかるべきであるとの意見の一致をみ、将来二社以上に増設するよう要望を付し、本件については、全会一致原案どおり可決すべきものと決定いたしました。よろしく各位のご賛同を得たいのであります。




○議長（高良　一君）

　ただいまの委員長報告に対し質疑に入ります。






○金城　吾郎君

　今最後に説明しておられた委託料の問題ですが、聞きとれなかつた点がありますのでご質問をいたします。水道料金の徴収委託及び検針の委託両方含めまして、これは全部委託されるのか、あるいは一部残されるのか。それから全部委託されることによつてどの程度の収益が出るのか、それともう１つは委託することによつて、現在の定員がそのまま残るということになるか、相当の事務量の増加ということについてはどう事務量がふえてくるのか。そういつたことについて審議がなされておるかどうか。






○建設委員長（比嘉　佑直君）

　今度の件で委託させるとき職員がどこに配置されるのか、増員されるのか、あるいは首になるのかということですが、これに対しては、どうしても事務量がふえるところがあり、採用しなければならないので、この人々をそこに配置がえするということでした。




○金城　吾郎君

　水道局内ですか。




○建設委員長（比嘉　佑直君）

　局内に適材適所に配置するということです。




○金城　吾郎君

　委託することによつて何名ぐらい配置替えになりますか。




○建設委員長（比嘉　佑直君）

　１０名です。




○金城　吾郎君

　それだけ水道局の事務量がふえてきたということになりますか、委託することによつてどの程度の収益があるのか。




○建設委員長（比嘉　佑直君）

　直営の場合は９１％～９２％の徴収率に対して、委託の場合が９５％の徴収率があるわけです。それで直営の場合の１件当りの費用が１０セントに対して、委託の場合が８セントでできるわけです。




○金城　吾郎君

　直営の場合は１件当り１０セントで委託の場合が８セント、その差額は儲けということになりますか。




○建設委員長（比嘉　佑直君）

　ハイ。




○金城　吾郎君

　総額においては計算されておりませんか。




○建設委員長（比嘉　佑直君）

　出ておりません。




○金城　吾郎君

　全体の額として委託した場合に、実際市はどのくらいの得をするのか。




○建設委員長（比嘉　佑直君）

　当局から説明を願います。






○水道局長（玉城　定仁君）

　お答えいたします。直営の徴収率が大体去年の７月から今年の５月までの平均が９１％～９２％で市の職員で徴収しております。委託にもつていきました場合が、最近になつて９８．３％、それから委託にもつていつた直前の７月、８月は結局配置の指導とか不馴れの関係で非常に徴収率が低下しましたが、年間平均にしました場合に９５．％、この２．３か月からは９８．３％で９８％以上ということになつております。

　それから費用の面では、去年委託にもつていつた時点においては１件当り直営の費用が約１３セントになつておりましたが現在においては１０セントで３セント安くなつておる。その理由は給料の高い古い職員が内勤に回つて、わりに新しい給料の低い職員が外勤に回わつておる関係から現在１０セントになっております。委託にもつていつた場合は８セントでそこに２．３セントの開きがございますので、全体からすると１万ドル近くが経済的であるということが言えるのであります。




○金城　吾郎君

　委員長報告によりますと、当局は１社に独占的に徴収をまかしたらいかぬということで、将来２社以上に委託するという考えがあるということですが、これもあまり乱立させたらいかぬと思いますが、市の方針としてはどうですか。






○建設委員長（比嘉　佑直君）

　お答えします。委員長報告にも盛られてありますが、一応委員会の要望としてもこれは１社にしたらいかぬから２社にもつていくようにという要望も付して、全会一致で賛成したわけです。




○金城　吾郎君

　市の方向というものは示されてないのですか。




○建設委員長（比嘉　佑直君）

　これは金銭を取扱う業務で重要な問題であるから管理者とも相談し、慎重に検討し早めにとり決めをしたいという答弁でございました。まだ決つておりません。

（「討論なし」というものあり）




○議長（高良　一君）

　質疑討論終結し採決に入ります。日程第１２、議案第６４号、１９６９年度那覇市水道事業会計予算について、委員長報告どおり可決することにご異議ありませんか。

（「異議なし」というものあり）






○議長（高良　一君）

　ご異議なしと認めます。よつて本案は可決されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～




○議長（高良　一君）

　日程第１３、議案第６８号、那覇教育区教育委員会職員の給与に関する規則制定についてを議題として、経済民生教育委員長の報告を求めます。






○経済民生教育委員長（大山　盛幸君）

　議案第６８号「那覇教育区教育委員会職員の給与に関する規則制定について」審査の結果を報告いたします。まず、本案の要旨を申し上げますと、現行の幼稚園教員の給与規則と、それ以外の職員給与規則をひとつにしたのと、区教育委員会職員の給与は従来政府一般職の職員給与に準じているが、政府職員の給与は、平均１０．７％増額され、現在一部改正の立法勧告がなされており、区教育委員会職員の給与もこれに準じて改正する必要があるため、提案されております。次にこの案の現行と異なる主なる点を申し上げますと、第１２条は復職時における給料月額の調整が新しく設けられております。

第１６条「休職者の給与」はまず１項の「給料の全額」が「給与の全額」に改められ２項の結核性疾患、３項の期末手当ならびに５項の職員が分限規則第２条第２項の規定に基づく規程で定める場合の１に該当して休職にされたとき、休職期間中規程の定めに従い、給料、期末手当の支給率が新たに設けられております。

第１９条「日直手当」については、支給額が現行の「１ドル」から「１ドル５０セント」に改められております。

第２７条「監視員代理手当」についても、支給額が現行の「１ドル５０セント」から「２ドル５０セント」に改められております。

第２８条は「暴風雨時手当」として、新しく設けられております。この条文に対する質疑の主なるものを申し上げますと、まず時給７０セントの算定についてただしますと、教育委員会の説明では、「政府の特殊勤務手当に関する規則、第１４条暴風雨時手当に準じてやつている」という設明であります。

第２９条は「ボイラー作業手当」として新しく設けらておりますがこの条文に対しては、ミルク調理手当などが４ドルないし４ドル２０セントとされているのに危険性のあるこのボイラー作業手当が少ないのはどういう訳かとただしますと、教育委員会の説明は、この条文も政府のボイラー作業手当に準じて設けてありますが、去つた３月２日に人事委員会は、伝染病作業手当、ボイラー作業手当等は月４ドル３０セントから、８ドル６０セント程度増額する必要があるとして立法勧告しておりますのでこれが決定され次第その時点で、新たにお願いしたいという説明であります。委員会は以上のとおり、現行規則と異つた点、また新しい条文等の説明を聴取し、慎重に検討した結果、本案は全会一致原案どおり可決すべきものと決定いたしました。以上報告申し上げ各位のご賛同をお願いします。




○議長（高良　一君）

　ただいまの委員長報告に対し質疑に入ります。

（「質疑討論なし」というものあり）




○議長（高良　一君）

　質疑討論終結し採決に入ります。日程第１３、議案第６８号、那覇教育区教育委員会職員の給与に関する規則制定については、ただいまの委員長報告どおり可決することにご異議ありませんか。

（「異議なし」というものあり）






○議長（高良　一君）

　ご異議なしと認めます。よつて本案は可決されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～




○議長（高良　一君）

　日程第１４、議案第７３号、１９６９年度那覇教育区歳入歳出予算を議題として、経済民生教育委員長の報告を求めます。






○経済民生教育委員長（大山　盛幸君）

　議案第７３号「１９６９年度那覇教育区歳入歳出予算」について審査の結果を報告いたします。本予算は、学校の基本施設、備品の充実とＰＴＡ負担の軽減、全校完全給食の実施、職員の増員と待遇改善、社会教育の充実、強化を基本方針として編成されておりますが、その審査の概要を歳入歳出別款を遂つて申し上げます。まず歳入△１款「市負担金」について、この款は、市で負担する教育負担金収入と教育税収入の過年度分および滞納繰越分収入を１，９０１，８１２ドル見込んでおり前年度に比較して４４８，４２５ドルの増となつております。

△２款「分担金及び負担金」は、沖繩学校安全会法に基く共済掛金のうち児童生徒および幼児が負担する学校安全会負担金１，５５８ドルと学校給食法にもとづいて児童生徒が負担する学校給食費負担金１０７，２３４ドルの計上がなされております。

△３款「政府支出金」は、教育委員会法第１３６条に基く教職員給与、手当等の人件費および校舎建築費等の政府負担金が５，４０４，８１６ドル、幼稚園教諭の人件費、同園舎建築費の半額補助および備品購入費その他社会教育活動に対する政府補助金１９２，２６８ドル合計５，５９７，０８４ドルの計上がなされ、前年度より大巾の増となつておりますがこれは、主として人件費の給与改正と校舎建築費の増加によるものであります。

△４款「使用料及び手数料」は幼稚園授業料と入園料および補習学級の授業料収入ならびに諸証明手数料で６９年度は、前年度より３７０ドル多く見込み、１２０，４２２ドルの計上がなされております。

△５款「諸収入」は、浦添高等学校敷地の財産売却収入と従来の教育税滞納分に対する延滞金の収納見込みであるが、実績を勘案して２１，８５１ドルの計上がなされております。

△６款「繰越金」は、継続事業の分と１９６８年度決算見込み分として５１，８８０ドル計上されております。

△７款「教育区債」は学校給食共同調理場内部施設備品費に充当するための３３８，６２０ドルの計上がなされております。

　次に歳出について申し上げます。△１款「教育総務費」は、教育委員の報酬、事務局職員の給与と一般事務経費および補習教育に要する経費等２２０，９１１ドルが計上され、前年度に比較して６７，３１３ドルの増となつております。これは給与改正と増員に伴う人件費および弁護士報酬、教育委員選挙費等の増加によるものであります。このうち、特に報償費の埋立地所有権確認訴訟弁護士報酬２２，０５６ドルについて申し上げますと、本件は、小祿高校を新設した際同地域の埋立業者上原光男ほか１名が埋立完了後、小祿高校敷地の１５，０００坪は、那覇教育区教育委員会に無償譲渡するという契約書も交わされていたが、埋立完了後再三に亘り、その所有権の移転方を折衝したにもかかわらず、相手方は所有権の移転を拒んだため、教育委員会は、１９６４年に所有権移転方の訴えをした。その結果、裁判所は、教育委員会の言い分を全面的に認め、１９６７年の暮れ、判決は教育委員会の勝訴となりました。その後、敗訴になつた上原光男ほか１名が、上告するに及び教育委員会もこれに応訴するため、その報償費を計上してあります。

△２款「学校教育費」この款においては、ミスプリントがありますので、ご訂正願います。別紙明細書の１９頁、１項小学校費の１目「教職員費」の前年度との比較「８９６，４２７ドル」とあるのは「６９６，４２７ドル」の誤りであります。この款は、各小中学校および幼稚園等の教職員、学校給食関係職員の人件費、学校管理運営費、教育備品購入、学校建設費等その他学校教育に要する経費として７，７４２，４７２ドル計上されておるが、前年度より１，６３９，９３６ドルの増となつております。これは給与改正と給食共同調理場設備費の増によるものであります。この款で特に申し上げますと△１項５目「学校建設費」の普通教室２４教室の新設工事と関連し、現在の間切教室の数、人口の都市集中化に伴う生徒の在籍数の変動をただしました結果、間切教室は２教室を３教室に間切りして現在１３２間切教室があり、在籍数は、前年度と比較して中学校が１，２００人の減となり、小学校は前年度の３３，４６０人に対し、本年度は３３，６６０人で横這い状態を示していることが判明しております。また、△１項２目１４節の「使用料及び賃借科」および２項２目１７節「公有財産購入費」と関連して、委員会は、真嘉比小学校の幼稚園敷地については、同校のＰＴＡが関係地主を説得して安く購入できるようにしてあるときくが、この予算にはなぜ計上してないかとただしましたところ、教育委員会の説明は、この問題については、真嘉比小学校の校長、ＰＴＡがつい最近６月１１日に陳情に来たが、そのときはすでに予算議案は、議会に送付されており、今回の予算には計上してないが、教育委員会事務局としては、この件は、良策だと思料するので９月の追加更正予算で措置したいという説明がされた。これに対し、委員会は市内の地価は、日々高騰の一途を辿つており、９月議会まで放任することは、折角ＰＴＡが苦労して確保した用地も地主から解消されることも考えられるので、事前に何らかの措置をなすべきでないか、また、地主に対しても９月までの３か月間の何らの救済処置を講ずべきではないかと追つてただしました結果、教育委員会の説明は、このことについては、事前に契約しておくか、前金を入金しておくかして、その善処策を講じておきたいという見解を述べております。

△３款「社会教育費」は、社会教育法にもとづいて、青少年および成人に対する教育活動と実生活に即する文化的教養を高めるために要する経費として１８，３２２ドルの計上がなされております。これは、前年度より３，４８２ドルの増となつておりますが、この主たるものは、１項１目「社会教育総務費」の旅費および各種学級に対する補助金の増ならびに３目「社会体育費」の体育指導委員２人の増員によるものであります。

△４款「諸支出金」は那覇連合教育区に対する負担金７０，９９９ドル、那覇教育区債元利償還金７８，８２３ドル等が主なもので、前年度に比較して３８，５３３ドルの増となつております。これは連合区負担金の１３，３１９ドルの増と給食共同調理場設備債、利子の増によるものであります。このうち、那覇連合教育区の６９年度の負担金について申し上げますと、この負担割は、人口、児童数、先生の数を基に算定されておりますがその内容は、那覇７０，９９９ドル、浦添１０，０７７ドル、具志川１，９８９ドル、仲里３，５６３ドル南大東１，１３３ドル、北大東４６８ドルの負担割になつております。

△５款「予備費」は前年度より６８０ドル減の６，０００ドルの計上がなされております。以上審査の結果、討論に入つたのであります。

まず反論討論といたしましては、本予算の中には政府立高等学校敷地購入費の負担金も計上されており、これは市町村財政法に違反するものである。こことについては、委員会においてもこれまで意見が出され、注意したにもかかわらず一向に改善されていない。また、小学校においては、多くの間切教室があり、児童の教育に障碍となつている。これの解消は急務とされているが、本予算に計上されている分だけでは、まだまだその意図を見い出せない。政府立高等学校の経費は、政府が負担すべきであり、これを区委員会が自から支弁するゆとりがあるならば、この予算は間切教室の解消の使途に当るべきである。よつて反対するということであります。

また賛成討論を申し上げますと、今時沖繩の学童の質の低下の起因するところは、特に諸施設の不備が上げられております。市や政府は予算上からいたしますと今年度は、前年度にくらべて大巾な支出をしておりますが、歳出をみると消費的経費の人件費が大巾に伸びているのに対し、建設費は差程伸びていないと思考されるので、今後の予算編成に当つては、基本施設の充実をはかるよう配慮していただくことを要望し、本案に賛成するということでありますで採決の結果、本案は賛成多数で原案どおり可決すべきものと決定いたしました。以上報告申し上げ、各位のご賛同をお願いします。




○議長（高良　一君）

　ただいまの委員長報告に対して質疑に入ります。






○黒潮　隆君

　説明の１３頁ですが、報償費２２，１５６ドル、これについては委員長報告にありましたように那覇区教育委員会が上原光男氏から訴えられている事件、これが裁判に勝つたために報償費として支払う。ところが訴訟されているという報告がございました。裁判に訴えられる前に今裁判で争われている埋立地についての土地の処分、現在では高校敷地以外は売却されていると聞いておりますが、それは訴訟を起こされる前に処分されたのか、裁判になつてから処分されたのか、その点をお伺いいたします。






○経済民生教育委員長（大山　盛幸君）

　ただいまの件につきましては審議いたしておりません。その坪数、年度、弁護士の名前などは審議されておりますがお尋ねの件は教育委員会からご答弁願います。






○教育委員会総務（伊良波　長正君）

　分譲地の処分は裁判が決まらない前にどういうふうにやつたかということでございますが、教育委員会としては埋立費用を捻出するために仮処分をしたのであつて正式な処分は所有権が委員会に移つてから、それを正式に委員会にはかつて正式に分譲するようになつております。




○黒潮　隆君

　ただいまの答弁では正式な処分がなされてないというふうに理解していいですね。




○教育委員会総務（伊良波　長正君）

　はい。




○黒潮　隆君

　次に説明の２８頁ですが、学校建設費、政府補助で普通教室が２４教室、特別教室が１１教室、屋内運動場が１館というふうに説明されておりますが委員会の審議の中ではどこに普通教室がいくつ増えるかということを審議したところ、これがわからないという形で明確な答弁がなくて審議するのに非常に問題があつたということを聞いておりますがこれを明確にすることができなかつたのか。






○経済民生教育委員長（大山　盛幸君）

　この件につきましては委員からご質問がございましたけれども委員会としては政府との問題もあつてまだ決定してない。予算として一応取つておこうということであり具体的にどこどこの学校に作るということは確認することはできませんでした。




○黒潮　隆君

　たとえば、政府の補助で那覇市が公営住宅を作る場合でも、なる程政府の６９年度予算が会期が延長されたので７月に入つてしか決定されない。那覇市の６９年度予算はきよう可決されたわけですが政府においてはまだ可決されていない。１か月程遅れるかもしれない。ところが石嶺公営住宅を作ることについて那覇市当局はいくらの収入が得られるという見とおしのもとに予算を計上するのであります。ところで政府では那覇区教育委員会においてどれだけの教室を作り、どういう運動場を作るという計画に基いて予算が参考案として提案されていると思います。それに基いて教育委員会の予算は計上したんじやないかというふうに理解いたします。従つて当然教育委員会、那覇市議会で審議される場合、どこどこに作るというふうな質問が出るし、それがどこどこに作られるという答弁があつてしかるべきだと思います。政府のほうが確定しない限り決まらないというようですが、ところが案としてどこどこの学校が何教室足りない。識名小学校だつたら間切り教室でどうなつてるということを教育委員会、事務局のほうでも実情はつかんでいると思います。従つて、どういうふうに作るんだという案を委員会にさし示して、政府の予算が決定されればこうなるんだという案をもつてしかるべきだと思います。従つて教育委員会のほうで案でも示して欲しいと思うんです。それと那覇区教育委員会の関係例規集の中で、那覇区学校配置研究委員会設置規則というものがございますね。それによれば、この学校配置に必要な事項の研究、審議をする。あるいは校区の変更その他重要な問題を建議する。というふうにうたわれて委員会の組織まで明確にされております。配置委員は教育委員５名、学校長６名、学識経験者若干名、市議会の文教委員長、副委員長、財政委員長、都市計画課長で構成し、教育委員会からこれを委嘱する。というふうにうたわれております。当然この委員会でも今年はどれだけのどこどこの学校にどういうふうな計画をするというようなことをちやんとやれるようになつているので、そういつた案がないということはゆるされないというふうに考えますのでここで明確にしていただきたいと思います。




○経済民生教育委員長（大山　盛幸君）

　この問題につきましては特に久高委員から随分つつ込んだ質疑が行われたんですが、委員会においては先程申し上げましたとおりその具体的な配置の件については答弁ができないということでありますので、委員会で答弁しないことを本会議でできるはずはないと思いますのでその点は一つご了承願いたいと思います。




○黒潮　隆君

　教育委員会としてはそういつた案さえさし示すことができないのか。たとえば公営住宅の補助が政府から来る。日政援助が来る。予算は歳入欠陥で、プライス法改正で補助金を見込んだが年度中途で改正が見送られて削られ都市計画事業にしわよせが来たことがある。那覇市が公営住宅を作る場合に議会が今度どこにいくら作るのかといわない前に、久場川に幾棟作り、その支払い計画をどうするということは出て来るわけでございます。補助金をもらつたときに久場川に作るか、どこに作ろうかということをそのときはつきりさせましようじや議会が承知しないんじやないかと思います。そういう議案がないということがおかしいと思います。琉球政府の場合那覇の教育委員会から要求がありますね。中部、宮古、八重山からこれだけ組んで欲しい。それに応じて政府の予算も今度那覇区にいくら、宮古がいくらとそれが出てくると思います。それが全然わからないじや賛成、反対のしようがないじやありませんか。






○教育次長（国吉　順質君）

　教室の割当てにつきましては私たち、現場の各学校の教室数とかそういつたものは委員会としても計画をもつております。中央教育委員会のほうで割り当てられるわけでございます。割り当てられまして最終の決定は那覇区の委員会のほうでやるわけでございます。ご承知のようにどこの学校にいくつということは中央教育委員会のほうからまだ決定が届いておりません。そうつたことでどこどこに作るということは委員会のほうでも決定しておりませんので申し上げられないということをこの間久高さんからお話しがあつたときもお話し申し上げたわけであります。




○黒潮　隆君

　それでは土地調査費というのがございますね。つまり学校を建てる場合にボーリングしたり、地質の調査とかをやる費用が組まれていますね。小学校の場合は含まれて中学の場合は含まれてない。教室の割当ては小学校だけでございますか。われわれは中学校にも割当てがあると聞いておりますがね。そうすると調査費の組み方も、ここは埋立地だからとか、ここは戦前田圃だつたからどうだというふうなことで計画に基いて土地調査費をいくらというふうに組むと思います。それとの関連で中学校が含まれてないとなると教室の割当てがあるということはおかしいと思います。２階を増設される場合にはなる程調査費はいらない。そこで２階となるとどこの学校が２階を作るかわかるわけでございます。




○教育次長（国吉　順質君）

　ボーリングの調査につきましては片一方は予算を提出して後に〝しまつた〟と思いました。いずれこの件につきましては後日お願い申し上げましようということで委員会のほうでもなされております。片一方は組んで片一方は生かしてございます。〝しまつた〟と思つております。




○黒潮　隆君

　この予算は〝仕舞つた〟という予算ですか。

（笑声あり）






○仲本　安一君

　２款１項５目の学校建設費、普通教室が２４教室、特別教室が１１教室、屋内運動場が１館というふうになつておりますが、これは現段階では公表はできないということなんですけれども、はつきりいいますと中央教育委員会の決定待ちでやつてゆけば、あなたまかせでやつてゆけば教育委員会が決めることであり那覇区教育委員会はどうしようもないということであるのか。那覇区教育委員会としては腹案を持つている。たとえば開南小学校に１教室増したい。与儀小学校に体育館を作りたいということを持つていると思います。向こうとの調整の関連で確定してないので公表できないのか、それとも全然ないということでございますか。腹案としてはあることはありますけれどもあなたまかせで現段階ではどこどこに建てるというはつきりした公表をさし控えるという意味なのか、そこら辺を明確にして下さい。






○教育次長（国吉　順質君）

　区の委員会としては案を持つております。最終のどこどこの学校にという決定、最後の案は区のほうでございます。中央教育委員会のほうがいくらの予算か決まりませんのでその点ではお答えできないわけでございます。




○仲本　安一君

　公表する段階ではないということでございますか。




○教育次長（国吉　順質君）

　はい。




○仲本　安一君

　説明書の４６頁、これは公債費でございますね。２目の利子、校地購入債１，４３６ドル７９セント計上されております。これは豊見城高校だろうと思いますけれども、この場合少なくとも財政法上相当問題になると思います。事、教育委員会ではありますけすどもこの利子の支払いについて質問の第１点としては、あくまでも払いつぱなしであるのか。あるいは、いつてみれば立替金的な性格で後日何らかの形で政府と清算するような交渉がなされておるのか。その点について委員会で審査されたかどうか。なさつてなければ当局から答弁させていただきたいと思います。あと１点は、利子の場合必ずしも市負担金の１，９０１，８１２ドルのうちから出るとは限らないと思いますが、プールになると思いますが、その間に教育委員会の歳入のほうは使用料および手数料もあるし、諸収入その他がありますけれども、こういつた利子については何から出るということはできないでしようが、先程質問をしているように立替金的な性格であるのかどうかご説明願いたいと思います。




○経済民生教育委員長（大山　盛幸君）

　その件につきましては前の委員会で審議されたんですが、今回は審議されておりません。一応委員会のほうから答弁していただきます。




○教育次長（国吉　順質君）

　払いつぱなしであります。

（「討論なし」というものあり）




○議長（高良　一君）

　質疑を終結し討論を省略して採決に入ります。議案第７３号１９６９年度那覇教育区歳入歳出予算については委員長報告どおり可決することにご賛成の方のご起立を求めます。






○議長（高良　一君）

　賛成多数であります。よつて本案は委員長報告どおり可決されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～




○議長（高良　一君）

　日程第１５、安謝地内道路舗装と排水溝の設置について。日程第１６、泊港西側道路舗装工事に関する陳情についてを一括上程建設委員長の審査報告を求めます。






○建設副委員長（金城　庄瑞君）

　「安謝地内道路の舗装と排水溝の設置について（陳情）」「泊港西側道路舗装工事に関する陳情」について、以上２件は一括して審査の結果を報告いたします。まず「安謝地内道路の舗装と排水溝の設置について」該道路は、年次的にわけて改修する計画がなされており、すでに１９６５年度に一部着工したが、巾員拡張の点で、地主の協力が得られず、一部道路を改修したまま今日に至つているが、その後未改修部分については再三地主と折衝しその結果承諾を得たので、次年度予算で措置すべく努力中との当局の説明がなされております。

　次に「泊港西側道路舗装工事に関する陳情」について、本件についても当局は、次年度予算で措置したい意向のようであります。

委員会は、以上の当局説明からしてこの両陳情はすでに陳情の願意は充されているとの結論から、両陳情ともそれぞれ全会一致採択すべきものと決定いたしました。

なお、本陳情は市長において措置することを適当と認め市町村自治法第６５条の規定にもとづき、これを市長に送付し且つ、その陳情の処理の経過及び結果の報告を請求することを併せて決定いたしました。よろしく各位のご賛同を得たいのであります。




○議長（高良　一君）

　ただいまの委員長報告に対して質疑に入ります。

（「質疑討論なし」というものあり）




○議長（高良　一君）

　質疑討論なしと認め採決に入ります。安謝地内道路舗装と排水溝の設置についてはただいまの委員長報告どおり採択することにご異議ありませんか。

（「異議なし」というものあり）




○議長（高良　一君）

　ご異議なしと認めます。よつて本件についてはただいまの委員長報告どおり採択されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～




○議長（高良　一君）

　泊港西側道路舗装工事に関する陳情についてはただいまの委員長報告どおり採択することにご異議ありませんか。

（「異議なし」というものあり）






○議長（高良　一君）

　ご異議なしと認ます。よつて本件についてはただいまの委員長報告どおり採択されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～




○議長（高良　一君）

　日程第１７、鳥堀町内側溝並びに暗渠の改修工事方についての陳情についてを議題として建設委員長の審査報告を求めます。






○建設副委員長（金城　庄瑞君）

　「鳥堀町内側溝並びに暗渠の改修工事方についての陳情」について審査の結果を報告いたします。本件に対する当局説明は、該陳情による側溝の大掛かりな改修は道路の優先順位、および財政的問題から今のところ無理なので、既存の側溝を浚渫することにより、その解決をはかるようにする。暗渠の改修については現在該暗渠内を水道のヒユーム管が通つて浚渫する場合困難であるので、ヒユーム管を他へ移し、これをフタ式の暗渠に改めいつでも浚渫が可能なように改修したい。との説明がなされております。

委員会は以上の当局説明を聴取し、若干質疑を交わした後本件については、全会一致これを採択すべきものと決定いたしました。

なお、本陳情は市長において措置することを適当と認め市町村自治法第６５条の規定にもとづき、これを市長に送付し、且つその陳情の処理の経過および結果の報告を請求することを併せて決定いたしました。よろしく各位のご賛同を得たいのであります。

（「質疑討論なし」というものあり）




○議長（高良　一君）

　質疑討論なしと認め採決に入ります。本件についてはただいまの委員長報告どおり採択することにご異議ありませんか。

（「異議なし」というものあり）






○議長（高良　一君）

　ご異議なしと認めます。よつて本件についてはただいまの委員長報告どおり採択されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～




○議長（高良　一君）

　日程第１８、損害補償要求の陳情、日程第１９、那覇市沖映通り被害者損害補償増額要求についての陳情についてを一括上程し建設委員長の審査報告を求めます。






○建設副委員長（金城　庄瑞君）

　損害補償要求の陳情、那覇市沖映通り被害者損害補償増額要求についての陳情、以上２件は一括して審査の結果を報告します。まず「損害補償要求の陳情について」本件は、都市計画事業として６７年６月２６日から工事施行しているむつみ橋、美栄橋間の道路工事によつて生じた損害に対する補償要求の陳情であります。該道路の工事は道路工事総額４１１，２５０ドル、巾員２０メートル、車道１２メートル、歩道８メートル、延長４７２メートルの道路工事と付帯工事として雨水、汚水の排水施設工事で、６８年の６月２０日に完成予定となつております。該道路工事は当初、現在のように恒久的な道路にすると、多額の経費を要し財政的に無理とのことで両サイドに面する店の営業にさしつかえないよう歩道を店と同じ高さにして車道のみを真ん中のカルバートの高さにもつてゆき、段階的に恒久的な道路にする計画がなされていたが、補償費はいらないからいつぺんに現在のような恒久的な道路にしてくれとの通り会からの要望があつて現在施工中の道路工事を計画したとのことであります。従つて、陳情者の要求するような補償は考えずに該工事を進めてきたが、完成半ばに来て補償要求の陳情書が提出されたので調査の結果、実際該工事によつて損害を被つていると思われる関係者に対しては補償すべく検討中との当局説明がなされております。

次に陳情人の見解は、当局は補償費は要求しないから恒久的な道路にしてくれとの通り会からの要求がありさらに着工する前に図面で説明をし、関係者の了解を得ていると主張しているが、このことについては陳情者は全く知らないとのことであり、また通り会に対し委任したこともなければ公文上依頼した覚えもない。従つて、もしそういうことが過去において市当局と通り会との間にとりかわされたとしても陳情者は個人的な意見として述べたと解釈する。さらに当局の現場説明会については各個人当ての通知も受けていないし、ごく少数の人しか参加していない。また実際参加した人も現状のような道路の形態になるとは予測できなかつた。とのことであります。

　次は参考人（沖映通り会々長宮城嗣吉氏）の見解を申し述べます。該道路の開設について、同通り会並びに附近住民が１０数年来から政府や市に要請し続けた念願の道路で、過去において市当局の財政的な都合で政府補助が流れたことがあり、設計の段階で補償問題を出すと、今回もまたうやむやにされる恐れがあり、補償問題は工事が済んだあとで要求しようということであつた。従つて、あの時点で補償費は要らないと言つたことは、以上のべた理由からくる苦肉の策であり、実際該工事の状況及び該地の実情からすると、当然補償されるべきである。とのことであります。

委員会は、以上の当局説明と、さらに陳情人、参考人等の見解を聴取し、検討した結果、当局は責任の所在は別として、補償すべく検討中とのことであり、すでに本陳情の願意に添う体制にあるとの各委員、意見の一致をみ、本件については全会一致採択すべきものと決定いたしました。以上が予算編成前における当局の見解であり、当委員会の審査内容であります。

　次に、「那覇市沖映通り被害者補償増額要求についての陳情」については、本件も「損害補償要求の陳情」と同様むつみ橋、美栄橋間の道路工事による損害補償要求の陳情だが、本件は１９６９年度予算に計上されている同工事の補償額８万余ドルに対する増額陳情であります。

なお、本件については、予算と平行して審議されたのでありますが、とくに審査の焦点となつた主なる点を申し述べますと、まず、陳情者から要求のある’６７年８月より、’６８年６月迄の１１か月間の営業損失補償については、従来、補償の対象にしたこともなければ、日本本土においては受忍事項だとされている事例があり、補償すべき法的根拠もみあたらない。

さらに私益は公益に優先すべきでないとの観点にたち、この場合は受忍事項とみて補償はしないとのことであります。ただし、道路法第６１条１項に基づき工事完了後１年以内に道路工事によつて建物が利用できなくなつたり、あるいは道路がふさがれたりした場合には関係人からの申し出があれば、道路管理者は建物が利用できる状態にもつてゆかなければならず、その期間中すなわち、建物の改造期間中の損失補償はしなければならないので、今回、物件改修および階段工事費として３３，２４０ドル、営業補償費５０，０００ドル計８３，２４０ドルを計上した。とのことであります。

次に受忍事項について申し上げますと、道路と建物の高低差が２５センチ内、建物が道路に接している場合、さらに高低差５０センチ以内、距離が１メートル以内については、受忍の程度とみなす。したがつて、それ以外のものについては、取付匂配によつて考慮する。

取付匂配２５パーセント以上の場合には、改造費の３０パーセント補償、取付匂配１５パーセント以上については、２０パーセント補償、取付匂配１０パーセント以上の場合は、改造費の１０パーセント補償するとのことであります。以上の当局説明に対し、質疑の主なものを申し上げますと、まず陳情者の要求額（３８万余ドル）と、市の査定額（８万余ドル）において、大きな差額が生じた理由については、陳情者が建物のカサ上げ工事補償および家賃補償等のほかに、該道路工事着工当初から完成時までの１１か月間の生活補償を要求していることに対し、当局は、道路法第６１条１項の規定に基づいて計上した。とのことであります。また、今回、予算に計上されている同通り会に対する補償額８３，２４０ドルの算定基準についてただしましたところ、当局の説明は、現在、予算に計上されている８３，２４０ドルという額は、一応の概算的なものであり、予算が議決された後にさらに綿密に調査をすれば、変動が起こるかも知れないので、現段階では公表できない。とのことであり、なお、今後増えるものについては、慎重に検討したい。とのことであります。さらに、道路法第６１条３項の協議が成立しない場合、当局は、同条第４項の規定は適用しないので解決する自信があるかとただしましたところ、当局の説明は、道路法第６１条３項の協議の件については、予算議決後協議しあうことを双方とも合意しており、さらに同条第４項の規定は、適用しないで解決するよう努力する。とのことであります。以上のほか、なお、若干の説明が交わされたのでありますが、当局は、６９年度予算が議決されると、道路法第６１条の３項の規定に基づいて関係人と協議し解決をはかるよう努力するとのことであり、また、協議の結果、増額しなければならないということであれば、増額もやぶさかでない。との答弁がなされております。

また’６９年度予算に計上されている道路法第６１条「道路の新設又は改築に伴う損失の補償」による補償額（８３，２４０ドル）は、現地の実情からすると、余りにも酷すぎる。徒つて該工事期間中のことも考慮されるべきである。との結論に達し、本件については、全会一致これを採択すべきものと決定いたしました。

なお、この両陳情は、市長において措置することを適当とみとめ、市町村自治法第６５条の規定に基づき、これを市長に送付し、かつその経過及び結果の報告を請求することを、あわせて決定いたしました。よろしく各位のご賛同を得たいのであります。




○議長（高良　一君）

　ただいまの委員長報告に対し質疑に入ります。

（「質疑討論なし」というものあり）




○議長（高良　一君）

　質疑討論終結し採決に入ります。日程第１８、損害補償要求の陳情についてはただいまの委員長報告どおり採択することにご異議ありませんか。

（「異議なし」というものあり）




○議長（高良　一君）

　ご異議なしと認めます。よつて本件は採択されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～




○議長（高良　一君）

　日程第１９、那覇市沖映通り被害補償増額要求について、ただいまの委員長報告どおり採択することに異議ありませんか。

（「異議なし」というものあり）






○議長（高良　一君）

　ご異議なしと認めます。よつて本件は採択されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～

○議長（高良　一君）

　日程第２０、宇栄原保育所に関する陳情を議題として、経済民生教育委員長の報告を求めます。






○経済民生教育委員長（大山　盛幸君）

　「宇栄原保育所に関する陳情」について、審査の結果を報告いたします。まず、本陳情の要旨を申し上げますと、１．宇栄原第１、第２保育所の統合と年令別保育の実施、　２．給食の早期実施、　３．備品、教材、遊具などの整備拡充、　４．破損箇所の早急な修理、　５．保母の在任期間を出来るだけ長くするために住宅等の配慮をしてもらいたい。　６．鍵つ子のために児童館または、学童保育所を設置してもらいたい。以上６点の要請であります。この陳情審査に当たりましては、当局の主管部課長ならびに陳情者代表の出席を求め、説明を聴取いたしました。特に当局の見解を申し上げますと、１の件につきましては、統合すれば人件費も軽くすむが、第１と第２を統合すると新築に値する経費がかかるので、そのまま運営した方が良い。また、年令別保育は、現在も２歳未満、３歳未満、３歳以上の３段階に分けて実施している。完全年令別保育は、日本でも多くはないが逐次努力して近づけてゆきたい。

２の給食については、実施するとすれば、全市営保育所を対象にしなくてはならないが、幸い今回、教育委員会の給食センターができるので、同委員会とも調整して、１９６９年度から実施したい。３．４の件については、現年度予算で完了している。５の保母の住宅配慮については、宇栄原保育所は職員６人中４人はその近くに居住する者を優先的に配置してある。また、市営住宅管理の主管課は、建設部住宅課であり、しかも入居方法は条例に基づいて抽せんにより、決定するので意に沿いがたい。６の鍵つ子の問題については、この問題は教育委員会の問題であり、市としてはその対策は今のところもつてない。という以上の説明であります。

委員会は、この当局説明ならびに陳情人の説明をもとに、現地調査を行ない検討した結果、１の統合の件、５の保母の住宅配慮の件、６の鍵つ子の件、以上３点は認めがたいと決定し、１の年令別保育、２の給食の実施、３の備品、教材、遊具などの整備拡充、４の破損箇所の早急な修理の件は、その願意を認め結論として本陳情は、全会一致、一部採択すべきものと決定いたしました。以上報告申し上げ、各位のご賛同をお願いします。




○議長（高良　一君）

　ただいまの委員長報告に対し質疑に入ります。

（「質疑討論なし」というものあり）




○議長（高良　一君）

　質疑討論終結し採決に入ります。日程第２０、宇栄原保育所に関する陳情について、ただいまの委員長報告どおり一部採択することにご異議ありませんか。

（「異議なし」というものあり）






○議長（高良　一君）

　ご異議なしと認めます。よつて本件は一部採択されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～




○議長（高良　一君）

　日程第２１、市立保育所監視人の待遇改善についてを議題として、経済民生教育委員長の報告を求めます。






○経済民生教育委員長（大山　盛幸君）

　「市立保育所監視人の待遇改善について」審査の結果を報告いたします。まず、本陳情の要旨を申し上げますと、１．報酬の増額と定期昇給について、２．期末手当の支給について、　３．医療保険加入について以上３点の要請であります。この陳情に対し、委員会は陳情者代表ならびに、当局の主管課長からの説明を聴取いたしました。

当局の見解といたしましては、本件は、人事の問題であり、人事課にも検討を願つた結果、１の報酬の増額と定期昇給については報酬の増額は１９６８年度においてもなしており’６９年度も増額するということは他とも比較して、むつかしいので、今回は見合わし、今後努力したい。また、定期昇給については、保育所監視人は、那覇市職員定数条例中の職員ではないので困難である。２の期末手当の支給については、現行法ではできなく、支給するとすれば法の改正が必要となり困難であるが、「もち代等」他の形で支給することも考えられるので今後検討してみたい。３の医療保険加入については、１９６９年度から実施するため準備をすすめている。という説明がなされております。委員会は以上の説明を聴取し、検討した結果、本陳情は１項中の「定期昇給の件」を除き、その願意を認め、全会一致採択すべきものと決定いたしました。以上、報告申し上げ、各位のご賛同をお願いします。




○議長（高良　一君）

　ただいまの委員長報告に対し質疑に入ります。

（「質疑討論なし」というものあり）




○議長（高良　一君）

　質疑討論終結し採決に入ります。日程第２１、市立保育所監視人の待遇改善について、ただいまの委員長報告どおり採択することにご異議ありませんか。

（「異議なし」というものあり）






○議長（高良　一君）

　ご異議なしと認めます。よつて本件は採択されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～




○議長（高良　一君）

　日程第２２、待遇改善に関する陳情を議題として経済民生教育委員長の報告を求めます。






○経済民生教育委員長（大山　盛幸君）

　「待遇改善に関する陳情」について審査の結果を報告いたします。まず本陳情の要旨を申し上げますと、１．日曜日を除き従来通り毎月完全就労させていただきたい。　２．期末の扶助料として夏期５０ドル、年末５０ドル計１００ドルを支給していただきたい。以上２点の要請であります。この件に対する当局の見解を申し上げますと、１．については、現在、毎日完全就労させている。　２．については、年次的にアツプして来た。’６９年度予算においても、現年度の夏期１５ドルに５ドルをアップ、年末１５ドルに５ドルをアツプし、年間１０ドルのアツプをなし、予算計上してあるが、さらに、このことについては、今後も努力したいという説明がなされております。

委員会は、以上の当局説明ならびに本陳情の願意を検討した結果、全会一致本件は採択すべきものと決定いたしました。以上報告申し上げ、各位のご賛同をお願いします。




○議長（高良　一君）

　ただいまの委員長報告に対し質疑に入ります。

（「質疑討論なし」というものあり）




○議長（高良　一君）

　質疑討論終結し採決に入ります。日程第２２、待遇改善に関する陳情について、ただいまの委員長報告どおり採択することにご異議ありませんか。

（「異議なし」というものあり）






○議長（高良　一君）

　ご異議なしと認めます。よつて本件は採択されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～




○議長（高良　一君）

　日程２３、補助金交付方についてを議題として経済民生教育委員長の報告を求めます。






○経済民生教育委員長（大山　盛幸君）

　「補助金交付方要請について」審査の結果を報告いたします。本件については、最近、とみに青少年問題が各界で論じられていることであり、特に当局の主管課長の出席を求め、慎重に審査をいたしました。

当局の見解を申し上げますと、このことについては、当局にも陳情がなされており、検討した結果、青少年の育成は急務であり、また、同少年補導員協議会は、今後ますます結束し、強化し、青少年の指導育成にあたるという説明もなされており、当局は、青少年を保護育成するという見地から、次年度から補助するため、１９６９年度は５００ドル予算計上したという説明がなされております。

委員会は、この当局見解に賛同し、本陳情は全会一致採択すべきものと決定いたしました。以上報告申し上げ、各位のご賛同をお願いします。




○議長（高良　一君）

　ただいまの委員長報告に対し質疑に入ります。

（「質疑討論なし」というものあり）




○議長（高良　一君）

　質疑討論終結し採決に入ります。日程第２３、補助金交付方について、ただいまの委員長報告どおり採決することにご異議ありませんか。

（「異議なし」というものあり）






○議長（高良　一君）

　ご異議なしと認めます。よつて本案は採択されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～




○議長（高良　一君）

　日程第２４、市町村における新年度社会福祉関係予算の確保方についてを議題として、経済民生教育委員長の報告を求めます。






○経済民生教育委員長（大山　盛幸君）

　「市町村における新年度社会福祉関係予算の確保方について陳情」審査の結果を報告いたします。まず、本件の要旨を申し上げますと、　(1)市町村の福祉行政事務の複雑化に伴い、社会事業係の専任職員の配置および増員の確保について、　(2)社会福祉協議会助成金の増額について、　(3)社会福祉事業係の本土研修費の計上について、以上、３点の要請がなされております。

次に、本件に対する当局の見解を申し上げますと、まず、(1)社会福祉事業係の専任職員の配置、増員については、那覇市においては、すでに那覇市社会福祉協議会が設置され、事務も相当充実しており問題はない。(2)の助成金増額方については、１９６９年度予算にも計上されている。(3)の本土研修費の予算計上方については、従来も日本社会福祉連合協議会と諮つて２．３人程度は派遣しているが今後も検討して必要に応じて人事課とも合議して派遣しても良いという説明がなされております。

委員会は、以上の当局説明を聴取し、検討した結果、要請事項(1)については、本市においてはすでに専門機関である那覇市社会福祉協議会があり、(2)については、１９６９年度予算には多項目にわたり計上されていること。ならびに(3)については当局も「人事課と合議して派遣しても良い」と説明されており、市町村の福祉行政事務の複雑化に伴う技術的専門職性が社会福祉事業の向上を計る上から必要であると思考し、本件は全会一致、採択すべきものと決定いたしました。以上、報告申し上げ、よろしく各位のご賛同をお願いします。




○議長（高良　一君）

　ただいまの委員長報告に対し質疑に入ります。

（「質疑討論なし」というものあり）




○議長（高良　一君）

　質疑討論終結し採決に入ります。日程第２４、市町村における新年度社会福祉関係予算の確保方について、ただいまの委員長報告どおり採択することにご異議ありませんか。

（「異議なし」というものあり）






○議長（高良　一君）

　ご異議なしと認めます。よつて本件は採択されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～




○議長（高良　一君）

　日程第２５、沖繩市町村林業技術員会承認と負担金計上についてを議題として、経済民生教育委員長の報告を求めます。






○経済民生教育委員長（大山　盛幸君）

　「沖繩市町村林業技術員会の承認と負担金計上について要請」審査の結果を報告いたします。まず、本件の要旨を申し上げますと、各市町村の林業技術員の要望により、各地区林業研究会が、技術員の技術向上を計る上から、沖繩の林業振興のためにも、研究会を結成した方が林業育成の面から有利であるとして、設立しましたが、各市町村のご理解とご協力を賜わり、林業の発展を計りたいと存じますので、本会を承認し、負担金を計上していただきたいという要請であります。

この要請に対して、当局の見解を求めた結果、当局の説明は、「この沖繩市町村林業技術員会の運営費は、各市町村の負担金で賄うことになつており、那覇市の負担金は５ドルでありますが、本要請書が提出されたのは、１９６９年度那覇市歳入歳出予算編成後であり、今回の予算には計上されなく、９月の追加予算に計上したい」という事であります。

委員会は、以上の当局説明を検討した結果、「沖繩市町村林業技術員会の承認と負担金計上について」は、各市町村林業技術員会の今後の活動力を大いに期待し、育成しなければならない点から、各市町村の緑化推進、特に緑樹の少ない那覇市においては、緑化推進は市民の要望するものであるし、将来の都市計画の面からも技術向上が望まれるものと思考し、全会一致採択すべきものと決定いたしました。よろしく、各位のご賛同をお願いします。




○議長（高良　一君）

　ただいまの委員長報告に対し質疑に入ります。

（「質疑討論なし」というものあり）




○議長（高良　一君）

　質疑討論終結し採決に入ります。日程第２５沖繩市町村林業技術員会承認と負担金計上については、ただいまの委員長報告どおり採択することにご異議ありませんか。

（「異議なし」というものあり）






○議長（高良　一君）

　ご異議なしと認めます。よつて本件は採択されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～

○議長（高良　一君）

　日程第２６、チリ取車の改善方についてを議題として経済民生教育委員長の報告を求めます。






○経済民生教育委員長（大山　盛幸君）

　「チリ取車の改善方について」審査の結果を報告いたします。まず本件の要旨を申し上げますと、生活と密接な関係のあるチリ取車の配車については、当上国場においては去年まで週２回の配車が今年になつて週１回、１０日、２週間に１回となり、回数が去年より減つているので台所から出るゴミ等は夏になると５．６日で腐敗し、衛生上も好ましくないので週２回の配車をしてもらいまた、公休日、雨天続きのときは民間車両を借り上げても配車できるように予算計上してもらいたいという趣旨の陳情であります。

この件に対して、当局の説明は、現在、チリ取車の運行は順調であるし、この陳情地域については５日に１回の配車をしているが、週２回の配車を希望しており、この点については陳情者の方に新年度における地域責任性の問題、それに伴う委託車両各車両について予算内容を説明し、さらに各地域に対する配車の件などを説明した結果、陳情人も市の方針に納得し、当局に対する陳情は口頭で取り下げて貰つた。

確かに陳情書にあるように、この地域に対しては、５月から６月初旬にかけて配車の状況は４日に１回、週１回と配車されている状態でした。それは、４月の連休、運転手の休みもあつたためであるが６月の配車状況を調査した結果上国場への配車は現在５日に１回程度である。当局としては全地域に週２回配車したいし、本年度の予算にも計上して、公休日、雨天時には委託車両をまわす用意もできているという説明がなされております。以上当局の説明を聴取し、検討した結果、結論として委員会は夏季にかけての伝染病の発生原因にもなりうるゴミや腐敗物の放置は衛生上の面からも防疾の必要があり、ゴミ処理の改善強化を計るべきと思慮し全会一致採択すべきものと決定いたしました。以上、報告申し上げ各位のご賛同をお願いします。




○議長（高良　一君）

　ただいまの委員長報告に対し質疑に入ります。

（「質疑討論なし」というものあり）




○議長（高良　一君）

　質疑討論終結し採決に入ります。日程第２６、チリ取車の改善方について、ただいまの委員長報告どおり採択することにご異議ありませんか。

（「異議なし」というものあり）






○議長（高良　一君）

　ご異議なしと認めます。よつて本件は採択されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～




○議長（高良　一君）

　日程第２７、創立６０周年記念図書館建設補助金についてを議題として、経済民生教育委員長の報告を求めます。






○経済民生教育委員長（大山　盛幸君）

　「創立６０周年記念図書館建設補助金について」審査の結果を報告いたします。本件は、那覇商業高等学校が創立６０周年を記念して図書館を建設するに当り、本市にも５，０００ドルの補助要求がなされております。

この要請に対しまして、当局は、市の財政とも照らし、’６９年度予算には寄附金として１，５００ドル計上してありますので、委員会は若干の質疑を交わし、意見調整に入つたがまとまらず討論に入つたのであります。

まず、反対論から申し上げますと、政府立高校の図書館建設に寄附することは、市町村財政法、学校図書館法にもとるものである。当局は、財政法の解釈は、市町村自から提供しかつ、財政の圧迫をきたさないのであれば良いということであるが、現在の本市の財政状況からは、これに支出すべきではないということであります。

また、賛成討論といたしましては、那覇商業高等学校の前身は、那覇市立であり、過去においても体育館建設の際５０万円の寄附を行なつている。

さらに、この学校は、特殊技術学校で市内の子弟が多く学んでおり、子弟の育成助長をはかる観点から、寄附は、妥当であると思慮し賛成するということであります。

採決の結果、本陳情は、賛成多数で採択すべきものと決定いたしました。

以上、報告申し上げ、各位のご賛同をお願いします。




○議長（高良　一君）

　ただいまの委員長報告に対し質疑に入ります。

（「質疑討論なし」というものあり）




○議長（高良　一君）

　質疑討論終結し採決に入ります。日程第２７、創立６０周年記念図書館建設補助金について、ただいまの委員長報告どおり採択することに賛成の方ご起立を求めます。






○議長（高良　一君）

　起立多数であります。よつて本件は採択されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～




○議長（高良　一君）

　日程第２８、鳥堀農道新設工事反対について陳情を議題として、経済民生教育委員長の報告を求めます。






○経済民生教育委員長（大山　盛幸君）

　「鳥堀農道新設工事反対について陳情」審査の結果を報告いたします。まず、本件の要旨を申し上げますと、新設道路に面する一部関係地主が自己所有地に住宅建築を目的として、他の地主の承諾も得ずに、当局に道路新設方を申請したものであり、新設工事賛成者の中には、自己所有地から１坪の潰れ地もなく、受益坪数の大きい方もおられます。それに反して、受益面積より道路にとられる面積が大きい地主もあり、また、新設道路が出来たら耕地が分断され二方、三方に土地が散在する地主もおります。以上の点から農業振興にもマイナスになるので農道新設工事を中止してもらいたいという要請であります。

本件審査にあたつては、賛成、反対の両者を呼んで、その実状を聴取いたしました。その概要を申し上げますと、反対陳情者の見解は、自分の土地が受益坪数より潰れ地の坪数があまりにも多いので反対しているが納得のゆく道路開設であれば反対しないということであります。また、賛成者の見解は、この地域のキビ搬入経費は現在、農道がないため他の地域より、１トン当り２ドル高い運搬料を払つておりますので、早急に開設することが望まれております。さらに、この開設は、現在ある小路を中心に巾員を拡げてゆくのであるから耕地が２分、３分されることもないし、測量の時点で犠牲を最小限にとめるよう配慮することもできる。また、場合によつては、開設工事計画の「Ｔ字型」の片方をこの計画からはずしてもよいということであります。

次に本件に対する当局の見解を申し上げますと、この農道開設工事計画は、地元から申請があつたので政府とも折衝して４，７２０ドルの補助金を得て、市も一般財源から１，１８０ドルを支出し合計５，９００ドルの工事費を計上してありますが、政府の補助査定においては、現計画の「Ｔ字型」の開設が目されており地元申請者が片側をはずしてもよいといつたにせよ市で勝手に変更するわけにはいかないという説明であります。以上のとおり、当局ならびに陳情人の見解を聴取した結果、委員会は討論に入つたのであります。

まず、反対討論から申し上げますと、陳情者も反対せんがための反対でなく、話し合いが十分になされ納得いけば賛成するということであるし、また、この農道開設は同地域の発展上是非必要であり、早急に開設することが望まれるのでこの陳情は不採択すべきものとして反対討論がなされております。

次に賛成討論を申し上げますと、この農道開設を申請する段階においては、関係地主同志の話し合いが十分なされないこともあり、聾棧敷におかれている関係地主もいるし、当初の計画も変更して「Ｔ字型」になつている。

また、受益率の高い方々が、この犠牲者の負担を幾分でも軽くすることができないかと、賛成者側にただしましたが、確答が得られないし、そこには、何ら、犠牲を払う地主に対する補償も約束できない状態にある現在、工事は施行すべきではないと思慮して本陳情は採択すべきであり、賛成するという事であります。

採決の結果、本陳情は、賛成少数で不採択すべきものと決定いたしました。なお、この農道開設に当つては、関係地主間の話し合いを十分になさしめ、双方納得のいくように当局も努力し、円満に施工してもらいたいことを要望する。以上、報告申し上げ各位のご賛同をお願いします。




○議長（高良　一君）

　ただいまの委員長報告に対し質疑に入ります。

（「質疑討論なし」というものあり）




○議長（高良　一君）

　質疑討論終結し採決に入ります。日程第２８、鳥堀農道新設工事反対について陳情、ただいまの委員長報告どおり不採択とすることにご異議ありませんか。

（「異議なし」というものあり）






○議長（高良　一君）

　ご異議なしと認めます。よつて本件は不採択と決定いたしました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～




○議長（高良　一君）

　日程第２９、米審の答申を尊重し、米価値下げ要請方についてを議題として経済民生教育委員長の報告を求めます。






○経済民生教育委員長（大山　盛幸君）

　「米審の答申を尊重し、米価値下げ要請方について陳情」審査の結果を報告いたします。本陳情の要旨は、３月５日の米穀審議委員会は、輸入米に対して現在の１キロ当り２２セントから２６セントに値上げし、条件として値上がり分４セントは政府負担にしてもらうという議決をなし答申しております。主席は、この答申を無視して政府案どおり告示した。この値上りは、直接消費者にかかつてきておりますので、議会は市民全体の意思決定機関として米価値下げ方の要請決議をしていただきたいという要請であります。

この陳情に対し、委員会は、米価の値上りは、直接台所につながる重要な問題であり、また米価については、米穀審議委員会において十二分に審議されてその答申も全会一致でなされております。この答申を尊重し、その主旨に沿つて消費者負担を軽くするため、値下げすべきであると思料し、本陳情は全会一致採択すべきものと決定いたしました。以上報告申し上げ、各位のご賛同をお願いします。




○議長（高良　一君）

　ただいまの委員長報告に対し質疑に入ります。

（「質疑討論なし」というものあり）




○議長（高良　一君）

　質疑討論終結し採決に入ります。日程第２９、米審の答申を尊重し、米価値下げ要請方について、ただいまの委員長報告どおり採択することにご異議ありませんか。

（「異議なし」というものあり）






○議長（高良　一君）

　ご異議なしと認めます。よつて本件は採択されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～

○議長（高良　一君）

　日程第３０、決議案第３号、消費者米価の値下げ方要請決議、１８番議員大山盛幸外１１名提出を議題として、提案者の説明を求めます。






○大山　盛幸君

　先刻米価値下げ要請方についての陳情の審査結果を報告申し上げましたとおり、米価値下げの要請決議をしてもらいたいという陳情が全会一致採択されましたのでこの決議案を出すことになつたわけでございます。政府は米穀審議会の答申を尊重せず３月１３日付でもつて政府案どおり米価告示をしておるが、これはたちまち家庭に響き、さらに諸物価もこれに便乗して値上りするおそれがあり、市民生活の安定と福祉向上をはかる観点から米価値下げの要請決議をするためこの案を出したわけでございます。この決議案ができるまでには瀬長フミ議員も相当ご努力をされておりますので、瀬長フミ議員にこの決議案の説明役になつてもらいたいと思いましたが、委員会で決定をみましたので委員長から報告することになりましたのでご了承願いたいと思います。決議案を朗読いたしたいと思いますのでご覧願いたいと思います。消費者米価の値下げ方要請決議、消費者米価の改定について諮問を受けていた米穀審議委員会は慎重審議の結果、３月５日現行価格の１キロ当り、２２セントから同じく１キロ当り２６セントに値上げを認め、「ただしその差額４セントを政府において財政負担せよ」と答申しましたが、政府は、この答申を尊重せず、去る３月１３日政府案通り特選米１キロ当り２６セント、徳用米２２セントの２本立して告示しました。

しかし現在において実質的に一本立になり、徳用は店頭より姿を消し、特選米も最初の米より質が低下し、消費者の間に不満の声が起つております。消費者米価の問題につきましては那覇市民をはじめ全県民の主食である米価の値上がりはたちまち家計に響き、さらに他の諸物価もこれに便乗して値上がりする恐れがあります。

特に消費者生活を営んでいる那覇市民の生活におよぼす影響は実に大きいものがあります。

そこで琉球政府においても那覇市民および全県民の生活の安定と福祉向上のため、消費者米価について、米穀審議委員会の答申を尊重して誠意と勇気をもつて値下げされるよう那覇市議会は全市民の立場からここに強く要請いたします。１９６８年６月２８日、那覇市議会

あて先は行政主席でございます。




○議長（高良　一君）

　休憩いたします。

	（午後３時０分　休憩）

	（午後３時１分　再開）







○議長（高良　一君）

　休憩前に引き続き会議を開きます。




○議長（高良　一君）

　決議案第３号、消費者米価の値下げ方要請決議については原案を可決することにご異議ありませんか。

（「異議なし」というものあり）






○議長（高良　一君）

　ご異議なしと認めます。よつて本案は原案どおり可決されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～






○議長（高良　一君）

　日程第３１「軍用地の課税評価について」ないし日程第７４「市町村青年団に対する運営資金の補助増額に関する陳情」までを一括して議題といたします。本件については、各常任委員長から、閉会中の継続審査申し出書が提出されておりますので、これらを閉会中の継続審査に付したいと思います。これにご異議ありませんか。

（「異議なし」というものあり）




○議長（高良　一君）

　ご異議なしと認めます。よつて日程第３１から日程第７４までの事件は、閉会中の継続審査に付することに決定いたしました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～




○議長（高良　一君）

　本日の会議で議決確定した１９６９年度那覇市歳入歳出予算の歳出第１款議会費で行政視察のため７月以降本土都市への派遣議員を次のとおり承認しましたので御了承願います。安見福寿君、椿秀義君、大浜長弘君、喜舎場盛一君、山川正平君、瀬長フミ君、友利栄吉君、吉浜朝一君、真栄城嘉園君、久高友敏君、金城吾郎君、又吉久正君、赤嶺保三郎君、平良真次郎君、高良一君、なお派遣議員は二コ班を編成し、視察日程を議長宛提出するよう要求します。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～




○議長（高良　一君）

　以上をもちまして第１０３回議会定例会の日程は全部終了いたしました。



（午後３時０５分　閉会）

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～




上会議録を調整し署名する。

１９６８年６月２８日




議長　　　　高良一　　　㊞

署名議員　　比嘉佑直　　㊞

署名議員　　比嘉朝四郎　㊞
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